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◆巻頭論文◆

「シビル・ミニマムの思想」の
原初の発想とその後の変貌

東京大学名誉教授 西尾 勝

かつてあれほど一世を風靡していた「シビル・ミニマム」の概念がいまや全く死語になってしまっ

たかのように、近年はほとんど話題にのぼらないのはどうしてなのかと、素朴な疑念を表明してい

る論考をちらほら目にする。そこで、この種の素朴な疑念をいだいておられる論者の方々に再考を

促す素材を提供するために、すでに故人となられた松下圭一先生に代って先生ご自身の思索の経過

をできるだけ忠実にたどるかたちで、「シビル・ミニマム」の原初の思想がその後の時代状況の変化

に応じて劇的に変貌していった模様を再現してみたい。

はじめに

松下圭一先生が亡くなられてから、早くも

三カ年余がすぎた。その故か否か、最近ちら

ほら目にする論考がある。かつてあれほど一

世を風靡していた「シビル・ミニマム」の概

念がいまや全く死語になってしまったかのよ

うに、近年はほとんど話題にのぼらないのは

どうしてなのかと、素朴な疑念を表明してい

る論考である。

この種の素朴な疑念を表明しておられる論

者は、雑誌『展望』1970 年5月号に掲載され

た先生の論考、そして先生が 1971 年3月に

東京大学出版会から公刊した著作集『シビ

ル・ミニマムの思想』に収録した同名の論考

「シビル・ミニマムの思想」等々のみを読み、

先生ご自身がそれから 30 数年のちの 2003 年

に北海道地方自治土曜講座で講演され、同年

8月に公人の友社からブックレットとして刊

行され、さらに 2005 年7月に公人の友社か

ら公刊された著作集『自治体再構築』にも収

録されている講演録「シビル・ミニマム再考：

ベンチマークとマニフェスト」を読み落とし

ておられるのだと思われる。

先生の「シビル・ミニマムの思想」は 2000

年ころを境にして劇的な変貌を遂げていたの

である。そこで、すでに他界された先生に

代って、「シビル・ミニマムの思想」にみられ

る原初の発想と、その後の日本社会の状況の

展開に対応した先生の所感がもっとも鮮明に

表明されている論考「シビル・ミニマム再考」

にみられる論旨とを対比してみたい。
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1 「シビル・ミニマム」の概念の原初の発想

「シビル・ミニマム」の概念は、まず「自治

体における革新政治指導」（飛鳥田一雄編「自

治体改革の理論的展望」、日本評論社、1965

年）に初めて登場している。

革新政治指導による自治体改革は、A市民

の政治的自発性の喚起、B市民生活の保障、

C地域開発の実現、D自治権の拡充、E自治

体機構の民主的能率化といった具体的課題に

とりくまなければならないとしたうえで、こ

のうちの「B市民生活の保障」の項目の説明

において、「今日の自治体は、（イ）教育、保

健、交通、水道、清掃、住宅などの生活基盤、

（ロ）健康保険、老齢年金などの社会保障、

（ハ）公害防止を通じて地域レベルにおける

国民生活の最低限の保障、を行わなければな

らない。」と書かれている。しかし、この部分

にはまだ「シビル・ミニマム」の概念は登場

していない。「シビル・ミニマム」の概念が登

場するのは、しかもそれが「ナショナル・ミ

ニマム」の概念と対比されて登場するのはこ

の論考のもう少し先で、僅かの二カ所におい

てのみである。それぞれ引用してみよう。

「自治体は国民生活の全域の窓口となって

いるのである。それゆえ教育、保健、交通、

水道、流通、清掃、公害、社会保障、経済開

発などのあるべき国民生活基準（ナショナ

ル・ミニマム）は自治体行政によってささえ

られるべきである。現実においても教育、保

健・・・などはそれぞれ国レベルの専門省が

担当しているが、しかしその実施過程におい

ては自治体問題に転化することを、見逃して

はならない。母親大会で多様な要求スローガ

ンが羅列されるが、その要求の窓口のほとん

どが自治体にあることを忘れていることも想

起したい。逆にいえば自治体の自主的な市民

生活基準（シビル・ミニマム）が国民生活の

実態を決定すべきなのである。」

もう一カ所は、もう少し先のところで、「自

治体政策立案にあたっては、つぎに留意すべ

き公準をかかげてみよう。」と述べ、自主性、

計画性、公平性という三つの公準を列挙して

いるが、この「自治体政策の自主性」につい

て説明している文章のなかで、次のように書

かれている。

「革新政党は国民生活基準（ナショナル・ミ

ニマム）を提示すべきであってその政策的具

体化は自治体の自主決定（シビル・ミニマム）

によるという観点が必要である。今日の日本

では、自治体の行財政権が実質的に縮小され

ることによって集権的官僚行政におちいって

いるが、それゆえ自治体の行財政権自体の拡

充による自主性の確立が必要である。した

がって自治体は法制的基準以上のビジョンゆ

たかで個性ある自治体政治を行わなければな

らない。」と。

2 「シビル・ミニマム」概念の普及：1968 年

策定の『東京都中期計画』

松下先生自身がこの「シビル・ミニマム」

の概念について初めて詳しく多角的に論じた

のは、雑誌『展望』1970 年5月号に掲載され

た論考「シビル・ミニマムの思想」において

であったが、この論考のなかで先生ご自身が

言及しておられるように、この概念が急速に

普及し定着した大きな契機は、美濃部東京都

知事が 1968 年に、1969 年度東京都予算の編

成に先立って策定し公表した『東京都中期計
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画』において、都政のとりくむべき課題を大

分類・中分類・小分類の3段階に分類し、こ

のうちの中分類課題ごとに（実質的には小分

類課題ごとに）シビル・ミニマムまたは計画

目標を設定していたことにあった。

たとえば、「保育所は 12 万人分を必要とし、

その 100％充足がシビル・ミニマムであるけ

れども、現在の充足率は 61.9％、3年後には

それを 83.7％に拡充する。あるいは下水道

は 100％の普及率をシビル・ミニマムとして

必要とするが、現在の面積上の普及率は区部

で 37％、3年後にはそれを 50％に拡充する。」

といった具合に策定されていた。

先の 1965 年の論考におけるこの概念のご

く簡略な顔出しを受け、これを 1968 年策定

の『東京都中期計画』のように体系的に活用

し、これを数値目標の形式で定めることにし

たのは誰であったのか。美濃部都政のブレー

ン集団であった財団法人都政調査会のスタッ

フたちによる助言であったのか、それとも都

庁職員たち自身による創意工夫であったの

か、定かではないが、後日私自身が調べてみ

たところでは、先生ご自身がこの作業に深く

参与しておられたようには思われない。

美濃部都政下の『中期計画』の仕組みとそ

の問題点については、私自身が参加した東京

都の「情報管理システムに関する研究会」に

おける研究テーマの一つであった。そしてこ

の研究テーマについての執筆は私に委ねられ

たので、この研究会の報告書『東京都におけ

る情報管理の現状と課題』（東京都企画調整

局調査部、1973 年）の「第Ⅳ章『中期計画と

情報管理』に詳しく書いておいたので参照し

ていただきたいが、たとえば、保育所のシビ

ル・ミニマムに関していえば、23 区部のみを

計画対象にして多摩地域の市郡部は計画対象

外になっていること、23 区部の保育所の整備

状況の地域間格差情報は全く公開していない

こと等々についても指摘しておいたところで

ある。

3 「シビル・ミニマムの思想」

『東京都中期計画』の公表より以降の 1970

年に書かれた論考「シビル・ミニマムの思想」

を注意深く読むと、松下先生の「シビル・ミ

ニマムの思想」は『東京都中期計画』におけ

る体系的な活用を受けて大きく進化したこと

がみてとれる。以下のような二、三の文章を

みてほしい。

「シビル・ミニマムは、・・・『都市生活基準』

の確立を指向している。もちろん今日、法律

で規定されている建築基準、公害基準、社会

保障基準すらも充分実現していないことは理

解されなければならない。それゆえにこそま

た『シビル・ミニマムの思想』が『法律基準』

を越えて新しく提起されなければならないの

である。ナショナル・ミニマムがともすれば

低い（現状）、それもバラバラの法律基準にと

どまりがちな現状にたいして自治体が、それ

ぞれ自治体の特殊性を反映しながら、独自に

都市生活システムの公準としてシビル・ミニ

マムを設定し、自治体におけるそれぞれ独自

のシビル・ミニマムの実現が、自治体相互に

波及効果をもたらすとともに、その結果とし

て国民生活システムの公準としてのナショナ

ル・ミニマムを国民自体が自主的に押上げて

行くという政治効果がそこで追求されている

のである。」
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ル・ミニマム）は自治体行政によってささえ

られるべきである。現実においても教育、保

健・・・などはそれぞれ国レベルの専門省が

担当しているが、しかしその実施過程におい

ては自治体問題に転化することを、見逃して

はならない。母親大会で多様な要求スローガ

ンが羅列されるが、その要求の窓口のほとん

どが自治体にあることを忘れていることも想

起したい。逆にいえば自治体の自主的な市民

生活基準（シビル・ミニマム）が国民生活の

実態を決定すべきなのである。」

もう一カ所は、もう少し先のところで、「自

治体政策立案にあたっては、つぎに留意すべ

き公準をかかげてみよう。」と述べ、自主性、

計画性、公平性という三つの公準を列挙して

いるが、この「自治体政策の自主性」につい

て説明している文章のなかで、次のように書

かれている。

「革新政党は国民生活基準（ナショナル・ミ

ニマム）を提示すべきであってその政策的具

体化は自治体の自主決定（シビル・ミニマム）

によるという観点が必要である。今日の日本

では、自治体の行財政権が実質的に縮小され

ることによって集権的官僚行政におちいって

いるが、それゆえ自治体の行財政権自体の拡

充による自主性の確立が必要である。した

がって自治体は法制的基準以上のビジョンゆ

たかで個性ある自治体政治を行わなければな

らない。」と。

2 「シビル・ミニマム」概念の普及：1968 年

策定の『東京都中期計画』

松下先生自身がこの「シビル・ミニマム」

の概念について初めて詳しく多角的に論じた

のは、雑誌『展望』1970 年5月号に掲載され

た論考「シビル・ミニマムの思想」において

であったが、この論考のなかで先生ご自身が

言及しておられるように、この概念が急速に

普及し定着した大きな契機は、美濃部東京都

知事が 1968 年に、1969 年度東京都予算の編

成に先立って策定し公表した『東京都中期計
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「シビル・ミニマムはまず、A社会保障、B

社会資本、C社会保健についての最低基準を

数量的に明確にし、現代生活条件を公共シス

テムとして確保しようとするものであった。

しかもこのシビル・ミニマムの確保を自治体

の責任として位置づけることは、自治体つい

で政府の政策課題を明確に設定するという意

味をもっている。すなわち第一にシビル・ミ

ニマムを政策公準とすることによって自治体

の義務を決定することになる。ついで第二に

シビル・ミニマムを数量的に表現することに

よって、第三に自治体の行政効率をシビル・

ミニマムの公準とその充足度によって測定し

うるようになる。」

なお、先の「自治体における革新政治指導」

の論考では（イ）生活基盤、（ロ）社会保障、

（ハ）公害防止と整理されていた三つの政策

領域が、この論考「シビル・ミニマムの思想」

になると、日本国憲法第 25 条の生活権の規

定が、A社会保障に関わる生存権、B社会資

本に関わる共用権、C社会保健に関わる環境

権という3種の政策領域及び権利に区分して

整理されるようになる。

「もちろんシビル・ミニマムは文字通り現

代生活の制度的な最低条件にすぎない。シビ

ル・ミニマムの保障が自己目的たりえない理

由である。しかし手段価値としても政治の課

題はこのミニマムの保障になければならな

い。政治機構としての自治体ないし政府の課

題は、このシビル・ミニマムないしは国民的

スケールでのナショナル・ミニマムの保障に

すぎないことを、国家乃至官僚機構の後見性

が承認されうる段階をすでに終わった日本で

は、今日明確に自覚しなければならないので

ある。いわばシビル・ミニマムの保障はマル

クス的用語でいえば『必要の王国』の保障で

ある。したがってシビル・ミニマムをこえる

生活欲求さらには生活理想・文化価値につい

てはルールが確保されるかぎり『自由の王

国』にゆだねられるべきであろう。・・・た

しかにこのシビル・ミニマムの保障は、自治

体レベルにせよ政府レベルにせよ、複雑な行

政システムを必要とし、ビッグ・ガバメント

を形成する。・・・しかしこのビッグ・ガバ

メントないし巨大な行政システムはあくまで

もシビル・ミニマムないしナショナル・ミニ

マムという『必要の王国』の管理にとどまる

べきである。ことに個人の内面性ないし政治

活動は『自由の王国』として解放されていな

ければならないのである。いわゆる＜生きが

い＞も、その保障は政治責任ではなく、それ

こそ個人自立の領域でなければならない。こ

の論点が明確に理解されないかぎり、シビ

ル・ミニマムの保障は国家による受益意識の

培養、したがって市民的自発性の融解をもた

らしていくであろう。」

この『必要の王国』と『自由の王国』とい

う最後の論点は、先生が「シビル・ミニマム」

の概念を提起した当初からこれを批判し、こ

れにたいする代案として提起されてきたシビ

ル・オプティマムの考え方、さらにはシビル・

マキシマムの考え方に向けた全面的な反論な

のである。「シビル・ミニマムの思想」に喚起

された世論が予期せぬ方向に暴走しかねない

気配を察知した先生は、いち早く予防線を張

り始めているのである。これからほぼ 30 年

後の 2003 年の論考「シビル・ミニマム再考：

ベンチマークとマニフェスト」にあっては、
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この最後の論点こそがむしろメイン・スト

リームに転化してくるのである。さらにいえ

ば、この時点ではまだシビル・ミニマムの保

障はビッグ・ガバメントを形成につながらざ

るをえないとされているが、2003 年の論考

「シビル・ミニマム再考」では、少なくとも当

面は、「小さな政府」を目指さざるをえないか

のような論調に変わっているのである。

以上、比較的に初期に書かれた論考「シビ

ル・ミニマムの思想」の核心と思われる箇所

を長々と引用してきたが、その一方で先生は

次のように読者の注意を喚起しておられたこ

とにも留意していただきたい。すなわち、「シ

ビル・ミニマムの設定は万能薬ではない。」と

も語られ、またあるときには「シビル・ミニ

マムの意味づけあるいは批判は多様であって

よいし、また（そうで）なければならない。」

とも書いておられる。このこととどのように

関係しているのか私にもよくわからないのだ

が、この論考を執筆された 1970 年の時点で

は先生はすでに武蔵野市の新しい『長期計

画』の策定委員会に参加しておられたにもか

かわらず、この武蔵野市の新しい『長期計画』

においてシビル・ミニマムを設定しようとし

た形跡は皆無なのである。

4 「シビル・ミニマムの思想」の展開

2003 年の北海道地方自治講座での講演録

「シビル・ミニマム再考：ベンチマークとマ

ニフェスト」では、地方分権改革が 2000 年に

実施に移された今日の段階では、政策指数な

いし政策指標の開発と公開こそが時代の要請

であるとする総論から語り始め、直近の事例

として、東京都が 1999 年に行った個別政策

にたいする一覧性のある政策指標方式（ベン

チマーク方式）の模索と、雑誌『中央公論』

の 2003 年8月号に掲載された『二一世紀臨

調緊急提言』にみられる政権公約（マニフェ

スト）による政治サイクルの再構築の提言と

が紹介されている。しかし、前者は今のとこ

ろ理論ダオレ、後者はコレカラの取り組み如

何といったところであるが、この二つの事例

は、日本のこれからの政治・行政改革におい

ても政策再編においても指数ないし指標が不

可欠になってくることを新しいカタチで示す

兆候だととらえられている。

講演はこのような冒頭の導入部に続いて、

「自治体における革新政治指導」によるシビ

ル・ミニマム概念の提起に始まるこの概念と

思想の歴史の回顧に移り、以下のように語ら

れていく。

「1968 年の『東京都中期計画』をあらため

てみますと、日本が都市型社会にはいりはじ

めた 1960 年代、日本の地域はナイナイづく

しで、憲法 25 条に基づく生活権としてのシ

ビル・ミニマムの公共保障をめざすには、（1）

従来の省庁縦割発想による国法依存を脱却し

て、自治体独自のシビル・ミニマムとしての

政策基準を個別・具体の施策にそれぞれ設定

するとともに、（2）これを空間システム化し

ながら各自治体内部における財源の計画配分

が不可欠だったことが、おわかりいただける

と思います。しかも、当時の国の法制基準は

ナショナル・ミニマムの規定とはいえないほ

ど劣悪でしたから、折からの高成長にともな

う自治体財源の自然増を背景に、自治体独自

基準としてのシビル・ミニマムの設定によっ

て、劣悪な国基準の改革をせまるとともに、
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「シビル・ミニマムはまず、A社会保障、B

社会資本、C社会保健についての最低基準を

数量的に明確にし、現代生活条件を公共シス

テムとして確保しようとするものであった。

しかもこのシビル・ミニマムの確保を自治体

の責任として位置づけることは、自治体つい

で政府の政策課題を明確に設定するという意

味をもっている。すなわち第一にシビル・ミ

ニマムを政策公準とすることによって自治体

の義務を決定することになる。ついで第二に

シビル・ミニマムを数量的に表現することに

よって、第三に自治体の行政効率をシビル・

ミニマムの公準とその充足度によって測定し

うるようになる。」

なお、先の「自治体における革新政治指導」

の論考では（イ）生活基盤、（ロ）社会保障、

（ハ）公害防止と整理されていた三つの政策

領域が、この論考「シビル・ミニマムの思想」

になると、日本国憲法第 25 条の生活権の規

定が、A社会保障に関わる生存権、B社会資

本に関わる共用権、C社会保健に関わる環境

権という3種の政策領域及び権利に区分して

整理されるようになる。

「もちろんシビル・ミニマムは文字通り現

代生活の制度的な最低条件にすぎない。シビ

ル・ミニマムの保障が自己目的たりえない理

由である。しかし手段価値としても政治の課

題はこのミニマムの保障になければならな

い。政治機構としての自治体ないし政府の課

題は、このシビル・ミニマムないしは国民的

スケールでのナショナル・ミニマムの保障に

すぎないことを、国家乃至官僚機構の後見性

が承認されうる段階をすでに終わった日本で

は、今日明確に自覚しなければならないので

ある。いわばシビル・ミニマムの保障はマル

クス的用語でいえば『必要の王国』の保障で

ある。したがってシビル・ミニマムをこえる

生活欲求さらには生活理想・文化価値につい

てはルールが確保されるかぎり『自由の王

国』にゆだねられるべきであろう。・・・た

しかにこのシビル・ミニマムの保障は、自治

体レベルにせよ政府レベルにせよ、複雑な行

政システムを必要とし、ビッグ・ガバメント

を形成する。・・・しかしこのビッグ・ガバ

メントないし巨大な行政システムはあくまで

もシビル・ミニマムないしナショナル・ミニ

マムという『必要の王国』の管理にとどまる

べきである。ことに個人の内面性ないし政治

活動は『自由の王国』として解放されていな

ければならないのである。いわゆる＜生きが

い＞も、その保障は政治責任ではなく、それ

こそ個人自立の領域でなければならない。こ

の論点が明確に理解されないかぎり、シビ

ル・ミニマムの保障は国家による受益意識の

培養、したがって市民的自発性の融解をもた

らしていくであろう。」

この『必要の王国』と『自由の王国』とい

う最後の論点は、先生が「シビル・ミニマム」

の概念を提起した当初からこれを批判し、こ

れにたいする代案として提起されてきたシビ

ル・オプティマムの考え方、さらにはシビル・

マキシマムの考え方に向けた全面的な反論な

のである。「シビル・ミニマムの思想」に喚起

された世論が予期せぬ方向に暴走しかねない

気配を察知した先生は、いち早く予防線を張

り始めているのである。これからほぼ 30 年

後の 2003 年の論考「シビル・ミニマム再考：

ベンチマークとマニフェスト」にあっては、
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国基準にたいする量レベルでの「上乗せ・横

出し」というかたちで、自治体の独自戦略を

構築し、国から自立した＜自治体計画＞の策

定にむかったのでした。」

「このシビル・ミニマムの量充足は経済成

長率が高かったため、ほぼ 1980 年代にはメ

ドがつき、ムダづかいした特定自治体の下水

処理をのぞけば、ほぼ終わりはじめました。

だが、そのころから、バブルによる財源増も

あり、さらに交付税措置で自治省（現総務省）

があおる「単独事業」として、自治体は豪華

なハコモノづくりなどに走り、2000 年前後に

は、国、自治体ともに借金増をはじめとする

財源緊迫となります。私は、すでに、1980 年

代には、シビル・ミニマムについては量充足

がほぼ終わったため、その＜量拡大＞から脱

却して、あらたな＜質整備＞にむけての行政

体質、職員水準の＜飛躍＞、つまり「行政の

文化化」、さらに「自治体文化戦略」の構築を、

不可欠として提起していきます。」

「このシビル・ミニマム基準の量充足から

質整備への転換をめぐっては、そこにどうし

ても、官治・集権から自治・分権へという、

日本の政治・行政自体の転換が不可欠でし

た。行政とは『国法の執行』という官治・集

権では、①全国画一、②省庁縦割、③時代錯

誤というカタチで、行政の劣化をひきおこし

ます。自治・分権となってはじめて、各自治

体が独自責任をもつ政策・制度開発によっ

て、①地域個性、②地域総合、③地域指向を

活かすようになるからです。ここでは、自治

体法務・自治体財務の自立、また自治体文化

戦略の構築が不可欠となります。この転換へ

の可能性としては、1960 年代からの市民活動

の出発が基本にありますが、自治体の課題変

化と職員の学歴上昇がすすみ、1980 年代、・・・

自治体職員の自主研究集団も全国に群生しは

じめ、これを背景に自治体職員中心の「自治

体学会」が 1986 年に出発となります。これ

らが、機関委任事務の廃止という『地方自治

法』の大改正にともなう、2000 年の分権改革

をおしすすめる推力となったといえるでしょ

う。」

「私は、＜自治体計画＞は日本が独自に開

発した自治体政治手法と位置づけていま

す。・・・かつての東京都のシビル・ミニマ

ム計画を改めて見てください。1970 年代前

後の素朴なかたちをとった、量充足中心の考

え方をみることができます。当時、日本は全

体としてはいまだ中進国状況にある農村型社

会で、シビル・ミニマムをめぐって、東京都

心ですらナイナイづくしでした。このため、

市民活動は当然ながらモノトリ型となりま

す。くわえて、国法もまだ農村型社会の官僚

統治が原型ですから時代錯誤性がつよく、市

民活動はここでもなんでもハンタイ型となっ

たのです。これが市民活動が当時＜市民運動

＞として激発する理由でした。」

「2000 年前後では、ムダづかいをした自治

体をのぞいて、ほぼシビル・ミニマムの量充

足が終わっただけでなく、そこでの行政全体

の水膨れ体質もあらためて問題となっていま

す。それゆえ、個別施策全般の見直しをめ

ぐって、ビルドむけのプラス指標ではなく、

スクラップむけのマイナス指標も不可欠とな

ります。・・・2000 年代では、かつての高度

成長期、ついでバブル期に行政がムダをふく

めて水膨れしたため、このムダな施策過剰の
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削除こそが課題となります。くわえて、自治

体、国ともにすでに財政緊迫となっていま

す。とすれば、ミニマム以上の過剰施策のス

クラップの提示がまず基本となるべきなので

す。

ここからさらに政策・組織・人員の再編が

連動します。・・・このため、情報公開はさ

らに一歩すすめて、施策原価、事業採算、さ

らには連結財務諸表までふくめて、日常とし

て公開されないかぎり、国ないし各自治体の

ベンチマーク方式、マニフェスト方式いずれ

も、それだけでは絵空事かさらなる赤字拡大

となっていくという論点がでてきます。」

「基本論点は、先進国状況への飛躍に挫折

して、いまだ中進国状況にとどまっている日

本でも、2000 年前後の今日では、シビル・ミ

ニマムの量充足は、農村地区の下水処理の一

部、大都市地区での老人施設の一部、さらに

都市・農村を問わず危機管理問題をのぞけ

ば、ほぼ終わってきたという認識ないし確認

が必要となります。でなければ、政治家によ

る新幹線の永遠の延伸、行政職員による堤防

の永遠のカサアゲと同じく、いつまでも「量

拡大」の追求になります。それも生命、財産

をまもるため、あるいはシビル・ミニマムの

名でおこなわれがちです。」

「広域自治体の県は、基礎自治体たる市町

村への介入となる基礎・小型政策は止め、市

町村を「補完」する大型・専門施策という県

個有の課題領域にみずからの課題を特化する

とともに、国の課題領域についてはその課題

責任を国に問うべきなのです。この各政府レ

ベルでの課題分担の不明確性という問題は、

前述した 1970 年代前後に東京都がつくって

画期となるシビル・ミニマム計画が自然消滅

した理由でした。都レベルで指標値をつくっ

ても、とくに 23 区では現在と異なる「都区制」

だったため、当時都は特別区については市の

位置にありましたから、23 区間それぞれの達

成率の格差を公表すると、この達成率格差は

都の責任となります。ここから、都区制の根

幹をなす「都区財政調整制度」の再編に火が

つくため、他方には当時の「三多摩格差」も

あって、各区ごとのシビル・ミニマム達成率

の作成・公開はウヤムヤになりました。」

「シビル・ミニマムをめぐっては、今日わず

かにのこる特定の未達成施策については、こ

の未達成率のすくなさを明示し、その充足に

ついての必要な期間と財源は『あとわずか

だ』と、指標化して目にみえるかたちで公開

すべきです。そのとき、市民はせいせいする

でしょう。そこではじめて市民のモノトリ要

求は終わります。・・・これまで，過剰率・

不足率をふくめて、主要施策についてのシビ

ル・ミニマムの量充足の終わりを，自治体は

明示しておりません。このため、市民、長・

議員、それに職員はいつまでもナイナイづく

し時代の飢餓感から解放されず、無限渇望に

おちいってムシリ・バラマキをつづけ、行政

は膨張をつづけてきました。それゆえ、よく

いわれる「満足度」ではなく、やはり市民合

意によるシビル・ミニマムとしての「必要最

低」こそを客観基準として設定し、これをふ

まえて心理次元での「飢餓度」「飽和度」の意

味をきびしく考えていくべきでしょう。」

むすび

さて、おおむね以上のようなところが、
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国基準にたいする量レベルでの「上乗せ・横

出し」というかたちで、自治体の独自戦略を

構築し、国から自立した＜自治体計画＞の策

定にむかったのでした。」

「このシビル・ミニマムの量充足は経済成

長率が高かったため、ほぼ 1980 年代にはメ

ドがつき、ムダづかいした特定自治体の下水

処理をのぞけば、ほぼ終わりはじめました。

だが、そのころから、バブルによる財源増も

あり、さらに交付税措置で自治省（現総務省）

があおる「単独事業」として、自治体は豪華

なハコモノづくりなどに走り、2000 年前後に

は、国、自治体ともに借金増をはじめとする

財源緊迫となります。私は、すでに、1980 年

代には、シビル・ミニマムについては量充足

がほぼ終わったため、その＜量拡大＞から脱

却して、あらたな＜質整備＞にむけての行政

体質、職員水準の＜飛躍＞、つまり「行政の

文化化」、さらに「自治体文化戦略」の構築を、

不可欠として提起していきます。」

「このシビル・ミニマム基準の量充足から

質整備への転換をめぐっては、そこにどうし

ても、官治・集権から自治・分権へという、

日本の政治・行政自体の転換が不可欠でし

た。行政とは『国法の執行』という官治・集

権では、①全国画一、②省庁縦割、③時代錯

誤というカタチで、行政の劣化をひきおこし

ます。自治・分権となってはじめて、各自治

体が独自責任をもつ政策・制度開発によっ

て、①地域個性、②地域総合、③地域指向を

活かすようになるからです。ここでは、自治

体法務・自治体財務の自立、また自治体文化

戦略の構築が不可欠となります。この転換へ

の可能性としては、1960 年代からの市民活動

の出発が基本にありますが、自治体の課題変

化と職員の学歴上昇がすすみ、1980 年代、・・・

自治体職員の自主研究集団も全国に群生しは

じめ、これを背景に自治体職員中心の「自治

体学会」が 1986 年に出発となります。これ

らが、機関委任事務の廃止という『地方自治

法』の大改正にともなう、2000 年の分権改革

をおしすすめる推力となったといえるでしょ

う。」

「私は、＜自治体計画＞は日本が独自に開

発した自治体政治手法と位置づけていま

す。・・・かつての東京都のシビル・ミニマ

ム計画を改めて見てください。1970 年代前

後の素朴なかたちをとった、量充足中心の考

え方をみることができます。当時、日本は全

体としてはいまだ中進国状況にある農村型社

会で、シビル・ミニマムをめぐって、東京都

心ですらナイナイづくしでした。このため、

市民活動は当然ながらモノトリ型となりま

す。くわえて、国法もまだ農村型社会の官僚

統治が原型ですから時代錯誤性がつよく、市

民活動はここでもなんでもハンタイ型となっ

たのです。これが市民活動が当時＜市民運動

＞として激発する理由でした。」

「2000 年前後では、ムダづかいをした自治

体をのぞいて、ほぼシビル・ミニマムの量充

足が終わっただけでなく、そこでの行政全体

の水膨れ体質もあらためて問題となっていま

す。それゆえ、個別施策全般の見直しをめ

ぐって、ビルドむけのプラス指標ではなく、

スクラップむけのマイナス指標も不可欠とな

ります。・・・2000 年代では、かつての高度

成長期、ついでバブル期に行政がムダをふく

めて水膨れしたため、このムダな施策過剰の
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2003 年時点での松下先生の時代認識であり、

日本社会の先行きに対する危機感であったと

申せましょう。問題は、これをお読みになっ

た皆さんがどこまで時代認識と日本社会の先

行きに対する危機感を先生と共有できるか否

かです。

私自身の認識について申し上げておけば、

生活権の保障に関するナショナル・ミニマム

及びシビル・ミニマムは、1970 年代から 2000

年にいたる間に大幅に上昇し改善されてきた

ことは確かであるが、「シビル・ミニマムの＜

量充足＞はほぼ終わった」とまでは言い切れ

ないように思う。また。社会保障（生存権）

と社会資本（共用権）の領域についてはとも

かく、社会保健（環境権）の領域については

地球環境問題を初めとして、まだまだ深刻な

課題が幅広くのこっているように感じてい

る。

さらにいえば、ナショナル・ミニマムは行

政事務（行政サービス）の最低基準として定

められているだけでなく、行政事務の執行方

法（行政サービスの提供方法）の細部につい

てもそれぞれの最低基準が定められているこ

とが多い。この「法令等による義務付け・枠

付け」が自治体による行政サービス提供事務

の自由度を大きく制約しているとして、その

廃止または緩和が第二次地方分権改革以降の

大きな改革課題として取り上げられてきてい

るが、このような側面における細々としたナ

ショナル・ミニマムには廃止または引下げを

要するものがいまなお少なくないと認識して

いる次第である。
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講演録 都市政策をめぐる
研究交流の最前線

〇第 26 回都市分権政策センター会議講演「総合的な土地利用について」

〇第 3回都市政策フォーラム講演（概要）

〇第 21 回都市政策研究交流会講演録「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」

日本都市センターでは、全国市長会と共同で設置している「都市分権政策センター」の総括

会議において、メンバーの市区長及び有識者で、都市分権政策に係る最新の様々なテーマにつ

いて、有識者の講演をベースに議論を行っている。また、研修事業として、全国の都市自治体

関係者等を対象に「都市政策フォーラム」や「都市政策研究交流会」を開催し、都市自治体が

直面する最新の政策課題に対する問題意識を共有するとともに、解決のための諸方策を議論し

ている。

以下では、2019 年1月 22 日に開催した「第 26 回都市分権政策センター」、2018 年8月7日

に開催した「第3回都市政策フォーラム」、同年 10 月 23 日に開催した「第 21 回都市政策研究

交流会」の内容をそれぞれ紹介する。
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2003 年時点での松下先生の時代認識であり、

日本社会の先行きに対する危機感であったと

申せましょう。問題は、これをお読みになっ

た皆さんがどこまで時代認識と日本社会の先

行きに対する危機感を先生と共有できるか否

かです。

私自身の認識について申し上げておけば、

生活権の保障に関するナショナル・ミニマム

及びシビル・ミニマムは、1970 年代から 2000

年にいたる間に大幅に上昇し改善されてきた

ことは確かであるが、「シビル・ミニマムの＜

量充足＞はほぼ終わった」とまでは言い切れ

ないように思う。また。社会保障（生存権）

と社会資本（共用権）の領域についてはとも

かく、社会保健（環境権）の領域については

地球環境問題を初めとして、まだまだ深刻な

課題が幅広くのこっているように感じてい

る。

さらにいえば、ナショナル・ミニマムは行

政事務（行政サービス）の最低基準として定

められているだけでなく、行政事務の執行方

法（行政サービスの提供方法）の細部につい

てもそれぞれの最低基準が定められているこ

とが多い。この「法令等による義務付け・枠

付け」が自治体による行政サービス提供事務

の自由度を大きく制約しているとして、その

廃止または緩和が第二次地方分権改革以降の

大きな改革課題として取り上げられてきてい

るが、このような側面における細々としたナ

ショナル・ミニマムには廃止または引下げを

要するものがいまなお少なくないと認識して

いる次第である。
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第26回都市分権政策センター会議講演
「総合的な土地利用について」

早稲田大学理事・教授 後藤 春彦
（都市分権政策センター委員）

日本都市センターと全国市長会が共同設置する「都市分権政策センター」では、2018 年度から第 6期

として、これまでの分権改革を踏まえ、実際の都市政策、都市経営により重点をおいた調査研究等を実

施することとしている。

2019 年 1 月 22 日には、「総合的な土地利用」を議題に第 26 回会議を開催した。会議では、後藤春彦

委員（早稲田大学理事・教授）による報告の後、各委員との間で活発な意見交換が行われた。なお、本

稿は、講演録としてまとめたものである。

はじめに
ご紹介いただきました早稲田大学の後藤で
ございます。本日は、「総合的な土地利用」と
いうタイトルでご報告したいと思います。
まず、はじめに、私が本日のテーマに取り
組んだ背景をお話します。私は、2013 年から
神野直彦先生が座長を務められている地方分
権改革有識者会議（以下、「有識者会議」）の
メンバーとして、5年ほど地方分権（国から
地方への権限移譲）に携わってまいりまし
た。その中でも、なかなか進展しない課題と
して農地に関する分権がありました。
そこで、有識者会議では、土地利用を重要
な政策分野の1つに位置づけ、「農地・農村部
会」を設けました。2015 年3月に、今後の土
地利用行政のあり方についてこの部会がとり
まとめた報告書では、「総合的かつ計画的な
土地利用を行うため、都市と農村の土地利用
に係る法体系の統合など、国土全体の利用の
在り方を議論し、中長期的に土地利用に係る
制度全般を見直していくことが望まれる。」

と締めくくっています。まさに都市が拡大か
ら縮減へ転じるこのタイミングをチャンスと
捉え、広域圏計画を基礎に都市と農村の一元
的な土地利用を目指す計画理論、計画制度、
計画技術の確立を進めていくべき状況にある
との認識が示されています。

1 「土地利用」とは何か
(1）「土地利用」と都市計画法
まず、「土地利用」とは、都市計画の一丁目
1番地、まさに根幹であり、土地の利用の仕
方に関する計画です。そして、これを実現す
る手段が土地利用規制です。
土地利用計画に関する法制度のうち、最も
上位の計画として土地利用基本計画があり、
その計画の下に、5つの地域区分（都道府県
知事は、この5つの地域区分の具体的な土地
利用と土地利用の調整を定める）があり、こ
の地域区分に従って、土地利用を誘導・規制
するための法律が制定されています。
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v国土利用計画法

自然公園地域

自然保全地域

森林地域

農業地域

都市地域

土地利用基本計画（都道府県単位）

v

自然公園法

自然環境保護法

森林法

農振法

都市計画法

（各地域区分の関連法）

v

v

都市計画区域の設定

市街化区域、調整区域の設定

（整備・開発・保全の方針）

v用途地域、地域地区、地区計画ほか

（土地利用の規制誘導）

図1 土地利用に関する法制度の概要

そのうちの一つである「都市計画法」では、
①区域区分制度、②地域地区制度、③地区計
画制度の3つによって土地利用の規制と誘導
を行うことになっているのですが、「計画な
くして開発なし」の原則の下に詳細かつ厳格
な土地利用計画・規制をしている欧米諸国に
比べ、我が国の都市計画は、土地利用計画・
規制が極めて緩いものになっています。
このため、用途混在や公共施設整備による
開発利益の多くが土地の所有者に帰属するな
どの問題が生じていて、土地政策の観点か
ら、土地利用計画と税制が連動して望ましい
都市の整備を図っていくことが難しくなって
います。
本日は、特に、農業地域と都市地域を法律
で担保している農業振興地域整備法（以下、
「農振法」）、都市計画法の整合性などについ
てご説明したいと思います。

(2）都市計画の体系
都市計画は、複雑なものであるように思わ
れますが、①土地利用に関する計画（土地の
使い方を定める計画）、②都市施設に関する
計画（まちの骨組み（インフラ）をつくる計
画）、そして、③市街地開発事業に関する計画

（新しいまちをつくる）、の3つの計画からな
る体系で組み立てられています。また、これ
らの計画を空間に落とし込んだものが都市マ
スタープランで、さらにオプションとして、
地区計画（ご近所の人達が独自のまちづくり
のルールを作成）があります。

土地利用 
に関する計画

土地の使い方を定める

都市施設 
に関する計画

まちの骨組みをつくる

市街地開発事業 
に関する計画

新しいまちをつくる

地区計画等
近所の人たちで 

独自のルールをつくる

１ 2 3

4

+α
図2 都市計画の体系

(3）都市計画を担保する3つの公共性
「都市計画」は私権を制限することが可能
なので、そこには公共性が必要です。通常
は、行政的な公共性に基づき都市計画を進め
ていきますが、最近では市場的な公共性、市
民的な公共性も都市計画を担保するうえでの
必要な公共性であると言われています。
つまり、自治体は合理主義に基づいて平
等・公平という観点から計画システムを定
め、ルールと手続でこれを進め、行政的公共
性を担保する。一方で、市場は市場主義に基
づいて、市場調整（規制緩和）によって市場
的公共性を担保する。また、市民は、ワーク
ショップなどでの対話を通じて、実用的な判
断をもとに公共性を担保する。言い換えれ
ば、都市計画は、規制・誘導による解決、市
場調整による解決、対話による解決によって
進められているのです。
そして、これらの3つの公共性を踏まえ

都市とガバナンス Vol.31

第 26 回都市分権政策センター会議講演「総合的な土地利用について」

11

19-01-365　010 7-2_総合的な土地利用について(第26回都市分...  Page 2 19/04/15 20:50  v5.51

第26回都市分権政策センター会議講演
「総合的な土地利用について」

早稲田大学理事・教授 後藤 春彦
（都市分権政策センター委員）

日本都市センターと全国市長会が共同設置する「都市分権政策センター」では、2018 年度から第 6期

として、これまでの分権改革を踏まえ、実際の都市政策、都市経営により重点をおいた調査研究等を実

施することとしている。

2019 年 1 月 22 日には、「総合的な土地利用」を議題に第 26 回会議を開催した。会議では、後藤春彦

委員（早稲田大学理事・教授）による報告の後、各委員との間で活発な意見交換が行われた。なお、本

稿は、講演録としてまとめたものである。

はじめに
ご紹介いただきました早稲田大学の後藤で
ございます。本日は、「総合的な土地利用」と
いうタイトルでご報告したいと思います。
まず、はじめに、私が本日のテーマに取り
組んだ背景をお話します。私は、2013 年から
神野直彦先生が座長を務められている地方分
権改革有識者会議（以下、「有識者会議」）の
メンバーとして、5年ほど地方分権（国から
地方への権限移譲）に携わってまいりまし
た。その中でも、なかなか進展しない課題と
して農地に関する分権がありました。
そこで、有識者会議では、土地利用を重要
な政策分野の1つに位置づけ、「農地・農村部
会」を設けました。2015 年3月に、今後の土
地利用行政のあり方についてこの部会がとり
まとめた報告書では、「総合的かつ計画的な
土地利用を行うため、都市と農村の土地利用
に係る法体系の統合など、国土全体の利用の
在り方を議論し、中長期的に土地利用に係る
制度全般を見直していくことが望まれる。」

と締めくくっています。まさに都市が拡大か
ら縮減へ転じるこのタイミングをチャンスと
捉え、広域圏計画を基礎に都市と農村の一元
的な土地利用を目指す計画理論、計画制度、
計画技術の確立を進めていくべき状況にある
との認識が示されています。

1 「土地利用」とは何か
(1）「土地利用」と都市計画法
まず、「土地利用」とは、都市計画の一丁目
1番地、まさに根幹であり、土地の利用の仕
方に関する計画です。そして、これを実現す
る手段が土地利用規制です。
土地利用計画に関する法制度のうち、最も
上位の計画として土地利用基本計画があり、
その計画の下に、5つの地域区分（都道府県
知事は、この5つの地域区分の具体的な土地
利用と土地利用の調整を定める）があり、こ
の地域区分に従って、土地利用を誘導・規制
するための法律が制定されています。
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て、もう一つの主体である「新しい公共」（行
政、市民、市場による多主体の参加・協働・
支援）の参画によって都市計画が進められま
す。

2 「土地利用」の歴史
(1）土地の利用はいかなる要因によって定め
られてきたか？
次に、土地利用の歴史について、日笠端先
生が著された教科書『都市計画』を引用して
振り返ってみたいと思います。
先史時代は自然的要因（地形、地盤、土地
の量と質、水、緑、景観他）が土地利用を決
定しました。農耕や牧畜にとって有利な土地
を経験則的に知り、代々、使ってきました。
古代中世には権力的要因（王侯、貴族、領主
などの支配者）が、そして中世封建では共同
体的要因（領主・教会・ギルド（商業資本）
の力のバランスのもとでの市民自治権）が、
さらに近世に至ると、近代国家の成立ととも
に権力的要因（専制君主制のもと軍隊と官僚
機構）が土地利用を決定していました。
現代は、資本主義による経済的要因（土地
の私有権のもと、自由競争による資本力）と
社会主義による共同体的要因（土地の所有権
は国に帰属、計画経済）により土地利用を決
定しています。
特に、我が国の戦後、まさに都市が拡大し
ている時代には、過密、スプロール、乱開発
を防ぐために土地利用を決めてきましたが、
都市がシュリンク（縮小）し始める、人口が
減少し始めている今日、土地利用は誰が、ど
のような目的で決定していくのかについて、
改めて問い直さなければならない局面に差し
かかっていると思います。

(2）産業革命以後の近代都市計画の誕生：
トニー・ガルニエの工業都市
次に、近代都市計画について少し振り返り
たいと思います。近代都市計画の概念は産業
革命以降に誕生しました。それは産業革命に
よって第二次産業が発展し、都市が黒い煙で
覆われるようになった時代で、そのような社
会背景から、都市計画の概念が非常に重要に
なってきたのです。
例えば、英国グラスゴーのある家では、わ
ずか四畳半程の部屋1室に9人もの家族が暮
らしていました。このような高密で劣悪な暮
らしを健康的な状態に切り換えるということ
が、近代都市計画のスタートラインだったの
です。
このような中、トニー・ガルニエ（仏の都
市計画家・建築家）は、分けること＝ゾーニ
ングによって都市を計画していこうと提唱し
ました。彼が提唱した「工業都市」（1904～17
年）の考え方は、従来の「理想都市」が軍事
上の防衛を主に考えられていたのに対し、新
しい産業である工業、特に重工業と都市の共
存を重視したものでした。
具体的には、市街地の中心にはシビックセ
ンターがあって、高台の丘には病院が、さら
に山手には水力発電所（エネルギー源）があ
る。逆に、工業地と市街地の間には鉄道駅や
港をつくり、工業地と市街地の機能を明確に
区分した。工場が吐き出す黒い煙が都市を覆
うような状況を計画的に、乗り越えようとし
たのです。

(3）近代都市計画が目指した3つの態度
産業革命以降、近代都市計画は次のような
3つの「態度」を目指してきたと私は理解し
ています。
1つは、黒い煙に覆われた都市は嫌だ、そ
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こから抜け出して空気のおいしい郊外へ行こ
うという「自然回帰を唱え郊外へ逃避」の態
度です。
2つ目は、都市問題から逃げるのではなく
徹底的に技術力で問題に対峙するという「技
術力を駆使した問題解決」の態度です。
そして、3つ目は、逃げたり闘ったりする
のではなく、そもそも問題の枠組みを変える
ことによって解決ができるとする、「都市を
小さな単位へ分節・再編」という態度です。

① 自然回帰を唱え郊外へ逃避
「自然回帰を唱え郊外に逃避」は、「田園都
市」という新たな都市形態を提唱したエベネ
ザー・ハワードの考え方です。このハワード
の田園都市論を実際の都市空間として翻訳し
たのは、建築家のレイモンド・アンウィンで
す。アンウィンは、田園都市を表現するにあ
たって、農村とまちの両方の良さがある、イ
ギリスの街道沿いのカージー村をはじめとす
るマーケットタウン（日本の宿場町に相当）
を徹底的に分析しました。彼が、最初に手が
けた田園都市レッチワース（イギリス）は、
100 年以上経つ現在でも非常に美しいまち並
み（1棟に4軒程度入居。また、前庭と後庭
を有す）を残しています。
ちなみに、田園都市で暮らす場合は土地と
建物を完全にかつ永久に所有する権利（フ
リーホールド）を取得することになります。
レッチワースの標準的な住宅のフリーホール
ド権の取得経費は、現在1億数千万円もかか
ります。また、仮にフリーホールド権を取得
しても自由な改築や増築は許されず、この建
物を 100 年前の姿そのままに使い続けなけれ
ばなりません。

図3 レッチワースのまちなみ

② 技術力を駆使した問題解決
次に、「技術力を駆使した問題解決」は、ル・
コルビュジエが提唱した『輝く都市』（1930
年）などに代表される考え方です。ル・コル
ビュジエの「ヴォアザン計画」（1925 年）は、
パリ市街を改造して5 km×6 km程の範囲
に超高層ビルを建て、そこに、当時のパリの
人口と同じ 300 万人規模の都市をつくるとい
う提案です。60 階建て高層マンション群か
らなる立体都市、つまり縦に積み重なって暮
らすことで、過密により居住環境が悪化した
近代都市の問題を解決しようという提案で
す。
なお、「ヴォアザン計画」の中でル・コル

ビュジェは、消失点を 60 階の屋上の高さに
置いた不思議な透視図を描いています。
ル・コルビュジエの都市計画案を実現した
ともいえる建築作品、マルセイユのユニテ・
ダビタシオン（1952 年）には、住居のほかに、
商店街や屋上庭園、保育園、プールやジョギ
ング用のトラックなども整備されています。
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次に、近代都市計画について少し振り返り
たいと思います。近代都市計画の概念は産業
革命以降に誕生しました。それは産業革命に
よって第二次産業が発展し、都市が黒い煙で
覆われるようになった時代で、そのような社
会背景から、都市計画の概念が非常に重要に
なってきたのです。
例えば、英国グラスゴーのある家では、わ
ずか四畳半程の部屋1室に9人もの家族が暮
らしていました。このような高密で劣悪な暮
らしを健康的な状態に切り換えるということ
が、近代都市計画のスタートラインだったの
です。
このような中、トニー・ガルニエ（仏の都
市計画家・建築家）は、分けること＝ゾーニ
ングによって都市を計画していこうと提唱し
ました。彼が提唱した「工業都市」（1904～17
年）の考え方は、従来の「理想都市」が軍事
上の防衛を主に考えられていたのに対し、新
しい産業である工業、特に重工業と都市の共
存を重視したものでした。
具体的には、市街地の中心にはシビックセ
ンターがあって、高台の丘には病院が、さら
に山手には水力発電所（エネルギー源）があ
る。逆に、工業地と市街地の間には鉄道駅や
港をつくり、工業地と市街地の機能を明確に
区分した。工場が吐き出す黒い煙が都市を覆
うような状況を計画的に、乗り越えようとし
たのです。

(3）近代都市計画が目指した3つの態度
産業革命以降、近代都市計画は次のような
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1つは、黒い煙に覆われた都市は嫌だ、そ

都市とガバナンス Vol.31

都市政策をめぐる研究交流の最前線

12

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　010 7-2_総合的な土地利用について(第26回都市分...  Page 6 19/04/15 20:50  v5.51

図4 ユニテ・ダビタシオン

③ 都市を小さな単位へ分節・再編
枠組みを変える「都市を小さな単位へ分
節・再編」の考え方は、近隣住区単位、近隣
住区論として登場しました。「近隣住区論」
（1924 年）は、アメリカ人のクラレンス・ペ
リーが提唱した考えで、後に、建築家である
クラレンス・スタインとヘンリー・ライトが
ニュージャージー州のラドバーンに近隣住区
モデルを作っています（1928 年）。

図5 ラドバーン

このまちでは、住宅がブドウの房のように
連なっていて、道路は歩車分離が徹底され、
子供たちは緑の道を歩いていけば、車に出会
うことなく小学校に行くことができるとい
う、小学校区を単位としたまちづくりが提唱
されています。

(4）ジェイン・ジェイコブズによる近代都市
計画理論批判
日本は、この近代都市計画の3つの考え方
を、非常に素直に学んでいます。つまり、①
「郊外」に②「高層の住宅」を配置したニュー
タウンを③「小学校区単位」でつくり、まち
づくりを行ってきたのです。
しかし、今から約 60 年前「近代都市計画の
考え方はおかしい」と問題提起した女性がい
ました。都市ジャーナリストのジェイン・
ジェイコブズです。彼女は『アメリカ大都市
の死と生』（1961 年）で、「立派な暮しの価値
を推し量るいくつかの試金石―学校、公園、
小綺麗な住宅、あるいはそういったもの―
が、優れた近隣住区をつくるのだと考えられ
る風潮がある。もしこれが本当なら、人間の
生活なんて何と簡単なものだろう！」と批判
しました。
ジェイコブズは、上述の3つの態度につい
て「人間不在」とする観点から指摘し、それ
までの都市計画の考え方を一変させてしまい
ます。彼女は、①田園への逃避は、安易な郊
外都市開発に向かう、②技術力に依存するこ
とにより、既存の都市空間の潜在的な価値を
否定する大がかりな再開発に向かってしま
う、③近隣住区論の規格化された住区モデル
が場所の記憶を無視して敷衍する、要はコ
ピー・アンド・ペーストで無個性のまちが広
がっていってしまうとして、この3つの態度
の全てを批判したのです。
また、一方で、良い都市やまちをつくる4
つの原則を提唱しました。第一に、先ほどガ
ルニエのゾーニング（分けること）が近代都
市計画のスタートと言いましたが、彼女は、
住宅地やオフィス街など単一の用途ではなく
複数の機能を持つべきだと主張し、ゾーニン
グに対する批判をしました（用途混在の必要
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性）。第二に、街区のサイズは小さいほうが
良いと主張しました（小規模ブロックの必要
性）。小規模ブロックであれば、いくつもの
ルートが利用でき、その都度新しい発見があ
る。再開発などでスーパーブロック化された
大きな道に囲まれたような街区はつまらない
ということです。第三に、まちには古い建物
が必要で、面的な再開発ではなくゆっくりま
ちを更新させることが大事なのだ（古い建物
の必要性）と。そして第四に、高密でなけれ
ばいけない（集中の必要性）と主張しました。
高い人口密度で子供、高齢者、企業家、学生、
芸術家など、様々な人が集まって暮らしてい
るまちが面白いということです。つまり、
ゾーニングして分けてしまうのではなく、多
様性、“ごちゃまぜ”が大事だということを約
60 年前に提唱したのです。
実は昨年（2018 年）、彼女の映画「ジェイ
ン・ジェイコブズ－ニューヨーク都市計画革
命－」が公開されました。この映画では、ロ
バート・モーゼスという都市計画家とジェイ
ン・ジェイコブズという都市ジャーナリスト
を対比的に扱っています。モーゼスはまさに
都市計画図を描くように俯瞰的に都市を眺め
るのに対し、ジェイコブズはいろいろな人々
の生活の息遣いがあふれるストリート目線に
なっています。私は、このどちらか一方の目
線が大事なのではなく、両方が大事なのだと
思います。
なお、先ほどのコルビュジエの透視図は、
これら2つの目線ではなく、もう一つ別の目
線（屋上庭園レベル）があるのだと暗示して
いるように思います。

3 我が国の「土地利用」の課題
(1）我が国の「土地利用」の課題
さて、我が国の都市計画は、土地利用計画

制度が不明確で、区域区分制度、地域地区制
度、地区計画制度による規制によって実現さ
れる間接的な土地利用規制にとどまっていま
す。つまり、「○○してはならない」という規
制はあっても、「この土地はこのように使い
たい」というビジョンの実現への対応があり
ません。
このことから、私は、法定都市計画に土地
利用計画の制度を明確に位置づけ、具体的な
地区ごとの環境を実現する手段を強化する必
要があるのではないか、さらに、ジェイコブ
ズが言うように、都市の多元性・多様性に基
づいて、それぞれの土地にふさわしい個性を
持った自律性のある都市像を描くことが求め
られるのではないかと考えます。
我が国の土地利用体系を見ると、まず、各
分野の計画の実現手段を個別規制法令に依存
しているため、各計画の上位計画であるはず
の土地利用基本計画はこれらの現状を追認し
ているに過ぎません。つまり、土地利用基本
計画が上位計画として調整機能を果たしてお
らず、形骸化しているという問題がありま
す。

v国土利用計画法

自然公園地域

自然保全地域

森林地域

農業地域

都市地域

土地利用基本計画（都道府県単位）

v

自然公園法

自然環境保護法

森林法

農振法

都市計画法

（各地域区分の関連法）

v

v

都市計画区域の設定

市街化区域、調整区域の設定

（整備・開発・保全の方針）

v用途地域、地域地区、地区計画ほか

（土地利用の規制誘導）

計画実現手段を個別規制法令に依存 
（現状追認） 

土地利用基本計画の形骸化 
上位計画としての調整機能を果たしていない

個別規制法の整合性の欠如 
（多重地域と白地地域）

図6 土地利用に関する法制度の課題

また、個別規制法の整合性も欠如していま
す。特に農振法と都市計画法では整合性が欠
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図4 ユニテ・ダビタシオン

③ 都市を小さな単位へ分節・再編
枠組みを変える「都市を小さな単位へ分
節・再編」の考え方は、近隣住区単位、近隣
住区論として登場しました。「近隣住区論」
（1924 年）は、アメリカ人のクラレンス・ペ
リーが提唱した考えで、後に、建築家である
クラレンス・スタインとヘンリー・ライトが
ニュージャージー州のラドバーンに近隣住区
モデルを作っています（1928 年）。

図5 ラドバーン

このまちでは、住宅がブドウの房のように
連なっていて、道路は歩車分離が徹底され、
子供たちは緑の道を歩いていけば、車に出会
うことなく小学校に行くことができるとい
う、小学校区を単位としたまちづくりが提唱
されています。

(4）ジェイン・ジェイコブズによる近代都市
計画理論批判
日本は、この近代都市計画の3つの考え方
を、非常に素直に学んでいます。つまり、①
「郊外」に②「高層の住宅」を配置したニュー
タウンを③「小学校区単位」でつくり、まち
づくりを行ってきたのです。
しかし、今から約 60 年前「近代都市計画の
考え方はおかしい」と問題提起した女性がい
ました。都市ジャーナリストのジェイン・
ジェイコブズです。彼女は『アメリカ大都市
の死と生』（1961 年）で、「立派な暮しの価値
を推し量るいくつかの試金石―学校、公園、
小綺麗な住宅、あるいはそういったもの―
が、優れた近隣住区をつくるのだと考えられ
る風潮がある。もしこれが本当なら、人間の
生活なんて何と簡単なものだろう！」と批判
しました。
ジェイコブズは、上述の3つの態度につい
て「人間不在」とする観点から指摘し、それ
までの都市計画の考え方を一変させてしまい
ます。彼女は、①田園への逃避は、安易な郊
外都市開発に向かう、②技術力に依存するこ
とにより、既存の都市空間の潜在的な価値を
否定する大がかりな再開発に向かってしま
う、③近隣住区論の規格化された住区モデル
が場所の記憶を無視して敷衍する、要はコ
ピー・アンド・ペーストで無個性のまちが広
がっていってしまうとして、この3つの態度
の全てを批判したのです。
また、一方で、良い都市やまちをつくる4
つの原則を提唱しました。第一に、先ほどガ
ルニエのゾーニング（分けること）が近代都
市計画のスタートと言いましたが、彼女は、
住宅地やオフィス街など単一の用途ではなく
複数の機能を持つべきだと主張し、ゾーニン
グに対する批判をしました（用途混在の必要
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如しているため、多重地域と白地地域、つま
りその領域が重なっていたり、逆に全くカ
バーできていなかったりしています。これら
を整備していく必要があると考えています。

市街化区域市街化調整区域

用途指定

準都市計画区域

線引き都市計画区域

非線引き都市計画区域

農業振興地域

農用地区域

農振法・農地法の領域

都市計画法の領域

図7 現行の土地利用規制

さらに、国土全体の利用のあり方として、
特に、郊外に空き地が増えていくようなシュ
リンキングが進むこれからの時代には、都市
と農村を一体的に考えるべきではないか。一
元的・包括的法体系として、「都市農村計画法
（仮称）」のようなものが必要になると思いま
す。

(2）一元的な土地利用行政への転換
このような一元的な土地利用行政への転換
が必要とされる背景には、生活圏の広域化や
行政区域の拡大、超高齢・人口減少社会の到
来や少子化があります。
また、これからの安心・安全や QOL（生活
の質）の向上ということを土地利用側から考
える必要もあると思います。
現在、「コンパクトシティ」に大変注目が集
まっていますが、仮に市街地をコンパクトに
することができたとしても、その周辺の土地
利用をそのままにしておくことができるかと
いえば、そうではありません。ですから、社
会的空間の質の向上を目指し、空間計画シス

テムそのものについて、抜本的な変更をして
いく必要があると考えています。

4 欧州の空間計画
(1）欧州の空間計画
一方、欧州では都市と農村を一元的に扱
い、しかも複数の基礎自治体による広域連携
（City Region）制度を計画ツールとして空間
計画を推進しています。
近代都市計画において、計画的にコント
ロールできる制度体系（計画に基づいて規制
するという概念）が整ったのは、実は第二次
世界大戦後だと言われています。土地利用計
画を都市計画の根幹、都市計画の一丁目1番
地に据え、総合化・体系化したのです。
しかも、都市計画の決定主体は地方であ
り、さらにそこに住民参加の手続が組み込ま
れている点が重要だと思います。
日本の都市計画法では、都市部についての
み都道府県と市町村によって計画を策定する
形になっていますが、英仏独いずれの国にお
いても、都市と農村を一体的な対象として計
画をつくっています。
例えば、ロンドンは都市とその周辺の農村
が広大なグリーンベルトによって明確に分け
られていますが、法制度上は、都市農村計画
法（Town and Country Planning Act）によっ
て都市と農村を一元的に扱う空間計画の枠組
みが示されています。
一方、我が国の計画制度においては、都市
計画と農村計画、都市的土地利用と非都市的
土地利用は明確に区分して扱われています。
このことは、都市の拡大する圧力の抑制に一
定程度の効果がありました。しかし、人口減
少社会において、都市が縮減し周辺部の非都
市化が進むことで、都市と農村の間に低未利
用地の無秩序な増加を助長する恐れがあるこ
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と、また、それに伴って、景観の混乱や生活
機能の低下など都市基盤の連鎖崩壊的な弱体
化が引き起こされかねない状況にあることが
指摘されています。
イギリスの都市計画理論の大家であるパッ
ツィ・ヒーリー（ニューキャッスル大学名誉
教授）に、イギリスで都市農村計画法が制定
された背景を尋ねました。すると、①日本と
同じように鉄道システムが発達してスプロー
ルが急激に進んでいたこと、その一方で、②
先ほど紹介した田園都市、「郊外に暮らす」と
いう思想が浸透していたこと―今でもイギリ
スの多くの都市住民は、いつかは郊外に暮ら
したいと思っています―、③帰還兵士のため
の住宅を大量に供給する必要があったこと、
④農業生産を確保して食糧自給を守る必要が
あったこと、⑤不況により 40 年代初め、土地
への投資が一時低下していたこと、⑥ 1945
年の総選挙で労働党が大勝したこと、などが
都市と農村を一体的に計画する背景にあった
と語っていました。
いずれにしろ、これによって「開発とは何
か」が問われ、開発には許可が必要であるこ
とが定められ、これを踏まえて開発権を国が
管理し、開発許可を自治体が行う「計画なく
して開発なし」が徹底されたのです。ヒー
リーは、それが今日まで維持し続けられたこ
とはポジティブなレガシー（遺産）だと言っ
ていました。

(2）英国の開発規制の考え方
さて、イギリスの開発規制の考え方です
が、先述のとおり、都市と農村を一体的な計
画の対象としています。開発計画は地域開発
計画（Local Plan）と近隣地区開発計画

（Neighbourhood Development Plan）の2
層の計画になっています。また、農地は6段
階に格付されています。
グリーンベルトは原則、開発不可、それ以
外の大部分の開発は許可申請が必要で、その
権限は基本的に地方自治体に与えられていま
す。なお、年に数件から十数件程度、地方自
治体の判断に国が介入することもあるようで
す1。
イギリスの農地の格付システムは、グレー

ド1（優良）から2（非常に良好）、3 a（良
好）、3 b、4、5までの6段階に分かれてい
ます。グレード1、2、3 aまでは基本的に
は開発できない農地ですが、イングランドに
おいては、このグレード1と2の農地があわ
せて 21%、グレード3 aが農地の 21%を占
めていますので、農地の 42％が守られている
ということです。

英国の農地の格付けシステム（６段階）
　グレード１：優良(excellent)

　グレード２：非常に良好（very good）
　グレード３ａ：良好（good）

これらの農地は食糧用途、非食糧用途の作物の生産
にあたり、柔軟性、生産性、効率性が高い農地とされ、
国家計画政策方針において最良かつ最も多用途な農地
と位置づけられ、
開発計画の策定にあたり地方自治体は十分配慮すべき、
とされている。

イングランドの農地において、
グレード１とグレード２の農地が併せて21%

グレード３ａの農地が約21% 農地の格付け例（National England 資料）

図8 英国の農地の格付け例

5 わが国の「土地利用」のめざすべき方向
さて、ここから日本の土地利用について考
えを整理したいと思います。一元的・包括的
な土地利用行政の背景としては、まず、①最
も身近な都市自治体が役割と責任を持って土
地利用を進めていく必要があること。その中
で、都市内分権や住民参加のまちづくりなど
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もあわせて進めること（分権／補完性原理）、
②これまでは人口フレームに沿って土地利
用、インフラ整備がなされてきたが、人口減
少時代には人口は計画のフレームにならない
こと（人口フレーム方式の限界）、③人は流動
するという前提で土地利用を考える必要があ
ること、④この土地がどのように使われた
がっているのか、土地と対話することも必要
だということ（地政学的アプローチ）、⑤土地
利用規制の重複する地域と白地地域をどのよ
うに整合させていくか、都市計画区域外・非
線引き区域の無秩序な開発や農振白地の開発
の道連れ（優良農地の隣が開発されてしまっ
たがために優良でなくなり開発にさらされて
しまうこと）などに対してどうするかという
こと（縦割り行政、多重行政）、が挙げられま
す。
また、制度自体の分権を進めていかなけれ
ばなりません。法令では必要最小限の事項を
規定し、細則の制定は条例などのローカル
ルールによる自由裁量に委ねることが必要で
す。
例えば、規律密度がかなり緩和された法律
と言われている景観法は「景観」の定義をし
ておらず、各自治体に任されている。
加えて、ゾーニング権限と許可権限の不一
致をどのように訂正させていくか。現状で
は、用途地域は市町村、建築確認は特定行政
庁、線引きは都道府県・指定都市、開発許可
権は中核市・施行時特例市という権限の不一
致がみられます。
また、都市的規制と非都市的規制における
分権の進捗の差異については、自治体が意思
決定した計画体系に法的な拘束力を与える
「計画なくして開発なし」の仕組みをしっか
り確立する必要があるのではないかと思いま
す。

以上、我が国の土地利用の目指すべき方向
をまとめると、第一に、計画概念の見直し、
つまり、これまでの「土地利用」（land use）
という概念から「土地利用マネジメント」
（land use and management）へと変えてい
く必要があるのではないかということです。
第二に、計画範域を包括的なものに拡大す
る、つまり、都市だけではなく、都市と農村
を一体的な計画範域とする必要があるのでは
ないか。従来の「都市計画」（City Planning）
を「都市農村計画」（Town and Country

Planning）あるいは「空間計画」（Spatial

Planning）とすることはできないか。
そして第三に、計画権限を分権し、多主体

が参加するという方向に改めていく必要があ
るのではないか。
また、広域圏を対象とした調整的な計画、
基礎自治体を単位とする計画、そして、それ
よりも狭域の地区詳細計画、という3層で捉
える必要があるのではないかと思っていま
す。

まとめ
一元的・包括的な「土地利用」に向けて
一元的・包括的な土地利用への転換は地方
分権の進捗、地方創生の推進、地方自治の強
化と連動して進めることが望ましいと私は考
えています。
一元的・包括的な土地利用とは、一元的な
主体として基礎自治体、あるいは基礎自治体
連合が包括的に都市・農村を管理する。その
ために、都市・農村の土地利用に係る法体系
を統合し、「計画なくして開発なし」の理念の
もと、基礎自治体は土地利用に関する計画を
策定し、それに基づいて土地の開発行為・建
築行為等を規制する権限を一括して担う。
また、土地利用規制のない、いわゆる白地
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に対する規制も含めたゾーニング規制のあり
方を見直し、土地利用規制のデフォルトを強
めること、つまり最初の規制を強めておい
て、それを緩和していくようなことがあり得
るのではないか。そのためには都市計画法、
建築基準法、景観法、農地法、農振法、森林
法などの全面改正と新たな統一的な都市農村
計画法（仮称）の制定が必要であると思いま
す。
都市農村計画法（仮称）は、都市と農村を
分けることなく一体の空間として土地利用計
画の対象とするもので、コンピューターの
「基本ソフト（OS）」のような性格を持つもの
です。一方、詳細な地区計画や農地の厳格な
保全及び転用・開発規制、土地利用調整など
は「アプリケーションソフト」の性格を持つ
ものとなります。都市農村計画法（仮称）は、
このような考え方で制度設計することが望ま
しいと考えます。
近年は、連携中枢都市圏に対する期待もあ
ります。中核性を備える圏域の中心都市とそ
の近隣市町村という少し広い範域で、土地利
用の広域調整を行う必要があるのではないか
と思います。

用途指定

都市農村計画区域（都市計画区域＋準都市計画区域＋農業振興地域）

非線引き計画区域

農業振興地域

農用地区域
市街化区域

市街化調整区域

線引き計画区域

図9 将来の土地利用規制（案）

そして、市役所の中の縦割り施策の一つと
なっている都市計画を、様々な施策を下支え
する、あるいは、その基盤となる「空間計画

（スペーシャル・プランニング）」に変えてい
くことはできないか。さらに、この「空間計
画（スペーシャル・プランニング）」を、1つ
の都市で納めるのではなく、都市圏を超え、
その周辺の市町村含めたシティ・リージョン
（City Region）の基盤となるような計画にで
きないかと考えています。
「計画なくして開発なし」に実効性を持た
せるため、多くの自治体で策定している総合
計画をさらに展開し、総合空間計画にするこ
とはできないか。また、ジェイン・ジェイコ
ブズは混在が重要だと言いましたが、混在の
適正化をまだ誰も計画的には検証できていな
い。いかに適正な混在を計画的に進めるか。
これは、一人のプランナーではできない。そ
こで暮らしている人々たちによるマネジメン
ト（市民自治）によって混在が適正化してい
くものなのではないかと思います。
これまでの土地利用は「分ける（ゾーニン
グ）」という考え方でしたが、今後は、「分か
ち合う（シェアリング）」土地利用マネジメン
トに転換していく、そして、「ゾーンニングか
らシェアリングへ」の転換が求められている
のではないかと思います。
以上で、私からの報告を終わります。あり
がとうございました。

【質疑応答】
○小笠原委員（登別市長） 近隣自治体と交
通・観光を含む連携を視野に入れたマスター
プランの見直しを検討していますが、近隣自
治体との連携調整が難しいです。近隣自治体
との連携の進め方についてご教示いただきた
い。
◇後藤委員 近隣自治体との連携の進め方に
ついては、まずは、連携協約（地方自治法（第
252 条の2））などを活用し、ネットワークを
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もあわせて進めること（分権／補完性原理）、
②これまでは人口フレームに沿って土地利
用、インフラ整備がなされてきたが、人口減
少時代には人口は計画のフレームにならない
こと（人口フレーム方式の限界）、③人は流動
するという前提で土地利用を考える必要があ
ること、④この土地がどのように使われた
がっているのか、土地と対話することも必要
だということ（地政学的アプローチ）、⑤土地
利用規制の重複する地域と白地地域をどのよ
うに整合させていくか、都市計画区域外・非
線引き区域の無秩序な開発や農振白地の開発
の道連れ（優良農地の隣が開発されてしまっ
たがために優良でなくなり開発にさらされて
しまうこと）などに対してどうするかという
こと（縦割り行政、多重行政）、が挙げられま
す。
また、制度自体の分権を進めていかなけれ
ばなりません。法令では必要最小限の事項を
規定し、細則の制定は条例などのローカル
ルールによる自由裁量に委ねることが必要で
す。
例えば、規律密度がかなり緩和された法律
と言われている景観法は「景観」の定義をし
ておらず、各自治体に任されている。
加えて、ゾーニング権限と許可権限の不一
致をどのように訂正させていくか。現状で
は、用途地域は市町村、建築確認は特定行政
庁、線引きは都道府県・指定都市、開発許可
権は中核市・施行時特例市という権限の不一
致がみられます。
また、都市的規制と非都市的規制における
分権の進捗の差異については、自治体が意思
決定した計画体系に法的な拘束力を与える
「計画なくして開発なし」の仕組みをしっか
り確立する必要があるのではないかと思いま
す。

以上、我が国の土地利用の目指すべき方向
をまとめると、第一に、計画概念の見直し、
つまり、これまでの「土地利用」（land use）
という概念から「土地利用マネジメント」
（land use and management）へと変えてい
く必要があるのではないかということです。
第二に、計画範域を包括的なものに拡大す
る、つまり、都市だけではなく、都市と農村
を一体的な計画範域とする必要があるのでは
ないか。従来の「都市計画」（City Planning）
を「都市農村計画」（Town and Country

Planning）あるいは「空間計画」（Spatial

Planning）とすることはできないか。
そして第三に、計画権限を分権し、多主体

が参加するという方向に改めていく必要があ
るのではないか。
また、広域圏を対象とした調整的な計画、
基礎自治体を単位とする計画、そして、それ
よりも狭域の地区詳細計画、という3層で捉
える必要があるのではないかと思っていま
す。

まとめ
一元的・包括的な「土地利用」に向けて
一元的・包括的な土地利用への転換は地方
分権の進捗、地方創生の推進、地方自治の強
化と連動して進めることが望ましいと私は考
えています。
一元的・包括的な土地利用とは、一元的な
主体として基礎自治体、あるいは基礎自治体
連合が包括的に都市・農村を管理する。その
ために、都市・農村の土地利用に係る法体系
を統合し、「計画なくして開発なし」の理念の
もと、基礎自治体は土地利用に関する計画を
策定し、それに基づいて土地の開発行為・建
築行為等を規制する権限を一括して担う。
また、土地利用規制のない、いわゆる白地
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構築することが考えられます。その際、交
通・医療・観光など合意を得やすい分野で連
携を進めれば、最も効果的だと思います。私
としては、その連携にぜひ土地利用を加えて
いただきたいと考えています。
コンパクトシティを積極的に進めていて
も、近隣自治体に郊外型大規模商業施設が立
地してしまえば、中心部の商業にも大きな影
響を及ぼしますので、土地の広域調整は大変
重要だと思います。基礎自治体単位の土地利
用計画を策定する際には、近隣自治体と情報
を共有しながら各々の計画の整合性を図るこ
とが大切です。さらに、複数の自治体で空間
計画（スペーシャル・プランニング）を共有
できれば大変理想的だと思います。
また、広域調整・連携の推進には、中核に
なる自治体の首長のリーダーシップや首長間
のコミュニケーションが非常に重要だと考え
ます。
○山下委員（深川市長） 都市農村計画法（仮
称）の制定については大賛成ですが、地権者
数が非常に多い日本において、法制定に向け
た取り組みがうまく進めていけるものなの
か、相当な抵抗もあるのではないかと危惧し
ています。
◇後藤委員 都市農村計画法（仮称）の制定
にあたっては、農林水産省の抵抗が強いと思
います。ただ、このままの状態では立ち行か
なくなることは目に見えていますので、遅か
れ早かれ、都市農村計画法（仮称）について
の議論が起こるものと期待しています。自民
党でも、数年前までは頻繁に勉強会を行うな
ど関心を持たれているテーマでもあるので、
逆に今度はぜひ地方から声を上げていただ
き、市長各位のお力添えをいただきつつロ
ビー活動を進めていけば、よりゴールに近づ
けるのではないかと思います。

○松本委員（和光市長） 総合振興計画と都
市マスタープランの一体化の具体的なイメー
ジが湧きません。良い事例があればご教示い
ただきたい。
また、更新時期を迎える市内の民間大規模
マンション（1,500 戸程度）に対して、今後の
自治体としての取組み、政策的・計画的な誘
導などについて具体的にご教示いただきた
い。
○髙橋委員（稲城市長） 日本の土地所有権、
特に使用収益権は非常に重いものとなってい
ます。そのため、法律の規制は間接的で緩い
誘導策にならざるを得ません。マンションや
ショッピングモール等の建設・誘致の際に
も、所有者が使用収益権を強く主張するな
ど、簡単に規制ができない状況となっていま
す。今後、自治体は、土地の所有権（使用収
益権）と土地利用計画とのバランスをどのよ
う取っていけば良いのでしょうか。
◇後藤委員 総合振興計画と都市マスタープ
ランの一体化については、まずは、市の総合
計画に記載した政策（例えば福祉など）をで
きる限り地図に落としてみる。すると、空間
を介した政策の関係性が浮かび上がってくる
と思いますので、それらをもとに議論すると
良いと思います。都市農地などもあわせて空
間計画上に落とせれば、日本初の総合振興空
間計画になるのではないでしょうか。
また、大規模団地やマンションへの対応策
については、私の研究室での調査結果からも
様々な現況は見えてきていますが、現状で
は、残念ながら土地利用という面からの特効
薬はすぐには出てこないと考えます。
○牧野委員（飯田市長） 都市計画を進める
にあたって、首長のリーダーシップとマネジ
メント力が重要とは認識していますが、最
近、特にマネジメント面での難しさを痛感し
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ています。本市では、リニア中央新幹線の中
間駅立地に伴い駅周辺の整備を進めることに
していますが、従来のような地価の上昇を前
提とした利害調整が大変難しくなっていま
す。国からの十分な財政的支援も見込めない
中でも自治体はその整備を進めていかざるを
得ない。このような決断を下さなくてはなら
ない状況です。
○久保田委員（宇部市長）「計画なくして開
発なし」という価値観が社会的に定着してい
る欧米諸国と違い、日本では所有権・個人の
権利が大変強く、都市計画を進める際の課題
となっています。「活用なくして所有なし」
という概念のもと、条例レベルで少しでも制
限することはできないのでしょうか。
◇後藤委員 土地利用においては「その土地
をどう使うか」が重要で、それが「計画なく
して開発なし」につながるのだと思います。
土地の所有権が強いのはそのとおりだと思い
ますが、やはり、その中で活用できるものに
対してどのような使い方をしていけば良いの
か、つまり、日本の土地利用、都市計画法で
は「建ててはいけない」ものばかり書かれて
いますが、まずは、「ここに何を建てたいか」
を土地利用計画や総合振興計画に記していく
考え方が必要ではないかと思います。
○内海委員（駒澤大学教授） 日本での「計画
なくして開発なし」は、その所有権概念に基
づく日本固有の「建築の自由」という考え方
が背景にあると思うので、土地の所有権を条
例で対応（制限）することは、かなり難しい
ことだと思います。しかしながら、「建築の
自由」という考え方の中で計画的なコント
ロールを行っていくためには、ご講演資料に
もしるされているように土地利用のデフォル
トを強めることは非常に重要であり、特に、
国が強いデフォルトを定めることによって、

自治体の計画がより機能していくのではない
かと考えます。
また、「はたして用途混在の適正化は計画
化できるのか」の解として「計画を超えてマ
ネジメント力を強化すること」とされていま
すが、マネジメントの強化は、基礎自治体が
力を入れていくべき事項でもあるので、ここ
で言う「マネジメント」についてもう少し具
体的にお教えいただきたい。
○沼尾委員（東洋大学教授） それぞれの地
域・自治体が中長期的な視野で都市計画をデ
ザインし、地域のあり方を考えるとき、それ
ぞれの短期的な自己利益ではなく地域にとっ
て望ましい絵を描くことに合意できるかが大
変重要なのではないかと考えます。合意形成
のプロセスを考える上で、手続的なことで今
できることがあればご示唆いただきたい。
○諸富委員（京都大学教授） 人口減少時代
において、都市と農村を包括的・一元的に扱
う広域連携制度、広域な計画制度は必要で、
それをいかに動かしていくかが今後の大事な
ポイントとなること、また、市長の発言のな
かで複数指摘があった所有権がネックになっ
て空間の最適な再配置ができないという問題
をいかに解決するか、所有権と利用権をどう
分離するのか、あるいは所有権と経営権をど
のように分離するのかが大きな課題なのであ
ろうと思います。
特に、これまでは地価の上昇を前提にある
程度利害調整ができるはずでしたが、地価下
落時代において円滑に調整を行うにはどうす
れば良いかご教示いただきたい。
◇後藤委員 多くの質問ありがとうございま
した。ただ、所有権につきましては、今お答
えできるような回答は持ち合わせていませ
ん。
なお、多くの質問にありました、広域連携
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構築することが考えられます。その際、交
通・医療・観光など合意を得やすい分野で連
携を進めれば、最も効果的だと思います。私
としては、その連携にぜひ土地利用を加えて
いただきたいと考えています。
コンパクトシティを積極的に進めていて
も、近隣自治体に郊外型大規模商業施設が立
地してしまえば、中心部の商業にも大きな影
響を及ぼしますので、土地の広域調整は大変
重要だと思います。基礎自治体単位の土地利
用計画を策定する際には、近隣自治体と情報
を共有しながら各々の計画の整合性を図るこ
とが大切です。さらに、複数の自治体で空間
計画（スペーシャル・プランニング）を共有
できれば大変理想的だと思います。
また、広域調整・連携の推進には、中核に
なる自治体の首長のリーダーシップや首長間
のコミュニケーションが非常に重要だと考え
ます。
○山下委員（深川市長） 都市農村計画法（仮
称）の制定については大賛成ですが、地権者
数が非常に多い日本において、法制定に向け
た取り組みがうまく進めていけるものなの
か、相当な抵抗もあるのではないかと危惧し
ています。
◇後藤委員 都市農村計画法（仮称）の制定
にあたっては、農林水産省の抵抗が強いと思
います。ただ、このままの状態では立ち行か
なくなることは目に見えていますので、遅か
れ早かれ、都市農村計画法（仮称）について
の議論が起こるものと期待しています。自民
党でも、数年前までは頻繁に勉強会を行うな
ど関心を持たれているテーマでもあるので、
逆に今度はぜひ地方から声を上げていただ
き、市長各位のお力添えをいただきつつロ
ビー活動を進めていけば、よりゴールに近づ
けるのではないかと思います。

○松本委員（和光市長） 総合振興計画と都
市マスタープランの一体化の具体的なイメー
ジが湧きません。良い事例があればご教示い
ただきたい。
また、更新時期を迎える市内の民間大規模
マンション（1,500 戸程度）に対して、今後の
自治体としての取組み、政策的・計画的な誘
導などについて具体的にご教示いただきた
い。
○髙橋委員（稲城市長） 日本の土地所有権、
特に使用収益権は非常に重いものとなってい
ます。そのため、法律の規制は間接的で緩い
誘導策にならざるを得ません。マンションや
ショッピングモール等の建設・誘致の際に
も、所有者が使用収益権を強く主張するな
ど、簡単に規制ができない状況となっていま
す。今後、自治体は、土地の所有権（使用収
益権）と土地利用計画とのバランスをどのよ
う取っていけば良いのでしょうか。
◇後藤委員 総合振興計画と都市マスタープ
ランの一体化については、まずは、市の総合
計画に記載した政策（例えば福祉など）をで
きる限り地図に落としてみる。すると、空間
を介した政策の関係性が浮かび上がってくる
と思いますので、それらをもとに議論すると
良いと思います。都市農地などもあわせて空
間計画上に落とせれば、日本初の総合振興空
間計画になるのではないでしょうか。
また、大規模団地やマンションへの対応策
については、私の研究室での調査結果からも
様々な現況は見えてきていますが、現状で
は、残念ながら土地利用という面からの特効
薬はすぐには出てこないと考えます。
○牧野委員（飯田市長） 都市計画を進める
にあたって、首長のリーダーシップとマネジ
メント力が重要とは認識していますが、最
近、特にマネジメント面での難しさを痛感し
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などの取組みについては、ドイツの計画的圏
域「シティ・リージョン」が参考になると考
えます。なかでも、私が評価している「ライ
ン＝ネッカー・シティ・リージョン」は、3
つの州にまたがる 290 の基礎自治体から構成
されたシティ・リージョンです。ここでは、

公民連携による地域開発や新しい地域開発の
かたち・あり方などの先駆的な取組みや運用
が進められているので、どのようなキャッチ
アップができるかはわかりませんが、参考に
なるのではないかと思います。
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第3回都市政策フォーラム講演（概要）

当センターでは、都市自治体が直面している課題や今後対応すべき都市政策のテーマについて自由に

議論し、課題解決に向けた情報共有・意見交換を図るため、都市自治体関係者を対象としたフォーラム

を開催している。

2018 年8月7日、「都市ガバナンスの公民連携～まちづくりに生きる文化芸術～」と題して、第3回

目のフォーラムを開催した。なお、本稿は講演録（概要）をとりまとめたものである。

1 講演①
「文化政策の今後と公民連携」

中央大学法学部教授
工藤 裕子
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報告書における担当章である文化政策です。
一方、文化行政については、もともとは民間
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行政機関が後発で手伝い始めたという経緯が
あります。
もともと日本では伝統的に、民間が文化活
動の中心でした。行政機関は限られた役割し
か果たしてこなかったというのが現実かと考
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一方で、今はすこし下火かと思いますが、

「行政の文化化」ということがかなり強調さ
れた時期があります。それは、文化行政を契
機として地方自治体の行政のあり方を再構築
し、さらには地方分権を促進しよう、推進し
ようというものだったと理解しております。
ところで、文化政策は歴史的には、文化行
政より後に登場しました。大体 1980 年代後
半から 90 年代前半に、それまでの文化行政
の中心が施設の建設と管理・運営、いわゆる
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かたち・あり方などの先駆的な取組みや運用
が進められているので、どのようなキャッチ
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箱物行政で、その箱物行政が一段落しつつ、
同時にいろいろな問題が山積してきたため、
脱皮するべく文化政策という言葉が使われる
ようになってきたようです。一方、文化行政
が文化政策と言いかえられただけで、内容は
実は何も変わっていないと批判的に捉える向
きも結構います。
本来、政策と行政では、政策は戦略性があ
りビジョンを語るものに対して、行政は運営
であり、内容はかなり違うはずですが、残念
ながら、文化政策の中心は実は文化行政なの
ではないか、というのが私が現在認識してい
るところです。
また、パブリック・アートという概念があ
ります。「行政の文化化」ということが日本
で強調されるようになった 90 年代の初めに
盛んに取り上げられた概念です。
パブリック・アートとはもともと、特に欧
米で 50 年代から 60 年代にかけて、美術館や
ギャラリー以外の広場や道路、公園などの公
共的な空間に設置される芸術作品を指すもの
であり、公共空間の魅力を高める役割を担う
ようになります。このため、オブジェや彫刻
などが入ってきました。日本にパブリック・
アートの概念が入ってきたころ、既に欧米で
はいわゆるコンテクスチュアル・アートとか
リレーショナル・アート、パティシパトリー・
アート、コミュニティ・ベースド・アートな
どと言われる、公共空間の環境と市民社会が
協働するという新しい概念が登場していまし
た。これらの概念はつまり、例えばそこに彫
刻があることが大事なのではなく、市民がそ
の場に出かけていって、その空間を使った
り、楽しんだり、いわば市民も一緒になって
空間を創り出すものと理解されています。
このことが非常に面白いのは、ちょうど
1990 年代には日本の行政にも新しい公共経

営、ニュー・パブリック・マネジメントが導
入されるわけですが、そのいろいろな問題
点、特に市民があまり参加していないのでは
ないかという批判が 2005 年頃からなされる
ようになりまして、いわゆるポスト・ニュー・
パブリック・マネジメント、ポスト NPMと
いわれるものが台頭するのですが、その一つ
の概念にニュー・パブリック・ガバナンスと
いうものがあります。
これにより行政においても、市民社会と行
政の co-production（協働生産）、それから
co-design（協働で創り出すこと）ということ
が非常に強調されるようになってきておりま
して、言ってみれば行政機関の行政改革の中
でも行われてきたことが、アートの世界でも
起こったと考えられます。
欧米では、1990 年代に入る少し前から、環
境問題への関心などから、市民の意識を喚起
し、対話や討論を生むための装置としてのパ
ブリック・アートというものが登場してきま
す。少し挑発的な、いろいろな仕掛けやもの
を提示することで、市民が「これ、何だろう」
と話し出すなどの効果を期待するもので、そ
のため、あえて波紋を呼ぶようなテーマを投
げかけるのです。これは、芸術の政策的な意
義ということとも非常に近く、欧米諸国で
は、このような考え方がその以前からあった
のではないかと言われています。
いずれにしても、市民が能動的に参加する
アートという意味で、パブリック・アートが
アメリカやヨーロッパで盛んになっていくの
に対して、日本は少し違った発展を遂げま
す。これは、日本においては後から発展して
きたという事情もあるのですが、当初は空間
演出、いかにおしゃれな空間をつくるかと
か、そこから発展してまちづくりとの接点と
いうことが非常に強調されたためによるもの
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です。
おそらく後で藤野先生のご報告でより専門
的なお話があるのかと思いますが、地域振興
や地域活性化に資するようなアートの使い
方、あるいはまちづくりの一環としてのアー
トや芸術や文化政策ということになるので
す。一方で、作品の設置によって、その都市
の環境や歴史などを可視化したり、公共の福
祉の向上やまちづくり、地域コミュニティの
活性化に寄与したり、そういう意味でまちづ
くりといいますか、その地域のアイデンティ
ティをつくり上げていく一つの方策としても
考えられているということがあります。この
ようになってくると実は、日本も欧米にあま
り劣らない内容になっているのではないかと
考えます。

(2）文化政策と地方自治体
もう一つ、都市センターの研究会で私たち
が考えてきたことは、自治体にとって文化政
策とは何だろうということでした。
そもそも文化政策が変遷しておりまして、
さらには文化政策は公共サービスなのかとい
う根本的な問いがおそらくあると思います。
私はサービスの一つだと考えるのですが、そ
うすると、どのようなサービスが、中身とい
いますかメニューがあるのかということです
が、一つは文化の普及啓発ということです。
ただ、これについては、調査していく中で、
地方自治体の役割はもう終わったという方
と、いや、そうではなくて、まだそのような
可能性が十分あるんだとおっしゃる方がお
り、意見が分かれるところです。
一方で、市民の認識も非常に変わってきま
した。もちろん、人々が文化、アートに接す
る接し方というのも変わってきておりますの
で、市民の合意がそもそもなかなか得られな

い。私たち一般市民がアートや文化に対する
思い方や捉え方は本当に人それぞれ、ばらば
らです。ですから、例えば福祉や教育であれ
ば比較的イメージが統一されやすいのに対し
て、文化というものに対する統一的な見解は
なかなか得られないわけです。
そうしますと、実は、そのガバナンスの上
では、政策のデザインとサービスの供給のい
ずれにおいても市民と協働したり協治したり
しなければならないのですが、それでは、行
政機関としてどのようなサービスをどのよう
に提供したらいいのかということになると、
なかなか現実問題になりにくいのです。つま
り、理屈では誰もがわかっていることなのか
もしれませんが、実際に実施するとなるとコ
ンセンサス・ビルディングが難しい分野で
す。しかし、逆に、だからこそ、市民社会が
共有できる価値を見つけ出していく、一つの
過程になるのかもしれないと思います。
ここで、文化政策を担っている担い手とし
ての地方自治体の役割とは何か、を考えます
と、普及啓発活動だけではなく、最近では例
えば、より積極的な教育やアウトリーチなど
があります。今回の都市センターの研究会
で、アンケート調査や視察もさせていただき
ましたが、ここに力を入れていらっしゃる自
治体は非常に多いですし、こうした点に非常
に力を入れている自治体ほど、実は文化政策
に熱心に取り組んでおり、かつ成功している
のではないかなと思われます。
同時に、民間ではなく、国でもない自治体が

どのような文化政策を実施していけばいいの
か、というのは非常に難しい問題になります。
実は、一自治体として、これはたとえ政令
指定都市や中核市といった大きな都市であっ
ても、一自治体としては対応できない問題が
文化政策の中には多いわけです。ここにも挙
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箱物行政で、その箱物行政が一段落しつつ、
同時にいろいろな問題が山積してきたため、
脱皮するべく文化政策という言葉が使われる
ようになってきたようです。一方、文化行政
が文化政策と言いかえられただけで、内容は
実は何も変わっていないと批判的に捉える向
きも結構います。
本来、政策と行政では、政策は戦略性があ
りビジョンを語るものに対して、行政は運営
であり、内容はかなり違うはずですが、残念
ながら、文化政策の中心は実は文化行政なの
ではないか、というのが私が現在認識してい
るところです。
また、パブリック・アートという概念があ
ります。「行政の文化化」ということが日本
で強調されるようになった 90 年代の初めに
盛んに取り上げられた概念です。
パブリック・アートとはもともと、特に欧
米で 50 年代から 60 年代にかけて、美術館や
ギャラリー以外の広場や道路、公園などの公
共的な空間に設置される芸術作品を指すもの
であり、公共空間の魅力を高める役割を担う
ようになります。このため、オブジェや彫刻
などが入ってきました。日本にパブリック・
アートの概念が入ってきたころ、既に欧米で
はいわゆるコンテクスチュアル・アートとか
リレーショナル・アート、パティシパトリー・
アート、コミュニティ・ベースド・アートな
どと言われる、公共空間の環境と市民社会が
協働するという新しい概念が登場していまし
た。これらの概念はつまり、例えばそこに彫
刻があることが大事なのではなく、市民がそ
の場に出かけていって、その空間を使った
り、楽しんだり、いわば市民も一緒になって
空間を創り出すものと理解されています。
このことが非常に面白いのは、ちょうど
1990 年代には日本の行政にも新しい公共経

営、ニュー・パブリック・マネジメントが導
入されるわけですが、そのいろいろな問題
点、特に市民があまり参加していないのでは
ないかという批判が 2005 年頃からなされる
ようになりまして、いわゆるポスト・ニュー・
パブリック・マネジメント、ポスト NPMと
いわれるものが台頭するのですが、その一つ
の概念にニュー・パブリック・ガバナンスと
いうものがあります。
これにより行政においても、市民社会と行
政の co-production（協働生産）、それから
co-design（協働で創り出すこと）ということ
が非常に強調されるようになってきておりま
して、言ってみれば行政機関の行政改革の中
でも行われてきたことが、アートの世界でも
起こったと考えられます。
欧米では、1990 年代に入る少し前から、環
境問題への関心などから、市民の意識を喚起
し、対話や討論を生むための装置としてのパ
ブリック・アートというものが登場してきま
す。少し挑発的な、いろいろな仕掛けやもの
を提示することで、市民が「これ、何だろう」
と話し出すなどの効果を期待するもので、そ
のため、あえて波紋を呼ぶようなテーマを投
げかけるのです。これは、芸術の政策的な意
義ということとも非常に近く、欧米諸国で
は、このような考え方がその以前からあった
のではないかと言われています。
いずれにしても、市民が能動的に参加する
アートという意味で、パブリック・アートが
アメリカやヨーロッパで盛んになっていくの
に対して、日本は少し違った発展を遂げま
す。これは、日本においては後から発展して
きたという事情もあるのですが、当初は空間
演出、いかにおしゃれな空間をつくるかと
か、そこから発展してまちづくりとの接点と
いうことが非常に強調されたためによるもの
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げましたが、例えば伝統文化の継承、保存や、
文化財修復、保全などです。これらは、市町
村が担当してはおりますが、そのための人材
育成や管理、運営等々というのは一自治体で
今後もやっていくことが本当に好ましいのか
どうかということは考える段階に来ているの
ではないかと理解しています。
他方で、やはりこの分野には、国や都道府
県とのすみ分け、役割分担をどうするのかと
いう問題もあります。現実的には、その自治
体の首長さんのリーダーシップが非常に大き
く影響していて、時には趣味に走ることがな
いわけでもないですが、やはりリーダーシッ
プがないと成功しない分野でもあるかと思い
ます。
そういう意味でこの分野で一番大事なこと
は、行政機関的に考えますと、いわゆるマル
チ・レベル・ガバナンス、つまり、国の役割
があり、その次に何が都道府県の役割で、最
終的に地方自治体が何を担当するのか、とい
うことが重層的に理解されなければならない
と思っております。そういう意味で、実際に
地方自治体が文化政策を担う単位として、あ
るいは地方自治体は本当に文化政策を実施し
ていく単位として最適なのかというのは、個
人的にはなかなか解答がないのですが、これ
はすこし考える必要があるかと思っています。
一方で、具体的な案件を見ていきますと、
それぞれ個別のプロジェクトや施設の支援を
積み上げていく、言ってみれば帰納型のアプ
ローチをとっている自治体が成功している事
例が多いということが言えるかと思います。
そうしますと、やはり地方自治体の役割と
して文化政策の中で求められているものは、
その地域内の市民社会や企業の活動と連携し
つつ、地域社会の文化的な活動を支援するこ
とです。ですから、あくまでも地元にある活

動をどれだけ発見して、それを支えていくか
ということが重要なのではないかと考えま
す。それと同時に、文化的な営みに触れられ
る環境の整備と提供、市民の文化的な生活の
支援や経済活動としての文化の育成と支援、
あるいは地方自治体の持つ独自文化の保存、
継承なども自治体の文化政策の中で求められ
ているものであるといえます。
特に、今回の都市センターの研究会でのい
ろいろな調査の中で明らかになってきたこと
は、その地域の特色を生かし、その地域に根
ざしたもの、それから歴史、伝統、あるいは、
場合によっては企業や教育機関、人材などの
地域資源を活用するものであるということで
す。ですから、他にはない何か、要するにオ
ンリーワンの考え方が重要になるのだと思い
ます。
それから、地域の現存の市民活動に寄り
添って、あるいは子どもの可能性に働きかけ
る、それから地域経済に何らかのインパクト
を与える。こうしたことを、別に観光などに
限らずに実施しているところが比較的活動と
して盛んであり、かつ成功していると理解し
ました。

(3）まちづくりと文化政策の連携
一方で、非常に多くの自治体が 1990 年代
から、特に 2000 年以降、まちづくりとの連携
の中で文化政策を進めてきています。これに
ついて少し概観してみますと、いわゆるアー
ト・イベント、アート・プロジェクトという
ものがございます。これもおそらく藤野先生
のほうから、より専門的なお話があると思い
ますので、私はごく簡単に、私なりにまとめ
たいと思いますが、一つは、もともとアート・
イベントと言われるものは、諸外国では非常
に古いものであるということです。中世、十
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五、六世紀には既にいろいろあって、さまざま
なお祭り、催事が行われていたりしました。
アート・プロジェクトというのは一方で、
21 世紀になってから、アートにかかわるイベ
ントや運動等を組織する NPOなどの自主運
営組織を中心に、美術館や地方自治体などを
含んだローカルな環境下でアート活動を展開
していく一連の活動形式と定義されていま
す。ですから、地域の中でいろいろな活動を
実施していくものということで、これはどち
らかというと、アートそのものというより
は、まちづくりの推進ということが重要な目
的になっていると考えられます。
ここで大事なことは交感する機会です。そ
れから、その機会を創っていくということ。
それから共働体制。この「共働」の字が異な
るのは、こちらの用法がこの世界では使われ
るので使いましたが。あとは、アートという
手法で想像力を鍛えて、さまざまな問題提起
をするプロセスを大切にするという目的を持
つといわれています。
いずれにしましても、これが文化政策とし
て行われてきたのかというと、必ずしもそう
ではない。まちづくりや地域振興、地域活性
化という中で、一つの手段として使われてき
たものであることが多いようです。
一方で、世界のイベントはどのようになっ
ているかというのが、このような感じであり
ます（図1）。
皆様もご存じのものが多いと思いますが、
1895 年から毎年2年に1回行われているの
がヴェネツィアのビエンナーレです。関連す
るイベントの中で実は最も古いのは音楽祭で
ありまして、その後、映画祭、ダンスフェス
ティバル、最後に建築展ができました。一番
古いのが美術展です。建築展と交互に実施さ
れ、今年はちょうど建築の年に当たります。イ

タリアはアートイベントが結構多く、ミラノの
トリエンナーレは 1920 年代からあります。
ドイツのドクメンタ、またアートバーゼル

はスイスです。これらはビジュアルアート系
ですが、一方、パフォーミングアートとなる
と、例えばエジンバラ国際フェスティバルが
あります。これは演劇ですが、これも実は箱
物の劇場の中で行われるものだけではなく、
エジンバラ旧市街の街中で大道芸が行われた
りですとか、いろいろなパフォーマンスが行
われたりする、そうしたタイプのものです。
それから、有名な音楽祭となりますと、例え
ばバイロイト音楽祭は 1800 年代から行われ
ていますし、ザルツブルグ音楽祭やイタリア
のヴェローナ・アリーナのオペラフェスティ
バルなどもあります。
いずれにしましても、これらの特徴は、街
中を巻き込んだタイプのアート・フェスティ
バルだということです。ヴェネツィア・ビエ
ンナーレも、ヴェネツィア・ビエンナーレの
会場というものがありますが、会場以外の街
中でいろいろなイベント、関連イベントが行
われて、それこそありとあらゆる公共空間、
場合によっては個人のお宅までが会場に変わ
ります。

都市とガバナンス Vol.31

第3回都市政策フォーラム講演（概要）

27

図1 世界のアート・イベント

出典：報告者作成
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げましたが、例えば伝統文化の継承、保存や、
文化財修復、保全などです。これらは、市町
村が担当してはおりますが、そのための人材
育成や管理、運営等々というのは一自治体で
今後もやっていくことが本当に好ましいのか
どうかということは考える段階に来ているの
ではないかと理解しています。
他方で、やはりこの分野には、国や都道府
県とのすみ分け、役割分担をどうするのかと
いう問題もあります。現実的には、その自治
体の首長さんのリーダーシップが非常に大き
く影響していて、時には趣味に走ることがな
いわけでもないですが、やはりリーダーシッ
プがないと成功しない分野でもあるかと思い
ます。
そういう意味でこの分野で一番大事なこと
は、行政機関的に考えますと、いわゆるマル
チ・レベル・ガバナンス、つまり、国の役割
があり、その次に何が都道府県の役割で、最
終的に地方自治体が何を担当するのか、とい
うことが重層的に理解されなければならない
と思っております。そういう意味で、実際に
地方自治体が文化政策を担う単位として、あ
るいは地方自治体は本当に文化政策を実施し
ていく単位として最適なのかというのは、個
人的にはなかなか解答がないのですが、これ
はすこし考える必要があるかと思っています。
一方で、具体的な案件を見ていきますと、
それぞれ個別のプロジェクトや施設の支援を
積み上げていく、言ってみれば帰納型のアプ
ローチをとっている自治体が成功している事
例が多いということが言えるかと思います。
そうしますと、やはり地方自治体の役割と
して文化政策の中で求められているものは、
その地域内の市民社会や企業の活動と連携し
つつ、地域社会の文化的な活動を支援するこ
とです。ですから、あくまでも地元にある活

動をどれだけ発見して、それを支えていくか
ということが重要なのではないかと考えま
す。それと同時に、文化的な営みに触れられ
る環境の整備と提供、市民の文化的な生活の
支援や経済活動としての文化の育成と支援、
あるいは地方自治体の持つ独自文化の保存、
継承なども自治体の文化政策の中で求められ
ているものであるといえます。
特に、今回の都市センターの研究会でのい
ろいろな調査の中で明らかになってきたこと
は、その地域の特色を生かし、その地域に根
ざしたもの、それから歴史、伝統、あるいは、
場合によっては企業や教育機関、人材などの
地域資源を活用するものであるということで
す。ですから、他にはない何か、要するにオ
ンリーワンの考え方が重要になるのだと思い
ます。
それから、地域の現存の市民活動に寄り
添って、あるいは子どもの可能性に働きかけ
る、それから地域経済に何らかのインパクト
を与える。こうしたことを、別に観光などに
限らずに実施しているところが比較的活動と
して盛んであり、かつ成功していると理解し
ました。

(3）まちづくりと文化政策の連携
一方で、非常に多くの自治体が 1990 年代
から、特に 2000 年以降、まちづくりとの連携
の中で文化政策を進めてきています。これに
ついて少し概観してみますと、いわゆるアー
ト・イベント、アート・プロジェクトという
ものがございます。これもおそらく藤野先生
のほうから、より専門的なお話があると思い
ますので、私はごく簡単に、私なりにまとめ
たいと思いますが、一つは、もともとアート・
イベントと言われるものは、諸外国では非常
に古いものであるということです。中世、十
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それから、ミラノ・トリエンナーレも、い
わゆる「トリエンナーレの外」といわれる、
いろいろなイベントがありまして、例えば建
築家が自分のアトリエを公開したりですと
か、アーチストが自分のアトリエを公開した
りします。
いずれにしましても、そういう意味では、こ

れらイタリアタイプのものは、街中を巻き込ん
だタイプのアート・イベントになっています。
写真1がヴェネツィアのビエンナーレでし
て、今年は「フリースペース」がテーマなの
ですが、建築のビエンナーレとなっていま
す。ここは、5月から 11 月までと会期が非
常に長いのが特色です。有名どころでは、写
真2がバイロイト音楽祭で、写真3がザルツ
ブルグ音楽祭です。
さて、ここで日本なのですが、先ほども申

し上げましたが、21 世紀に入ってから、こう
したイベントが日本でもかなりいろいろなと
ころで企画されています。今回は高松市長も
おいでになっておられますが、瀬戸内国際芸
術祭は 2010 年からトリエンナーレ形式で3
年に1回開かれています。有名なところで
は、例えば大地の芸術祭、これもトリエン
ナーレ形式で行われていますが、あと中之条
はビエンナーレです。
いずれにしても、どちらかというと大都市
というよりは田舎、地域のまちおこし、地域
おこしを一つの目的とし、アートという一つ
の手段を使いながら、アーチストと地元の人
の交流、あるいは外部のアーチストが長い期
間そこでアーチスト・イン・レジデンスをす
ることで、場合によっては地域のファンに
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写真1 ヴェネツィア・ビエンナーレ

出典：報告者作成

写真2 バイロイト音楽祭

出典：報告者作成

写真3 ザルツブルグ音楽祭

出典：報告者作成
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なって定住されたり移住されたりする人もい
る、というようなことを目指すものであるよ
うです。
あるいは、その地元の廃校の利用であると
か、地域住民がアート・イベントに参加する
というような、先ほどのいわゆるパブリッ
ク・アートの考え方ではないですが、市民が、
いってみればアートの担い手として地域づく
りにも参加するということが一つの特徴に
なっています。
実はこれはもともと、創造都市というコン
セプトに基づいていまして、プロジェクトを
通じた交流人口の拡大や地域づくりを図って
います。横浜市が始めたヨコハマ・トリアン
ナーレなどのアート・イベントは非常に有名
ですが、これらの 21 世紀型の、いわゆるアー
ト・イベント、アート・プロジェクトは、どち
らかというとまちおこし系となっています。
一方で、都市戦略としての文化政策は、日
本はそれほど進んでいないのというのが現状
なのですが、創造都市という考え方が日本に
おいてもかなり取り入れられるようになって
はきています。
一つに、まちづくりと連動した文化政策と
いうのは、相当の戦略性がないと、実は成功
しないと言われています。海外でも、文化を
一つの政策として都市づくり、まちづくり、
ないしブランディングに成功している都市は
やはりそれほど多くないというのが現状で
す。やろうとして失敗したところのほうが、
実は多いのです。
他方で 2000 年代前後、日本では、政策とし
てはいろいろ問題もありましたが、クール・
ジャパンが注目されました。これはもともと
イギリスや韓国が実施していたクール・ブリ
タニカや、クール・コリアという政策のまね
だったのですが、当時指摘されたのは、文化

というものをクリエイティブ・インダスト
リーとかナレッジ・インダストリーとして文
化を振興していこうということでした。いっ
てみればより知識集約型の産業としての可能
性を追求したわけですが、これは創造都市の
考え方とも関係していて、韓国などが熱心な
のと、考えてみると一緒かと思われます。

(4）文化政策の raison d'être とは
さて最後に、文化政策を改めて少し考えて
みようということなのですが、文化政策のそ
もそもミッションとは何か。
またそれとも関係しますが、文化政策は非
常に評価が難しいということで知られていま
す。これはうなずいていらっしゃる方が多い
のでみなさまおわかりかと思います。ところ
で、よく考えてみますと、実は文化政策の評
価が難しいのは質的な評価しかできないから
だというのがよくいわれることです。つま
り、定量的な評価がしにくいので、どうしても
定性的になる。あるいは、定量的な評価を無
理にしようとすると、入場者数ぐらいしか指標
がないというのがよくいわれることなのです。
ところが、よく考えてみますと、それ以前
に、文化政策のミッション、つまり文化政策
の目標とするものは何で、一体何のために、
何をどう実行しているのかということが非常
に曖昧なところに、実は問題点があります。
ですから、最近は文化政策がまちづくり、地
域振興、観光などとの関係性で問われるとい
うのは、実はこれらの分野のほうが定量的な
数値目標をつくりやすいからなのです。観光
客が増えたとか、地域振興で何人定住者が増
えたとか、これらは数で見えやすい。なの
で、無理をして文化政策をこれらに関連付け
るということが、実はございます。
文化政策の本質的なミッションは実は、ク
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それから、ミラノ・トリエンナーレも、い
わゆる「トリエンナーレの外」といわれる、
いろいろなイベントがありまして、例えば建
築家が自分のアトリエを公開したりですと
か、アーチストが自分のアトリエを公開した
りします。
いずれにしましても、そういう意味では、こ

れらイタリアタイプのものは、街中を巻き込ん
だタイプのアート・イベントになっています。
写真1がヴェネツィアのビエンナーレでし

て、今年は「フリースペース」がテーマなの
ですが、建築のビエンナーレとなっていま
す。ここは、5月から 11 月までと会期が非
常に長いのが特色です。有名どころでは、写
真2がバイロイト音楽祭で、写真3がザルツ
ブルグ音楽祭です。
さて、ここで日本なのですが、先ほども申

し上げましたが、21 世紀に入ってから、こう
したイベントが日本でもかなりいろいろなと
ころで企画されています。今回は高松市長も
おいでになっておられますが、瀬戸内国際芸
術祭は 2010 年からトリエンナーレ形式で3
年に1回開かれています。有名なところで
は、例えば大地の芸術祭、これもトリエン
ナーレ形式で行われていますが、あと中之条
はビエンナーレです。
いずれにしても、どちらかというと大都市
というよりは田舎、地域のまちおこし、地域
おこしを一つの目的とし、アートという一つ
の手段を使いながら、アーチストと地元の人
の交流、あるいは外部のアーチストが長い期
間そこでアーチスト・イン・レジデンスをす
ることで、場合によっては地域のファンに
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写真1 ヴェネツィア・ビエンナーレ

出典：報告者作成

写真2 バイロイト音楽祭

出典：報告者作成

写真3 ザルツブルグ音楽祭

出典：報告者作成

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　023 1-3 第3回都市政策フォーラム講演録.mcd  Page 8 19/04/15 20:51  v5.51

オリティ・オブ・ライフ、生活の質の向上と
いうことなのです。そうしますと、スポーツ
政策などとも非常に類似性があります。これ
は私が研究しているテーマなのですが、ス
ポーツも実は、それをして楽しいということ
もありますし、運動することによってより健
康になるですとか、いろいろと効果はあるの
ですが、例えば自治体がスポーツ政策を推進
したときの最終的な目標は何かというと、な
かなかこれもまた定数では示しにくいものな
のです。
一方で、文化政策を推進していくときに、
非常に大きな問題があります。それは、アー
トや文化そのものが最近、大きく変貌してい
るということです。例えば、従来型の分類に
当てはまらないアートの領域が増加していま
す。実は、アート・マネジメントに関しては、
先ほどすこし触れましたが、ビジュアルアー
トかパフォーミングアートかに分けるのです
が、あるいはその両者の性格を具備している
こともあります。
例えば、今回の自治体へのアンケートの中
でも明らかになったのですが、劇場・音楽堂
という従来型の分け方も、既にあまり有効で
はなくなっています。劇場であり、かつ音楽
堂であるところもありますし、音楽堂であ
り、かつ劇場であるところもあるからです。
それから実際、パフォーミングアートと
いっても、演劇、コンサート、パフォーマン
ス、ダンス、バレーというのが伝統的な分類
なのですが、それ以外や、そのどれにも入ら
ないものも、もちろんたくさんあります。美
術館の展示でも、伝統的には絵画、彫刻なの
ですが、今は写真、ビデオ映像、動画とか、
インスタレーション、それから鑑賞者が中に
入っていくことで何かが生まれるものですと
か、その関係性を追求するものが増えてくる

と、もともとのアートというものにはまらな
いものがたくさん出てきます。そうします
と、実は館の運営とか施設の運営に関して
も、従来型の運営方法で本当にいいのかとい
う問題がたくさん出てきているというのが現
状です。
そうすると、例えば、施設ごとに政策を実
施していくことがいいのか、それともコンテ
ンツとか、パフォーマンスなどのソフトに
よって分類をしたほうがいいのかなどを、恐
らくは本格的に考える時期に来ているという
のが現状です。
その中で公的セクター、公的部門が担当す
る分野といいますとどうなるのでしょうか。
恐らく、指定管理者制度などがもっと進んで
きますと、行政機関がみずからこういった施
設の運営をするというのは、次第にナンセン
スになってきて、そうするとソフト事業が、
特に助成金の運営ですとか、何かの支援をす
るなど、そういったものが恐らく行政の役割
としては中心になるのかなと思います。
そうすると、サービスの公民連携というの
も、実は文化政策ゆえのことなのではなく、
今回は文化行政としてその方法論をいかに洗
練させていくかという問題になるのだと考え
ております。

(5）文化政策の課題と解決のヒント
さて最後に、私なりに一応、今回の文化政
策の課題と解決のヒントをまとめてみます。
一つは、他の政策領域から学ぶということ
です。文化政策そのものが政策分野として意
外と新しく、あるいは非常に大きく変化して
いる分野ですので、文化政策そのものを煮た
り焼いたりしても、あまり何も出てきませ
ん。その中で、一つは、別の分野として先ほ
ど申し上げましたが、スポーツ政策などの分
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野からも学ぶことができそうだということ
と、アート・マネジメント、経営的なアート・
マネジメントからも学ぶことができるのでは
ないかと思っています。
ちなみに、財政が苦しくなってくると削ら
れるものの第一、第二が、スポーツ政策と文
化政策ですので、そういう意味でも両者は一
種のお友達関係にあるといえます。
先ほど評価の問題は既に申し上げましたの
で、この点だけ付け加えて申し上げておきま
すと、評価の形式化ですとか、評価疲れがあ
るのでしたら、もう思い切ってやめたほうが
いいということです。評価システムの整理や
簡潔化をする必要があります。
一方で、施設の評価は多くの自治体が非常
に熱心にやられているんですが、その助成や
支援制度の成果測定は、意外とちゃんとやっ
ていないところが多いのです。むしろこちら
のほうが、今後は重要になるのではないかと
考えております。これは昨今、例えばスポー
ツの世界では、助成金の評価が問題になって
いますので、このあたりは大事かと思います。
また、やはり、アウトカムが出ない、ある
いは出にくいのではなくて、政策のミッショ
ンが非常に複雑なので目的が明確化されな
い、したがって数値化が出来ないというよう
に、少し開き直るほうがいいのではないかと
思っています。
その中で、地方自治体など行政機関がやっ
ていくべきことは、恐らくその専門性を高め
ることや人材育成、人材開発なのだろうと考
えています。ただしここについては、文化政
策には実は非常に高度な人材が必要だと言わ
れています。一般的に文化政策には、スタッ
フの高い専門性と、かつ専門家の役割が重要
で、そうなってきますと、行政機関だけでは
補えないところは、積極的に外から人を補っ

ていくということが、場合によっては必要な
分野ということが、アート・マネジメントか
らは言えるかと思います。
そして、そのアート・マネジメントに具体
的に何を学ぶかということなのですが、一つ
はその人材育成、人材開発です。例えばアー
トの制作は行政機関が自身でしなくてもいい
のですが、流通、つまりアーチストがアート
を発表する場を提供するですとか、人々が
アートを消費する、つまりは例えばパフォーミ
ングアートを鑑賞する場所を提供したりして
いくということが行政には求められています。
また、マネジメントに要請される、いわゆ
る5機能（計画、組織化、人材の確保、指導、
統制）以外には、このようなマネジメントの
ファシリテートが必要になると通常いわれま
す。こうしたことは恐らく、実は一般的には
人材が不足している分野ですので、それを提
供するということが考えられます。
一方で、このアートという世界は今、非常
に大きく変わってきています。「アート」と
あえて言ったのは、「文化」となると実はもっ
と複雑ですので、あえて「アート」という言
葉にしました。
つまり、一つには、アートとは今までは、
人間が創る創造物で、その人の考えや、思想
や、思いを形にしたものであるといわれてい
ます。これは、例えば知財などの定義もそう
なっているわけですが、現実的には AIが絵
を描いたり、作曲をしたり、作詞をしたり、
文学賞をとるような文学作品をつくる時代
に、もはや私たちは入っています。
そうなると、このような時代の文化政策と
は、そもそもどこまで何をするのかというこ
とが、非常にわかりにくくなってきていま
す。逆を言えば、このような新しいテクノロ
ジーの分野があるということを、少なくとも
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オリティ・オブ・ライフ、生活の質の向上と
いうことなのです。そうしますと、スポーツ
政策などとも非常に類似性があります。これ
は私が研究しているテーマなのですが、ス
ポーツも実は、それをして楽しいということ
もありますし、運動することによってより健
康になるですとか、いろいろと効果はあるの
ですが、例えば自治体がスポーツ政策を推進
したときの最終的な目標は何かというと、な
かなかこれもまた定数では示しにくいものな
のです。
一方で、文化政策を推進していくときに、
非常に大きな問題があります。それは、アー
トや文化そのものが最近、大きく変貌してい
るということです。例えば、従来型の分類に
当てはまらないアートの領域が増加していま
す。実は、アート・マネジメントに関しては、
先ほどすこし触れましたが、ビジュアルアー
トかパフォーミングアートかに分けるのです
が、あるいはその両者の性格を具備している
こともあります。
例えば、今回の自治体へのアンケートの中
でも明らかになったのですが、劇場・音楽堂
という従来型の分け方も、既にあまり有効で
はなくなっています。劇場であり、かつ音楽
堂であるところもありますし、音楽堂であ
り、かつ劇場であるところもあるからです。
それから実際、パフォーミングアートと
いっても、演劇、コンサート、パフォーマン
ス、ダンス、バレーというのが伝統的な分類
なのですが、それ以外や、そのどれにも入ら
ないものも、もちろんたくさんあります。美
術館の展示でも、伝統的には絵画、彫刻なの
ですが、今は写真、ビデオ映像、動画とか、
インスタレーション、それから鑑賞者が中に
入っていくことで何かが生まれるものですと
か、その関係性を追求するものが増えてくる

と、もともとのアートというものにはまらな
いものがたくさん出てきます。そうします
と、実は館の運営とか施設の運営に関して
も、従来型の運営方法で本当にいいのかとい
う問題がたくさん出てきているというのが現
状です。
そうすると、例えば、施設ごとに政策を実
施していくことがいいのか、それともコンテ
ンツとか、パフォーマンスなどのソフトに
よって分類をしたほうがいいのかなどを、恐
らくは本格的に考える時期に来ているという
のが現状です。
その中で公的セクター、公的部門が担当す
る分野といいますとどうなるのでしょうか。
恐らく、指定管理者制度などがもっと進んで
きますと、行政機関がみずからこういった施
設の運営をするというのは、次第にナンセン
スになってきて、そうするとソフト事業が、
特に助成金の運営ですとか、何かの支援をす
るなど、そういったものが恐らく行政の役割
としては中心になるのかなと思います。
そうすると、サービスの公民連携というの
も、実は文化政策ゆえのことなのではなく、
今回は文化行政としてその方法論をいかに洗
練させていくかという問題になるのだと考え
ております。

(5）文化政策の課題と解決のヒント
さて最後に、私なりに一応、今回の文化政
策の課題と解決のヒントをまとめてみます。
一つは、他の政策領域から学ぶということ
です。文化政策そのものが政策分野として意
外と新しく、あるいは非常に大きく変化して
いる分野ですので、文化政策そのものを煮た
り焼いたりしても、あまり何も出てきませ
ん。その中で、一つは、別の分野として先ほ
ど申し上げましたが、スポーツ政策などの分
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少しは頭の片隅に入れながら扱っていく必要
もあると思います。
もう一つは、よく AIが人間の労働を奪う
と言われていますが、実は AIが単純労働を
してくれるので、私たち人間には暇がいっぱ
いできる。そうすると、誰でもがアートの創
造者になったり、消費者になることができる
時代になるわけです。
そうなってきますとやはり、地元のいろい
ろな文化活動の支援など、実はその自治体に
求められている役割はかなり大きく変わって
くるのだろうと思います。つまり、アートや
文化の本質がこれだけ大きく変貌しています
ので、そうなると、当然それを扱う文化政策
や文化行政も変わらなければなりません。
そういう意味で、美術館で鑑賞するという
世界から、日常的に自分が参加をするような
アートのあり方、つまりアート・イベントや
アート・フェスティバルで行われるようなこ
とが、日常的に行われるようになるでしょう
し、場合によっては、フランスなどでいわれ
ていた「文化の民主化」という動きが本格化
するでしょう。例えば、ユーチューバーには
誰でもなれる可能性はあるわけで、それが
ヒットするかどうかは別として、そういう意
味では民主化はかなり進んでいます。
同時に、行政の世界でもいわれてきた市民
との協働、ともに考えてともにつくり出す、
行政と市民が実際のサービスの生産過程を一
緒につくっていくということは、恐らくアー
トの分野でも進んできますので、これはもし
かすると行政機関が慣れていることなのかも
しれません。
それから例えば、エビデンスに基づいた政
策形成ということが最近、日本でも非常に流
行って、特に用語として流行っていますが、ま
だ実態としてそれほどでもありません。とす

ると、こういったものも、実はもしかすると文
化の中でも求められるのかもしれません。
また、文化という分野は、先ほど申し上げ
たスポーツと同様に大事だということは誰で
もがわかっているのですが、市民に文化を強
制することはできませんし、何かを命令する
こともできませんし、あるいは制限すること
もできません。つまり、行政が今まで得意と
してきた、規制をするとか促進をするという
ことが非常にやりにくい分野でもあります。
昨年のノーベル経済学賞で非常に有名に
なった行動経済学という分野がありますが、
実は、それにならった行動行政学というもの
が最近研究されています。つまり、規制でも
なく、促進でもなく、インセンティブでもな
いような分野で、どのようにして人を動かせ
るのか。そういうところでは、いわゆるナッジ
といわれる、人々に特定の方向に向いてもら
えるようにするという方法なのですが、もしか
すると文化政策もこういうことを勉強しなけれ
ばならない時期に来ているのかもしれません。

2 講演②
「『都市自治体の文化芸術ガバナンス』－文
化政策分野の拡大と官民連携を考える－」
公立大学法人 静岡文化芸術大学文化政策学
部教授 松本 茂章
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自分の専門は自治体文化政策、あるいは文
化施設の研究です。近年は、文化施設が立地
する地域社会がどうあるべきか、文化を活か
したまちづくり、にも関心を持っています。
これまでは文化政策分野における、官と民の
接点についての研究に励んできました。学会
活動としては、日本アートマネジメント学会
会長、日本文化政策学会理事を拝命しており
ます。
ジャーナリズムの出身なので、現代日本
で、今、どんなことが取り組まれているのか、
という視点から、本日は事例紹介をさせてい
ただきます。事例の話に入る前に、文化政策
が置かれている今日的な状況をお話ししてお
きたいと思います。
20 世紀後半が公立文化施設を建設する「ハ
コモノ行政」の時代であったのに対して、21
世紀初頭には文化関連の法整備が進んでいる
ところです。2001 年に文化芸術振興法が制
定され、2003 年の地方自治法改正に伴い、指
定管理者制度の導入が決まりました。2012
年には劇場法が制定されました。正式に申し
上げると、「劇場、音楽堂等の活性化に関する
法律」というもので、初めてホール系の文化
施設にも法的根拠が与えられた次第です。そ
して 2017 年には、文化芸術振興基本法を改
正して文化芸術基本法が制定されました。
文化芸術基本法には、幾つか、特筆すべき
点があります。たとえば第二条で文化政策の
対象を広げました。これからの文化政策に
は、観光、まちづくり、国際交流、福祉、教
育、産業などの各関連分野における施策との
有機的な連携が図られるように配慮されなけ
ればならない、ことになりました。
文化芸術振興会議の設置も求められまし
た。文部科学省や文化庁にとどまらず、内閣
府、総務省、外務省、厚生労働省、経済産業

省、国土交通省、環境省、農水省などの関係
者が参加することになりました。同法では、
「食文化」の振興も文化政策の対象に含めて
います。このため農水省が同会議に参加して
います。日本料理がユネスコの世界文化遺産
に認定されたという背景もあり、観光や産業
の振興を強く意識しているのだろうと思われ
ます。
これからの文化政策は、省庁横断的に取り
組むことになりました。まさに文化政策は総
合政策なのです。

(1）地域ガバナンスという概念
講演の題目は「文化芸術ガバナンス」とし
ました。理由があります。今回、会場で置か
せていただいている書籍（日本都市センター
編（2018）『都市自治体の文化芸術ガバナンス
と公民連携』）の題目に「文化芸術ガバナン
ス」を掲げたからです。日本都市センターに
文化政策の研究会が立ち上がって以降、「ガ
バナンス」のありようが論議されました。英
語の「ガバナンス」とは「統治」「舵取り」と
いう意味ですが、日本語で「ガバナンス」と
言う場合は少しニュアンスが異なってきま
す。
恩師である同志社大学の新川達郎による
と、地域ガバナンスとは、住民、NPO、事業
者、専門家、自治体職員、地方政治家などが
ネットワークを形成して、ともに協力して地
域を治める新しい秩序のことを意味します。
現在、地域では行政主導のガバメントから転
じて、地域ガバナンスの展開が試みられてい
ます。分かりやすく例えると「幕末」のよう
な時代の変革期に当たります。
日本では公務員が急激に減っています。こ
の問題を語るだけでも1冊の書籍になろうか
と思いますが、いくつかの背景があります。
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少しは頭の片隅に入れながら扱っていく必要
もあると思います。
もう一つは、よく AIが人間の労働を奪う
と言われていますが、実は AIが単純労働を
してくれるので、私たち人間には暇がいっぱ
いできる。そうすると、誰でもがアートの創
造者になったり、消費者になることができる
時代になるわけです。
そうなってきますとやはり、地元のいろい
ろな文化活動の支援など、実はその自治体に
求められている役割はかなり大きく変わって
くるのだろうと思います。つまり、アートや
文化の本質がこれだけ大きく変貌しています
ので、そうなると、当然それを扱う文化政策
や文化行政も変わらなければなりません。
そういう意味で、美術館で鑑賞するという
世界から、日常的に自分が参加をするような
アートのあり方、つまりアート・イベントや
アート・フェスティバルで行われるようなこ
とが、日常的に行われるようになるでしょう
し、場合によっては、フランスなどでいわれ
ていた「文化の民主化」という動きが本格化
するでしょう。例えば、ユーチューバーには
誰でもなれる可能性はあるわけで、それが
ヒットするかどうかは別として、そういう意
味では民主化はかなり進んでいます。
同時に、行政の世界でもいわれてきた市民
との協働、ともに考えてともにつくり出す、
行政と市民が実際のサービスの生産過程を一
緒につくっていくということは、恐らくアー
トの分野でも進んできますので、これはもし
かすると行政機関が慣れていることなのかも
しれません。
それから例えば、エビデンスに基づいた政
策形成ということが最近、日本でも非常に流
行って、特に用語として流行っていますが、ま
だ実態としてそれほどでもありません。とす

ると、こういったものも、実はもしかすると文
化の中でも求められるのかもしれません。
また、文化という分野は、先ほど申し上げ
たスポーツと同様に大事だということは誰で
もがわかっているのですが、市民に文化を強
制することはできませんし、何かを命令する
こともできませんし、あるいは制限すること
もできません。つまり、行政が今まで得意と
してきた、規制をするとか促進をするという
ことが非常にやりにくい分野でもあります。
昨年のノーベル経済学賞で非常に有名に
なった行動経済学という分野がありますが、
実は、それにならった行動行政学というもの
が最近研究されています。つまり、規制でも
なく、促進でもなく、インセンティブでもな
いような分野で、どのようにして人を動かせ
るのか。そういうところでは、いわゆるナッジ
といわれる、人々に特定の方向に向いてもら
えるようにするという方法なのですが、もしか
すると文化政策もこういうことを勉強しなけれ
ばならない時期に来ているのかもしれません。

2 講演②
「『都市自治体の文化芸術ガバナンス』－文
化政策分野の拡大と官民連携を考える－」
公立大学法人 静岡文化芸術大学文化政策学
部教授 松本 茂章
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たとえば自治体財政事情の厳しさから人員削
減が叫ばれていたり、公務員でない民間の
方々が公務に関係する業務を担当し始めてい
たりする。文化政策の分野でも、自治体の公
立文化施設に指定管理者制度が導入され、民
間企業が管理と運営を引き受けることができ
るようになりました。
こういう時代のなかで、文化政策はいかな
る根拠を持つのか。文化や芸術は心の潤いに
は欠かせない、生活の質の向上には必要だ、
と言っても、財政事情が厳しい自治体からす
れば、住民ご自身の負担でどうぞ……という
流れになってきます。20 世紀的な文化政策
の必要性にとどまらず、21 世紀に入っても文
化政策が欠かせないのだという新たな根拠を
求めなくてはなりません。基本的人権として
の文化権がその1つに当たるでしょう。ある
いは地域の文化政策を通じて地域ガバナンス
が実現する、もしくは地域ガバナンスを実現
するために文化政策が絶好のトレーニングに
なる……ということも考えらえれます。
それでは事例紹介に入りましょう。大阪で
開催するフォーラムなので、聴衆のみなさま
は西日本の実情にはお詳しいと思われるの
で、東の事例を主に取り上げて参ります。

(2）札幌市の地下歩行空間「チ・カ・ホ」
最初に取り上げるのは北海道札幌市の「札
幌駅前地下歩行空間」です。愛称「チ・カ・
ホ」は 2011 年3月 11 日に完成しました。東
日本大震災発生の日でしたので、聞くところ
によると、テープカットもなかったそうです
が、実に興味深い空間となっています。（写
真4）。
JR札幌駅の地下にある地下鉄南北線さっ
ぽろ駅から1つ南側の大通駅までの南北 520
メートル、幅は 20 メートルの大きな地下空

間です。
札幌の冬は寒い。多くの方は暖房のきいた
地下空間を歩こうとします。僕自身、2016 年
12 月に札幌を訪れた際、猛烈な吹雪を体験し
ました。本州で履いていた靴では滑ってしま
い、歩けない。何回も転倒して、遭難するか
もと思ったほどで、地下空間に逃げ込んだ記
憶があります。
「チ・カ・ホ」が完成するまではどうなって
いたのか？ 有名な雪まつりの会場となる大
通駅から1つ南のすすき駅までの間は商業施
設が集積したところなので、地下の通路があ
りました。1972 年の札幌冬季オリンピック
に合わせて地下通路が建設されたのでした。
しかし、大通駅からその1つ北側のさっぽろ
駅の間は、官庁街、民間オフィス街です。費
用をつぎ込んでつくる機運には至らず、地下
通路がなかった。このため、JR札幌駅－す
すきの駅の間は、地下通路でつながっていな
かったのでした。
国鉄民営化を経て、JR札幌駅の周辺には

高島屋などの商業施設が集積し、にぎわうよ
うになります。一方で、大通、すすきの、ま
では地下通路がつながっていないので、人々
は南に歩いて行かなくなったとのことで、札
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写真4 事例①／札幌の地下歩行空間

出典：報告者撮影
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幌駅－すすきの、という2大商圏を地下でつ
なぐ必要が生じた訳でした。
「チ・カ・ホ」は、札幌市が 225 億円で建設
しました。面白いと感じたのは、「地下通路」
ではなく「地下歩行空間」と名付けている点
です。先ほど紹介したように、幅は 20 メー
トルあります。真ん中の幅 12 メートル分は
「道路」として行政が掘りました。道路の地
下の通路でも「道路」なので、道交法が適用
され、イベント開催には厳しい制約が課せら
れます。露店が出たり、音楽のライブをした
りするにも制限が生じます。
一方で、地下歩行者空間の両側の4メート
ル部分、つまりは4メートルと4メートル、
合わせて8メートル部分は「広場」として都
市計画の決定をしています。広場部分に指定
管理者制度が導入され、広場を活用して多彩
な催しができるようになりました。指定管理
者には、札幌駅前通まちづくり株式会社が選
定されました。
「チ・カ・ホ」は通行量が多い。平日は5万
5,000 人、休日は4万 4,000 人の人が通りま
す。開業時に比べて、平日は 2.7 倍、休日は
2.1 倍ほど、人が増えてきました。
指定管理者の札幌駅前通まちづくり株式会
社はエリアマネジメント会社です。官民が出
資しており、株主は地元の振興会、企業、札
幌市、商工会議所などです。市が出資してい
るのは全体の3％程度。
ところで、文化施設が機能しているかどう
かを調べる分析の枠組みについては、自分自
身の論として、「人材」「資金」「場の管理」の
3点からみていくといいと考えております。
「チ・カ・ホ」についても、この3つの視点か
ら分析していきます。
まずは「資金」からみてまいります。2015
年度の場合、同社の収入は2億 4,000 万円ほ

ど。壁面の広告収入に加えて、広場の使用料
収入があります。両方合わせると、収入全体
の 89.2％に当たります。市からの指定管理
者料は多くない。支出をみると、正規職員 10
人を雇う人件費のほか、まちづくり事業に収
入の 25％に当たる 6,300 万円を使っていま
す。株主には配当していないそうです。
写真5が壁面の大広告です。
広告が人気で、予約待ちだとのこと。理由
は、幅 20 メートルなので、反対側を通る人か
らも広告がよく見えるそうです。道幅がもっ
と広い道路ならば反対側の通行者からは見え
ない。ちょうどいい距離なので、両方の壁面
が見通せます。広告の中身は、新商品、映画
の新作、携帯電話、などです。
次に「人材」について。札幌駅前通まちづ
くり株式会社の代表取締役社長である白鳥健
志さんは、かつて札幌市職員で、市建築部長
も務められた方。在職中から小劇場を運営す
るアート NPO の理事に就任するなど、ユ
ニークな人物です。お話を聞くと、行政がま
ちを壊してきた反省もあるとおっしゃった言
葉が印象的でした。同社の場合、市出資は3
％ですから、天下り人事ではありません。白
鳥さんの力量や人物が評価され、請われて社

都市とガバナンス Vol.31

第3回都市政策フォーラム講演（概要）

35

写真5 壁面の大型広告

出典：報告者撮影
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たとえば自治体財政事情の厳しさから人員削
減が叫ばれていたり、公務員でない民間の
方々が公務に関係する業務を担当し始めてい
たりする。文化政策の分野でも、自治体の公
立文化施設に指定管理者制度が導入され、民
間企業が管理と運営を引き受けることができ
るようになりました。
こういう時代のなかで、文化政策はいかな
る根拠を持つのか。文化や芸術は心の潤いに
は欠かせない、生活の質の向上には必要だ、
と言っても、財政事情が厳しい自治体からす
れば、住民ご自身の負担でどうぞ……という
流れになってきます。20 世紀的な文化政策
の必要性にとどまらず、21 世紀に入っても文
化政策が欠かせないのだという新たな根拠を
求めなくてはなりません。基本的人権として
の文化権がその1つに当たるでしょう。ある
いは地域の文化政策を通じて地域ガバナンス
が実現する、もしくは地域ガバナンスを実現
するために文化政策が絶好のトレーニングに
なる……ということも考えらえれます。
それでは事例紹介に入りましょう。大阪で
開催するフォーラムなので、聴衆のみなさま
は西日本の実情にはお詳しいと思われるの
で、東の事例を主に取り上げて参ります。

(2）札幌市の地下歩行空間「チ・カ・ホ」
最初に取り上げるのは北海道札幌市の「札
幌駅前地下歩行空間」です。愛称「チ・カ・
ホ」は 2011 年3月 11 日に完成しました。東
日本大震災発生の日でしたので、聞くところ
によると、テープカットもなかったそうです
が、実に興味深い空間となっています。（写
真4）。
JR札幌駅の地下にある地下鉄南北線さっ
ぽろ駅から1つ南側の大通駅までの南北 520
メートル、幅は 20 メートルの大きな地下空

間です。
札幌の冬は寒い。多くの方は暖房のきいた
地下空間を歩こうとします。僕自身、2016 年
12 月に札幌を訪れた際、猛烈な吹雪を体験し
ました。本州で履いていた靴では滑ってしま
い、歩けない。何回も転倒して、遭難するか
もと思ったほどで、地下空間に逃げ込んだ記
憶があります。
「チ・カ・ホ」が完成するまではどうなって
いたのか？ 有名な雪まつりの会場となる大
通駅から1つ南のすすき駅までの間は商業施
設が集積したところなので、地下の通路があ
りました。1972 年の札幌冬季オリンピック
に合わせて地下通路が建設されたのでした。
しかし、大通駅からその1つ北側のさっぽろ
駅の間は、官庁街、民間オフィス街です。費
用をつぎ込んでつくる機運には至らず、地下
通路がなかった。このため、JR札幌駅－す
すきの駅の間は、地下通路でつながっていな
かったのでした。
国鉄民営化を経て、JR札幌駅の周辺には
高島屋などの商業施設が集積し、にぎわうよ
うになります。一方で、大通、すすきの、ま
では地下通路がつながっていないので、人々
は南に歩いて行かなくなったとのことで、札
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写真4 事例①／札幌の地下歩行空間

出典：報告者撮影
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長に就任されました。さらに同社では、現代
美術のアーチストを雇用している点が面白
い。まちづくり会社が芸術家を雇用している
事例はとても珍しいと思われます。
最後に「場の管理」について。指定管理者
である同社は、広場を有料で貸すほか、札幌
市からの委託事業として「札幌アートステー
ジ」を行っています（写真6）。毎年 11 月か
ら 12 月までの1カ月間、通路両脇のスペー
スを利用して展開する文化事業で、プロの美
術家による現代美術作品の展示、あるいは高
校生が制作した絵画の展示などが行われてい
ます。2015 年度の場合、来場者は 82 万人と
聞きました。先に申し上げたように、多くの
通行者が行き交うところなので、多数の方に
作品を見てもらうことができます。美術館で
展覧会を開くと、限られた層しか来ない傾向
があるものの、ふだん、美術館を訪れない
方々にも、ここなら現代美術を見てもらえる
利点がある。文化政策とまちのにぎわいづく
りが交差します。
同社は自主事業も行っており、パブリッ
ク・アート展を開催したりもする。貸し会場
として使われていないときには、空いた空間
を活用して、パフォーマーに無償で貸して、
賑わい創出する役割も果たしています。希望
するパフォーマーに対して、年2回、オー
ディションを行うとのことでした。このよう
に展示会などの文化事業を自主事業として取
り組むので、専門的人材としてアーチストを
雇っている次第です。
写真でご紹介しましょう（写真6）。数万
人が行きかう都心の地下歩行空間に、洗濯物
を干して展じています（苦笑）。面白いと思
いませんか？ 美術とまちづくりを考えるう
えでも実に興味深い。
「チ・カ・ホ」には、高校生が勉強したりす

るようなスペースもあります（写真7）。厳
寒期ですと、地上は氷点下 10 度ですので、み
なさん、暖かい地下歩行空間にやって来ま
す。
「チ・カ・ホ」から浮かび上がったことを整
理しましょう。1つには、文化ホールや美術
館から都心に飛び出してアート展開をする面
白さです。文化芸術が、まちづくりに貢献し
ている様を見ることができました。2つに
は、広告収入等で稼いで財務的に自立してい
ることです。3つには、文化事業を行うため
に、文化の専門的人材を正規雇用しているこ
とです。
貸し会場としての人気から、貸しスペース
に限りがあります。そこで近年は、地上にも
活路を求めるようになりました。たとえば地
上にある北海道庁のそばの北3条広場の指定
管理者にも選定され、毎年8月には盆踊り大
会を開催しています。2017 年の札幌国際芸
術祭に会場を提供しました。まちづくり会社
の異色の事例を札幌からお伝えしました。

(3）たちかわ創造舎
事例の2つ目は、2015 年9月に開館した東
京都立川市の「たちかわ創造舎」です（写真
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写真6 さっぽろアートステージ①

出典：報告者撮影

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　023 1-3 第3回都市政策フォーラム講演録.mcd  Page 15 19/04/15 20:51  v5.51

8）。かつての多摩川小学校で、少子化のた
めに閉校されたあと、校舎を活用した事例で
す。多摩川の河川敷の横に位置しており、団
地が校区内にある市立の小学校でした。
運営しているのは NPO法人アートネット
ワーク・ジャパン(ANJ)です。東京では有名
なアート NPOでして、以前は、東京都豊島
区にある旧朝日中学校の校舎を借りて、「に
しすがも創造舎」という演劇の稽古場を運営
していました。建て替え工事のために閉鎖さ
れることになった際、偶然、立川市が旧多摩
川小学校の活用団体を公募したので、応募し
て選定されました。
少子化に伴い閉校された学校校舎を、アー
ト振興に活用した事例は、京都市の都心にあ
る京都芸術センターが最初です。元の明倫小
学校を改装して、京都市が 2000 年に開館し
ました。同センターの詳しい経緯や運営実態
は、拙著『芸術創造拠点と自治体文化政策
－京都芸術センターの試み－』（水曜社、2006
年）をご覧ください。
「たちかわ創造舎」の狙いは4つあります。
1つには演劇の稽古場や劇団のシェアオフィ
スに用いる。2つにはフィルムコミッション
事業に取り組む。何の変哲もない教室です

が、教室を映画やテレビドラマの撮影に使わ
れています。3つにはサイクルステーション
を開設する。4つには地域の人々の交流の場
づくり、です。
先ほど述べた3つの視点から分析していき
ましょう。
まずは財務に関して。2016 年度の撮影収

入が 3,000 万円程度で、収入全体の 70％を占
めます。大規模な撮影隊が来ると1日 30 万
円ほど落としてくれるそうです。立川市から
支援額は年間 600 万円にとどまります。
撮影に使う際の使用料金は非常に細かく設
定されていました。4階の教室は「抜け」が
よくて、遠くが見えて、富士山も見えますが、
4階の教室は1時間3万円、1日利用なら 10
万円。体育館は1時間3万円、校庭や屋上は
1時間2万円、などと料金設定されていま
す。
場の管理は、同 NPO法人に委ねられてい
ます。写真9をご覧ください。校庭側から撮
影した写真です。
元校舎の改修工事に、市は3億 1,180 万円
を投入しました。とても面白いと感じたの
は、開館の相当以前に同 NPO法人を選定し、
同 NPO法人と相談しながら改修工事をして
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写真7 くつろぎの場も設けて

出典：報告者撮影

写真8 事例②／たちかわ創造舎（多摩川小）

出典：報告者撮影
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長に就任されました。さらに同社では、現代
美術のアーチストを雇用している点が面白
い。まちづくり会社が芸術家を雇用している
事例はとても珍しいと思われます。
最後に「場の管理」について。指定管理者
である同社は、広場を有料で貸すほか、札幌
市からの委託事業として「札幌アートステー
ジ」を行っています（写真6）。毎年 11 月か
ら 12 月までの1カ月間、通路両脇のスペー
スを利用して展開する文化事業で、プロの美
術家による現代美術作品の展示、あるいは高
校生が制作した絵画の展示などが行われてい
ます。2015 年度の場合、来場者は 82 万人と
聞きました。先に申し上げたように、多くの
通行者が行き交うところなので、多数の方に
作品を見てもらうことができます。美術館で
展覧会を開くと、限られた層しか来ない傾向
があるものの、ふだん、美術館を訪れない
方々にも、ここなら現代美術を見てもらえる
利点がある。文化政策とまちのにぎわいづく
りが交差します。
同社は自主事業も行っており、パブリッ
ク・アート展を開催したりもする。貸し会場
として使われていないときには、空いた空間
を活用して、パフォーマーに無償で貸して、
賑わい創出する役割も果たしています。希望
するパフォーマーに対して、年2回、オー
ディションを行うとのことでした。このよう
に展示会などの文化事業を自主事業として取
り組むので、専門的人材としてアーチストを
雇っている次第です。
写真でご紹介しましょう（写真6）。数万
人が行きかう都心の地下歩行空間に、洗濯物
を干して展じています（苦笑）。面白いと思
いませんか？ 美術とまちづくりを考えるう
えでも実に興味深い。
「チ・カ・ホ」には、高校生が勉強したりす

るようなスペースもあります（写真7）。厳
寒期ですと、地上は氷点下 10 度ですので、み
なさん、暖かい地下歩行空間にやって来ま
す。
「チ・カ・ホ」から浮かび上がったことを整
理しましょう。1つには、文化ホールや美術
館から都心に飛び出してアート展開をする面
白さです。文化芸術が、まちづくりに貢献し
ている様を見ることができました。2つに
は、広告収入等で稼いで財務的に自立してい
ることです。3つには、文化事業を行うため
に、文化の専門的人材を正規雇用しているこ
とです。
貸し会場としての人気から、貸しスペース
に限りがあります。そこで近年は、地上にも
活路を求めるようになりました。たとえば地
上にある北海道庁のそばの北3条広場の指定
管理者にも選定され、毎年8月には盆踊り大
会を開催しています。2017 年の札幌国際芸
術祭に会場を提供しました。まちづくり会社
の異色の事例を札幌からお伝えしました。

(3）たちかわ創造舎
事例の2つ目は、2015 年9月に開館した東
京都立川市の「たちかわ創造舎」です（写真
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写真6 さっぽろアートステージ①

出典：報告者撮影
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いったという経緯がありました。
たとえば学校を舞台にした映画やテレビド
ラマならば、グラウンドがよく登場します。
学校の撮影には欠かせない場面です。この写
真をみると、耐震設計工事のための補強材は
写っていません。なぜなら、グラウンドの反
対側の壁に取り付けたからです。NPO法人
の職員に聞くと、耐震工事の補強材を用いる
ようになったのは 1995 年の阪神淡路大震災、
あるいは 2011 年の東日本大震災以降だそう
です。すなわち、それ以前の映画やドラマの
撮影に、補強材を取り付けた校舎が写ってい
れば、時代考証に合わなくなってしまうので
す。使う側が要望して行政が工事を行ったこ
とが分かりました。この逸話を聞いて、なる
ほど、いい話だな、、と思いました。そこまで
撮影側に気を使っているのですから、撮影現
場に重宝されるはずです。
「たちかわ創造舎」では、校長室、職員室、
音楽室、屋上……などをそのままにしてあり
ました。学校のロケというのは、セットだと
うまく表現できないそうです。偽物だと分
かってしまう。セットでは古びた学校の空気
を再現しにくいのだと聞きました。
撮影の使用料で稼げる理由は、日本の場

合、学校を舞台としたドラマが多いからだそ
うです。校内でけんかをしたり、屋上から飛
びおりるなどの騒ぎがあったり……。実際の
学校現場では、協力しにくい面がある。撮影
の許可が下りない。ところが「たちかわ創造
舎」は撮影で使いやすいように配慮されてい
ます。
賑わいづくりにも貢献しています。訪れた
とき、自転車愛好家の人たちがたくさん訪れ
て休憩していました。そばを流れる多摩川の
土手などを走っていて、トイレに立ち寄った
り、コーヒーを飲んだりするのです。「たち
かわ創造舎」の中には、サイクルショップも
営業していて、自転車愛好家が集います。さ
らに汗を流せるシャワー室も設けられ、1回
100 円で使えます。シャワー室は当初、設け
られていませんでしたが、汗を流したいとい
う要望を受けて、のちに設置されました。
人材面に触れましょう。「たちかわ創造舎」

のフィルムコミッション事業のヒントは、以
前に活動していた「にしすがも創造舎」(豊島
区)にありました。豊島区立の旧中学校校舎
を使って演劇の稽古場に利用することが狙い
でした。ところが、案外、「撮影に使わせてほ
しい」という申し込みがたくさんあったそう
です。しかし稽古場利用がメインだけに、そ
れほどロケ現場としては貸せなかった。けれ
ども需要があることは分かっていました。そ
こで、立川市が閉校小学校校舎の活用を公募
した際、撮影現場として使える案をまとめて
応募したのでした。すなわち、「にしすがも
創造舎」で経験を積んだ、専門的な人材が常
駐しているのです。撮影や演劇に詳しい人材
を備えている点を忘れてはなりません。
自分自身は、京都芸術センターの研究から
学問の世界に入ったので、同センターのよう
な芸術の孵化器（インキュベーター）にとて
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写真9 たちかわ創造舎の校舎と校庭

出典：報告者撮影
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も関心があります。しかし 2000 年の京都芸
術センターの開館から 15 年を経て、2015 年
に「にしすがも創造舎」のような新しいタイ
プの閉校校舎利用事例が誕生して、実に興味
深いと感じています。

(4）ソシオ成岩スポーツクラブ「NARAWA
WING」
最後に「ソシオ成岩スポーツクラブ」の事
例をご紹介します。さきほど工藤先生がご指
摘になったように、文化政策とスポーツ政策
には関連するところがある、と自分自身でも
気づいています。2018 年の日本文化政策学
会年次研究大会で、文化政策とスポーツ政策
を対比するラウンドテーブルを企画しまし
た。この際、スポーツ政策の研究者から、総
合型地域スポーツクラブを調べてみては、と
助言されました。自分で探して訪れたところ
が、愛知県半田市にある総合型地域スポーツ
クラブ「ソシオ成岩スポーツクラブ」です。
市立中学校の体育館を建て直したところなの
で、先に紹介した「たちかわ創造舎」とは、
学校つながりの事例でもあります。
文部科学省のいう総合型地域スポーツクラ
ブには、3つの多様性があるとのことです。
「多種目」「多世代」「多志向」の3つです。「多
種目」は分かりますよね。「多世代」は年寄り
から子どもまで幅広い層に使われる、という
こと。「多志向」とは、健康志向や、あるいは
将来プロになりたい、というアスリート志向
など、幅広い志向があるということです。
総合型地域スポーツクラブは急増していま
す。かつては 500 団体だったところ、4,000
近くに達しました。多くの同クラブは、学校
の体育館や校庭を利用しているものの、自分
たちのクラブハウスを持っているところは少
ないそうです。

「ソシオ成岩スポーツクラブ」は、自分たち
のクラブハウスを有しており、地域の住民た
ちが自分たちでお金を集めて運営していま
す。市立中学校の体育館を建て替えする際、
地元の同クラブと学校が一緒に使えるよう
に、ということで工事が行われ、2003 年に実
現しました。市の社会体育施設としてつくら
れました。
「場の管理」を分析しましょう。写真 11 を
見てください。愛称「NARAWA WING」と
言います。屋上には人工芝が敷かれたテニス
コート等があります。半円形の屋根の形状が
羽根のようなので、この愛称がつけられまし
た。写真の手前に中学校の校舎があり、生徒
たちは写真の右側にある中学校専用の出入り
口を利用しています。
写真 12 は反対側の道路から撮影したもの
です。クラブの利用者らは、手前にある駐車
場に車を止めて、生徒たちとは違う出入口か
ら利用します。学校生徒とクラブ利用者は
別々に出入りするようになっている訳です。
クラブハウスのメインアリーナでは、中学
校の体育授業が行われたり、式典に使われた
り、さらには朝と放課後の部活に使用された
りします。ほかの時間帯は同スポーツクラブ
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写真 10 事例③／ソシオ成岩スポーツクラブ

出典：報告者撮影
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いったという経緯がありました。
たとえば学校を舞台にした映画やテレビド
ラマならば、グラウンドがよく登場します。
学校の撮影には欠かせない場面です。この写
真をみると、耐震設計工事のための補強材は
写っていません。なぜなら、グラウンドの反
対側の壁に取り付けたからです。NPO法人
の職員に聞くと、耐震工事の補強材を用いる
ようになったのは 1995 年の阪神淡路大震災、
あるいは 2011 年の東日本大震災以降だそう
です。すなわち、それ以前の映画やドラマの
撮影に、補強材を取り付けた校舎が写ってい
れば、時代考証に合わなくなってしまうので
す。使う側が要望して行政が工事を行ったこ
とが分かりました。この逸話を聞いて、なる
ほど、いい話だな、、と思いました。そこまで
撮影側に気を使っているのですから、撮影現
場に重宝されるはずです。
「たちかわ創造舎」では、校長室、職員室、
音楽室、屋上……などをそのままにしてあり
ました。学校のロケというのは、セットだと
うまく表現できないそうです。偽物だと分
かってしまう。セットでは古びた学校の空気
を再現しにくいのだと聞きました。
撮影の使用料で稼げる理由は、日本の場

合、学校を舞台としたドラマが多いからだそ
うです。校内でけんかをしたり、屋上から飛
びおりるなどの騒ぎがあったり……。実際の
学校現場では、協力しにくい面がある。撮影
の許可が下りない。ところが「たちかわ創造
舎」は撮影で使いやすいように配慮されてい
ます。
賑わいづくりにも貢献しています。訪れた
とき、自転車愛好家の人たちがたくさん訪れ
て休憩していました。そばを流れる多摩川の
土手などを走っていて、トイレに立ち寄った
り、コーヒーを飲んだりするのです。「たち
かわ創造舎」の中には、サイクルショップも
営業していて、自転車愛好家が集います。さ
らに汗を流せるシャワー室も設けられ、1回
100 円で使えます。シャワー室は当初、設け
られていませんでしたが、汗を流したいとい
う要望を受けて、のちに設置されました。
人材面に触れましょう。「たちかわ創造舎」

のフィルムコミッション事業のヒントは、以
前に活動していた「にしすがも創造舎」(豊島
区)にありました。豊島区立の旧中学校校舎
を使って演劇の稽古場に利用することが狙い
でした。ところが、案外、「撮影に使わせてほ
しい」という申し込みがたくさんあったそう
です。しかし稽古場利用がメインだけに、そ
れほどロケ現場としては貸せなかった。けれ
ども需要があることは分かっていました。そ
こで、立川市が閉校小学校校舎の活用を公募
した際、撮影現場として使える案をまとめて
応募したのでした。すなわち、「にしすがも
創造舎」で経験を積んだ、専門的な人材が常
駐しているのです。撮影や演劇に詳しい人材
を備えている点を忘れてはなりません。
自分自身は、京都芸術センターの研究から
学問の世界に入ったので、同センターのよう
な芸術の孵化器（インキュベーター）にとて

都市とガバナンス Vol.31

都市政策をめぐる研究交流の最前線

38

写真9 たちかわ創造舎の校舎と校庭

出典：報告者撮影

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　023 1-3 第3回都市政策フォーラム講演録.mcd  Page 18 19/04/15 20:51  v5.51

が使っています。土日曜の場合は、学校と同
クラブが事前に相談して使い分けます。
サブアリーナは地域住民に開放されていま
す。半円形の屋上アリーナも同様です。
メインアリーナは広くて、コートが2面とれ
ます。僕が訪問した際には、網のネットで2
つに分けて、同スポーツクラブ用と、学校の
部活用と、に分割して使っていました。
興味深かったのは、同クラブハウスがコ
ミュニティ施設でもあること。銭湯のような
浴室を備えていました（写真 13）。「風呂だけ
入りに来る人がいるんじゃないですか」と聞
いてみたところ、「風呂だけ利用される方も
います」とのことでした。カフェ、ラウンジ、
会員の会議室などもあります。
財務面はどうなっているのでしょうか？
2015 年度の場合、年間収入はざっと 7,000 万
円。半田市の社会教育施設なので、指定管理
者制度が導入されており、NPO法人「ソシ
オ成岩スポーツクラブ」が指定管理者に選定
されています。市からの指定管理料は年間
2,000 万円。残りの 5,000 万円はどうしてい
るのか、担当者に聞いたところ、会員の協賛
費、自主事業として行う教室の参加費、など
を得ているとのことでした。会員らが一定の

受益者負担をしながら、自分たちで運営して
いる点は興味深い。
人材面はどうなっているでしょうか？

NPO法人の理事は、地元のお医者さん、学
校の先生などで構成されています。まさに地
元の人たちによる運営でした。
かつてトップアスリートだった女性バス
ケットボール選手がコーチとして雇用され、
子どもたちに技術を教えていました。元アス
リートのキャリア形成にも貢献できるそうで
す。
ラウンジで原稿を打っていたところ、健康
教室を終えたシニア世代の女性たちが入って
きて、お菓子をくださいました。子どもス
クールも運営しており、健康教室のシニア世
代が子どもたちに折り紙を指導したりもする
とのことでした。このように多世代間の交流
が実現しているところにも惹かれました。
閉校になった学校校舎の活用事例では、現
役の児童や生徒の姿は見られません。ところ
が「ソシオ成岩スポーツクラブ」の場合は、
現役の学校現場なので、生徒の姿を見かける
ことができる。熟年世代や壮年世代が出入り
して、生徒たちと出会うことができる。日本
の公立文化施設の場合、多世代共生の実現は
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写真 11 社会体育施設「NARAWA WING」

出典：報告者撮影

写真 12 社会体育施設「NARAWA WING」

出典：報告者作成
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難しいので、素敵だな、と思いました。
たまり場機能を有しています。お風呂があ
ると、裸のつきあいができるので、公立文化
研究者としては少しうらやましく感じまし
た。
3つの事例をまとめてみましょう。
「人材」について言えば、公共的な課題を解
決するために尽力する公共政策人材が世の中
に現れてきています。公務員ではないもの
の、民間の公共政策人材が活躍する姿をみる
と、公務員はこれからどうあるべきなのか、
と考えるきっかけになりました。
人材の登用には2通りがあると思われまし
た。札幌や半田のような内発的な事例です。
地域の内部にいる人材が登用されて活躍す
る。対して、地域に人材がいなくても、外部
から誘致することもできる。立川市は NPO

法人アートネットワーク・ジャパン（ANJ）
を誘致しましました。こういう専門的な人材
を育て、活用していくことも、公務員の腕前
だと思います。
「資金」でいえば、多様な資金調達の必要性
を痛感した次第です。札幌では 89％を広告
代・使用料で賄っていました。立川では全体
の 70％を撮影収入で賄っていました。半田

では 70％を会費や教室参加費等で賄ってい
るとのことでした。多様な資金調達に取り組
む財務状況が共通しています。
「場の管理」では、集いの場づくりが欠かせ
ないと痛感します。みんなが集ることの場所
がいかに大切かは、3つの事例から浮かび上
がってきます。この点では、既存の公立文化
施設、たとえば文化会館や博物館・美術館の
実情はどうなのでしょうか。
そして、多世代交流の重要性をかみしめて
います。定年退職した人が行き場がない、と
いう話に接するとき、文化政策の使命の重さ
を思うのです。

(5）「公共性」とは？
早稲田大学の齋藤純一先生は、公共性とは

何か、ということについて次のように言って
います。一つは、政府に関係する公的なも
の。「OFFICIAL」です。公共事業、公共投
資、公共資金、公教育。二つには、特定の誰
かにではなく、全ての人に関係するもの。
「COMMON」です、公共心とか、公共の秩序
とか、公益性とか。三つには、誰にでも開か
れている。「OPEN」です。公然とか、公園と
か、公開情報……。本日お集まりのみなさま
の大半が公務員とするならば、「OFFICIAL」
だけが公共ではないことを再確認する必要が
あると思っています。
民間の立場なのだけれども、新しい公共政
策に関係する人たちが現れてきている。こう
した文化政策の現場、文化施設の現場を考え
ることは、地域ガバナンス社会を検討する意
味で重要だと考えています。
今回ご紹介した3つの事例にとどまらず、
日本の各地では、官民協働で地域をつくって
いく、地域ガバナンスの取り組みが展開され
ています。なかでも文化の現場は、地域ガバ
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写真 13 事例③／ソシオ成岩スポーツクラブ

出典：報告者撮影
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が使っています。土日曜の場合は、学校と同
クラブが事前に相談して使い分けます。
サブアリーナは地域住民に開放されていま
す。半円形の屋上アリーナも同様です。
メインアリーナは広くて、コートが2面とれ
ます。僕が訪問した際には、網のネットで2
つに分けて、同スポーツクラブ用と、学校の
部活用と、に分割して使っていました。
興味深かったのは、同クラブハウスがコ
ミュニティ施設でもあること。銭湯のような
浴室を備えていました（写真 13）。「風呂だけ
入りに来る人がいるんじゃないですか」と聞
いてみたところ、「風呂だけ利用される方も
います」とのことでした。カフェ、ラウンジ、
会員の会議室などもあります。
財務面はどうなっているのでしょうか？
2015 年度の場合、年間収入はざっと 7,000 万
円。半田市の社会教育施設なので、指定管理
者制度が導入されており、NPO法人「ソシ
オ成岩スポーツクラブ」が指定管理者に選定
されています。市からの指定管理料は年間
2,000 万円。残りの 5,000 万円はどうしてい
るのか、担当者に聞いたところ、会員の協賛
費、自主事業として行う教室の参加費、など
を得ているとのことでした。会員らが一定の

受益者負担をしながら、自分たちで運営して
いる点は興味深い。
人材面はどうなっているでしょうか？

NPO法人の理事は、地元のお医者さん、学
校の先生などで構成されています。まさに地
元の人たちによる運営でした。
かつてトップアスリートだった女性バス
ケットボール選手がコーチとして雇用され、
子どもたちに技術を教えていました。元アス
リートのキャリア形成にも貢献できるそうで
す。
ラウンジで原稿を打っていたところ、健康
教室を終えたシニア世代の女性たちが入って
きて、お菓子をくださいました。子どもス
クールも運営しており、健康教室のシニア世
代が子どもたちに折り紙を指導したりもする
とのことでした。このように多世代間の交流
が実現しているところにも惹かれました。
閉校になった学校校舎の活用事例では、現
役の児童や生徒の姿は見られません。ところ
が「ソシオ成岩スポーツクラブ」の場合は、
現役の学校現場なので、生徒の姿を見かける
ことができる。熟年世代や壮年世代が出入り
して、生徒たちと出会うことができる。日本
の公立文化施設の場合、多世代共生の実現は
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写真 11 社会体育施設「NARAWA WING」

出典：報告者撮影

写真 12 社会体育施設「NARAWA WING」

出典：報告者作成
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ナンスのトレーニングの場になっていくの
だ、と思うとき、文化政策の大切さをかみし
めるばかりです。ご清聴ありがとうございま
した。

3 講演③
「「文化・芸術を活かしたまちづくり」は何を
めざすのか」

神戸大学大学院国際文化学研究科教授
藤野 一夫

これから映すものは写真だけです。文字情
報はございません。つまり、何か想像してい
ただきたい、イメージしていただきたい、あ
るいは思い出してもらいたいというのが私の
狙いです。

(1）根本的な問い
文化・芸術を生かしたまちづくりは何を目
指すのでしょうか。私たちのテーマは文化・
芸術とまちづくりの関係を目指しており、そ
の関係をめぐるものです。
しかし、文化・芸術をまちづくりに生かす
ためには、一体どのようにしたらよいので
しょうか。そのとき私たちはどのようなまち
の姿を思い浮かべているでしょうか。また、
文化・芸術という言葉で私たちがイメージす
るものは何でしょう。ビエンナーレやトリエ

ンナーレと呼ばれる現代アートの国際フェス
ティバルなのでしょうか。それとも、旧来の
美術館やコンサートホールのような箱物で
しょうか。
また、「文化・芸術」と書いておりますけれ
ども、文化と芸術、さらにアートとは一体ど
のような違いがあるのでしょうか。
根本的な問いということですけれども、そ
もそも文化・芸術と「まち」は、何か切り離
された別々のものなのでしょうか。切り離さ
れた別々のものを私たちは文化・芸術を生か
したまちづくりという名のもとで政策化し、
まちとアートを計画的に結びつけようとして
いるのでしょうか。その目的は一体何なので
しょうか。
頭の中は問いばかりです。私のこれからの
お話も、本当に問いばかりです。
しかし、文化・芸術と縁もゆかりもないま
ちづくりなどというものが、人類の歴史の中
で、一体これまでにあったのでしょうか。こ
の前、私は東京国立博物館の縄文展を見てき
て、価値観が 180 度変わりました。1万年以
上前に火炎式土器のような激しい生命の表現
があった。そしてそれが暮らし、生活の中の
美として輝いていた。これが人類にとっての
文化ですよね、あるいは芸術ですよね。
そのように考えると、今改めて文化・芸術
を生かしたまちづくりは何を目指すのか。こ
う私たちが問わなければならないとすれば、
日本人は人類の歴史の中でとても不自然な道
を歩んできたのではないかと考えざるを得な
い。
つまり文化・芸術とは疎遠なまちづくり
が、これまで少なくともここ数十年の日本
で実際に行われてきたのだという事実や実感
を私たちがどこかで持っている、そのためな
のではないでしょうか。そして、それはむし
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ろ人類の歴史の中で異常なことだったのでは
ないのか、このことを確認することを私は出
発点としたいと思います。

(2）まちの原風景を想起する
少し恥ずかしいのですけれども、自分の人
生を振り返ってすこし語ってみたいと思いま
す。
私は今年、還暦を迎えました。人生 60 年、
60 回、一回りして、ちょうど今生まれ変わっ
たばかりで、まだはなたれ小僧にもなってい
ないですね。神戸に移り住んでちょうど 30
年になりますけれども、東京の実家には母や
妹の家族がまだ暮らしています。年に数回顔
を見に東京に帰るわけですが、その機会に、
実家の周りがどのように変化してきたのか、
なるべく目を配るようにしています。最近で
は写真もよく撮るようにしています。この町
並みや景色はいつまで残るのだろうか。善し
悪しは別として、2020 年が節目になることは
確かだと思います。とっくの昔に、私はもう
東京を捨てた人間なのですけれども、そのこ
とがすこし今は気になっています。
東京の実家は下町と山の手の境目にござい
ます。2002 年に地下化された東急目黒線と
いうのがあるんですけれども、昔は目蒲線と
呼ばれていた、その沿線で育ちました。東京
の城南地域で、目黒と蒲田をつなぐ「郊外電
車」などと小説に出てきます。
1923 年ですから大正 12 年に開通いたしま
して、町工場の地域と、市街地と住宅地を結
びつけています。実は田園調布もこの沿線に
あるのです。蒲田もあれば田園調布もある。
私はちょうどその中間ぐらい、西小山という
下町(写真 14)と洗足という山の手の境目に
住んでいました。
小津安二郎の遺作に「秋刀魚の味」という

実に味わい深い映画がございます。ぜひ見て
いただきたいんですが、ここには目蒲線や池
上線の沿線が舞台として出てきます。今、池
上線の石川台という駅が出ています（写真
15）。1962 年に公開されていますので、ちょ
うど私が子ども時代に親しんでいた下町と、
山の手と町工場の光景が小津独特の美学に
よって、すばらしく、美しく描かれています。
単なる懐かしさとかノスタルジーを超え
た、さまざまな思いがこみ上げてまいりま
す。日本の戦後経済の歩みを振り返るための
宝庫のような映像です。高度成長の時代の家
族と暮らしがどのように変わりつつあったの
かを顧みる縁（よすが）ともなる作品です。
家族と暮らしと仕事、それぞれの日常を通し
て、それらの舞台となる町の姿が浮かび上
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写真 14 目蒲線地下化後も続く駅前商店街
の果物屋さん

出典：報告者作成
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ナンスのトレーニングの場になっていくの
だ、と思うとき、文化政策の大切さをかみし
めるばかりです。ご清聴ありがとうございま
した。

3 講演③
「「文化・芸術を活かしたまちづくり」は何を
めざすのか」

神戸大学大学院国際文化学研究科教授
藤野 一夫

これから映すものは写真だけです。文字情
報はございません。つまり、何か想像してい
ただきたい、イメージしていただきたい、あ
るいは思い出してもらいたいというのが私の
狙いです。

(1）根本的な問い
文化・芸術を生かしたまちづくりは何を目
指すのでしょうか。私たちのテーマは文化・
芸術とまちづくりの関係を目指しており、そ
の関係をめぐるものです。
しかし、文化・芸術をまちづくりに生かす
ためには、一体どのようにしたらよいので
しょうか。そのとき私たちはどのようなまち
の姿を思い浮かべているでしょうか。また、
文化・芸術という言葉で私たちがイメージす
るものは何でしょう。ビエンナーレやトリエ

ンナーレと呼ばれる現代アートの国際フェス
ティバルなのでしょうか。それとも、旧来の
美術館やコンサートホールのような箱物で
しょうか。
また、「文化・芸術」と書いておりますけれ
ども、文化と芸術、さらにアートとは一体ど
のような違いがあるのでしょうか。
根本的な問いということですけれども、そ
もそも文化・芸術と「まち」は、何か切り離
された別々のものなのでしょうか。切り離さ
れた別々のものを私たちは文化・芸術を生か
したまちづくりという名のもとで政策化し、
まちとアートを計画的に結びつけようとして
いるのでしょうか。その目的は一体何なので
しょうか。
頭の中は問いばかりです。私のこれからの
お話も、本当に問いばかりです。
しかし、文化・芸術と縁もゆかりもないま
ちづくりなどというものが、人類の歴史の中
で、一体これまでにあったのでしょうか。こ
の前、私は東京国立博物館の縄文展を見てき
て、価値観が 180 度変わりました。1万年以
上前に火炎式土器のような激しい生命の表現
があった。そしてそれが暮らし、生活の中の
美として輝いていた。これが人類にとっての
文化ですよね、あるいは芸術ですよね。
そのように考えると、今改めて文化・芸術
を生かしたまちづくりは何を目指すのか。こ
う私たちが問わなければならないとすれば、
日本人は人類の歴史の中でとても不自然な道
を歩んできたのではないかと考えざるを得な
い。
つまり文化・芸術とは疎遠なまちづくり
が、これまで少なくともここ数十年の日本
で実際に行われてきたのだという事実や実感
を私たちがどこかで持っている、そのためな
のではないでしょうか。そして、それはむし
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がってまいります。
もう少しだけ昔話をお許しください。年を
とるごとに、だんだん子どものころの原風景
を思い出すことが多くなってまいりました。
実家は商売を営んでおりまして、家族はお店
の裏に住んでいました。店舗はバス通り沿い
の商店街にございました。
私はこの商店街で育ち、育てられました。
商店街や町会の旅行には、よくおばあちゃん
と一緒に出かけました。今残っている商店街
の店舗数は、当時の恐らく 10 分の1ぐらい
に減ってしまっていると思います。まず食品
スーパーができて、1975 年には徒歩圏にダイ
エーの大型店ができたんです。ですから、バ
ス通りの商店街は見る見る寂れていきまし
た。
子どものころ、父親は毎晩商店街や町会の
会合に出かけておりまして、家に帰ってくる
と、まず私を呼びつけて長い説教が始まるん
です。その日のお店とか町会の出来事の話か
ら政治や経済の話まで、12 時を回るまでずっ
と説教される。この場所で家業を継ぐべき長
男なのだから、地域や社会や人間関係につい
て、最先端の情報を叩き込まなければ、とい
う一種の帝王学のつもりだったのでしょう。
父の説教は、母親が待ったをかけるまで延々
と続きました。
商店街や町会では、年間を通じてさまざま
なイベントがありました。中でも9月の八幡
神社のお祭りが最大の行事でした。子どもや
若い衆から年寄りまで、誰もが町会のはっぴ
を着てだしを引き、みこしを担ぎました。町
会ごとにだしやみこしの力動感があふれて、
それを競い合うわけですね。そしてはっぴ姿
の生きの良さを、みんなで自慢し合っていま
した。
たまたま、昨日探していたらこんな写真が

出てきました。これが私の 20 代のときの
はっぴ姿です。下は、小さくしか写っていま
せんが、町会で新調したみこしの写真（写真
15）ということになります。
徒歩で 10 分圏内にこの八幡神社と国宝級
のお寺、それにカトリックの結構大きな教会
がありました。これらの宗教施設は、また町
の広場でもありました。近くにはまだ公民館
も、図書館も、児童公園もありませんでした
ので、この神社とお寺と教会が日々の遊び場
で、もう本当に泥んこになって遊んで、周り
の町の人に連れて帰られるということがよく
ありました。
その意味で、現在の公立文化施設、公共文
化施設よりも、もっと子どもや住民に身近な
存在が、例えば鎮守の森であったり、神社の
境内だった。昭和 30 年代には東京の真ん中
でもこういうことがあったのです。
祖母と父は毎日、神社に手を合わせに通っ
ておりました。藤野少年は神父様の暖かなま
なざしを浴びて、毎日教会の広場で野球ばっ
かりしていました。まちにとっての公共性と
は一体何かということを、父や祖母の背中か
ら学ぶことができました。それは役所の側の
公共性とは異なるものだったと思います。
つまり、地域の住民たちがともに暮らし、
なりわいを営み、生きる喜びを一緒に味わい
尽くすことのできる場所と機会と時間、それ
らはむしろ行政が介入しない住民の知恵や民
間の仕組みの中に、もう既にありました。「地
域ガバナンス」という言葉は当時ありません
でしたけれども、まさにガバナンスはもう既
にあったわけです。
父親は生前、町会長を引き受けていたので
すけれども、20 年ほど前に内緒話を打ち明け
られました。みこしが古くなったので新調し
たい。町会で一回り大きなみこしを新調する
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と、大体中くらいのもので 1,500 万ぐらいす
るそうで、そのカタログを見せてもらいまし
た。町内を回って寄付を集めるのが父の役目
だったんですが、なかなか思うようにお金が
集まらない。
そこに突然奇跡が起きました。ある町内の
女性が、ぽんと一千数百万円寄付してくだ
さったんです。その女性の娘さんは、最近若
くして病気で亡くなられたそうです。娘さん
は、このみこしを担ぐ機会こそなかったけれ
ども、毎年秋祭りを心待ちにしていました。
みこしがその家に近づくのを見て、そしてそ
のかけ声を聞いて、とてもわくわく興奮して

いたという話を聞きました。余命幾ばくもな
いと知って、もしものときには自分のお金を
みこしの新調のために使ってほしいと母親に
託したそうです。そして、その後、逝かれた
ということです。
しかも、ご自分の名前は絶対に伏せてほし
いというのが遺言でした。ですから、この寄
付者が誰であるかを知っているのは、実は私
の父親だけでした。そして、その父親も十数
年前にこの世を去りましたので、この秘話の
主を知っている人は、この世の中には誰もい
ません。私がこの話を、この公で話をするの
も、きょうが初めてのことです。
祭りというのは神事、そしてコミュニ
ティーのアイデンティティーです。そして生
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写真 15 秋刀魚の味 小津安二郎

出典：報告者作成

写真 16 八幡神社のお祭り 町会のハッピ
と神輿の競い合い

出典：報告者作成
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がってまいります。
もう少しだけ昔話をお許しください。年を
とるごとに、だんだん子どものころの原風景
を思い出すことが多くなってまいりました。
実家は商売を営んでおりまして、家族はお店
の裏に住んでいました。店舗はバス通り沿い
の商店街にございました。
私はこの商店街で育ち、育てられました。
商店街や町会の旅行には、よくおばあちゃん
と一緒に出かけました。今残っている商店街
の店舗数は、当時の恐らく 10 分の1ぐらい
に減ってしまっていると思います。まず食品
スーパーができて、1975 年には徒歩圏にダイ
エーの大型店ができたんです。ですから、バ
ス通りの商店街は見る見る寂れていきまし
た。
子どものころ、父親は毎晩商店街や町会の
会合に出かけておりまして、家に帰ってくる
と、まず私を呼びつけて長い説教が始まるん
です。その日のお店とか町会の出来事の話か
ら政治や経済の話まで、12 時を回るまでずっ
と説教される。この場所で家業を継ぐべき長
男なのだから、地域や社会や人間関係につい
て、最先端の情報を叩き込まなければ、とい
う一種の帝王学のつもりだったのでしょう。
父の説教は、母親が待ったをかけるまで延々
と続きました。
商店街や町会では、年間を通じてさまざま
なイベントがありました。中でも9月の八幡
神社のお祭りが最大の行事でした。子どもや
若い衆から年寄りまで、誰もが町会のはっぴ
を着てだしを引き、みこしを担ぎました。町
会ごとにだしやみこしの力動感があふれて、
それを競い合うわけですね。そしてはっぴ姿
の生きの良さを、みんなで自慢し合っていま
した。
たまたま、昨日探していたらこんな写真が

出てきました。これが私の 20 代のときの
はっぴ姿です。下は、小さくしか写っていま
せんが、町会で新調したみこしの写真（写真
15）ということになります。
徒歩で 10 分圏内にこの八幡神社と国宝級
のお寺、それにカトリックの結構大きな教会
がありました。これらの宗教施設は、また町
の広場でもありました。近くにはまだ公民館
も、図書館も、児童公園もありませんでした
ので、この神社とお寺と教会が日々の遊び場
で、もう本当に泥んこになって遊んで、周り
の町の人に連れて帰られるということがよく
ありました。
その意味で、現在の公立文化施設、公共文
化施設よりも、もっと子どもや住民に身近な
存在が、例えば鎮守の森であったり、神社の
境内だった。昭和 30 年代には東京の真ん中
でもこういうことがあったのです。
祖母と父は毎日、神社に手を合わせに通っ
ておりました。藤野少年は神父様の暖かなま
なざしを浴びて、毎日教会の広場で野球ばっ
かりしていました。まちにとっての公共性と
は一体何かということを、父や祖母の背中か
ら学ぶことができました。それは役所の側の
公共性とは異なるものだったと思います。
つまり、地域の住民たちがともに暮らし、
なりわいを営み、生きる喜びを一緒に味わい
尽くすことのできる場所と機会と時間、それ
らはむしろ行政が介入しない住民の知恵や民
間の仕組みの中に、もう既にありました。「地
域ガバナンス」という言葉は当時ありません
でしたけれども、まさにガバナンスはもう既
にあったわけです。
父親は生前、町会長を引き受けていたので
すけれども、20 年ほど前に内緒話を打ち明け
られました。みこしが古くなったので新調し
たい。町会で一回り大きなみこしを新調する
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きる力、社会的包摂の原点。祭りは本当の文
化であると私は思います。
私にとっての「三丁目の夕日」があるよう
に、皆さんにとっての「三丁目の夕日」とい
うのも、それぞれあることだと思います。そ
のまちは必ずしも私の場合のような商店街だ
けではありません。郊外の住宅地かもしれな
いですし、里山の農村や離れ小島の漁村かも
しれません。ですから、まちの原風景がそれ
ぞれ違うように、「まちづくり」と言ったとき
のまちの姿も、まちのつくり方も実に多様で
多彩だと思います。
まちづくりには、モデルもマニュアルもな
いということをここで言ったら怒られてしま
うかもしれませんが、私はそのように思いま
す。人の顔が一人一人違う。一つとして同じ
顔がないように、まちは一つとして同じでは
ありません。あるまちは他のまちと異なるこ
とによって一つの個性を持ち、際立ちます。
そのような唯一無二のまちの個性を刻んでき
たものこそが文化、そして芸術ではないで
しょうか。

(3）国土改造による自然と生の分断
ところが、整形美人のように、高度成長期
以降、日本列島はほぼ画一的に改造されてき
ました。まちの個性を失った画一的な国土開
発、再開発事業が全国に広がっていきまし
た。国土をコンクリートで強靱化するという
ことが、災害列島の安全・安心神話を再生産
し続けてきました。この国の政治家とテクノ
クラートの「土木頭」と私は言っているんで
すけれども、この土木頭というのは、もう本
当に絶望的なまでに変わっていません。
東日本大震災の後、よく私はここを調査に
訪れますが、400 キロに及ぶ防潮堤が建設さ
れています。しかし、これによって一度遮断

されてしまった自然となりわいと暮らしの生
きた関係は、未来永劫にわたって回復される
ことはないでしょう。もし本気で大震災から
のレジリエンス、回復に取り組むのであれ
ば、私たちは海が見えなくなった場所で暮ら
すことへの違和感や圧迫感や、そして悲しみ
に対してもっと正直になるべきだと思いま
す。

(4）文化的景観とコミュニティとひとづくり
私たちは何百年もの間、それぞれの個性的
な文化的景観の中で暮らしてきました。文化
的景観は自然となりわいとの共同作品です。
私たちにとってのまちも、文化的景観を形づ
くっています。文化的景観はそれぞれのコ
ミュニティーによって形づくられてきました
が、他方、文化的景観はコミュニティーが存
続するための基盤でもあります。
また、私たちの感性、感受性も文化的景観
の中ではぐくまれてきました。そのようなコ
ミュニティーに根ざした個々の感性が一体と
なることで、つまり共通感覚によって文化的
景観も維持されてきました。例えば、景観条
例の策定には、このような感性的な認識や経
験が深く関与しているはずです。
感性が全ての原点です。今行われている再
開発や復興事業が、それぞれのまちにとっ
て、地域コミュニティーにとって最善の道な
のかどうか。それ以外には本当に選択の予備
がなかったのかどうか。私たちはまず私たち
の感性に、共通感覚に問い合わせることから
始めるべきでしょう。図面上の計画が先にあ
るわけではないのです。
それにしても、文化・芸術を生かしたまち
づくりは何を目指すのでしょうか。随分とお
こがましい問いのようにも聞こえます。「当
事者主権」という言葉がございます。それぞ
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れの地域、それぞれのまちの個性を形づくっ
てきたのは、それぞれのコミュニティの住民
たちです。家族と暮らしと仕事、それぞれの
日常の営みを通して、それぞれの舞台となる
まちの姿が形づくられてきました。
家族や親族の外側には、町会や商店会や婦
人会や青年団、文化協会などの相互扶助の組
織がございます。自分たちの住みかとしての
まちは、このような地縁的な協同体によって
つくられ、維持されてきました。コミュニ
ティーを形成する組織は、日々の、また緊急
時の相互扶助にとって必要不可欠です。

(5）まちの知恵と仕組みと祭り
それだけではありません。日常的な相互扶
助の活動とともに、有形無形のさまざまな文
化資源を生み出してきました。無形文化財の
代表は、もちろん先ほど紹介した祭りです。
そして祭りの形は、東北に行って目を見張る
のですけれども、地域コミュニティーごとに
驚くほど異なっています。
また祭りの中で、私たちは世俗的なものと
神聖なもの、つまり人間の力を超えたものと
つながります。単なるお祭り騒ぎの一体感だ
けではなく、清らかな祈りの中で、人間のお
ごりが愚かなものに思われてきます。人間は
生かされているのだ、生かされている存在な
のだと気づく瞬間が祭りの中にはあります。
1年を通じて家族や住民の誕生と婚礼、死
と生、病、豊作と災害があります。コミュニ
ティーを一つに結びつける祭りは、大きな命
のつながりに目を開かせてくれます。祭りは
日常的な利害打算を超えて、コミュニティー
全体と未来へのまなざしを開きます。

(6）文化的コモンズと公共文化施設
東日本大震災の後、伝統的な祭りが復活し

た地域から、まずは高台移転などの合意がい
ち早くできたと言われていますけれども、こ
の事実からも、まちづくりの中心にあるのは
都市計画ではなくて、祭りや芸能といった文
化的コモンズであるということがわかります
（写真 17）。
今、私がよく利用する文化的コモンズの図

が出ております（図2）。総務省系の外郭団
体の『地域創造』は、皆さんご存じだと思い
ますけれども、宝くじの収益を原資にして公
益性の高い芸術・文化の支援を行っている団
体です。
ここは調査研究事業も行っていて、私も参
加させていただいていたのですけれども、東
日本大震災の調査研究を踏まえて、『地域創
造』は文化的コモンズの形成について大変積
極的な提言をいたしました。
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を認識したが、それは被災地だけではなかっ
た。そうした場は地域の多様な文化的営みを
共有し、分かち合える『文化的コモンズ』の
形成によって成立する。」（一財『地域創造』
報告書から）。
文化的コモンズは、まちの形成とともに、
どの地域にも既にあったものです。文化的コ
モンズとは、コミュニティーが交わり、はぐ
くまれる場であり、仕掛けです。文化的コモ
ンズは、コミュニティーの紐帯です。少なく
とも 1964 年の東京オリンピックまでは、遅
くとも 1970 年の大阪万博までは、確実にこ
のような文化的なコモンズが各地域に根づい
ていたと私は思っています。
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きる力、社会的包摂の原点。祭りは本当の文
化であると私は思います。
私にとっての「三丁目の夕日」があるよう
に、皆さんにとっての「三丁目の夕日」とい
うのも、それぞれあることだと思います。そ
のまちは必ずしも私の場合のような商店街だ
けではありません。郊外の住宅地かもしれな
いですし、里山の農村や離れ小島の漁村かも
しれません。ですから、まちの原風景がそれ
ぞれ違うように、「まちづくり」と言ったとき
のまちの姿も、まちのつくり方も実に多様で
多彩だと思います。
まちづくりには、モデルもマニュアルもな
いということをここで言ったら怒られてしま
うかもしれませんが、私はそのように思いま
す。人の顔が一人一人違う。一つとして同じ
顔がないように、まちは一つとして同じでは
ありません。あるまちは他のまちと異なるこ
とによって一つの個性を持ち、際立ちます。
そのような唯一無二のまちの個性を刻んでき
たものこそが文化、そして芸術ではないで
しょうか。

(3）国土改造による自然と生の分断
ところが、整形美人のように、高度成長期
以降、日本列島はほぼ画一的に改造されてき
ました。まちの個性を失った画一的な国土開
発、再開発事業が全国に広がっていきまし
た。国土をコンクリートで強靱化するという
ことが、災害列島の安全・安心神話を再生産
し続けてきました。この国の政治家とテクノ
クラートの「土木頭」と私は言っているんで
すけれども、この土木頭というのは、もう本
当に絶望的なまでに変わっていません。
東日本大震災の後、よく私はここを調査に
訪れますが、400 キロに及ぶ防潮堤が建設さ
れています。しかし、これによって一度遮断

されてしまった自然となりわいと暮らしの生
きた関係は、未来永劫にわたって回復される
ことはないでしょう。もし本気で大震災から
のレジリエンス、回復に取り組むのであれ
ば、私たちは海が見えなくなった場所で暮ら
すことへの違和感や圧迫感や、そして悲しみ
に対してもっと正直になるべきだと思いま
す。

(4）文化的景観とコミュニティとひとづくり
私たちは何百年もの間、それぞれの個性的
な文化的景観の中で暮らしてきました。文化
的景観は自然となりわいとの共同作品です。
私たちにとってのまちも、文化的景観を形づ
くっています。文化的景観はそれぞれのコ
ミュニティーによって形づくられてきました
が、他方、文化的景観はコミュニティーが存
続するための基盤でもあります。
また、私たちの感性、感受性も文化的景観
の中ではぐくまれてきました。そのようなコ
ミュニティーに根ざした個々の感性が一体と
なることで、つまり共通感覚によって文化的
景観も維持されてきました。例えば、景観条
例の策定には、このような感性的な認識や経
験が深く関与しているはずです。
感性が全ての原点です。今行われている再
開発や復興事業が、それぞれのまちにとっ
て、地域コミュニティーにとって最善の道な
のかどうか。それ以外には本当に選択の予備
がなかったのかどうか。私たちはまず私たち
の感性に、共通感覚に問い合わせることから
始めるべきでしょう。図面上の計画が先にあ
るわけではないのです。
それにしても、文化・芸術を生かしたまち
づくりは何を目指すのでしょうか。随分とお
こがましい問いのようにも聞こえます。「当
事者主権」という言葉がございます。それぞ

都市とガバナンス Vol.31

都市政策をめぐる研究交流の最前線

46

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　023 1-3 第3回都市政策フォーラム講演録.mcd  Page 26 19/04/15 20:51  v5.51

こうあります。また読んでいきますと、「公
共文化施設は、文化的なつながりを求めて
人々が集まり、『地域の記憶と共感の装置』と
して機能する文化拠点を目指すべきである。
地域で継承されてきた伝統芸能やお祭り、文
化団体やアート NPOなど、さまざまな文化
の担い手とも手を結び、文化的コモンズを牽
引する役割を担うべきである。」
「べきである」ということで語られている
んです。何か少し不思議な気がしませんか。
つまり、この提言の裏を読むと、これまでの
公共文化施設は、文化的コモンズの形成にほ
とんど関与してこなかったのではないか、そ
のような実態が浮かび上がってきます。「公

共文化施設は、文化的なつながりを求めて
人々が集まり、『地域の記憶と共感の装置』と
して機能する文化拠点を目指すべきである。」
と提言されてはいますが、これまでの公共文
化施設は、地域の記憶と共感の装置として機
能してこなかったんでしょうか。だとすれ
ば、公共文化施設は誰のために、何のために
建設され、多額の公共予算によって運営され
てきたのか、維持されてきたのか。
端的に問うならば、私たちのまちの原風景
の中で、市民会館や文化ホールはどのくらい
の存在感を持って、つまりかけがえのない大
切なものという意味でもって私たちに迫って
くるのか。そのことをまずイメージしてみる
必要があると思います。
『文化ホールがまちをつくる』という本が
出たのは 1991 年のことです。「文化ホールが
まちをつくる」というスローガンのもと、90
年代には週に2館のペースで全国津々浦々に
公共文化施設が建設されました。それから
30 年がたとうとしています。そして、自治体
によってはもう修繕費、改築費がないために
閉館や廃館に追い込まれているところも出て
きました。
しかし、もし本当に文化ホールがまちをつ
くっていたらば、恐らく財政難だけを理由に
廃館になるということはなかったのではない
かと思います。すこし今日のテーマから外れ
ますけれども、この問題は私の大きなテーマ
なのです。どうしたら文化ホールが文化的コ
モンズをつくる再生装置として復活できるの
かということは、とても大きな宿題としてあ
ります。
いずれにしても、一度コミュニティーとと
もに衰退してしまった、もしくは崩壊してし
まった文化的コモンズを再形成することが文
化政策の課題であることは間違いありませ
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写真 17 早期に復活した女川町の獅子振り

出典：報告者作成

図2 文化的コモンズのイメージ図

出典：報告者作成
（(財）地域創造「災後における地域の公立文化施設の役割
に関する調査研究報告書」の図をもとに加工）
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ん。いかにしたら文化的コモンズを再形成
し、コミュニティーを再生できるかが文化政
策の課題です。
ここで私は、地域の記憶と共感の装置とい
う文化的コモンズの枠組みを、個人の実存の
問題と深いところで関係づけたいと思いま
す。こういう視点は従来の文化政策にはな
かったものです。今日初めてこの問題を提起
しようと思いますけれども、先ほどイントロ
として、例えば祭りのことを私は述べまし
た。つまりコミュニティーと実存の深いつな
がり、それは祭りを通して私たちは既に実感
しているはずだと思います。
ところが、この祭りや文化的景観のような
コミュニティーのアイデンティティーを支え
てくれる場所も時間も、もし崩壊してしまっ
たとしたら、一体私たちはどこへ投げ出され
てしまうのでしょうか。不安な夜を照らし出
す光を、どのようにして私たちは見いだすこ
とができるのでしょうか。
このような実存の問題が切実に迫ってくる
ときがあります。阪神大震災を経験いたしま
した。大震災の被災者、親族の死、いじめや
引きこもりなど、さまざまな原因や理由があ
るでしょう。特定の原因がないとしても、人
間はそもそも本質的に不安に浸透された存在
です。この存在不安が実存の本質だからで
す。

(8）アートの力と実存とコミュニティ
それにしても、なぜコミュニティーと実存
の深いつながりにとってアートの力が不可欠
なのでしょうか。私はこの問題が解けない限
り、文化政策はこの先に進まないと考えてき
ました。
その中で、私は最近、「語りなおし」という

考え方にとても触発をされています。芸術社

会学を専門にされている中村美亜さんという
九州大学の先生が最近唱えられている説なの
ですけれども、「語りなおし」というのは、自
分自身に関する物語を語り直す作業のことで
す。
今、私は皆さんの前でかなりプライベート
な体験を、恥ずかしながら昔話として語って
きました。自分の原風景とまちのつながりに
ついて語ることで、幼少期から還暦までの自
分が一貫した同一の存在であることを確か
め、表明しました。
私は、実はそうしたかった。「語りなおし」

をせざるを得なかったのです。私はアートの
力を信じて、文化的コモンズの再形成に取り
組んでいる一人の人間です。研究者、つまり
コミットをしない傍観者という立場よりも、
むしろ当事者として現場にかかわってきまし
た。
それぞれのプロジェクトのミッションを掲
げ、理論武装してさまざまな交渉を行ってき
ました。そのうちうまくいくことは、十に一
つぐらいです。心が折れそうになることが
しょっちゅうあります。けれども、奇跡もま
た訪れることがあります。私は常に存在不
安、アイデンティティクライシスに襲われな
がら、それでもアートの力を信じてコミュニ
ティー再生を目指しています。

(9）「語りなおし」とアートプロジェクト
自分自身の物語を原風景として紡ぎ出し、

そこに新しい経験を重ねることで、自分の物
語を更新していく。語られる内容はどんどん
新しくなるわけですけれども、語っている自
分自身の存在は同一のままです。これがアイ
デンティティー、自己同一ということです。
しかし、記憶や経験の中には、もちろん悲
しいことやつらいことがたくさんあります。
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こうあります。また読んでいきますと、「公
共文化施設は、文化的なつながりを求めて
人々が集まり、『地域の記憶と共感の装置』と
して機能する文化拠点を目指すべきである。
地域で継承されてきた伝統芸能やお祭り、文
化団体やアート NPOなど、さまざまな文化
の担い手とも手を結び、文化的コモンズを牽
引する役割を担うべきである。」
「べきである」ということで語られている
んです。何か少し不思議な気がしませんか。
つまり、この提言の裏を読むと、これまでの
公共文化施設は、文化的コモンズの形成にほ
とんど関与してこなかったのではないか、そ
のような実態が浮かび上がってきます。「公

共文化施設は、文化的なつながりを求めて
人々が集まり、『地域の記憶と共感の装置』と
して機能する文化拠点を目指すべきである。」
と提言されてはいますが、これまでの公共文
化施設は、地域の記憶と共感の装置として機
能してこなかったんでしょうか。だとすれ
ば、公共文化施設は誰のために、何のために
建設され、多額の公共予算によって運営され
てきたのか、維持されてきたのか。
端的に問うならば、私たちのまちの原風景
の中で、市民会館や文化ホールはどのくらい
の存在感を持って、つまりかけがえのない大
切なものという意味でもって私たちに迫って
くるのか。そのことをまずイメージしてみる
必要があると思います。
『文化ホールがまちをつくる』という本が
出たのは 1991 年のことです。「文化ホールが
まちをつくる」というスローガンのもと、90
年代には週に2館のペースで全国津々浦々に
公共文化施設が建設されました。それから
30 年がたとうとしています。そして、自治体
によってはもう修繕費、改築費がないために
閉館や廃館に追い込まれているところも出て
きました。
しかし、もし本当に文化ホールがまちをつ
くっていたらば、恐らく財政難だけを理由に
廃館になるということはなかったのではない
かと思います。すこし今日のテーマから外れ
ますけれども、この問題は私の大きなテーマ
なのです。どうしたら文化ホールが文化的コ
モンズをつくる再生装置として復活できるの
かということは、とても大きな宿題としてあ
ります。
いずれにしても、一度コミュニティーとと
もに衰退してしまった、もしくは崩壊してし
まった文化的コモンズを再形成することが文
化政策の課題であることは間違いありませ
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写真 17 早期に復活した女川町の獅子振り

出典：報告者作成

図2 文化的コモンズのイメージ図

出典：報告者作成
（(財）地域創造「災後における地域の公立文化施設の役割
に関する調査研究報告書」の図をもとに加工）
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そうすると、これまで紡いできた自分の物語
に新しい経験を積み重ねることができなくな
ることがある。例えば、大震災に直面した人
の喪失感は、その記憶を無理に自分の物語に
重ねようとすると、物語が立ちゆかなくなっ
てしまって、自己のアイデンティティーの崩
壊を招く。場合によっては心身ともに危機的
な状況になってしまいます。
このような状況に陥ったときに、私たちは
どのように対処すればよいのか。ここで、自
分を支えてきた物語を編み直して、新しい語
りを紡ぎ出す、それしかないのではないかと
思います。
中村（美亜）さんは、次の3つのステップ
の「語りなおし」について語っています。も
うあと時間がありませんので早口になってし
まいますが、まずは安全・安心な環境に身を
置き、過去のつらい記憶にアクセスしなが
ら、それを事実として少しずつ受け入れ、周
囲の人や社会とのつながりの中で、その語り
をゆっくり編み直すというものです。このス
テップは、いわゆるケア、セラピーとして言
われることなのですけれども、この3つのス
テップをアート・プロジェクトに置きかえて
考えることができるのではないかということ
です。
つまり、自由に表現できる安全・安心な環
境が担保されている中で、これまでの経験を
生かしながら、他者とのかかわりを通して新
しい表現を生み出す。このようにアートに置
きかえていくことができる。
そうすると、中村（美亜）さんが言われて
いるような、いわゆる中動態の世界ですね。
すなわち、受動的なのか、それとも能動的な
のかわからないようなところから新しいもの
が生み出されてくるし、特殊で独特な世界が
開かれてくる。ここにこそ「共創」と呼ばれ

る独特な創造のプロセスがあるのではない
か。そして、この「共創」こそが、まさにコ
ミュニティーアートの本質なのではないかと
私は考えています。
このように「語りなおし」、新たな物語を編
み直すことによって、自己のアイデンティ
ティーの危機を乗り越える技、これがアートと
しての一つの意味なのではないかと思います。

(10）アートプロジェクトにとって大切なこ
と
最後に、アート・プロジェクトにとって重

要なことは何でしょうか。これまでの経験を
生かしながら、他者とのかかわりを通して新
しい表現を生み出すこと。これがとても重要
なことなのですけれども、私は、語り継ぐこ
とが文化であるとすれば、語り直すことは
アートである。そして、語り継ぐことには語
り直すことも含まれているはずであると考え
ています。
ですから、文化的コモンズを再形成するた
めには、伝統を守ることだけではなく、同時
に新しい表現に対しても開かれている必要が
あります。アート・プロジェクトにおける
「語りなおし」は、実存の問題、すなわち個人
のアイデンティティーの確認と更新にかかわ
るだけではありません。コミュニティーが多
様な価値観を受け入れ、寛容性をはぐくむた
めの技、アートとなることだと思っています。
つまり、コミュニティーが語り直されるこ
とによって再生する。文化がアートへと開か
れていく。ここに今日的なアート・プロジェ
クトの非常に重要な意義があるのではないか
と思っています。
そのために行政は何をサポートしたらいい
のかということは、最初のステップワンで
す。住民や参加者が自由に表現できる安全・
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安心な環境を担保する、その意味での文化権
を保障するということが行政にとって一番大
切なことだと私は考えております。

4 パネルディスカッション

［コーディネーター］
関西学院大学大学院経済学研究科・人間福祉
学部教授 小西砂千夫
［コメンテーター］
（公財）日本都市センター理事長・高松市長

大西 秀人
［パネリスト］
中央大学法学部教授 工藤 裕子
神戸大学大学院国際文化学研究科教授

藤野 一夫
静岡文化芸術大学文化政策学部教授

松本 茂章

小西教授 ここからはパネルディスカッショ
ンとして、意見交換を行っていきます。ま
ず、大西市長からこれまでの講演についてコ
メントと質問をいただくことにします。

○高松市の取組（コメント）
大西市長 私自身は、高松市長になりまして
ちょうど今3期目、11 年目です。2007 年に
市長になったわけですが、高松市長の選挙に
出ないかという話があったときに、高松市の
施策を見たときに、一番何と言いましてもい
いなと思いましたのは、高松国際ピアノコン
クールが 2006 年に開催されまして、大成功
となったことです。高松で国際ピアノコン
クールということで、私も大変驚きまして、
そういうことができるような都市になったの
かという、何か都市ブランド的な意味を非常
に感じたのが一つです。
それからもう一つが、平成の大合併により
高松市は近隣6町と合併をしたのですが、そ
の中の町の一つに牟礼町というところがあり
ます。その牟礼町にイサム・ノグチの庭園美
術館があるのです。イサム・ノグチは、晩年
の 20 年ぐらいを日本では香川県牟礼町のア
トリエで過ごされていたわけですが、そのア
トリエをできるだけイサム・ノグチの生前の
ままに残して、美術館としているのが庭園美
術館です。イサム・ノグチの庭園美術館があ
り、また国際ピアノコンクールを成功させた
まちということで、まちとして非常に可能性
があるのではないか、ブランド力があるので
はないかというような思いがあります。
そのように、文化芸術施策がやはり大事だ
ということは、そういう話を受けたときに感
じたことでもよくわかるわけでして、それで
これまで市長になってからも、特に文化・芸
術施策に力を入れながら今日までやってきた
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そうすると、これまで紡いできた自分の物語
に新しい経験を積み重ねることができなくな
ることがある。例えば、大震災に直面した人
の喪失感は、その記憶を無理に自分の物語に
重ねようとすると、物語が立ちゆかなくなっ
てしまって、自己のアイデンティティーの崩
壊を招く。場合によっては心身ともに危機的
な状況になってしまいます。
このような状況に陥ったときに、私たちは
どのように対処すればよいのか。ここで、自
分を支えてきた物語を編み直して、新しい語
りを紡ぎ出す、それしかないのではないかと
思います。
中村（美亜）さんは、次の3つのステップ
の「語りなおし」について語っています。も
うあと時間がありませんので早口になってし
まいますが、まずは安全・安心な環境に身を
置き、過去のつらい記憶にアクセスしなが
ら、それを事実として少しずつ受け入れ、周
囲の人や社会とのつながりの中で、その語り
をゆっくり編み直すというものです。このス
テップは、いわゆるケア、セラピーとして言
われることなのですけれども、この3つのス
テップをアート・プロジェクトに置きかえて
考えることができるのではないかということ
です。
つまり、自由に表現できる安全・安心な環
境が担保されている中で、これまでの経験を
生かしながら、他者とのかかわりを通して新
しい表現を生み出す。このようにアートに置
きかえていくことができる。
そうすると、中村（美亜）さんが言われて
いるような、いわゆる中動態の世界ですね。
すなわち、受動的なのか、それとも能動的な
のかわからないようなところから新しいもの
が生み出されてくるし、特殊で独特な世界が
開かれてくる。ここにこそ「共創」と呼ばれ

る独特な創造のプロセスがあるのではない
か。そして、この「共創」こそが、まさにコ
ミュニティーアートの本質なのではないかと
私は考えています。
このように「語りなおし」、新たな物語を編
み直すことによって、自己のアイデンティ
ティーの危機を乗り越える技、これがアートと
しての一つの意味なのではないかと思います。

(10）アートプロジェクトにとって大切なこ
と
最後に、アート・プロジェクトにとって重

要なことは何でしょうか。これまでの経験を
生かしながら、他者とのかかわりを通して新
しい表現を生み出すこと。これがとても重要
なことなのですけれども、私は、語り継ぐこ
とが文化であるとすれば、語り直すことは
アートである。そして、語り継ぐことには語
り直すことも含まれているはずであると考え
ています。
ですから、文化的コモンズを再形成するた
めには、伝統を守ることだけではなく、同時
に新しい表現に対しても開かれている必要が
あります。アート・プロジェクトにおける
「語りなおし」は、実存の問題、すなわち個人
のアイデンティティーの確認と更新にかかわ
るだけではありません。コミュニティーが多
様な価値観を受け入れ、寛容性をはぐくむた
めの技、アートとなることだと思っています。
つまり、コミュニティーが語り直されるこ
とによって再生する。文化がアートへと開か
れていく。ここに今日的なアート・プロジェ
クトの非常に重要な意義があるのではないか
と思っています。
そのために行政は何をサポートしたらいい
のかということは、最初のステップワンで
す。住民や参加者が自由に表現できる安全・
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ところです。
ただ、後でまた工藤先生にお話をお伺いし
ますけれども、文化芸術施策は、政策評価が
非常に難しいのです。市民の皆様になぜ行政
がそこまで税金をつぎ込んで文化芸術施策を
やるのかということを納得してもらうといい
ますか、理解していただくということは非常
に難しいということがあろうかと思います。

それからもう一つ、高松で今一番大きく、
イベント的に開催をしているのが瀬戸内国際
芸術祭です。この瀬戸内国際芸術祭は 2010
年に1回目が始まって、トリエンナーレとい
うことで 2013 年と 2016 年にもやってきて、
2019 年が4回目ということになります。
もともとは福武財団が展開をしております
直島の地中美術館ですとか、家プロジェクト
ですとか、そういう現代アートで非常に受け
たものを瀬戸内海全体に拡大したい。そこ
に、越後妻有で大地の芸術祭を開催していた
北川フラムさんや福武財団の福武總一郎さん
がお話をされて、ぜひともそれを直島を中心
とした瀬戸内海の島々でやりたいというのが
始まりでした。
そういう形で民間と香川県と高松市が中心
となって、行政、まさに官民連携、それに福
武財団という財団法人が入りますが、そうい
う形で協力・連携をしながらずっとやってき

てまして、今や世界的に非常に有名な芸術祭
に育ってきたというところです。
やはりこれは直島の存在が非常に大きいと
いうことと、こういうアートフェスティバル
は何のためにやるかということですが、瀬戸
内国際芸術祭は最初から一貫して一番大きな
テーマは「海の復権」ということです。
特に、われわれ四国の人間は、昔は連絡船
などで海を渡って、非常に海の恩恵みたいな
ものを感じながら、あるいは海の怖さという
ものを感じながら生活をしていたのですが、
それが瀬戸大橋、それから四国三橋時代に
なっておりますので、もうだんだん海を忘れ
てきております。
そして、しかも離島はどんどん人口も減っ
てきて、高齢化になってきて、このままでは
消滅しかねないということで、海の復権とそ
の離島における活性化がテーマなのです。す
こしわかりやすく言えば、島のおじいちゃん、
おばあちゃんの笑顔が見たい。こうしたこと
を一貫したテーマとしてやってきています。
これはかなり経済効果をあげきてまして、

前回の 2016 年の芸術祭では、春、夏、秋の会
期を合わせて 108 日間開催をしたのですが、
カウントの仕方にもよりますが、入場者数は
前々回並みの 104 万人ぐらいでした。

○講師への質問
大西市長 そこで、まず工藤先生に質問があ
るのですが、先生はイタリアにおられたとい
うことで、ヴェネツィア・ビエンナーレが
1895 年に始まって、100 年以上続いていて、
しかもそれでヴェネツィアのまちが知られて
います。
先ほど言いました瀬戸内国際芸術祭も、や
はりモデルはヴェネツィア・ビエンナーレと
いうことでした。ビエンナーレは 100 年経っ
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てもやっているのだから、瀬戸内国際芸術祭
も「市長、100 年やりましょう」ということも
言われています。それをやることによって、
例えばヴェネツィアングラスですとか、そう
した産業も一緒に育ってきているということ
です。イタリアはそれぞれの都市が非常に個
性的だと思うのですが、そういう文化事業の
展開等に対して、どのようなまちづくりがで
きているのか、何か参考になるような事例が
あれば教えていただければと思います。
それから、松本先生には、高松市でも人口
減少が始まっていますが、子どもたちが増え
ている地域が一方であり、学校を新しく増設
しなくてはならないのですが、他方で減って
いる地域もあって、こちらは学校統合をしな
ければいけません。全体として公共施設がだ
んだん老朽化してきていますので、それらを
全部また建てかえるとなると、非常に具合が
悪くてうまくいきません。
そうかといって、そこの地域の公共施設だ
けをやめます、ここは残しますと言います
と、なかなか地域間格差が言われて難しいと
いうことで、ファシリティマネジメントの観
点から公共施設の統廃合を今どういうふうに
進めていくかということが非常に大きな問題
です。公共施設の有効活用を考えるときに、
これは官民連携ということにもなると思うの
ですが、官が民間に売却する、あるいは売却
できないものは廃止するなど、何かそういう
システムみたいなものをつくってやれればい
いとは思うのですが、こうした点について松
本先生にお知恵があれば教えていただきたい
と思います。
それから藤野先生には、高松市でも郊外部
におきますと、今どんどん高齢化していって
おりまして、コミュニティがなかなか維持で
きないという問題も出てきています。文化芸

術で、例えば何か祭りをやろうと言ってかけ
声をかけたところで、人が集まって来ないわ
けです。文化・芸術が必要だというのは非常
によくわかるのですが、それをコミュニティ
の充実なり、まちづくりや、商店街の復活や
再生みたいなものに結びつけていくために
は、こういう事例があるので、こういうふうに
してうまくいったということがあれば、教えて
いただきたいというふうに思っております。

○イタリアの文化芸術政策（回答）
工藤教授 ご質問のイタリアについて簡単に
説明をさせていただきたいと思います。
確かにイタリアは非常に都市文化が発達し
ている国ですし、そもそもヨーロッパは大体
が都市から出発していますので、国や地方、
あるいは二次的な県や州よりも、やはり都市
の力が非常に強い。それも中世、場合によっ
てはイタリアなどの場合だと、エトルリア時
代などからの長い伝統のあるまちが多いた
め、当然こうした都市のアイデンティティ
が、国や地方に増して一番強いアイデンティ
ティになります。
一方で、そうしたアイデンティティがありつ

つも、今回、我々三人とも触れず、私もあえて
意図的に触れなかったキーワードが1つある
と思うのですが、それが「ブランド」です。
なぜ文化やアートに自治体が税金を投入し

てイベントを開催したりするのかといいます
と、最終的に観光客が来たり、定住者が増え
たり、Uターンしたりする人が出てくるとい
うのが目標なのです。その前段階として、何
か大きなイベントを開催することによって、
場合によっては世界中の人に名前を知っても
らうという、ブランド効果というものがあり
ます。
ブランド効果自体はなかなかそれだけでは
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ところです。
ただ、後でまた工藤先生にお話をお伺いし
ますけれども、文化芸術施策は、政策評価が
非常に難しいのです。市民の皆様になぜ行政
がそこまで税金をつぎ込んで文化芸術施策を
やるのかということを納得してもらうといい
ますか、理解していただくということは非常
に難しいということがあろうかと思います。

それからもう一つ、高松で今一番大きく、
イベント的に開催をしているのが瀬戸内国際
芸術祭です。この瀬戸内国際芸術祭は 2010
年に1回目が始まって、トリエンナーレとい
うことで 2013 年と 2016 年にもやってきて、
2019 年が4回目ということになります。
もともとは福武財団が展開をしております
直島の地中美術館ですとか、家プロジェクト
ですとか、そういう現代アートで非常に受け
たものを瀬戸内海全体に拡大したい。そこ
に、越後妻有で大地の芸術祭を開催していた
北川フラムさんや福武財団の福武總一郎さん
がお話をされて、ぜひともそれを直島を中心
とした瀬戸内海の島々でやりたいというのが
始まりでした。
そういう形で民間と香川県と高松市が中心
となって、行政、まさに官民連携、それに福
武財団という財団法人が入りますが、そうい
う形で協力・連携をしながらずっとやってき

てまして、今や世界的に非常に有名な芸術祭
に育ってきたというところです。
やはりこれは直島の存在が非常に大きいと
いうことと、こういうアートフェスティバル
は何のためにやるかということですが、瀬戸
内国際芸術祭は最初から一貫して一番大きな
テーマは「海の復権」ということです。
特に、われわれ四国の人間は、昔は連絡船
などで海を渡って、非常に海の恩恵みたいな
ものを感じながら、あるいは海の怖さという
ものを感じながら生活をしていたのですが、
それが瀬戸大橋、それから四国三橋時代に
なっておりますので、もうだんだん海を忘れ
てきております。
そして、しかも離島はどんどん人口も減っ
てきて、高齢化になってきて、このままでは
消滅しかねないということで、海の復権とそ
の離島における活性化がテーマなのです。す
こしわかりやすく言えば、島のおじいちゃん、
おばあちゃんの笑顔が見たい。こうしたこと
を一貫したテーマとしてやってきています。
これはかなり経済効果をあげきてまして、

前回の 2016 年の芸術祭では、春、夏、秋の会
期を合わせて 108 日間開催をしたのですが、
カウントの仕方にもよりますが、入場者数は
前々回並みの 104 万人ぐらいでした。

○講師への質問
大西市長 そこで、まず工藤先生に質問があ
るのですが、先生はイタリアにおられたとい
うことで、ヴェネツィア・ビエンナーレが
1895 年に始まって、100 年以上続いていて、
しかもそれでヴェネツィアのまちが知られて
います。
先ほど言いました瀬戸内国際芸術祭も、や
はりモデルはヴェネツィア・ビエンナーレと
いうことでした。ビエンナーレは 100 年経っ
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計れないため、訪れた観光客数などを経済効
果として数字に落とし指標とするということ
になるのだと思うのですが、実はその前段階
としてのブランド力というものが非常に重要
で、これがどれだけあるかということが、恐
らくまちのイメージ、ひいては成功を決める
一つの重要なポイントであると思います。
さて、そういう意味では、実はイタリアは、
おっしゃっていただいたような大都市はもち
ろんそうなのですが、そうでない中小都市
も、場合によっては日本でいうような限界集
落のような小さな自治体でも、それなりにい
ろいろな歴史的な遺産があったり。イタリア
は世界遺産の非常に多い国です。ですので、
そういった意味では有形無形の、それからい
ろいろな記憶遺産などを含めますと、やはり
地域のブランド力というのは非常に強いのか
と思います。
それから、一見我々が知らないような小さ
なまちであっても、やはりそこの地域に根ざ
している食文化や、その風景など、日本に非
常に近いものとしては例えば、農村風景をい
かに保存して、それを後世に伝えるかという
ことにも非常に心を砕いています。実はイタ
リアは景観を憲法できちんと位置づけてお
り、景観とは国かつ国民の財産であるという
ことで非常に重要視していますので、そうい
う意味では、今後、もしかすると都市の個性
ということが、単に文化を超えて、その都市
が持っている歴史や景観などもまちづくりの
重要な主役になっているということが言える
のではないかと思います。
同時に、そのためには、やはりそれらをき
ちんと使っていける人材を育てるということ
が重要になってきてまして、これについて
は、実はイタリアだけに限らず、ヨーロッパ
の場合、EUのさまざまな構造的基金などを

使って人を育てています。つまり、まちづく
りは行政がやるのではなく、地元で、日本で
言うところのまちづくり公社のようなものを
つくって、そこが受け皿となっていろいろな
プログラムを実施していきますので、そこに
非常に大きなお金が動きます。それをやるこ
とによって若い人たち、特に地元での人材が
育っていく。落下傘ではなくて、あくまでも
そこにいる人が育っていくという仕組みをつ
くっているところが特徴と思います。

○高蔵寺ニュータウンの事例（回答）
松本教授 先ほど大西市長から受けた質問
は、公立文化施設の統廃合について、でした。
たとえば学校に関しては、校区という地域を
抜きにして語れないと思います。校区にはそ
れぞれに歴史があるからです。公務員がコー
ディネーターとして、それぞれの地域の歴史
を踏まえながら、関わっていかなくてはなり
ません。
先日、愛知県の高蔵寺ニュータウンにまい
りました。日本3大ニュータウン（多摩、千
里、高蔵寺）の1つ。興味深かったのは、小
学校区が統合され、校舎がコミュニティセン
ターに活用されていたことです。運営するま
ちづくり会社の専務は市 OB職員で、総務部
長には銀行の行員が赴任していました。
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施設の一角には絵画が並べられていまし
た。「何ですか」と聞いたところ、持ち主が亡
くなったあと、同社が整理したときに多数出
てきたといいます。高蔵寺は団地だけではな
く、一戸建ても多数ありまして。戦後に成功
した経済人が住居を構えた。所有者が亡く
なって、整理に入ると、多数の美術品が飾ら
れていた。同施設で預かっていたのです。高
度成長の遺産といったところでしょうか。
このように校区ごとに歴史があり、実に興
味深い。公務員としては自分たちが担当する
だけでなく、調整して地元の方にやっていた
だくように、どうコーディネートしていくの
か。自治体職員の腕の見せ所だと思います。

○新長田、城崎の事例（回答）
藤野教授 高松市長からのご質問ということ
で、超少子高齢化の中でのコミュニティー再
生というのもなかなか限界があるのではない
か、何かうまくいっている事例はありません
かというご質問だったと思います。
私がかかわっている基礎自治体の中で2
つ、今とても関心を持っているところのご紹
介をしたいと思っています。
一つは神戸市の中の新長田です。ここはイ
ンナータウンですし、震災で大きな被害を受
け、再開発事業は失敗したと言われているわ
けですが、そこで 2015 年から「下町芸術祭」
という本当に規模の小さなマイクロプロジェ
クトを始めました。
ただ、それは由来があって、地元にもとも
と面白いおじちゃん、おばちゃんがいるとい
うこともあるのですが、2009 年に大阪市に
あった DANCE BOXという NPO法人が
大阪から追われて、新長田を拠点に自分たち
の劇場を持って活動を始めました。彼らはコ
ンテンポラリーダンスが中心なのですが、

もっと間口を広げて、地域の人たちとどんど
んつながっていく、さきほどの新しいお祭り
の拠点になっていったということがすごく重
要です。
そこでつながった人材たちが新長田アート
コモンズという実行委員会をつくり、行政と
もつながって、いろいろな民間の助成金もも
らいながら、1,000 万円規模の「下町芸術祭」
というものを始めました。去年2回目をやっ
て、また来年もやります。
ここでは私が今代表をさせていただいてい
るのですが、いろいろな出会いがありまし
た。地元の人たちと、それから外から来る、
特にコンテンポラリーダンスとか現代アート
のアーチストたちとの出会いがあり、移住促
進にも実はかなり結びついているのです。新
長田は住みやすい、物価も安いというので移
住をして、そしてスタジオや劇場でダンスパ
フォーマンス制作をして、そこから東京や海
外に発信するという流れも今生まれつつあり
ます。
去年の下町芸術祭を行った時に、これは可
能性があるなと思ったのは、瀬戸内経済文化
圏サミットというものを開きました。これは
瀬戸内をめぐる8県ぐらいの NPOや、一般
社団などのデザイン系、アート系、まちづく
り系のアクター達が集まって、自分達の経験
をシェアして、自分たちの中で足りないもの
を、相互にどうやって補っていったらいいの
かといった経験を共有するネットワークをつ
くろうという趣旨でした。
大資本と言うとまた語弊がありますが、例
えば、デザイン系などですと大手の広告代理
店とは違う、もっと地産地消的な形で地域を
盛り上げる。つまり、文化と経済とをマイク
ロサイズでもって、地に足のついた形で根を
張っていくような仕組みをつくろうというこ
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計れないため、訪れた観光客数などを経済効
果として数字に落とし指標とするということ
になるのだと思うのですが、実はその前段階
としてのブランド力というものが非常に重要
で、これがどれだけあるかということが、恐
らくまちのイメージ、ひいては成功を決める
一つの重要なポイントであると思います。
さて、そういう意味では、実はイタリアは、
おっしゃっていただいたような大都市はもち
ろんそうなのですが、そうでない中小都市
も、場合によっては日本でいうような限界集
落のような小さな自治体でも、それなりにい
ろいろな歴史的な遺産があったり。イタリア
は世界遺産の非常に多い国です。ですので、
そういった意味では有形無形の、それからい
ろいろな記憶遺産などを含めますと、やはり
地域のブランド力というのは非常に強いのか
と思います。
それから、一見我々が知らないような小さ
なまちであっても、やはりそこの地域に根ざ
している食文化や、その風景など、日本に非
常に近いものとしては例えば、農村風景をい
かに保存して、それを後世に伝えるかという
ことにも非常に心を砕いています。実はイタ
リアは景観を憲法できちんと位置づけてお
り、景観とは国かつ国民の財産であるという
ことで非常に重要視していますので、そうい
う意味では、今後、もしかすると都市の個性
ということが、単に文化を超えて、その都市
が持っている歴史や景観などもまちづくりの
重要な主役になっているということが言える
のではないかと思います。
同時に、そのためには、やはりそれらをき
ちんと使っていける人材を育てるということ
が重要になってきてまして、これについて
は、実はイタリアだけに限らず、ヨーロッパ
の場合、EUのさまざまな構造的基金などを

使って人を育てています。つまり、まちづく
りは行政がやるのではなく、地元で、日本で
言うところのまちづくり公社のようなものを
つくって、そこが受け皿となっていろいろな
プログラムを実施していきますので、そこに
非常に大きなお金が動きます。それをやるこ
とによって若い人たち、特に地元での人材が
育っていく。落下傘ではなくて、あくまでも
そこにいる人が育っていくという仕組みをつ
くっているところが特徴と思います。

○高蔵寺ニュータウンの事例（回答）
松本教授 先ほど大西市長から受けた質問
は、公立文化施設の統廃合について、でした。
たとえば学校に関しては、校区という地域を
抜きにして語れないと思います。校区にはそ
れぞれに歴史があるからです。公務員がコー
ディネーターとして、それぞれの地域の歴史
を踏まえながら、関わっていかなくてはなり
ません。
先日、愛知県の高蔵寺ニュータウンにまい
りました。日本3大ニュータウン（多摩、千
里、高蔵寺）の1つ。興味深かったのは、小
学校区が統合され、校舎がコミュニティセン
ターに活用されていたことです。運営するま
ちづくり会社の専務は市 OB職員で、総務部
長には銀行の行員が赴任していました。
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とを試みています。
本当にそれぞれの地域、それぞれの県には
面白い人たちがいるなと思いました。こうい
う人たちが定期的にこうしたサミットを開い
て、経験をシェアし、そしてお互いのノウハ
ウをつないでいったならば、瀬戸内を取り巻
く形の経済文化圏というものができるんじゃ
ないかなという大きな可能性を感じました。
それが一つです。
それからもう一つ、豊岡なのですけれど
も、豊岡は平田オリザさんが去年爆弾発言を
されました。青年団を豊岡に移転しますと。
その4年前に、実は豊岡市は城崎にあった県
の会議場をアーチスト・イン・レジデンス施
設、KIACで通っていますが、「城崎国際アー
トセンター」に改築いたしました。現在は 50
カ国ぐらいから 100 組ぐらいの応募があり、
その中から 20 組ぐらいを選んで、年間を通
じて、3カ月まで無料でレジデンス制作をし
てもらうという仕組みが定着し、そこから城
崎ブランドが起きています。
ヨーロッパでも、レジデンス制作ならば

「城崎へ行け」というようなブランド化が起
きてきていまして、その流れを受けて「青年
団」も豊岡に移転をします。その移転に際し
ては、地元にあった遊休施設、例えば倉です
とか、古い公会堂ですとか、そういったもの
をリニューアルするというところまで、大き
な決断をしていますし、専門職大学まで誘致
して、アートと観光を目玉とした人材育成を
目指しています。
豊岡市は人口8万人で 2050 年までに人口
が5万人を切ると予測される地域なのです
が、本当に文化・芸術でアクセルを踏んで、
がんがんいくぞというようなことを始めてい
ます。トップダウンなのですが、今一番面白
い自治体、地域だなと思っています。

○公務員の専門性の確保、ファシリテーター
としての公務員（松本教授からの質問への
回答）
工藤教授 公務員が政策形成をしてそれを執
行するというのが伝統的な行政だとすると、
公務員が政策形成をし、民間や公務員がいろ
いろな形で連携して、場合によっては市民や
NPOも含めて執行するということが、今の
いわゆるニュー・パブリック・マネジメント
以降のあり方と理解をしています。
地方自治法の改正により指定管理者制度が
導入され、委託よりもう一歩踏み込んだ指定
管理者制度ができたことで、マネジメント能
力だけではなく、政策提言もできるような民
間が育ってきたということはあると思いま
す。しかし、現実問題から言うと、私は小さ
な政府論者ではないのですが、世の中は残念
ながらそういう方向に行っていて、それは財
政難だけではなく、やはり人口減少という大
きな問題があると思うのです。ですから、公
務員は今後も増えない。だとすると、いくら
能力がある人がいたとしても、人数が限られ
れば、1人の人間が政策形成に投入できる時
間は当然減少していくため、そのときに民間
のアイデアを使うということに問題はないと
私は理解しています。
ただし、もう一つ、2005 年頃からの傾向と
しては、政策形成の中で指定管理者が変わる
場合があるわけです。そうなってくると、い
わゆる専門性や知識など、現場での歴史的な
記憶が途切れるという批判がよくあるのです
が、実は全然変わらない人たちがいるので
す。それは住民で、住民とその施設やサービ
スの利用者は、そこにずっと来て使っている
人たちですから、サービスの提供者が変わろ
うと、市長が変わろうと、指定管理者が変わ
ろうとそれらを使い続けるわけです。ですか
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ら、その人たちの声を聞いて、その意見やア
イデアをどんどん取り入れてやっていく。実
は、それが「協働」や「協治」というやり方
ですので、将来的にはそうした方向に行くの
だと思うのです。
市民力の育った、いわゆるソーシャル・
キャピタルの強い地域は、いろいろと市民が
いい意味で口うるさく参加をしているため、
それがもっと育っていけば、政策形成のかな
りの部分については、市民から自発的な動き
も出てくるでしょう。
ですから、コーディネーターとしての、あ
るいはファシリテーターとしての公務員がい
れば、その人が物凄く芸術・文化政策に長け
ていなくても、本当は回っていく時代になる
のだと理解しています。

○公務員の異動と専門人材（松本教授からの
質問への回答・1）
藤野教授 公務員の皆さんも素晴らしい人た
ちばかりなのですが、やはり異動してしまい
ます。3年から4年して、お互い意気投合し
て、アクセルを踏んでいるのに、「いや、異動
になりました」と言われて、4月1日から別
の人が来るわけです。「また一から始めなく
ではいけないんですか」ということが繰り返
されたら、もうさすがに教員としても、研究
者としても、アート・マネジメントの少し先
輩としても疲れてきます。これは日本独自の
システムで、これが変えられない限りは、日
本の文化振興はおぼつかないだろうと思いま
す。
人材育成については、私は文化振興財団が
もっとパワーアップするのが一番いいと思っ
ています。NPO も厳しいですので。です
が、そこが今搾り取られている状況では、や
はりスペシャリストというか、プロパーの力

でもって日本の芸術・文化を支えていくとい
うのは、将来は先細りではないかという気が
しています。
最後、もう一頑張りはしますが、私はいつ
もドイツに「文化亡命」をしますと言ってい
ます。ドイツに行くと、こういうややこしい
説明をしなくても、現代アートはもう当たり
前なのです。クラシック音楽が当たり前なわ
けです。そういうところで、何か本当にのび
のびと味わい、美や芸術や自然を味わい尽く
せているのに、どうして日本はこんなに説明
が大変なのだろうと思います。どうして評価
というくだらないものが入ってきて、評価疲
れをせざるを得ないのだろうかと。その辺
が、自分自身のアイデンティティー・クライ
シスでもあります。

○公務員の異動と専門人材（松本教授からの
質問への回答・2）
大西市長 やはり日本の場合は、非常に文化
芸術を支える組織が弱いと思います。高松市
にしても、やはり4年ベースで大体人事は動
かしておりますので、もちろん行って帰って
くるということが割と多いのですが、それで
もやはり人が変わってしまって、事業を継続
することがなかなかできません。
文化振興財団といった中間組織的なものが
だいたい海外ではしっかりとあるのです。高
松市にもあるのですが、基本的にはトップは
公務員 OBがなっていて、そのほかは嘱託の
非正規職員です。それでどうにか組織を回し
ていますが、私から見ても頼りない限りで
す。
さりとて、プロパーを何人も雇って、これ
から育てていくというのも大変ですし、中途
採用のようなものを考えつつ、どのような形
でやっていけばいいのかと考えています。先
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とを試みています。
本当にそれぞれの地域、それぞれの県には
面白い人たちがいるなと思いました。こうい
う人たちが定期的にこうしたサミットを開い
て、経験をシェアし、そしてお互いのノウハ
ウをつないでいったならば、瀬戸内を取り巻
く形の経済文化圏というものができるんじゃ
ないかなという大きな可能性を感じました。
それが一つです。
それからもう一つ、豊岡なのですけれど
も、豊岡は平田オリザさんが去年爆弾発言を
されました。青年団を豊岡に移転しますと。
その4年前に、実は豊岡市は城崎にあった県
の会議場をアーチスト・イン・レジデンス施
設、KIACで通っていますが、「城崎国際アー
トセンター」に改築いたしました。現在は 50
カ国ぐらいから 100 組ぐらいの応募があり、
その中から 20 組ぐらいを選んで、年間を通
じて、3カ月まで無料でレジデンス制作をし
てもらうという仕組みが定着し、そこから城
崎ブランドが起きています。
ヨーロッパでも、レジデンス制作ならば

「城崎へ行け」というようなブランド化が起
きてきていまして、その流れを受けて「青年
団」も豊岡に移転をします。その移転に際し
ては、地元にあった遊休施設、例えば倉です
とか、古い公会堂ですとか、そういったもの
をリニューアルするというところまで、大き
な決断をしていますし、専門職大学まで誘致
して、アートと観光を目玉とした人材育成を
目指しています。
豊岡市は人口8万人で 2050 年までに人口
が5万人を切ると予測される地域なのです
が、本当に文化・芸術でアクセルを踏んで、
がんがんいくぞというようなことを始めてい
ます。トップダウンなのですが、今一番面白
い自治体、地域だなと思っています。

○公務員の専門性の確保、ファシリテーター
としての公務員（松本教授からの質問への
回答）
工藤教授 公務員が政策形成をしてそれを執
行するというのが伝統的な行政だとすると、
公務員が政策形成をし、民間や公務員がいろ
いろな形で連携して、場合によっては市民や
NPOも含めて執行するということが、今の
いわゆるニュー・パブリック・マネジメント
以降のあり方と理解をしています。
地方自治法の改正により指定管理者制度が
導入され、委託よりもう一歩踏み込んだ指定
管理者制度ができたことで、マネジメント能
力だけではなく、政策提言もできるような民
間が育ってきたということはあると思いま
す。しかし、現実問題から言うと、私は小さ
な政府論者ではないのですが、世の中は残念
ながらそういう方向に行っていて、それは財
政難だけではなく、やはり人口減少という大
きな問題があると思うのです。ですから、公
務員は今後も増えない。だとすると、いくら
能力がある人がいたとしても、人数が限られ
れば、1人の人間が政策形成に投入できる時
間は当然減少していくため、そのときに民間
のアイデアを使うということに問題はないと
私は理解しています。
ただし、もう一つ、2005 年頃からの傾向と
しては、政策形成の中で指定管理者が変わる
場合があるわけです。そうなってくると、い
わゆる専門性や知識など、現場での歴史的な
記憶が途切れるという批判がよくあるのです
が、実は全然変わらない人たちがいるので
す。それは住民で、住民とその施設やサービ
スの利用者は、そこにずっと来て使っている
人たちですから、サービスの提供者が変わろ
うと、市長が変わろうと、指定管理者が変わ
ろうとそれらを使い続けるわけです。ですか

都市とガバナンス Vol.31

都市政策をめぐる研究交流の最前線

56

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　023 1-3 第3回都市政策フォーラム講演録.mcd  Page 36 19/04/15 20:51  v5.51

ほどの芸術祭を続けていくことをにらみなが
ら、現在行っている文化芸術事業を安定的に
するため、あるいは施設などを有効活用して
いくために、こうした中間組織としての財団
法人をいかにうまく充実させていくのかは一
番大きな課題だと思っています。この点は海
外の事例なども参考にしつつ、しっかりと考
えていかなければならないと思っています。

○指定管理者制度と雇用（フロアからの質問
への回答）
小西教授 指定管理制度のあり方で、専門性
の蓄積が妨げられるというご質問がありまし
たので、松本先生にお願いしたいと思いま
す。
松本教授 指定管理者制度の導入と専門性の
兼ね合いについて、自身は指定管理者制度を
それほど否定的に捉えてはいません。利点と
弱点と双方があり、功罪相半ばと思っており
ます。指定管理者イコール専門性や継続性に
欠けるということでもないと思います。
課題なのは雇用のことです。指定管理者制
度の導入後、正職員の採用が控えられ、職員
の非正規雇用が増えている点は、声を大にし
て指摘しておきたいと思います。指定管理者
制度もそうですが、背景の1つにアートプロ
ジェクトの隆盛もあります。地域活性化に貢
献するとして、全国各地でアートプロジェク
トが盛んに行われているのですが、非正規雇
用が増える背景の一つになっているようで
す。
アートプロジェクトは2～3年に1度、開
催されます。公務員の異動とサイクルがあっ
ている訳です。2～3年に一度の開催なら
ば、非正規雇用になりがちになる。このよう
に、アートの現場では正規でない雇用が増え
ていると聞いています。

日本社会は安定した雇用のなかで、落ち着
いて仕事をしてきたと振り返っています。人
材が文化政策の現場に集まるためにも、こう
いう日本が持っていた社会の安定性をもう少
し見直してもいいのではないか、と思ってい
ます。

○文化政策の評価をどうするか（フロアから
の質問への回答）
小西教授 フロアから「文化政策の評価が難
しいというのは非常に感じますが」という質
問がありましたので、ご回答をいただけます
か。
工藤教授 行政評価の専門家として一言だけ
申し上げますと、もともとの文化政策のミッ
ションの目標設定のときに「人口を増やす」
とか「入館者数を増やす」と言わずに、例え
ばですが、「美術が好きになる子どもを増や
す」とか、「美術に触れる機会のあるお年寄り
を増やす」とか、「音楽会に行く子どもを増や
す」とか、「音楽が好きになる子どもを増や
す」とか、そういう定性評価をぜひ入れてい
ただければ、実は自治体の皆さんがいろいろ
とやられていることの評価になるのではない
かと私は思っております。ですので、そうい
う定性評価を積極的に入れていただければと
思います。
松本教授 1点だけ申し上げますと、例えば
文化施設に喫茶店とかをつくりますが、あれ
は目的外使用です。つまり、市民の文化度を
上げるという目的の中では、コンサートの前
に喉が渇く人が飲み物を飲むことは目的外と
いうことになります。ですが、京都会館改め
ロームシアター京都は1階にすごくいいレス
トランをつくっていて、あれは東山のアメニ
ティーと言いますか、夜の 10 時ぐらいまで
レストランをやっていますが、東山の活性化
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ということを一番大きなテーマにしたため、
目的内施設になっているのです。文化政策の
目的、政策目標を掲げる際には、大きなテー
マと言いますか、ちょっとそれを広くとって
おくということです。
藤野教授 評価の問題も、ずっと私も関わっ
ていて疑問がたくさんあるのですが、ドイツ
やフランスの場合、評価はそれほど問題には
なりません。というのは、公務員にしても、
政治家にしても、財界の人も、文化芸術をみ
んな見に行く、聞きに行くからです。そこで
ダイレクトに「これはすごい」とか、みんな
感動しているということが肌身にしみるか
ら、「これはやらなくてはいけない」、あるい
は、「もうこの芸術監督や支配人ではだめだ」
ということを即判断できる人たちがたくさん
います。でも、これは鶏と卵の話で、そこま
でどうやって持っていくかということなので
す。
ですから、私は教育者の端くれとして考え
ていますのは、本当に幼児の頃から、どのよ
うに美的なテイストを磨き上げていくのかと
いうことです。これは単一の基準ではなく、
多様性も受け入れられるようなテイストなの
です。そうすると、様々なアートをシャワー
のように浴びせるしかありません。それには
コストもかかります。けれども、それをやる
しか、先は変えられないのではないかという
感じがします。
そしてもう一つ、やはり自分の孫などを見
ながらですが、大体1歳とか2歳まではすば
らしい感性を子どもは持っているのに、その
後、テレビなどを通じて子どもの感性がどん

どん破壊されて画一化されていくのです。例
えば、ディズニーのような文化産業の型には
まった規格様式の中で、世界がつくられ、知
覚されたりする。この点は根本的な大問題だ
と思っています。
つまり、教育もそのときにわかりやすいも
のがいいという話になるわけですが、アート
の場合は答えのない問いですから、答えがわ
からなくてもいい、すぐに出なくてもいいで
はないかと。わかりやすいから楽しいのでは
なくて、「わかりにくいから楽しいんだ」とい
うような価値観に子どもたちが変わっていけ
れば、可能性があるのではないかと思いま
す。
でも、全ては感じることから、感性から始
まるので、感じることから考え、そして世界
の物の見方がこれまでとは違う形になってい
くということが大事です。ですから、そこに
美が持っている力、計画的思考あるいは論理
的な認識とは違う力というものに期待したい
なと思っています。
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講 演 ③

「都市自治体の文化芸術ガバナンス」
－文化政策分野の拡大と官民連携を考える―

静岡文化芸術大学・大学院文化政策研究科教授 松本 茂章

講 演 ②

文化政策の今後と公民連携
中央大学法学部教授 工藤 裕子

講 演 ①

「文化・芸術を活かしたまちづくり」は何をめざすのか？
神戸大学大学院国際文化学研究科教授 藤野 一夫

＜コーディネーター＞
関西学院大学大学院経済学研究科・人間福祉学部教授

小西砂千夫
＜パネリスト＞

中央大学法学部教授 工藤 裕子
静岡文化芸術大学・大学院文化政策研究科教授 松本 茂章

神戸大学大学院国際文化学研究科教授 藤野 一夫
〈コメンテーター〉

日本都市センター理事長・高松市長 大西 秀人
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ほどの芸術祭を続けていくことをにらみなが
ら、現在行っている文化芸術事業を安定的に
するため、あるいは施設などを有効活用して
いくために、こうした中間組織としての財団
法人をいかにうまく充実させていくのかは一
番大きな課題だと思っています。この点は海
外の事例なども参考にしつつ、しっかりと考
えていかなければならないと思っています。

○指定管理者制度と雇用（フロアからの質問
への回答）
小西教授 指定管理制度のあり方で、専門性
の蓄積が妨げられるというご質問がありまし
たので、松本先生にお願いしたいと思いま
す。
松本教授 指定管理者制度の導入と専門性の
兼ね合いについて、自身は指定管理者制度を
それほど否定的に捉えてはいません。利点と
弱点と双方があり、功罪相半ばと思っており
ます。指定管理者イコール専門性や継続性に
欠けるということでもないと思います。
課題なのは雇用のことです。指定管理者制
度の導入後、正職員の採用が控えられ、職員
の非正規雇用が増えている点は、声を大にし
て指摘しておきたいと思います。指定管理者
制度もそうですが、背景の1つにアートプロ
ジェクトの隆盛もあります。地域活性化に貢
献するとして、全国各地でアートプロジェク
トが盛んに行われているのですが、非正規雇
用が増える背景の一つになっているようで
す。
アートプロジェクトは2～3年に1度、開
催されます。公務員の異動とサイクルがあっ
ている訳です。2～3年に一度の開催なら
ば、非正規雇用になりがちになる。このよう
に、アートの現場では正規でない雇用が増え
ていると聞いています。

日本社会は安定した雇用のなかで、落ち着
いて仕事をしてきたと振り返っています。人
材が文化政策の現場に集まるためにも、こう
いう日本が持っていた社会の安定性をもう少
し見直してもいいのではないか、と思ってい
ます。

○文化政策の評価をどうするか（フロアから
の質問への回答）
小西教授 フロアから「文化政策の評価が難
しいというのは非常に感じますが」という質
問がありましたので、ご回答をいただけます
か。
工藤教授 行政評価の専門家として一言だけ
申し上げますと、もともとの文化政策のミッ
ションの目標設定のときに「人口を増やす」
とか「入館者数を増やす」と言わずに、例え
ばですが、「美術が好きになる子どもを増や
す」とか、「美術に触れる機会のあるお年寄り
を増やす」とか、「音楽会に行く子どもを増や
す」とか、「音楽が好きになる子どもを増や
す」とか、そういう定性評価をぜひ入れてい
ただければ、実は自治体の皆さんがいろいろ
とやられていることの評価になるのではない
かと私は思っております。ですので、そうい
う定性評価を積極的に入れていただければと
思います。
松本教授 1点だけ申し上げますと、例えば
文化施設に喫茶店とかをつくりますが、あれ
は目的外使用です。つまり、市民の文化度を
上げるという目的の中では、コンサートの前
に喉が渇く人が飲み物を飲むことは目的外と
いうことになります。ですが、京都会館改め
ロームシアター京都は1階にすごくいいレス
トランをつくっていて、あれは東山のアメニ
ティーと言いますか、夜の 10 時ぐらいまで
レストランをやっていますが、東山の活性化
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第 21 回都市政策研究交流会 講演録
「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」

当センターでは、都市自治体の企画課及び各分野の担当課職員等を対象に、都市自治体が直面する課

題や注目されている施策について、学識者による報告、情報共有及び意見交換を行い、課題解決の諸方

策を議論する「都市政策研究交流会」を 2004 年から開催している。

第 21 回都市政策研究交流会は、「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」をテーマに掲

げ、2018 年 10 月 23 日に開催した。本稿は、当日の基調講演、事例報告及びパネルディスカッションの

概要を取りまとめたものである。

1 基調講演

「地区交通計画における合意形成

－サイレント層と社会実験」

埼玉大学大学院理工学研究科

准教授 小嶋 文

(1）はじめに

交通計画の中でも、住宅地や駅前といった

スケールの地区交通計画における合意形成に

ついて、サイレント層と社会実験の観点から

説明する。

(2）地区交通計画への住民参加に関する背景

各種の社会調査への未回答者の増加が深刻

な問題となっている。住民参加が広く謳われ

る一方で、社会調査の未回答者の存在が様々

な場面で合意形成を妨げ、計画膠着の要因と

なっているのである。

意識調査の未回答者が多ければ、意思決定

者が判断を躊躇うことがあるだろう。また、

それまで意見を言わなかった人々が、計画の

具体化後に事業が進んだ段階で反対の声を上

げれば、予期せぬ対応に迫られ、社会的費用

が増大することも懸念される。

こうした問題について、行政がどのような

問題に直面しているのか、またどのように考

えているか調査するため、以下のとおりアン

ケートを実施したので、結果を紹介する。

調査対象：2005 年から 2011 年の7年間に、

交通計画に関連した社会実験を実施した国、

都道府県、市町村の担当課（318 部署）

配付方法：Eメール及び郵送

返送方法：Eメール、郵送、FAX

回収票数：118 件 回収率：37.1％

まず、サイレント層に関連する問題の経験

の有無は、「特に問題が起こったことはない」

（44.0%）が最も多く、次いで「事業が進んだ
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段階で、それまで出てこなかった反対意見が

出てきた」（33.6%）、「意見を募った際に、計

画に反対の人に偏った意見が出された」

（17.2%）が続く（図1）。

また、サイレント層の問題が意思決定に及

ぼす影響は、回答の多い順に、「追加的な意見

取集をしてから意思決定を行うことになっ

た」（41.5%）、「特 に 影 響 は な か っ た」

（27.7%）、「担当部局の中で意思決定を行う

ことが困難になった」（12.3%）、「首長が意思

決定を行うことが困難になった」（6.2%）、「住

民から『住民意見』の正当性について批判が

上がった」（4.6%）、「事業実施について警察

の同意が得られなかった」（4.6%）となった

（図2）。

続いて、サイレント層の問題が事業自体へ

及ぼす影響は、「特に影響はなかった」

（32.3%）が全体の約3割を占めているもの

の、「事業の実施が遅延した」（41.5%）、「更

に検討を行うことになり、まだ実施はされて

いない」（10.8%）、「事業の実施が中止になっ

た」（4.6%）という回答もあった（図3）。

都市とガバナンス Vol.31

第 21 回都市政策研究交流会 講演録「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」

61

図1 サイレント層に関連する問題の経験

出典：報告者作成

図3 サイレント層の問題による事業自体へ
の影響

出典：報告者作成

図2 サイレント層の問題による意思決定へ
の影響

出典：報告者作成

図4 行政の意思決定に関する意見

出典：報告者作成
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第 21 回都市政策研究交流会 講演録
「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」

当センターでは、都市自治体の企画課及び各分野の担当課職員等を対象に、都市自治体が直面する課

題や注目されている施策について、学識者による報告、情報共有及び意見交換を行い、課題解決の諸方

策を議論する「都市政策研究交流会」を 2004 年から開催している。

第 21 回都市政策研究交流会は、「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」をテーマに掲

げ、2018 年 10 月 23 日に開催した。本稿は、当日の基調講演、事例報告及びパネルディスカッションの

概要を取りまとめたものである。

1 基調講演

「地区交通計画における合意形成

－サイレント層と社会実験」

埼玉大学大学院理工学研究科

准教授 小嶋 文

(1）はじめに

交通計画の中でも、住宅地や駅前といった

スケールの地区交通計画における合意形成に

ついて、サイレント層と社会実験の観点から

説明する。

(2）地区交通計画への住民参加に関する背景

各種の社会調査への未回答者の増加が深刻

な問題となっている。住民参加が広く謳われ

る一方で、社会調査の未回答者の存在が様々

な場面で合意形成を妨げ、計画膠着の要因と

なっているのである。

意識調査の未回答者が多ければ、意思決定

者が判断を躊躇うことがあるだろう。また、

それまで意見を言わなかった人々が、計画の

具体化後に事業が進んだ段階で反対の声を上

げれば、予期せぬ対応に迫られ、社会的費用

が増大することも懸念される。

こうした問題について、行政がどのような

問題に直面しているのか、またどのように考

えているか調査するため、以下のとおりアン

ケートを実施したので、結果を紹介する。

調査対象：2005 年から 2011 年の7年間に、

交通計画に関連した社会実験を実施した国、

都道府県、市町村の担当課（318 部署）

配付方法：Eメール及び郵送

返送方法：Eメール、郵送、FAX

回収票数：118 件 回収率：37.1％

まず、サイレント層に関連する問題の経験

の有無は、「特に問題が起こったことはない」

（44.0%）が最も多く、次いで「事業が進んだ
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さらに、本アンケートでは、行政の代表と

しての立場ではなく、回答者（職員）個人の

行政の意思決定に関する意見についても調査

した。「社会実験等で効果や副作用が検証さ

れた場合には、意見を言わない市民が多い場

合にも、検証結果と出された意見を基に計画

を進めるべき」（37.9%）、「公共の利益になる

施策が意見を言わない市民の存在によって実

施できなくなるのは問題だ」（36.2%）が、と

もに3割を超えており、「必要な施策につい

ては、投票で選ばれた首長が責任を持って実

行の判断をするべきだ」（29.3%）も多い（図

4）。一方、「現状において問題意識がない」

（7.8%）は少数にとどまっている。

サイレント層の問題について、行政が様々

な困難を抱えていることが明らかになった。

(3）サイレント層に着目した地区交通計画

資源と時間が限られる中、適切で効率的な

地区交通計画を実施するには、サイレント層

に着目した計画策定プロセスの構築が急務で

ある。

社会心理学の研究の一つに、ノエル・ノイ

マンの「沈黙の螺旋理論」がある。ノイマン

は、沈黙が生まれる過程において、少数派の

意見を持つ人々は孤独を恐れることに着目し

た。少数派の意見を持つ人々が孤独を恐れて

沈黙すると、多数派の意見が強調され、世間

一般の意見として世論が形成される。する

と、メディアの力が加わり、多数派の意見が

人々を支配し、少数派の意見を持つ人々はま

すます孤独を感じて沈黙していく。

報告者は、沈黙の螺旋理論を念頭に置い

て、意見を言わない人々は、「賛成」・「反対」

のどちらの意見を持っていると、よりサイレ

ント層になりやすいのかを調査した（図5）。

仮想的な交通計画を用意し、回答者ごとに、

計画に対して「多数派かつ賛成」、「多数派か

つ反対」、「少数派かつ賛成」、「少数派かつ反

対」の4通りの立場を無作為に設定し、行政

に意見を伝えたいか尋ねた。すると、沈黙の

螺旋理論による予想に反し、回答者の持って

いる意見が多数派・少数派のいずれであって

も、計画に「反対」の立場であるとき、行政

へ意見を「伝えたい」、「どちらかといえば伝
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図5 仮想的な交通計画・賛否の立場・意見風
土を設定したSP（Stated Preference）
調査の実施

出典：報告者作成

図6 結果の比較

出典：報告者作成
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えたい」と思うことがわかった（図6）。

(4）社会実験がサイレント層に及ぼす影響

社会実験とは、施策の本格実施前に、時間

や場所を限定し、実際の社会で試行すること

であり、施策効果の客観的な測定を目的とす

る。住民に施策を体験してもらい、意見を述

べる機会を与えることで、事業の後戻りが困

難な段階で反対の声が上がるのを防ぐことが

できる。国土交通省では、平成 11 年から社

会実験を実施する地域を公募しており、車優

先の道路から歩行者や自転車優先の道路への

再構築を図る実験や、オープンカフェ等の道

路空間の多目的利用を図る実験が行われてき

た。

こうした社会実験が意識調査の未回答者に

及ぼす影響について、埼玉県川越市の川越一

番街における地区交通計画策定の取組みを事

例として説明する。この事例では、川越一番

街での社会実験の前後に実施した意識調査の

結果を分析し、対象者の回答態度と回答内容

から、社会実験がサイレント層に及ぼす影響

を評価した。なお、督促調査及び2回の意識

調査をパネル調査とすることで、サイレント

層の一部の意識を捕捉した。
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図7 住民意識調査の実施概要

出典：報告者作成

写真1 川越一番街の蔵造りの街並み

出典：報告者撮影
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川越一番街は、川越市の中心市部を通る2

車線の県道に位置する。歴史的な社寺や蔵づ

くりの町並みが残り、観光地として知られる

地域である。しかし、交通の要衝であるため

通過交通が非常に多く、休日は路側帯からあ

ふれる歩行者と通過交通で危険な状況となっ

ている。都市型観光地として、大きな問題を

抱えていた（写真2）。

こうした中、2007 年度に行政、自治会、交

通事業者、大学で構成する北部中心市街地交

通円滑化方策検討委員会が発足した。交通調

査やシミュレーションにより、実施可能性の

ある複数の交通規制変更対策案の提案がなさ

れた。

「毎日、日中は『歩行者天国』にする」、「休

日のみ日中を『歩行者天国』にする」、「平日

は終日『一方通行』。休日はこれに加え、日中

を『歩行者天国』にする」、「毎日終日『一方通

行』にする」、「現在のまま」の5案に対する

住民の意向を調査するため、検討委員会に参

画している 21 自治会の全 5,974 世帯及び川

越一番街周辺の事業所を対象として、1回目

の意識調査を実施した。このとき「反対」と

回答した人の割合が最も大きかった「毎日

『歩行者天国』にする」案を除く3案につい

て、社会実験を行うこととなった（図 10）。
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写真2 川越一番街の現況

出典：報告者撮影

図8 住民意識調査の実施概要

出典：報告者作成

写真3 社会実験中の様子（歩行者天国）

出典：埼玉大学久保田尚教授撮影

図9 社会実験の概要

出典：報告者作成
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社会実験後に2回目の意識調査を実施した

ところ、社会実験前の意識調査の調査と同様

に、それぞれの案について「賛成」・「反対」の

意見があった（図 11）。なお、2回目の意識

調査では、1回目の意識調査よりも約 10％回

答率が低くなった（表1）。

(5）期限内回答者と督促後回答者の意識の比較

ここで、2回の意識調査における期限内回

答者・督促後回答者の、交通規制案から受け

る影響、将来の交通規制案の実施への許容度

についての意識を比較した結果を紹介した

い。

社会実験前の意識調査では、社会実験を実

施した交通規制案及び「現在のまま」案につ

いて、期限内回答者と督促後回答者の「反対」

と回答した人の割合に差は見られなかった
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図 10 第1回調査 社会実験実施前の対策案
実施への意向
（本調査、督促調査結果の合計）

出典：報告者作成

図 11 第2回調査結果 社会実験後の対策
案実施への意向
（本調査、1次督促、2次督促の合計）

出典：報告者作成

図 12 社会実験前の期限内回答者と督促後
回答者の将来の対策案への意向の違い

出典：報告者作成

図 13 社会実験後の将来の対策案への意向
の違い

出典：報告者作成

表1 住民意識調査の配付回収概要

出典：報告者作成
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（図 12）。一方、社会実験後の意識調査では、

どの交通規制案に対しても、「反対」と回答し

た人の割合が、期限内回答者よりも2次督促

後回答者で有意に小さくなった（図 13）。社

会実験で感じた自身への影響、他人への影響

についても、「自分の生活に、良くない影響が

あることがわかった」、「他の人たちに、良く

ない影響があることが分かった」と回答した

人の割合は、督促後回答者に少なかった（図

14）。

さらに詳しく検討するため、交通規制案に

「反対」と回答した人を分析した。3つの交

通規制案の1つ以上に「反対」と回答した人

のうち、2次督促回答者で「自分の生活に良

くない影響があることがわかった」と回答し

た人の割合は 37.8％であり、期限内回答者よ

りも有意に小さくなった（図 15）。

したがって、交通規制案に「反対」と回答

した督促後回答者の一部は、周囲の意見に合

わせている、あるいは悪影響があった人を思

いやって「反対」と回答した可能性がある。

周囲の意見の影響で発言を控える傾向は、対

象地区の会合の場でも見られた。社会実験後

に開催された検討委員会においても、地元か

らの出席者のうち3名の方が、地域内あるい

は他地域との意見の相違に言及したうえで

「本日意見を述べない」と発言し、周囲との

関係の中での沈黙が見られた。

(6）社会実験の情報提供がサイレント層に与

える影響

ここからは、社会実験後の情報提供が意識

調査のサイレント層に与える影響について、

東京都文京区の白山千石地区の区道 839 号で

行ったハンプ設置の社会実験を事例として説

明する。この事例でも、社会実験の前後の意

識調査、各回の督促調査の結果から、サイレ

ント層と非サイレント層の意見を比較した。

また、社会実験後の意識調査において、社会

実験前調査に未回答であった人を対象として

社会実験時に実測した交通環境改善効果、周

辺住民の交通への危機感の情報有無を違えた

グループを設定し、グループ間の意見を比較

した。これらの情報は調査後すべて公開して
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図 14 社会実験で感じた自身への影響、他人
への影響

出典：報告者作成

図 15 意見別に見た、社会実験から分かった
影響に関する認識（3つの交通規制案の
1つ以上に反対している人）

出典：報告者作成
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いる。
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の南向き一方通行の生活道路で、小学校の通

学路に指定されている。しかし、直線かつ見

通しが良い道路であるため、制限速度を超過

して通行する車両に、歩行者や自転車が危険

にさらされている状況にあった。そこで、通

過交通の速度を抑制するため、2009 年9月2

日から 29 日までの期間でハンプ設置の社会
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写真4 ハンプ設置実験

出典：報告者撮影

図 17 ハンプ本格設置への意向（社会実験前）

出典：報告者作成

図 18 ハンプ本格設置への意向（社会実験後）

出典：報告者作成

図 16 住民意識調査の概要

出典：報告者作成
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（図 12）。一方、社会実験後の意識調査では、
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への影響
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しているという仮説を支持する結果となっ

た。

また、社会実験の効果に関する情報を有す

るグループと有しないグループで回答を比較

したところ、ハンプの本格設置に「反対」と

回答した人の割合は、情報を有するグループ

において有意に小さかった（図 20）。このこ

とは、意識調査時に行う情報提供により、住

民の交通対策案への許容度が変化する可能性

を示唆している。住民に交通対策案への理解

を求めるときに情報提供を行う重要性が明ら

かになった。
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図 19 社会実験後にサイレント層になった
人々の意識

出典：報告者作成

図 20 社会実験の情報提供とサイレント層

出典：報告者作成
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2 事例報告①

「世田谷区二子玉川における地域主体の交

通安全活動の取り組みについて」

世田谷区土木部交通安全自転車課

交通安全担当 係長 福島 恵一

(1）世田谷区の概要

東京都世田谷区は、東京都の西南部に位置

し、東西に私鉄各線（京王線、京王井の頭線、

小田急線、東急田園都市線、東急大井町線）、

南北に東急世田谷線が走っている。西部で

は、駅間が離れているため、バスや自転車の

利用者が多い。また、主要な幹線道路とし

て、南北に環状七号線、環状八号線、甲州街

道、玉川通り（国道 246 号）等がある（図 21）。

二子玉川は、元々、多摩川の砂利の採取を

行っており、当時から玉川線が通っていた。

多摩川園（遊園地）が開園したことで、避暑

地として徐々に有名になっていった。1969

年が大きな転換点となる。この年に玉川線が

廃止となり、玉川高島屋が開店した。

玉川高島屋は、車で買い物に来てもらう郊

外型百貨店として日本で最初と言われてお

り、以後、二子玉川はクルマ社会と共に発展

する一方で、慢性的な交通渋滞等、モータリ

ゼーションの弊害に悩まされ、交通安全への

意識が高まった。特に二子玉川商店街の道路

における車の通り抜け交通が多く、二子玉川

小学校の正門前の横断が危険であることか

ら、地域が、国士舘大学理工学部寺内義典教

授、日本大学理工学部稲垣具志助教（当時成

蹊大学）に相談し、交通流実態調査及びヒヤ

リハットマップの作成を実施することとなっ

た。

交通流実態調査の結果、二子玉川商店街の

道路を封鎖すると、交通流が周囲の住宅地に

流れ込むことがわかった。また、住宅地を通

り抜ける車の約 70%が、時速 30㎞以上の速

度で走行していることがわかった。

地域の声を反映したヒヤリハットマップを

作成してみると、生活道路全般において様々

なヒヤリハットが存在しており、一道路の対

策ではなく、面的な対策が必要であることが

明らかになった（図 22）。

(2）ゾーン 30 の導入

二子玉川では、2014 年2月にゾーン 30 を

地域主導により導入した。これを可能にした

のが、地域のプラットフォームとしての二子

玉川地区交通環境浄化推進協議会である。二

子玉川地区交通環境浄化推進協議会は、区、

二子玉川商店街、地域の町会、小学校の PTA、

所轄の警察署、地域の事業者である高島屋、

東急電鉄等によって構成される組織であり、
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図 21 二子玉川の概要

出典：世田谷区
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しているという仮説を支持する結果となっ

た。

また、社会実験の効果に関する情報を有す

るグループと有しないグループで回答を比較

したところ、ハンプの本格設置に「反対」と

回答した人の割合は、情報を有するグループ

において有意に小さかった（図 20）。このこ

とは、意識調査時に行う情報提供により、住

民の交通対策案への許容度が変化する可能性

を示唆している。住民に交通対策案への理解

を求めるときに情報提供を行う重要性が明ら

かになった。
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図 19 社会実験後にサイレント層になった
人々の意識

出典：報告者作成

図 20 社会実験の情報提供とサイレント層

出典：報告者作成
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町会の下部組織として位置づけられている。

協議会では、地域への愛情（まちを良くし

たい！）と活動意欲（よりカッコよく！）に

より、地域への交通安全啓発を活発に行って

いる。また、協議会が地域の各戸に配付する

「ふたこたまご通信」により、活動内容を確

実にフィードバックしている（図 23・図 24）。

こうした取組みを区が支援するメリット

は、交通安全に効果的であることに加え、地

域の課題解決力が向上し地域主体のまちづく

りが実現すること、また、協議会で試行した

手法・施策を他の地域にも広げていけること

である。

なお、ゾーン 30 では、導入後の普及浸透が

重要だが、多くの場合、導入自体がゴールと

なってしまっている。二子玉川では、導入後

にも、住宅地を通り抜ける車の速度をスピー

ドガンで測定し、施策効果を検証するととも

に、地域でアンケートを実施した。アンケー

トでは、「これからあなたはどうしていきま

すか」と尋ね、アンケート自体が交通安全意

識啓発のツールとなるよう工夫した。
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図 22 地域参加によるヒヤリハットマップ

出典：ふたこたまご通信

図 23 地域に愛される「ふたこたまご通信」

出典：報告者作成
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(3）たまチャリルール

二子玉川では、ゾーン 30 の導入だけでな

く、「たまちゃりルール」というローカルルー

ルの普及にも力を入れている。

ゾーン 30 の導入に向け、区が地域でワー

クショップを開催したところ、自動車だけで

なく、自転車が危ないとの意見が多く寄せら

れた。これを踏まえ、ゾーン 30 導入後に改

めてワークショップで地域で何ができるか検

討した結果、自転車の危険運転をしている人

の気持ちに届くメッセージの発信に取り組む

こととなった。メンバーが実際にまちに赴

き、危険な場所を確認して意見を出し合っ

た。そうして生まれたのが、「押しチャリ」・

「足ポン」・「ヒダリンクル」の3つのルールで

ある（図 25）。「自分たちで決めたことだか

ら、自分たちで率先して守り広める」を合言

葉に、一人ひとりがルールやマナーを守るの

はもちろん、地域の人が自らデモンストレー

ションをしたり、PR動画をインターネット

で公開するなどしている。また、「たまチャ

リポーズ」を考案するなど、子どもたちから

たまチャリルールを広めていこうとしている

（図 26）。

区でも、小学校で保護者向け自転車講習を

実施する際にたまチャリルールの周知を図っ
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図 24 ゾーン 30 の導入

出典：ふたこたまご通信

図 25 たまチャリルール

出典：ふたこたまご通信
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町会の下部組織として位置づけられている。

協議会では、地域への愛情（まちを良くし

たい！）と活動意欲（よりカッコよく！）に

より、地域への交通安全啓発を活発に行って

いる。また、協議会が地域の各戸に配付する

「ふたこたまご通信」により、活動内容を確

実にフィードバックしている（図 23・図 24）。

こうした取組みを区が支援するメリット

は、交通安全に効果的であることに加え、地

域の課題解決力が向上し地域主体のまちづく

りが実現すること、また、協議会で試行した

手法・施策を他の地域にも広げていけること

である。

なお、ゾーン 30 では、導入後の普及浸透が

重要だが、多くの場合、導入自体がゴールと

なってしまっている。二子玉川では、導入後

にも、住宅地を通り抜ける車の速度をスピー

ドガンで測定し、施策効果を検証するととも

に、地域でアンケートを実施した。アンケー

トでは、「これからあなたはどうしていきま

すか」と尋ね、アンケート自体が交通安全意

識啓発のツールとなるよう工夫した。
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図 22 地域参加によるヒヤリハットマップ

出典：ふたこたまご通信

図 23 地域に愛される「ふたこたまご通信」

出典：報告者作成
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ている。講習をきっかけに、他地域の小学校

にも、水飲み場やトイレにちらしを貼った

り、PTAのニュースレターに掲載するなど、

活用が進んできている（図 27）。

たまチャリルールの大規模な活用の例とし

て、野川沿いでの自転車マナーアップキャン

ペーンを紹介したい。小学校の PTAと区で

児童登校時の通学路交通安全確認を実施した

際に、区の西部から主要駅である二子玉川に

向け、ちょうど野川の流れに沿った「通勤・

通学自転車の流れ」があり、自転車事故やヒ

ヤリハットの多くが、この流れの上で起きて

いることがわかった（図 28）。全長4 kmに

及ぶ「流れ」の途中に7箇所のポイントを設

置し、PR幕を着けて呼びかけることを何度

も繰り返し、ゴールとなる二子玉川の駐輪場

でちらしを配布した（図 29）。このキャン

ペーンも、「流れ」に沿った3つの小学校の

PTAが主体となり、地域、国士舘大学、成城

警察署、玉川警察署、区の協力を得て実施し

た。

都市とガバナンス Vol.31

都市政策をめぐる研究交流の最前線

72

図 26 たまチャリポーズ

出典：ふたこたまご通信

写真5 ゾーン 30 ワークショップ

出典：ふたこたまご通信

図 27 講習等を通じて他地域の小学校にも
拡散

出典：ふたこたまご通信

図 28 自転車の「流れ」と危険箇所

出典：報告者作成
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(4）地域を超えた協働が可能になった理由

世田谷区は、交通事故発生件数、自転車事

故発生件数が、ともに都内ワースト1であ
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活安全をテーマに検討・活動している。学校
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ラスト化し、PTA発行のニュースに掲載し、
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ど、ありがたいリターンをいただいている。
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稚園での支援にも取り組んでいる。子育て支

援 NPOから、チャイルドシート付き自転車

の安全利用をテーマにイベントへの参加依頼

があった際に、チャイルドシートに子どもの

体重分約 10㎏のおもりを乗せて押し歩き等

をする体験講習「初めての子育て自転車」を

コンテンツとして開発した。それがさらに、

保育園・幼稚園に通う子どもの保護者向け

リーフレット「『子育て自転車』の選び方＆乗

り方」の発行に結実した（図 30）。子育て自

転車の特性を、選び方・乗り方を通じてわか

りやすいイラストで説明し、安全利用への関

心・意識が読むだけで高まるよう工夫してい

る。

(5）地域のやる気を後押しし、「横から」の声

かけで地域での広がりを
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1 自転車事故が交通事故全体に占める割合。

図 29 自転車マナーアップキャンペーン

出典：報告者作成

図 30 子育て自転車の選び方＆乗り方

出典：世田谷区
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ている。講習をきっかけに、他地域の小学校

にも、水飲み場やトイレにちらしを貼った

り、PTAのニュースレターに掲載するなど、

活用が進んできている（図 27）。

たまチャリルールの大規模な活用の例とし

て、野川沿いでの自転車マナーアップキャン

ペーンを紹介したい。小学校の PTAと区で

児童登校時の通学路交通安全確認を実施した

際に、区の西部から主要駅である二子玉川に

向け、ちょうど野川の流れに沿った「通勤・

通学自転車の流れ」があり、自転車事故やヒ

ヤリハットの多くが、この流れの上で起きて

いることがわかった（図 28）。全長4 kmに

及ぶ「流れ」の途中に7箇所のポイントを設

置し、PR幕を着けて呼びかけることを何度

も繰り返し、ゴールとなる二子玉川の駐輪場

でちらしを配布した（図 29）。このキャン

ペーンも、「流れ」に沿った3つの小学校の

PTAが主体となり、地域、国士舘大学、成城

警察署、玉川警察署、区の協力を得て実施し

た。
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図 26 たまチャリポーズ

出典：ふたこたまご通信

写真5 ゾーン 30 ワークショップ

出典：ふたこたまご通信

図 27 講習等を通じて他地域の小学校にも
拡散

出典：ふたこたまご通信

図 28 自転車の「流れ」と危険箇所

出典：報告者作成
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地域には、「何とかしたい」という気持ちが

ある。区では、これに応えて様々なコンテン

ツやプログラムを用意し、あるいは地域の気

付きや当事者意識を醸成するため、出前型で

情報やノウハウを提供する。地域のやる気や

活動を支援することで、区による取組みだけ

では得られない成果を生み出してきている。
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3 事例報告②

「新潟市における生活道路の交通安全対策

の取組み～学校・地域住民参加による交通

安全対策～」

新潟市中央区建設課

まちづくり係 主査 木原 寿明

(1）日和山小学校の誕生

新潟市中央区における生活道路の交通安全

対策の取組みは、新潟市立日和山小学校の校

舎移転に伴う通学路の変更を契機として行っ

た。

新潟駅の西側に中心市街地の古町地区があ

る。そこから、北に約 1.5㎞行ったところに

日和山小学校がある（図 31）。学区内には

元々4つの小学校があったが、少子化の進展

により、平成 27 年に1校に統合し、日和山小

学校が誕生した。周辺の交通状況の整理を

行ったところ、信濃川の川底を通る「新潟み

なとトンネル」（沈埋トンネル）を利用する通

過交通が、住宅地に流れ込んでいることがわ

かった（図 32）。

日和山小学校の目の前には、幅員約5 m

の狭い一方通行規制の市道（以下、「栄町銀

座」という。）がある。交通量調査をしたとこ

ろ、平日朝の登校時間帯の1時間に 100 台以

上の通過交通が確認された。交通事故の危険

性が高いため、学校や地域から、日和山小学

校地区における交通安全対策の要望があっ

た。そこで、新潟市では、平成 28 年3月に当

該地区を国土交通省の生活道路対策エリアに

登録し、国土交通省の技術的支援を受けなが

ら交通安全対策に取り組んだ。

(2）通過交通への懸念から検討開始

できるだけ現状に即した交通安全対策を行

うため、ワークショップ方式で検討を進める

ことにした。このワークショップには、①日

和山小学校の教員、PTA、交通安全推進協議

会などの学校関係者、②地域の自治会やコ

ミュニティ協議会、③国土交通省・新潟県警

察・新潟市などの行政、④（公財）国際交通

安全学会の4つの主体が参加した。

平成 28 年7月に、第1回ワークショップ

を実施した（図 33）。はじめに久保田尚教授

（埼玉大学）による生活道路の交通安全対策
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図 31 日和山小学校の概要

出典：報告者作成

図 32 通過交通の流れ

出典：報告者作成
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の紹介があった後、参加者が5つのグループ

に分かれて議論を行った。各グループから

は、「栄町銀座での交通安全対策が必要」、「通

過交通の状況確認などの現地調査が必要」と

の意見があった。

これを受けて、新潟市では、ナンバープ

レート調査や国土交通省提供による ETC2.0

プローブデータ2分析などにより実態把握を

行った。ナンバープレート調査では、平日の

午前7時 30 分から8時 30 分までの1時間に

栄町銀座を通過した車のナンバーを控えて、

新潟みなとトンネル付近の交差点で読み取っ

た番号と照合した。その結果、栄町銀座の入

口で捉えた 101 台の車のうち、67 台が観測さ

れ、栄町銀座を走行する車の約 66％が、新潟

みなとトンネルへの通過交通であることがわ

かった。

平成 28 年9月には、第2回ワークショッ

プを実施した（図 34）。交通実態の調査結果

を説明し、どこにどんな対策が必要か議論し

た。日和山小学校地区でのゾーン 30 の導入、

栄町銀座の入口へのライジングボラードの設

置、子ども達の登校時間帯の交通規制の実施

などについて意見があった。

これらの意見を踏まえ、行政で交通安全対

策の主な実施方針案をつくり、平成 28 年 11

月の第3回ワークショップで提案した（図

都市とガバナンス Vol.31

都市政策をめぐる研究交流の最前線

76

2 ETC2.0 に対応した車載器を搭載した車両に対し、渋滞回避や安全運転支援などの新たなサービスを展開するほか、自
動車の位置や速度などを道路管理者が取得することによる交通安全対策や渋滞対策等への活用が期待されている。

図 33 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討①

出典：報告者作成

図 34 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討②

出典：報告者作成

図 35 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討③

出典：報告者作成
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図 36 交通安全対策の主な実施方針案（短・中長期）

出典：報告者作成

図 37 平成 29 年4月までに実施した主な施策

出典：報告者作成
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栄町銀座の入口へのライジングボラードの設

置、子ども達の登校時間帯の交通規制の実施

などについて意見があった。

これらの意見を踏まえ、行政で交通安全対

策の主な実施方針案をつくり、平成 28 年 11
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図 33 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討①

出典：報告者作成

図 34 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討②

出典：報告者作成

図 35 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討③

出典：報告者作成
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35）。これを基に具体的な対策について議論

を行い、交通安全対策の実施方針を決定した

（図 36）。

実施方針に基づき、日和山小学校地区に

ゾーン 30 を導入し、栄町銀座には時間通行

規制とライジングボラードを1年間の試験運

用として設置し、狭さくやグリーンベルトな

どを設置した（図 37）。

(3）通学路でのライジングボラード運用開始

通学路におけるライジングボラードの運用

は、新潟市が全国で初めて実施した。ライジ

ングボラードとは、「自動で昇降する車止め」

である。普段は道路の下に潜っているが、交

通規制の開始時刻になると自動的に上昇して

道路を塞ぎ、終了時刻に下降する。人が操作

をする必要は無い。ライジングボラードは直

径8 cm、高さ約 70cmの樹脂製である。車

道の脇からのすり抜けを防止するために、ラ

イジングボラードの両脇にも固定ボラードを

設置した（図 38）。

(4）検証効果と改善、PDCAによる取組みの

継続へ

新潟市では、① ETC2.0 プローブデータ

（図 39）、②地域関係者へのアンケート（図

40）、③交通実態調査の3種類のデータを用

いて、これまでに実施した交通安全対策の効

果の検証に取り組んだ。

交通実態調査の結果、ライジングボラード

が上昇する平日朝の登校時間帯で、栄町銀座

の通過交通量の減少が確認できた（図 41）。

平成 29 年 12 月に、第4回ワークショップ

を実施し、交通安全対策に対する評価を行っ
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図 38 ライジングボラードの概要

出典：報告者作成

図 39 ETC2.0 プローブデータを活用した
効果検証

出典：国土交通省新潟国道事務所

図 40 効果検証結果

出典：報告者作成
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た（図 42）。参加者の評価は総じて高く、特

に今後の本格運用の是非が課題のライジング

ボラードは、非常に良好であった（図 43、図

44）。その一方で、「栄町銀座以外の別の抜け

道ができた」、「規制開始時間間際の駆け込み

通過が増えた」、「登校が安全になりすぎて、

かえって子どもたちの安全意識が低下した」

などの意見もあった。ワークショップで議論

された新たな危険箇所やその対策案について

は、警察及び市などで検討し、必要な対策を

実施していく方針とした。

今後の日和山小学校地区における交通安全

対策については、「新潟市中央区通学路交通

安全プログラム」に基づき、関係機関が連携

し、PDCAサイクルにより、継続的に対策の

改善・充実を図り、通学路の安全性の向上を

図っていくこととなった。

(5）おわりに

最後に、日和山小学校地区で交通安全対策

の取組みを進める上で、よかったと感じたこ

とを2点お話ししたい。
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図 41 交通実態調査による栄町銀座入口の
通過交通量（平成 29 年 10 月 19 日）

出典：報告者作成

図 42 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討④

出典：報告者作成

図 43 ワークショップでの実施済対策の評
価方法

出典：報告者作成

図 44 ワークショップでの実施済対策の評
価結果

出典：報告者作成
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通規制の開始時刻になると自動的に上昇して

道路を塞ぎ、終了時刻に下降する。人が操作

をする必要は無い。ライジングボラードは直

径8 cm、高さ約 70cmの樹脂製である。車

道の脇からのすり抜けを防止するために、ラ

イジングボラードの両脇にも固定ボラードを

設置した（図 38）。

(4）検証効果と改善、PDCAによる取組みの

継続へ

新潟市では、① ETC2.0 プローブデータ

（図 39）、②地域関係者へのアンケート（図

40）、③交通実態調査の3種類のデータを用

いて、これまでに実施した交通安全対策の効

果の検証に取り組んだ。

交通実態調査の結果、ライジングボラード

が上昇する平日朝の登校時間帯で、栄町銀座

の通過交通量の減少が確認できた（図 41）。

平成 29 年 12 月に、第4回ワークショップ

を実施し、交通安全対策に対する評価を行っ
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図 38 ライジングボラードの概要

出典：報告者作成

図 39 ETC2.0 プローブデータを活用した
効果検証

出典：国土交通省新潟国道事務所

図 40 効果検証結果

出典：報告者作成
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まず1点目は、ワークショップ形式で議論

を重ねていった結果、地域の理解を得られた

ことである。地域住民の中には、当初、交通

規制が自身の生活に不利益を及ぼすのではな

いかと不安視する方もいた。しかし、ワーク

ショップを通していろいろな視点で議論を重

ね、課題やアプローチ方法を共有することが

できたことで、懸念の声がなくなり、対策の

必要性に理解を得ることができた。

2点目は、地元との信頼関係で対策工事を

円滑に実施できたことである。ワークショッ

プを通じて地元の方と信頼関係を構築でき、

対策の実施に向けた地元説明会などで地元の

方に、対策の内容や今後の工事の実施等につ

いて、ご理解をいただくことができた。その

結果、対策工事を無事に終えることができ、

より安全になった通学路で、平成 29 年4月

の公社移転による開校を迎えることができ

た。
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4 パネルディスカッション

［コーディネーター］

埼玉大学大学院理工学研究科

准教授 小嶋 文

［パネリスト］

世田谷区土木部交通安全自転車課

交通安全担当 係長 福島 恵一

新潟市中央区建設課

まちづくり係 主査 木原 寿明
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民に当事者意識を持ってもらうために工夫し
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小嶋准教授 世田谷区、新潟市からの事例報

告で、「ふたこたまご通信」や「かわら版」の

紹介があった。こうしたリーフレットの配付

地域を広げることで、住民の当事者意識が醸

成されるのではないか。

交通安全対策は、住民間の利害調整が大変

ではないか。

福島氏 住民同士の利害対立は、ある意味必

ず生じる。どちらか一方を悪者にして、もう

一方の利益を優先するのではなく、「みんな

がまちを大事に思っている」という基盤を踏

まえつつ、どのように交通安全対策を進めて

いけるかが、自治体にとって重要である。

○サイレント層の意識

小嶋准教授 社会実験前の意識調査における

サイレント層の中には、交通対策案への理解

が不足しているため意見を言わない可能性も

見られている。しかし、社会実験後の意識調

査におけるサイレント層は、実際に交通対策

案を体験して、それを許容したため意見を言

わない傾向がある。社会実験前後で、人々が

サイレント層に属する意味が異なることに留

意する必要がある。

そして、複数の事例において、社会実験後

は意識調査の回収率が低くなり、かつ、交通

対策案に反対意見を持つ人ほど回答する傾向

がある。そのため、社会実験前後の結果で各

意見の割合を比較すると、社会実験後に反対

意見の割合が増加したように見える。社会実

験後の意識調査におけるサイレント層には、

交通対策案を許容している人が多い可能性を

踏まえて意識調査の結果を活用してほしい。

○子どもを対象とした交通安全教室

福島氏 世田谷区では、小学校の PTA に、

低学年を対象とした交通安全教室の実施を依

頼している。1年生では歩き方教室を、3年

生で自転車教室を行っている。幼稚園につい

ては、要望があったところに対し、幼児を惹

き付けて説明するスキルのある NPO法人に

区からの委託で講習に行ってもらっている。

しかし、保育園では難しいようだ。

スケアードストレートについては、中学校

在学中に必ず1回は体験できるよう、区立の
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まず1点目は、ワークショップ形式で議論

を重ねていった結果、地域の理解を得られた

ことである。地域住民の中には、当初、交通

規制が自身の生活に不利益を及ぼすのではな

いかと不安視する方もいた。しかし、ワーク

ショップを通していろいろな視点で議論を重

ね、課題やアプローチ方法を共有することが

できたことで、懸念の声がなくなり、対策の

必要性に理解を得ることができた。

2点目は、地元との信頼関係で対策工事を

円滑に実施できたことである。ワークショッ

プを通じて地元の方と信頼関係を構築でき、

対策の実施に向けた地元説明会などで地元の

方に、対策の内容や今後の工事の実施等につ

いて、ご理解をいただくことができた。その

結果、対策工事を無事に終えることができ、

より安全になった通学路で、平成 29 年4月

の公社移転による開校を迎えることができ

た。
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中学校を3つのグループに分けて、1年ずつ

ローテーションしている。一般向けには、イ

ベントのプログラムの1つとして実施した

り、PTA主催で小学校の公開授業の後に実

施し、保護者にも体験してもらうなど、要望

に基づいて実施している。

「子どもの交通安全」は、保護者を通じて学

校・家庭を巻き込み、地域が一体となった活

動にもつながる重要かつ有効な視点である。

○ライジングボラードの操作

木原氏 ライジングボラードの設置にあた

り、リモコンを 10 台程度準備した。警察の

通行の許可を得た方で、リモコン貸与を申し

出た人に対して、リモコンの配付を行う予定

だった。しかし、通行規制中の時間帯にどう

しても車で通行しなければならない家庭はな

かったようで、貸与申請はなかった。

小嶋准教授 緊急車両がライジングボラード

の操作を行うことは可能か。

木原氏 ライジングボラードの操作は、リモ

コンのほか、現地に設置してあるボタンでも

可能である。ボタンの操作によって下降した

ライジングボラードは、一定時間が経過する

と自動で上昇する仕組みである。

○ライジングボラード導入のメリット

木原氏 ライジングボラードのメリットは、

通行規制の看板を出したり引っ込めたりする

人員を必要としないところである。また、通

行規制を行うのが人ではなく機械であるた

め、無理に通行しようとするドライバーと住

民とのトラブルが起こらないこともメリット

の1つである。

小嶋准教授 住民ボランティアとドライバー

のトラブルは、他の地域でもよく耳にする。

ライジングボラードが多くの地域に普及す

れば、安価での導入が可能になるだろう。

○住民からの要望で実現できなかったこと

木原氏 夕方にもライジングボラードによる

通行規制をしてほしいという要望があった。

子ども達の下校時も安全にしたいという気持

ちは理解できるが、下校時間の幅が広く、他

の交通への影響も大きいため断念した。その

代わりに、狭さくを立てて、下校時も車両の

速度を抑制する対策を行った。

○迂回路の検討

木原氏 そもそも、生活道路に通過交通車両

が流れ込んでいるのは、新潟みなとトンネル

へ向かう道路の渋滞が大きな要因と考えてい

る。調査の結果、新潟みなとトンネルに向か

う海岸沿いの市道を1車線拡幅すると渋滞緩

和の効果が高いことがわかった。現在、道路

の拡幅について検討を進めている。

○通学路の合同点検

木原氏 通学路の合同点検は、通学路安全プ

ログラムに位置づけられている。学校からあ

がってきた通学路の危険箇所について、所轄

の警察署、新潟市中央区建設課、総務課、教

育支援センターの体制で、1案件ずつ議論を

行っている。必要に応じて、合同点検を実施

している。

○ドライバーからの苦情

福島氏 ゾーン 30 はスクールゾーンのよう
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な通行禁止ではなく、あくまで速度規制であ

り、取り締まりもないため、ドライバーから

の苦情はない。二子玉川以外でもゾーン 30

を導入しているが、それらは住民ではなく警

察主導のため、地域の住民がゾーン 30 の実

施を知らない場合があった。二子玉川のよう

に、住民が望んで導入し、周知にも引き続き

取り組むことが重要。最近になって、導入の

住民要望がされたり、すでに導入している区

域について、小学校の PTAからもっと発信

を強化して周知しようという声が上がり始め

た。そうした活動をうまく育てていきたい。

木原氏 日和山小学校の交通安全対策におい

てもドライバーからの苦情はなかった。ライ

ジングボラードを導入する前に、ドライバー

に対して周知を行った。具体的には栄町銀座

に流れ込む車の走行ルート沿いに予告看板を

設置した。また、平成 29 年4月のライジン

グボラードの運用開始日には、マスコミに新

聞やテレビニュースなどで取り上げてもら

い、多くの方に知っていただくことができ

た。

○無関心な住民を政策に巻き込む方法

小嶋准教授 ワークショップや説明会に参加

しない住民に対しては、アンケートを実施す

ることで意見を集めることができる。あわせ

て社会実験も実施すれば、住民を否応なしに

交通安全対策に巻き込むことができる。

以前に、抜け道をするドライバーにアン

ケートを実施したことがある。ドライバーに

沿道の住民が困っていることを伝えること

で、自分が迷惑運転をしている事実に初めて

気づくようだ。交通安全対策だけでなく、住

民との合意形成が困難な場面は多々あるだろ

う。周囲に迷惑をかける人に対して、地域が

どれだけ困っているかの気づきを促すことが

必要ではないか。

福島氏 交通安全対策は、ある期日までに一

定の合意形成に至らなければならないケース

があまりない。つまり、継続的に議論できる

し、またその必要がある。現況がどうなって

いるか、利害対立する主体が互いのどんなと

ころに迷惑しているのか、理解しあうことが

重要で、ワークショップや説明会による日頃

からの啓発が欠かせない。自治体ができるこ

とには当然限界があるのだから、個別の要望

や苦情を全部引き受けてしまうのではなく、

地域でできることを何かしたいという人たち

が活動するための支援に、もっと注力すべき

ではないか。例えば、信号設置の可否判断は

警察に任せるとして、信号の有無に関わら

ず、より安全に横断できるようにするために

地域が何ができるかを、地域と共に考えると

いうような。これにより新たな関心を呼び起

こし、参加を高めることもできる。その意味

で、何について合意形成するのかを、もう一

度見つめ直すことが必要ではないか。

木原氏 日和山小学校での交通安全対策ワー

クショップの開催案内を、学校の保護者や地

元にかわら版などでお知らせしたが、当日

ワークショップに参加いただけなかった方で

も、小学校や中学校を通じてアンケートを配

布すると、回答していただいた保護者の方は

多かった。アプローチの仕方を変えることで

参加されない方にも参加してもらえるように

なった。
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中学校を3つのグループに分けて、1年ずつ

ローテーションしている。一般向けには、イ

ベントのプログラムの1つとして実施した

り、PTA主催で小学校の公開授業の後に実

施し、保護者にも体験してもらうなど、要望

に基づいて実施している。

「子どもの交通安全」は、保護者を通じて学

校・家庭を巻き込み、地域が一体となった活

動にもつながる重要かつ有効な視点である。

○ライジングボラードの操作

木原氏 ライジングボラードの設置にあた

り、リモコンを 10 台程度準備した。警察の

通行の許可を得た方で、リモコン貸与を申し

出た人に対して、リモコンの配付を行う予定

だった。しかし、通行規制中の時間帯にどう

しても車で通行しなければならない家庭はな

かったようで、貸与申請はなかった。

小嶋准教授 緊急車両がライジングボラード

の操作を行うことは可能か。

木原氏 ライジングボラードの操作は、リモ

コンのほか、現地に設置してあるボタンでも

可能である。ボタンの操作によって下降した

ライジングボラードは、一定時間が経過する

と自動で上昇する仕組みである。

○ライジングボラード導入のメリット

木原氏 ライジングボラードのメリットは、

通行規制の看板を出したり引っ込めたりする

人員を必要としないところである。また、通

行規制を行うのが人ではなく機械であるた

め、無理に通行しようとするドライバーと住

民とのトラブルが起こらないこともメリット

の1つである。

小嶋准教授 住民ボランティアとドライバー

のトラブルは、他の地域でもよく耳にする。

ライジングボラードが多くの地域に普及す

れば、安価での導入が可能になるだろう。

○住民からの要望で実現できなかったこと

木原氏 夕方にもライジングボラードによる

通行規制をしてほしいという要望があった。

子ども達の下校時も安全にしたいという気持

ちは理解できるが、下校時間の幅が広く、他

の交通への影響も大きいため断念した。その

代わりに、狭さくを立てて、下校時も車両の

速度を抑制する対策を行った。

○迂回路の検討

木原氏 そもそも、生活道路に通過交通車両

が流れ込んでいるのは、新潟みなとトンネル

へ向かう道路の渋滞が大きな要因と考えてい

る。調査の結果、新潟みなとトンネルに向か

う海岸沿いの市道を1車線拡幅すると渋滞緩

和の効果が高いことがわかった。現在、道路

の拡幅について検討を進めている。

○通学路の合同点検

木原氏 通学路の合同点検は、通学路安全プ

ログラムに位置づけられている。学校からあ

がってきた通学路の危険箇所について、所轄

の警察署、新潟市中央区建設課、総務課、教

育支援センターの体制で、1案件ずつ議論を

行っている。必要に応じて、合同点検を実施

している。

○ドライバーからの苦情

福島氏 ゾーン 30 はスクールゾーンのよう
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Column

○総括

小嶋准教授 世田谷区、新潟市から紹介の

あった住民活動を支援するための工夫は、他

の地域でも取り入れることが可能だと思う。

本日はありがとうございました。
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注）都市とガバナンス第 30 号 56 頁本文3行目 1986 年→ 1896 年の誤りでした。

コミュニティの迷い道～現在！過去×未来？～ （人間味のある技術者）

生前は無名で作品はほとんど売れていなかったのに死後に有名になった同時代の二人の
作家、宮沢賢治とフランツ・カフカ。どちらも本職があり、しかも専門職として仕事に真
剣に取り組んでいたことはあまり知られていない。
宮沢賢治は、農芸化学を学んだ農業技術者だった。賢治は、農民の肥料相談に応じ、肥
料の設計も行っていた。故郷の土地は酸性度が高く土壌改良が必要、そうした思いだった
ようだ。彼の童話『グスコーブドリの伝記』では、空から肥料を降らせるというシーンが
ある。“イーハトーブ火山局では、次のようなポスターを村や町へ張りました。・・・「窒素
肥料を降らせます。ことしの夏、雨といっしょに・・・」”

フランツ・カフカは、ボヘミア王国労働者傷害保険協会プラハ局の職員だった。半官半
民の組織だが身分は官吏。カフカは工場現場に出入りし、労働者の食堂にも詳しかった。
協会の年次報告に彼が書いたのは、製材機械をめぐってである。指先を失った手の図とと
もに、新しい機械の欠陥を、構造にわたって詳しく述べているという（池内紀『カフカの
生涯』p.150、新書館、2004 年）。彼が生前に発表した小説『流刑地にて』では、処刑のた
めの特別な拷問機械が登場する。その仕組みの解説のリアルさ、機械の非人間性は作者の
体験に基づくものであった。

時に産業革命で社会が大きく変わりつつあった。激しい競争の中で経営者たちは経済効
率性を重視し、そこにいる人間存在は日が当たらないことも多かった。地域社会も農村も
産業化の波に呑み込まれていた。そうした中で、宮沢賢治とフランツ・カフカは、地域社
会、産業社会を少しでも人間味のあるものにと考えていた。そして、その人間姿勢は、宮
沢賢治とフランツ・カフカの作品を魅力あるものとした。
池内紀は、“フランツ・カフカは、数多くの出張を通して近代産業の内幕をよく知ってお
り、その点、20 世紀の作家たちのなかで、ただ一人の例外だった”（池内紀、前掲書 p.146）
と評している。村上春樹は、小説『海辺のカフカ』の中で“カフカは・・・その複雑な機
械のことを純粋に機械的に説明しようとする。・・・そうすることによって彼は、僕らの
置かれている状況を誰よりもありありと説明することができる。・・・”（新潮文庫版（上）
p.118-119）と主人公に語らせている。
人間疎外をテーマにした安部公房は、一人娘を“ねり”と名付けている。賢治の童話の
主人公グスコーブドリの妹の名前である。

（文学を愛好する地方の専門技術者）
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まちづくりの新展開－公共施設・大型商業施設をめぐる広域調整－

公共施設等の再編における
広域連携と合意形成のあり方

下関市立大学経済学部教授 水谷 利亮

本稿では、人口減少社会・「縮減社会」で広域連携による公共施設等の再編における合意形成やガバナ

ンスのあり方に関して、先行研究における関連する論点・知見を整理した後に、一部事務組合など現行

の広域連携制度を活用して公立病院再編に取り組んだ奈良県と圏域の 12 市町村による南和広域医療組

合の取り組み事例を整理・分析した。

公共施設等の再編においては、圏域で機構ベースの一部事務組合や広域連合などの自治体間連携を基

盤に広域連携を工夫する「多元・協働型自治」のあり方を模索することが、構成自治体の自治を尊重し

ながらも、公正で丁寧な合意形成と民主的なガバナンスにつながっていくことを示唆した。

はじめに

公共施設等は、住民生活や企業活動に不可

欠な社会資本で、「住民の暮らしを支える共

同生活条件」として多くは「コミュニティの

中に不可分に溶け込んだ社会的装置」でもあ

る1。その再編が、現代日本の地方自治の最

重要な課題の1つとなっており、広域連携に

より取り組むケースも増えつつある。総務省

が「地方創生」の一環として「公共施設等総

合管理計画」の策定を自治体に推奨し、ほと

んどの自治体が策定して実施の段階に移行し

ているが、自治体が行政として「上」からの

立場で一方的に再編・統廃合を進める傾向も

みられ、地域・住民と対立・摩擦を生み出す

ケースが増えている。そのようなマイナスの

影響を減らすには、地域・住民が納得するプ

ロセスを踏んで丁寧な合意形成がなされるこ

とが求められている。さらに、広域連携によ

る場合は、構成自治体間での公正な合意形成

も必要になる。

本稿では、人口減少社会・「縮減社会」で広

域連携による公共施設等の再編における合意

形成やガバナンスのあり方に関して、いくつ

かの先行研究を整理し、一部事務組合など現

行の広域連携制度を活用して公立病院再編に

取り組んだ事例の検討を行いながら、若干の
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1 森裕之「公共施設の再編と住民参加」立命館大学政策科学会『政策科学』25 巻1号、2017 年、23 頁。
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考察を加えることにする。

なお、自治体や国が整備する社会資本の公

共建造物には、道路、橋梁、港湾、上下水道

などの公共土木施設（インフラ）と、庁舎、

学校・社会教育・文化施設、図書館、福祉・

医療施設、体育・スポーツ施設、公営住宅な

どの公共施設（ハコモノ）がある2。「公共施

設等総合管理計画」では、公共土木施設を含

んで「公共施設等」としており3、本稿では、

公共施設（ハコモノ）である公立病院の再編

などを扱うが、その場合も「公共施設等」と

いうことにする。

1 公共施設等・「空間制御」の合意形成と広

域連携

金井利之らは、戦後日本の「人口増加・経

済拡大社会」と対比して人口と経済の両面で

の減少・縮小を包括して「縮減社会」といい、

「空間利活用の有無を包括した形で、空間の

あり方を左右する政策」として「空間制御」

に焦点をあて、合意形成と自治の問題を研究

している4。まず、ここでは、主としてこの

研究によりながら関連するいくつかの論点・

知見をピックアップして整理したい。

(1）「縮減社会」の「空間制御」と合意形成

縮減社会では、空間利活用も「減少・縮小

する、あるいは、するべき」で、「多くの空間

を利活用するという選択は非現実的であっ

て、利活用する空間と利活用しない空間との

振り分けを行うこと」も空間制御をめぐる課

題で、そこでの合意形成が重要だという5。

そして、「空間のあり方によって最も影響を

受けるのは、その空間に現実に関わる人々で

あり、地権者や住民など地域社会の人々であ

る」から、権力的に空間制御の政策決定を行

う主体は「住民に最も近い自治体」であり、

「合意形成の前面に登場するのは、自治体」で

あるとする。それは基礎的自治体である市町

村であり、続いて都道府県であるが、市町村

を支援・補完する広域的自治体である都道府

県による二層制のもとでの機能・役割も視野

に入ってくる。

二元代表制では、自治体の政策決定は、基

本的には首長と議会が担い、一方または両方

の同意があれば政策は決定される。代表機関

またはその構成員の同意を得るために行われ

る対応を「代表レベルの合意形成」という6。

代表民主制のもとで代表機関の意思が住民の

意思とみなす「擬制」が働くため、政策決定

に住民や関係者の同意は必ずしも必要ない

が、自治体などが重要な政策を決定する場合

に住民・関係者との合意形成が図られること

が多く、この対応を「住民レベルの合意形成」

と呼んでいる。その必要性の根拠は、①「代

表機関と住民の自同性の確保（民主主義的意
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2 森裕之『公共施設の再編を問う－「地方創生」下の統廃合・再配置－』自治体研究社、2016 年、5頁。
3 総務省自治財政局財務調査課長「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の改訂について」（総財務第 28 号、
平成 30 年2月 27 日）。

4 金井利之編著『縮減社会の合意形成－人口減少時代の空間制御と自治－』第一法規、2019 年、11 － 12 頁。この章の内容
は、この所収論文のうち、金井利之「合意形成という問題」、齋藤純一「合意形成における理由の検討」、嶋田暁文「人口減
少・経済縮小時代の合意形成－差異への着目」、礒崎初仁「都道府県の政策決定と合意形成―政策事例に基づく実証分析の
試み」、金井利之「空間制御の合意形成理論序説」、に主として依っている。
5 金井、11 － 12 頁。
6 礒崎、176 － 177 頁。
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義）」、②「政治的少数者の権利・利益の確保

（自由主義的意義）」、③「円滑な政策執行の確

保（実践的意義）」、などで、実際の合意の成

立以上に「『合意形成』の努力」が重要だと考

えられている。

今後の自治体の合意形成のあり方では、①

「合意形成の努力は必要だが、合意の成立ま

で求めることはできないし、妥当でもない」

こと、②「議会における『熟議』を一層重視

する必要」があること、③「政策類型の違い

を踏まえて合意形成の方針を考える必要」が

あり、「費用負担を求められる住民や事業者

に対してより丁寧な合意形成の努力」が必要

なこと、④合意形成の手法は、「説明・論証」

を基本に、場合によって「権威の利用」、「譲

歩」、「圧力・威嚇」も活用すべきだと指摘さ

れている7。

なお、すべての政策決定において「個々人

の基本的人権あるいは権利と衝突しうる」の

で、その回避に個々の権利者との合意形成が

求められるが、公共施設等の再編など空間制

御の政策決定では、「空間として、周辺の非所

有者・所有者に大きな影響」を強く持つ「外

部性」があり、合意形成の必要性は通常の政

策一般以上に高くなるという8。

縮減社会では、人口密度の低下で各種施設

の費用対効果が低下し、税収減で政府財政の

希少性が高まることから、自治体が取りうる

空間制御の方法・戦略として6つ指摘されて

いる9。①老朽施設の修繕放棄や小・中・高

等学校の廃校化などの「政策的撤退」、コンパ

クトシティ化などの「縮退」、②「共通資源の

共同利用」などの「自治体間連携」、③「統治

効率の向上化」を徹底した「自治体再編」・市

町村合併、さらに住民への負担転嫁として自

治体から住民に対し、④行政だけでは問題解

決できないとして「協働」を求めること、⑤

行政の地域対応に限界があるとして地域運営

組織の設立・運営による地域課題の自主的解

決など「住民の自立化」を求めること、⑥住

民自らが、祭りの存続や耕作放棄地をどうす

るかなど「地域のあり方の再定義」をめぐる

話し合いを行うこと、などである。

空間制御の関係当事者は「合意形成主体」

であり、「現状変更を求める主張」を実現する

うえで「合意」が必要と見なされる主体であ

る10。合意形成主体ではないが、「そのプロセ

スに影響を与えたり、介入したりする主体」

を「影響主体」といい、自治体やマスコミ、

研究者・専門家集団などの場合がある。後の

病院再編事例では、奈良県立医科大学と附属

病院が影響主体と考えられる。「現状変更を

求める主張」が表明され、合意形成主体に

よって考慮や対応の必要があると見なされた

時に合意形成主体と影響主体とが織りなす

「合意形成プロセス」が始まる。

ただ、住民でも自治体でも具体的にどの範

囲までが合意形成主体となるかは、個別の事

例によって異なり、「現状変更を求める主張」

がなされる際の「フレーミング」の仕方で左
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7 礒崎、194 頁。
8 金井、214 － 215 頁。
9 嶋田、45 － 46 頁。
10 嶋田、47 － 48 頁。
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右される。フレーミングとは、「提案（＝現状

変更を求める主張）が“どのような問題を前

提としており、それが実行されることにどの

ような意味があるのか”という点をめぐる

『認識枠組みの設定』を行うこと」である11。

例えば、後の病院再編事例では、フレーミン

グを、当初に単に3つの公立病院の再編と捉

えていたら、合意形成主体は既存病院を設置

していた市町村・住民と奈良県が主となる

が、実際には南和地域の医療再生という地域

課題として捉えたので、へき地診療所をもつ

村を含む南和地域1市3町8村と圏域住民、

及び奈良県などとなった。

縮減社会では、利用できる資源減少でこれ

まで享受してきた利益の喪失・減少を被る

人々が多くなり、最低限の行政サービスの維

持でも新たな負担が求められる事態が予想さ

れ、なぜ利益の後退や負担増が避けられない

かを示す「理由の提示」が必須となる12。そ

こでは、「貨幣（とりわけ金銭的補償）を調整

の媒体とするような合意形成が効力を持つ範

囲は限られ」、「理由の交換・検討を調整の媒

体」として重視する合意形成が多くなる。自

治体が、「必要な情報を開示し、住民との対話

を積み重ね、彼らの意見を精査・集約し、そ

れらを公共施設再編の中へ誠実に取り込ん

で」いくためにも、今まで以上に「理由の提

示」とアカウンタビリティ・説明責任を果た

すことが求められる13。

現実の合意形成場面では、合意形成主体間

は必ずしも対等な関係ではなく、交渉力は

「（ときとして圧倒的に）非対称的」であり14、

「パワーの不均衡」15があるので、不利な立場

にある主体は合意形成の帰結が意に沿わない

場合でも何らかの補償の提示や条件の譲歩が

あれば、合意を受容する傾向がある。非対称

性の条件のもとで、合意形成が「不公正

（unfair）」と判断される基準が3つ指摘され

ている16。①合意内容の帰結に甚大な影響を

被りうると見られる「特定の人々が恣意的に

排除される場合」、②理由を交換して説得の

コミュニケーションを含む交渉の過程で合意

形成主体の1つが一方的なコントロールのも

とに置かれる「相互性の毀損」がある場合、

③合意形成過程で異論に対する理由の応答が

実質的なものでなくアカウンタビリティが形

骸化・欠如する場合に、合意形成は不公正と

判断される。

(2）公共施設等・「空間制御」と広域連携

縮減社会では、人口・成員の減少と財政難

が相俟って既存の公共施設等のユニットをそ

のまま維持することが困難になる地域が増

え、「既存の境界を越えて共同で設置する施

設や共同で提供するサービス等に向けた再

編」の必要性が増し17、市町村レベルでは広

域連携・自治体間連携が拡大する。そのメ

リット・成果としては、施設総量の抑制、財
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11 嶋田、48 頁。
12 齋藤、42 － 43 頁。
13 森、2017 年、23 頁。
14 齋藤、38 － 39 頁。
15 嶋田、52 頁。
16 齋藤、39 － 40 頁。
17 齋藤、42 － 43 頁。
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義）」、②「政治的少数者の権利・利益の確保

（自由主義的意義）」、③「円滑な政策執行の確

保（実践的意義）」、などで、実際の合意の成

立以上に「『合意形成』の努力」が重要だと考

えられている。

今後の自治体の合意形成のあり方では、①

「合意形成の努力は必要だが、合意の成立ま

で求めることはできないし、妥当でもない」

こと、②「議会における『熟議』を一層重視

する必要」があること、③「政策類型の違い

を踏まえて合意形成の方針を考える必要」が

あり、「費用負担を求められる住民や事業者

に対してより丁寧な合意形成の努力」が必要

なこと、④合意形成の手法は、「説明・論証」

を基本に、場合によって「権威の利用」、「譲

歩」、「圧力・威嚇」も活用すべきだと指摘さ

れている7。

なお、すべての政策決定において「個々人

の基本的人権あるいは権利と衝突しうる」の

で、その回避に個々の権利者との合意形成が

求められるが、公共施設等の再編など空間制

御の政策決定では、「空間として、周辺の非所

有者・所有者に大きな影響」を強く持つ「外

部性」があり、合意形成の必要性は通常の政

策一般以上に高くなるという8。

縮減社会では、人口密度の低下で各種施設

の費用対効果が低下し、税収減で政府財政の

希少性が高まることから、自治体が取りうる

空間制御の方法・戦略として6つ指摘されて

いる9。①老朽施設の修繕放棄や小・中・高

等学校の廃校化などの「政策的撤退」、コンパ

クトシティ化などの「縮退」、②「共通資源の

共同利用」などの「自治体間連携」、③「統治

効率の向上化」を徹底した「自治体再編」・市

町村合併、さらに住民への負担転嫁として自

治体から住民に対し、④行政だけでは問題解

決できないとして「協働」を求めること、⑤

行政の地域対応に限界があるとして地域運営

組織の設立・運営による地域課題の自主的解

決など「住民の自立化」を求めること、⑥住

民自らが、祭りの存続や耕作放棄地をどうす

るかなど「地域のあり方の再定義」をめぐる

話し合いを行うこと、などである。

空間制御の関係当事者は「合意形成主体」

であり、「現状変更を求める主張」を実現する

うえで「合意」が必要と見なされる主体であ

る10。合意形成主体ではないが、「そのプロセ

スに影響を与えたり、介入したりする主体」

を「影響主体」といい、自治体やマスコミ、

研究者・専門家集団などの場合がある。後の

病院再編事例では、奈良県立医科大学と附属

病院が影響主体と考えられる。「現状変更を

求める主張」が表明され、合意形成主体に

よって考慮や対応の必要があると見なされた

時に合意形成主体と影響主体とが織りなす

「合意形成プロセス」が始まる。

ただ、住民でも自治体でも具体的にどの範

囲までが合意形成主体となるかは、個別の事

例によって異なり、「現状変更を求める主張」

がなされる際の「フレーミング」の仕方で左
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7 礒崎、194 頁。
8 金井、214 － 215 頁。
9 嶋田、45 － 46 頁。
10 嶋田、47 － 48 頁。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　086 2-1_シリーズ（水谷先生） (1).mcd  Page 6 19/04/11 09:09  v5.51

政負担の軽減、人員の効率化、サービスの質

の向上、単独で取り組むことが困難な新サー

ビスの提供、利便性の向上、などが指摘され

ている18。

自治体間連携による対応では、市町村間の

水平連携、1市町村と都道府県による垂直連

携、後の事例でもみる市町村間水平連携と都

道府県による垂直連携など、多様な自治体間

連携の方法がとられる。広域連携には、連携

協約を締結して定住自立圏形成などによる政

策ベースのものと、広域連合や一部事務組合

など別法人設立をともなう機構ベースがあ

り、後者の場合そこからの離脱が難しく、取

り組む時のハードルが高くなる。

自治体間連携の構成自治体にとっては、当

該政策に関して単独で意思決定ができず、迅

速・状況適応的な対応が難しくなり、住民に

よる民主的統制が及びにくく、住民の意思も

反映されにくくなり、責任の所在が不明確に

なるなど、デメリット・「民主主義の赤字」問

題が指摘される19。住民は自身が属する自治

体に対してのみ参政権をもち、広域連携の

パートナーである他の自治体や広域連合など

に対してはもたない。広域連合などでは独自

の議会が設置され、広域連合などに対し住民

は自ら属する自治体の首長や議会議員を通し

て間接的に民主的統制を行使することにな

る。運用の実態をみると、一部事務組合や広

域連合では、議会の審議が形骸化し、住民に

よる実質的統制が及びにくく、構成団体の意

見調整に手間がかかり、協議を調えることが

難しい20。連携協約による定住自立圏形成な

どでは、個別自治体レベルにおけるアカウン

タビリティを十分に確保しにくいことがあ

る。

「民主主義の赤字」については、構成団体の

立場から「民主主義の黒字」もあるとの見方

がある21。広域連合などでは、構成団体が拒

否権をもつため合意形成が困難といわれる

が、逆にいえば構成団体からの統制が効いて

おり、自治体の首長や議会の広域連合に対す

るガバナンスは一定程度機能しているとも考

えられる。

いずれにせよ、住民が自ら属する自治体を

通じて広域連合などを規律付け、構成自治体

に対するアカウンタビリティ・説明責任を十

分に確保するガバナンスの仕組みを工夫する

必要がある。例えば22、広域連携の構成自治

体の各議会に広域連合など圏域での取り組み

に関する委員会を設置してチェックすること

や、中心市などと近隣市町村との「丁寧な調

整」や首長同士の定期的協議を中心市宣言や

連携協約などに書き込むことも考えられる。

構成自治体の議会だけでなく、首長・執行機

関も連携する事務のあり方や運用状況を監視

することで、広域連合などに対するガバナン

スを確保することが重要となる。
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19 嶋田、58 － 59 頁。
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2 奈良県南和地域における公立病院の再編

と広域連携

これまでみてきた公共施設等の再編と合意

形成に関する論点・知見をふまえながら、次

にここでは、公共施設等の具体的な再編事例

として、奈良県にある一部事務組合の南和広

域医療組合（2016 年4月から南和広域医療企

業団）の取り組みにおける合意形成やガバナ

ンスのあり方を簡単に整理･分析したい23。

(1）取り組みの概要と背景、経緯

奈良県での県と市町村による自治体間連携

の取り組みを総称して「奈良モデル」といい、

「奈良県と県内市町村、市町村同士が連携・協

働して行政の効率化や地域の活力の維持・向

上を図っていく、奈良県という地域にとって

最適な地方行政の仕組みを目指す取り組み」

のことである24。その一環で、南和保健医療

圏の県立病院を含む公立3病院を1救急病院

（急性期）と2地域医療センター（回復期・慢

性期）に再編して地域医療に貢献するため、

県と圏域の全市町村（1市3町8村）が構成

団体となる一部事務組合を設立して効率的な

経営体制を構築し、看護専門学校も設置し

た25。「南和の医療は南和で守る」が基本理念

である。

再編前に公立3病院は急性期病院として運

営していたが、新医師臨床研修制度導入以

降、医師が著しく減少して診療科の縮小・閉

鎖による急性期と救急医療の機能が急速に低

下し、保健医療圏の入院患者の圏内受療率が

4割と著しく低下した。圏内人口の減少で入

院患者・外来患者が減少傾向にある中で、住

民の高齢化に対応する急性期から回復期・慢

性期まで切れ目ない医療提供体制の構築と広

範囲に及ぶ山間部の医療需要に対応し、公立

へき地診療所への安定した医師・看護師の配

置と指導機能を確保し、ドクターヘリを導入

する必要があった。

取り組みの経緯は、まず、2009 年から、奈

良県と五條市・吉野町・大淀町・下市町によ

り南和公立病院等のあり方について検討会を

7回開催し、その後、2010 年に、奈良県と南

和保健医療圏内1市3町8村が参加する「奈

良県・市町村長サミット」で南和の医療の状

況と協議会設置について協議を経て、知事が

会長で、圏域の 12 市町村長を構成員とする

「南和の医療等に関する協議会」を設置した。

南和公立3病院長と地区医師会・歯科医師

会・薬剤師会各代表者、県立医科大学教授、

管轄保健所長、行政職員（県・市町村）を委

員とする専門部会などで、新病院体制の構築

に向けて議論・検討を重ねた。また、県担当

課長と構成市町村副首長を構成員とした事務

の協議会を議論と提案の場とし、多いときに

は毎週会議を開催し、取りまとめた内容を

「南和の医療等に関する協議会」で意思決定

し、適時に「奈良県・市町村長サミット」に
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23 本章の内容は、主に、総務省公表の「地方公営企業の抜本的な改革等に係る先進・優良事例集」の更新に伴って 2018 年
2月に奈良県が総務省に提出した行政資料「病院（再編・ネットワーク化）」による。

24 奈良県地域振興部「奈良県と市町村の自治体連携・協働地域の活力の維持・向上目指す『奈良モデル』」『地方行政』2015
年 11 月 30 日号、8－ 12 頁。

25 「奈良モデル」のあり方検討委員会『奈良モデルのあり方検討委員会報告書 奈良モデル～人口減少・少子高齢社会に立
ち向かう県と市町村の総力戦～』（2017 年3月）、19 － 21 頁。
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政負担の軽減、人員の効率化、サービスの質

の向上、単独で取り組むことが困難な新サー

ビスの提供、利便性の向上、などが指摘され

ている18。

自治体間連携による対応では、市町村間の

水平連携、1市町村と都道府県による垂直連

携、後の事例でもみる市町村間水平連携と都

道府県による垂直連携など、多様な自治体間

連携の方法がとられる。広域連携には、連携

協約を締結して定住自立圏形成などによる政

策ベースのものと、広域連合や一部事務組合

など別法人設立をともなう機構ベースがあ

り、後者の場合そこからの離脱が難しく、取

り組む時のハードルが高くなる。

自治体間連携の構成自治体にとっては、当

該政策に関して単独で意思決定ができず、迅

速・状況適応的な対応が難しくなり、住民に

よる民主的統制が及びにくく、住民の意思も

反映されにくくなり、責任の所在が不明確に

なるなど、デメリット・「民主主義の赤字」問

題が指摘される19。住民は自身が属する自治

体に対してのみ参政権をもち、広域連携の

パートナーである他の自治体や広域連合など

に対してはもたない。広域連合などでは独自

の議会が設置され、広域連合などに対し住民

は自ら属する自治体の首長や議会議員を通し

て間接的に民主的統制を行使することにな

る。運用の実態をみると、一部事務組合や広

域連合では、議会の審議が形骸化し、住民に

よる実質的統制が及びにくく、構成団体の意

見調整に手間がかかり、協議を調えることが

難しい20。連携協約による定住自立圏形成な

どでは、個別自治体レベルにおけるアカウン

タビリティを十分に確保しにくいことがあ

る。

「民主主義の赤字」については、構成団体の

立場から「民主主義の黒字」もあるとの見方

がある21。広域連合などでは、構成団体が拒

否権をもつため合意形成が困難といわれる

が、逆にいえば構成団体からの統制が効いて

おり、自治体の首長や議会の広域連合に対す

るガバナンスは一定程度機能しているとも考

えられる。

いずれにせよ、住民が自ら属する自治体を

通じて広域連合などを規律付け、構成自治体

に対するアカウンタビリティ・説明責任を十

分に確保するガバナンスの仕組みを工夫する

必要がある。例えば22、広域連携の構成自治

体の各議会に広域連合など圏域での取り組み

に関する委員会を設置してチェックすること

や、中心市などと近隣市町村との「丁寧な調

整」や首長同士の定期的協議を中心市宣言や

連携協約などに書き込むことも考えられる。

構成自治体の議会だけでなく、首長・執行機

関も連携する事務のあり方や運用状況を監視

することで、広域連合などに対するガバナン

スを確保することが重要となる。
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18 山田真有「公共施設の広域連携に関する研究(第2回)公共施設マネジメントにおける相互利用の効果と課題(前篇) 」『日
経研月報』483 号、2018 年9月、4頁。
19 嶋田、58 － 59 頁。
20 鈴木潔「広域連携におけるガバナンスのあり方－連携中枢都市圏を中心に－」公益財団法人日本都市センター編集『広
域連携の未来を探る－連携協約・連携中枢都市圏・定住自立圏－』公益財団法人日本都市センター、2016 年、44 － 46 頁。

21 鈴木、43 － 44 頁。
22 鈴木、46 － 48 頁。
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進捗報告を行った。並行して構成団体の議会

にも報告・説明を各首長が行い、要請に応じ

て協議会事務局職員が各議会や市民集会で説

明を行った。

2012 年に一部事務組合（南和広域医療組

合）が設立され、2016 年に地方公営企業法の

全部適用にともなって南和広域医療企業団に

移行した。

(2）南和広域医療組合における県と市町村と

の合意形成

南和広域医療組合は、保健医療圏の1市3

町8村と県で構成されるが、再編前は、病院

設置団体は県と吉野町・大淀町の2町で、そ

の他の市町村は病院運営を行っていなかった

ので病院再編事業に参画することには消極的

であった。特に財政的に余裕のない自治体に

とっては追加の財政負担が最大の懸念事項で

あった。この合意形成を成立に導く役割を果

たしたのは、共通課題の解決に向けて県と市

町村が知恵を出し合って協議する場である

「奈良県・市町村長サミット」の存在であり、

県立病院が再編に含まれていたことから奈良

県の積極的なイニシアティブの発揮があっ

た。一部事務組合設立まで相当な困難があっ

たが、「南和の医療は南和で守る」との基本的

理念に賛同を得た。

一部事務組合設立後（企業団適用前）は、

執行部として、管理者には知事が選任され、

副管理者に 12 市町村長と経営管理担当者と

医療担当者の 14 名が就任し、15 名による運

営会議が政治・行政の実質的な決定機関で

あった。運営会議は、多数決を否定しない方

針であったが、既出の議題はすべて合意形成

がなされていたとのことである26。そこでの

決定事項が一部事務組合議会に送付され、審

議・議決がなされ、公式の決定となった。

一部事務組合議会（現企業団議会）には 13

名の議員がおり、県議会と市町村議会から各

1名が選出され、県と市町村は「水平的な関

係」という方針が貫かれている27。

①新病院建設地の合意形成：病院再編にと

もなって大淀町立大淀病院が廃止され、最終

的には大淀町に南奈良総合医療センターが新

設されたが、その建設地をめぐる調整・合意

形成は困難を極めた28。重要視されたのは、

3次医療を提供し、医師を主として派遣する

奈良県立医科大学・附属病院との連携とその

交通の便であった。奈良県立医科大学が影響

主体となったといえる。

②各自治体の負担金の合意形成：各自治体

による一部事務組合への負担金のあり方は、

各構成自治体議会で厳しい議論が行われ

た29。病院の建設費などのイニシャルコスト

は約 196 億円で、そのうち国庫支出金（地域

医療臨時特例交付金等）が約 64 億円、病院事

業債が 70 億円、市町村負担金が 62 億円で、

過疎地域に指定されている市町村は過疎債を

利用した。市町村負担金の各市町村による負

担割合は、応益負担の視点から「人口割」と
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26 祐野恵「広域連携政策の事例分析－南和広域医療組合の考察－」『社会システム研究』第 20 号、2017 年、132 頁。
27 祐野、132 頁。
28 祐野、133 頁。
29 祐野、133 頁、及び南和広域医療企業団財務課に対する電話でのヒアリング（2019 年1月 10 日）の内容による。
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「距離割」（各病院から役場までの距離をもと

に）、応能負担の視点から「財政力割」（過去

5年間の基準財政需要額の平均）、そして「均

等割」といった4指標が用いられ、人口割と

距離割と財政力割は全体の約3割ずつ、均等

割が全体の約1割を占めるという。具体的な

負担割合は、最も少ない市町村で数％から、

多いところは約 30％であるという。県は、市

町村の起債償還額の国交付金などを差し引い

た 60.9％を負担することで市町村負担を軽

減し、一般財源ベースで市町村全体と県の負

担割合が約 50％ずつになるという。さらに、

病院設置の吉野町と大淀町は、8村の過疎債

発行分の交付税措置分と県負担分を除いた自

己負担分の2分の1を負担することが合意さ

れている。

ランニングコストも、先の4つの指標にほ

ぼ従って市町村の負担割合と負担金が合意さ

れ、将来負担の平準化を行うため負担割合に

基づき毎年度合計1億円を負担する30。年度

で赤字が出た場合は2分の1を県が負担する

取り決めもあるが、まだその実施の必要はみ

られない。様々な角度や視点から市町村ごと

の負担の公平が図られるよう工夫して丁寧な

合意形成がなされ、納得が得られたといえ

る。

③奈良県の関与・役割：県立五條病院を含

めた再編計画であったため、県は当初から病

院体制の構築に向けて関与し、一部事務組合

でも市町村とともに構成団体となり、協議会

事務局に県職員を派遣して以降、南和広域医

療組合、南和広域医療企業団と継続して県職

員を派遣することで市町村支援・補完を行

い、構成自治体間の合意形成においてイニシ

アティブを発揮している。

(3）地域住民・新病院周辺住民との合意形成

一部事務組合設立準備組織の段階から、圏

域住民に対して独自にフォーラムの開催、

ホームページの立ち上げ、パンフレットの作

成、それを市町村発行の広報紙に折り込み全

戸配布、広報紙への関連記事掲載、市町村主

催の集会や自治会長が集う会議への出席な

ど、病院機能再編に関して住民への周知に粘

り強く取り組んだ。奈良テレビ放送局での特

集番組作成・放映も行われた。

新病院周辺住民には説明会を開催し、救急

車やドクターヘリの騒音や交通量が増加する

ことなどを直接対話で包み隠さず説明し、関

係自治会長には構成団体首長による運営会議

終了後速やかにその情報を伝達するなどして

信頼関係を築いてきた。ドクターヘリ運航前

の騒音調査時に地域住民向け見学会を開催

し、抽選で試乗するなどの取り組みも行っ

た。

(4）病院スタッフである再編前病院職員への

対応と合意形成

広域連携による新体制の病院で専門職とし

て働くスタッフは、第一線公務員・「ストリー

ト・レベル官僚」として現場でサービスの質

を左右するので31、その納得や合意を得るこ
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30 南和広域医療企業団「南和広域医療企業団中期計画［平成 29～32 年度］」（2017 年2月）、26 頁。
31 M. リプスキー（田尾雅夫・北大路信郷訳）『行政サービスのディレンマ―ストリート・レベルの官僚制』木鐸社、1986
年、及び、真渕勝『行政学』有斐閣、2009 年、参照。
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進捗報告を行った。並行して構成団体の議会

にも報告・説明を各首長が行い、要請に応じ

て協議会事務局職員が各議会や市民集会で説

明を行った。

2012 年に一部事務組合（南和広域医療組

合）が設立され、2016 年に地方公営企業法の

全部適用にともなって南和広域医療企業団に

移行した。

(2）南和広域医療組合における県と市町村と

の合意形成

南和広域医療組合は、保健医療圏の1市3

町8村と県で構成されるが、再編前は、病院

設置団体は県と吉野町・大淀町の2町で、そ

の他の市町村は病院運営を行っていなかった

ので病院再編事業に参画することには消極的

であった。特に財政的に余裕のない自治体に

とっては追加の財政負担が最大の懸念事項で

あった。この合意形成を成立に導く役割を果

たしたのは、共通課題の解決に向けて県と市

町村が知恵を出し合って協議する場である

「奈良県・市町村長サミット」の存在であり、

県立病院が再編に含まれていたことから奈良

県の積極的なイニシアティブの発揮があっ

た。一部事務組合設立まで相当な困難があっ

たが、「南和の医療は南和で守る」との基本的

理念に賛同を得た。

一部事務組合設立後（企業団適用前）は、

執行部として、管理者には知事が選任され、

副管理者に 12 市町村長と経営管理担当者と

医療担当者の 14 名が就任し、15 名による運

営会議が政治・行政の実質的な決定機関で

あった。運営会議は、多数決を否定しない方

針であったが、既出の議題はすべて合意形成

がなされていたとのことである26。そこでの

決定事項が一部事務組合議会に送付され、審

議・議決がなされ、公式の決定となった。

一部事務組合議会（現企業団議会）には 13

名の議員がおり、県議会と市町村議会から各

1名が選出され、県と市町村は「水平的な関

係」という方針が貫かれている27。

①新病院建設地の合意形成：病院再編にと

もなって大淀町立大淀病院が廃止され、最終

的には大淀町に南奈良総合医療センターが新

設されたが、その建設地をめぐる調整・合意

形成は困難を極めた28。重要視されたのは、

3次医療を提供し、医師を主として派遣する

奈良県立医科大学・附属病院との連携とその

交通の便であった。奈良県立医科大学が影響

主体となったといえる。

②各自治体の負担金の合意形成：各自治体

による一部事務組合への負担金のあり方は、

各構成自治体議会で厳しい議論が行われ

た29。病院の建設費などのイニシャルコスト

は約 196 億円で、そのうち国庫支出金（地域

医療臨時特例交付金等）が約 64 億円、病院事

業債が 70 億円、市町村負担金が 62 億円で、

過疎地域に指定されている市町村は過疎債を

利用した。市町村負担金の各市町村による負

担割合は、応益負担の視点から「人口割」と
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26 祐野恵「広域連携政策の事例分析－南和広域医療組合の考察－」『社会システム研究』第 20 号、2017 年、132 頁。
27 祐野、132 頁。
28 祐野、133 頁。
29 祐野、133 頁、及び南和広域医療企業団財務課に対する電話でのヒアリング（2019 年1月 10 日）の内容による。
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とも重要である。

基本的には、新体制の給与体系は県立病院

を基準として統一することとしたが、町立2

病院との共通事項と個別事情とを整理し、病

院ごとに説明会を開催し、質問や意見を各病

院事務局で取りまとめて文書回答するなどの

対応を行った。

薬剤師や看護師、技師などの身分移管につ

いては、県立病院と2町立病院で、再雇用す

ることによる給料表などの調整や退職手当の

取り扱いなどに関する不満への対応にも苦慮

しつつ、納得を得ることに努力した。

3 公共施設等の再編と合意形成

南和地域での病院再編に関する合意形成

は、先にみた合意形成の「不公正」基準に照

らしてみると、基本的には県と市町村が「水

平的」な関係のもと、奈良県による合意形成

に向けた積極的な調整のイニシアティブと人

的・財政的な市町村支援・補完、及び構成市

町村の納得・合意に基づく協働などから、「公

正」な合意形成が行われたと判断される。特

に、病院の設置自治体ではない周辺の町村に

とっては、費用負担をともなう一部事務組合

に入ることには、納得・合意できる相当の理

由が必要であったが、「南和の医療は南和で

守る」との基本理念を共有した。構成自治体

の財政負担でも、応能負担と応益負担の視点

などを含む4指標を工夫して負担割合を算出

し、圏域の周辺で病院から遠い自治体に対し

てはさらなる負担の軽減に努めるなど、合意

形成に向けた相当な議論と努力が図られた。

そして、地域住民の合意形成に加えて、病院

スタッフの納得や合意形成も丁寧に図られ

た。

公共施設等の再編事例として病院再編のあ

り方を具体的にみてきたが、一部事務組合と

いう機構ベースの手法がとられたことが、公

正な合意形成に導いた要因の1つであると思

われる。南和広域医療組合の首長からなる運

営会議も一部事務組合議会もともに、構成自

治体からそれぞれ1名ずつの首長と、各自治

体議会から間接選挙で選ばれた1名ずつの自

治体議員がメンバーとなり、議決にあたって

は基本的に多数決を背景として意思決定をし

ていたので、県を含めて自治体の大小にかか

わらず構成自治体間の関係は公平・水平的な

関係であった。そういったこともあり、一部

事務組合の運営会議と議会での合意形成と意

思決定では、「理由の交換・検討を調整の媒

体」として重視する合意形成プロセスで合意

形成主体の納得を得ながら公正に行われたと

考えられる。今後も、一部事務組合には構成

自治体・住民に対して、引き続き「理由の提

示」とアカウンタビリティ・説明責任を果た

すことが求められる。

南和地域の公共施設等の再編においては、

一部事務組合の事務局の役割・機能も大き

く、積極的に必要な情報を地域に開示し、住

民との対話を粘り強く積み重ね、それらの意

見を精査・集約し、それらを公共施設再編の

中に誠実に取り込んでいく事務作業をこなし

ていた。県職員も派遣されている一部事務組

合事務局のあり方が、公共施設等の再編の合

意形成プロセスで公正さを担保する条件の1

つになっていたことも看過できない。
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おわりに

2018 年7月にでた総務省の「自治体戦略

2040 構想研究会」報告書では、「2040 年頃に

かけて迫り来る我が国の内政上の危機」に対

応するためには、「圏域単位での行政をスタ

ンダード」にして「圏域マネジメント」を行

う法律を上からかぶせていき、現在の地方自

治制度の「二層制の柔軟化」を行うことが方

策の1つだといっている32。これは、「選択と

集中」や「集約とネットワーク化」により中

枢都市などに権限や財源を集約し、周辺自治

体の弱体化をもたらすような「地方創生」に

みられる「集権･競争型自治」モデルをさらに

推し進める考えである。

それとは異なって、筆者は、以前に、複数

の市町村からなる圏域において機構ベースの

一部事務組合や広域連合を基盤に、政策ベー

スの定住自立圏などの自治体間連携を重層的

に組み合わせて、住民参加や権力に対する民

主的コントロールを機能させる地方自治の

「枠組み」・「空間」を「圏域自治」として提示

したことがある33。現行の二層制と各市町村

の自律・自治を基盤にした「分散･共生型」･「多

元･協働型自治」モデルといえ、それは事例分

析した「奈良モデル」の取り組みとも重なる

面がある。住民生活や企業活動に不可欠な社

会資本である公共施設等の再編など空間制御

においては、少なくとも機構ベースの自治体

間連携を基盤にした「多元・協働型自治」の

もとで、公正かつ丁寧な合意形成が求められ

る。その場合、現行制度で連合長や連合議会

議員を直接に選挙できる広域連合制度を活用

することが、今後はもっと注目されるように

なってくるのではなかろうか。
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すことが求められる。

南和地域の公共施設等の再編においては、
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まちづくりの新展開－公共施設・大型商業施設をめぐる広域調整－

垂直的連携による公共施設の再編

秋田市企画財政部企画調整課

本市では、秋田県と連携し、それぞれが保有する既存文化施設を一体的に継承する新たな文化施設

（県・市連携文化施設）の共同整備を進めている。

県と市の垂直的連携による公共施設の再編は、公共施設の全体最適化や財政負担の軽減を図ることが

でき、行財政改革の観点から有用であるが、政策評価の観点から、連携により生ずる効果にも着目して

いくことが関係者の理解を促すことになる。

垂直的連携の課題として、検討段階から事業化段階、さらには開館後の運営管理まで、緊密な連携が

必要不可欠であることから、対等の立場で円滑に連携できる関係づくりがもっとも重要である。

本事例は、本市と秋田県との間での課題共有はもちろんのこと、垂直的連携への共通理解と協働の実

績があったことが実現を後押しした。将来にわたり行政サービスを維持し、地域活性化を図るために

は、県と市の垂直的連携が今後ますます必要になるものと認識している。

1 整備施設の概要

秋田市は秋田県の県都である。その中心市

街地は、出羽国秋田二十万石を治めた佐竹氏

の居城、久保田城の城下を原型とする。

秋田駅西口を出るとまもなく、久保田城跡

である千秋公園のお堀が見える。訪れた人に

秋田市を印象づける風景である。

そのお堀に面する、かつての三ノ丸の一角

で、本市と秋田県が連携し、新たな文化施設

（以下、「県・市連携文化施設」という。）を共

同整備するプロジェクトを進めている。

県・市連携文化施設は、老朽化した秋田県

民会館と大規模改修が必要な秋田市文化会館

の二つの施設を継承する施設である。

秋田県民会館（延べ床面積 9,304㎡）は、県

内最大の文化ホール（1,839 席）として幅広

く利用されてきた。一方、秋田市文化会館

（延べ床面積 14,284㎡）は、大ホール（1,188

席）の催事だけでなく、市民の日常的な文化

活動の拠点となっている。いずれも本市の都

市機能として欠かすことができない施設であ

り、他に代替できる施設はない。

この二つの施設を継承する県・市連携文化

施設は、「秋田の文化力を高め、文化の力で地
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域を元気にしていく」ことを基本目標に、本

市及び秋田県全体の文化振興と文化創造の中

核施設となるものである。

その機能は、高機能型ホール（2,015 席）と

舞台芸術型ホール（806 席）の二つのホール

を核に、練習室などの文化創造部門や情報発

信・にぎわい創出部門などの諸機能を加えて

構成し、その規模は、延べ床面積が 22,653㎡

である。

新たな施設は、既に解体が進んでいる秋田

県民会館の敷地と、それに隣接する移転予定

の高等学校の敷地とを合わせた整備地

（17,401㎡）に建設する。建設工事は 2019 年

度に着工予定であり、2021 年度中の開館をめ

ざしている。

2 整備計画の策定（過去の経緯）

(1）プロジェクトの背景

本市と秋田県の垂直的連携による公共施設

の再編プロジェクトが具体化に向けて動き出

すまでの経緯を振り返る。

本市では、地方自治体を取り巻く社会経済

情勢の中長期的な傾向を踏まえ、経営資源の

最適配分を図る行政改革の視点から、公共施

設のあり方の見直しや全体最適化に取り組ん

できた。1980 年に建設した秋田市文化会館

については、現行基準に適合した耐震化や老

朽化した設備の更新などの大規模改修が迫る

中で、近年整備した他の公共施設との役割分

担を考慮しながら、将来のあり方をどう捉え

直すかが課題となっていた。

また、本市では、持続可能な都市の実現に

向け、投資効率が高く、コンパクトで成熟し

た市街地形成を図ることを基本としてまちづ

くりに取り組んできた。2008 年に策定した

秋田市中心市街地活性化基本計画では、「中

心市街地外の文化施設等は、建て替え時に中

心市街地内への整備を優先して検討する」こ

ととしていた。

こうした行政改革やまちづくりの視点か

ら、秋田市文化会館については、中心市街地

への移転も視野に将来のあり方を検討してい

たところであった。

一方、秋田県においても、本市と共通する
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同整備するプロジェクトを進めている。

県・市連携文化施設は、老朽化した秋田県

民会館と大規模改修が必要な秋田市文化会館

の二つの施設を継承する施設である。

秋田県民会館（延べ床面積 9,304㎡）は、県

内最大の文化ホール（1,839 席）として幅広

く利用されてきた。一方、秋田市文化会館

（延べ床面積 14,284㎡）は、大ホール（1,188

席）の催事だけでなく、市民の日常的な文化

活動の拠点となっている。いずれも本市の都

市機能として欠かすことができない施設であ

り、他に代替できる施設はない。

この二つの施設を継承する県・市連携文化

施設は、「秋田の文化力を高め、文化の力で地
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行政改革やまちづくりの視点を含め、老朽化

が著しい秋田県民会館の将来のあり方を検討

していたところであった。

結果的に、同じ課題を抱え、同じ方向性で

将来のあり方が検討されていた二つの施設が

結びつき、本市と秋田県の垂直的連携による

共同整備をめざすこととなったのであるが、

このマッチングは、本市と秋田県が連携し、

協働する土壌が既にあったことが背景として

あり、唐突なことではない。

秋田県は人口減少と高齢化がともに全国の

最先端であり、全国に先駆けてこの急激な社

会変化に適応していく必要がある。こうした

危機感の下、2009 年度以降、秋田県と県内市

町村は、基礎的事務を共同化する機能合体や

機能の相互補完などの先駆的な取組みを全県

一体となって進めている。県と市町村が垂直

的な連携や協働に積極的に取り組む姿勢が共

有されていたのである。

また、県庁所在地である本市の場合、文化

施設や体育施設など、機能が類似する県と市

の施設の組合せはいくつかあるが、長年にわ

たりそれぞれの施設間ですみ分けと連携が図

られてきた。さらには、県都の顔となる本市

中心市街地の活性化について、本市と秋田県

は課題を共有し、市街地再開発事業等で連携

の実績を積み重ねてきた。

このような背景があったからこそ、本市と

秋田県が互いの文化施設の状況と課題を共有

したとき、二つの施設を継承する一つの施設

を共同整備するという選択肢が成り立ったの

である。

(2）プロジェクトの検討経過

将来を見据えた効率的な施設整備と運営管

理は、自治体共通の課題である。

各施設の活用状況や求められる機能の変化

等の実情に即して、これまでの常識に囚われ

ることなく、新たな視点で施設のあり方を検

討する必要がある。

本市と秋田県がこのような共通認識を深め

ていく中で、文化施設をはじめとする県と市

の類似施設については、今後、連携による整

備を検討していく方針を市長と知事が揃って

公約に掲げることとなった。政治的リーダー

シップの下、県・市連携文化施設の整備が実

現に向けて動き出したのである。

まずは、2013 年度に有識者による文化施設

整備構想検討委員会を県と市が共同設置し、

「新たな文化施設に関する整備構想」を策定

して秋田県民会館及び秋田市文化会館の課

題、県と市の共同整備による新たな施設の必

要性や施設の役割等を明らかにした。

2014 年度には「新たな文化施設に関する基

本計画」、2015 年度には「県民会館・市文化会

館の建替による県・市連携文化施設整備方

針」を策定し、新たな施設の機能や整備手法、

建設地、施設規模、概算事業費などの論点を

段階的に整理してきた。

この間、市議会及び県議会では、共同整備

の意義、整備地の選定、施設規模と内容、事

業費と県・市の負担割合、まちづくりとの関

係など、多岐にわたり議論が深められてい

る。

また、パブリックコメントに加え、秋田市

内はもとより県内各市町村で住民や文化団体

との意見交換会を開催している。
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これらを通じ、県と市による共同整備につ

いては、総合的に勘案すれば大方の県民・市

民の理解を得ることができたと捉えている。

一方で、事業の大型化などから整備そのもの

に否定的な意見、駐車場の充実のため郊外へ

の整備を求める意見、供用スペースが減少す

ることへの懸念や現状のルールが変わること

への不安に根ざした反対意見もあった。

こうした意見に対し、様々な角度から検討

を加えた結果、県と市が一体的に文化施設を

整備し、運営管理に当たることは、それぞれ

が別々に行う場合と比べ、総合的にメリット

が大きいと整理した。具体的には、整備費や

運営管理費の大幅な縮減が図られるだけでな

く、施設の柔軟かつ広範な利用が可能となる

ほか、コンパクトな市街地形成やまちづくり

へのインパクト等、多くの効果を期待できる

ことなどである。

これらの内容を踏まえ、2017 年1月には、

具体的な施設機能や施設配置案、整備スケ

ジュールなどで構成する「県・市連携文化施

設に関する整備計画（以下、「整備計画」とい

う。）」を策定するとともに設計者選定委員会

を設置し、その後、公募型プロポーザルによ

り公開プレゼンテーションを経て設計業者を

選定した。

今年度中に実施設計を完了し、2019 年度の

着工をめざしているところである。

3 整備事業の推進（現在の状況）

(1）事業のスキーム

次に、整備事業の推進に当たっての本市と

秋田県の連携体制について整理する。

整備計画策定までの検討段階では、毎年、

県と市の間で協定を締結し、それぞれが経費

の2分の1ずつを負担してすべて共同で進め

てきた。委託業務は県と市と受託者との三者

契約である。

整備計画策定後の事業化段階からは、整備

計画に基づいて業務をスムーズに行うため、

業務ごとに県と市のうち一方を実施主体と

し、他方が負担金を支払うかたちとした。

そこで、それぞれの業務分担や費用負担割

合などの基本的な事項を定めるため、2017 年

1月に「県・市連携文化施設の整備に関する

基本協定（以下、「基本協定」という。）」を締

結している。

基本協定に定めた業務分担は、施設整備に

係る設計、工事及びこれらに付随する各種調

査業務等の実施主体が秋田県、整備地に組み

入れる高等学校の移転補償及び土地取得の実

施主体が本市となっている。

業務量を比べると、秋田県が実施主体とな

る業務が多くなるが、一連の業務を効率的に

進めるため、パッケージとして捉えたもので

ある。

基本協定では、「業務の執行に当たり、必要

がある場合は、相互に職員を派遣することが

できる」としている。分担する業務量の偏り

を調整するとともに、相互の連携を緊密にし

て事業を円滑に遂行するため、別途職員派遣

に関する協定を締結して本市職員を秋田県に

派遣することとした。2017 年度は、主事及び

技師各1名（いずれも課長補佐級）を派遣し、

2018 年度に技師1名（主査級）を加え、現在

3名を派遣している。

基本協定に定めた費用負担割合は、機能を

移転する両施設の現況や整備後の運営管理の
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行政改革やまちづくりの視点を含め、老朽化

が著しい秋田県民会館の将来のあり方を検討

していたところであった。

結果的に、同じ課題を抱え、同じ方向性で

将来のあり方が検討されていた二つの施設が

結びつき、本市と秋田県の垂直的連携による

共同整備をめざすこととなったのであるが、

このマッチングは、本市と秋田県が連携し、

協働する土壌が既にあったことが背景として

あり、唐突なことではない。

秋田県は人口減少と高齢化がともに全国の

最先端であり、全国に先駆けてこの急激な社

会変化に適応していく必要がある。こうした

危機感の下、2009 年度以降、秋田県と県内市

町村は、基礎的事務を共同化する機能合体や

機能の相互補完などの先駆的な取組みを全県

一体となって進めている。県と市町村が垂直

的な連携や協働に積極的に取り組む姿勢が共

有されていたのである。

また、県庁所在地である本市の場合、文化

施設や体育施設など、機能が類似する県と市

の施設の組合せはいくつかあるが、長年にわ

たりそれぞれの施設間ですみ分けと連携が図

られてきた。さらには、県都の顔となる本市

中心市街地の活性化について、本市と秋田県

は課題を共有し、市街地再開発事業等で連携

の実績を積み重ねてきた。

このような背景があったからこそ、本市と

秋田県が互いの文化施設の状況と課題を共有

したとき、二つの施設を継承する一つの施設

を共同整備するという選択肢が成り立ったの

である。

(2）プロジェクトの検討経過

将来を見据えた効率的な施設整備と運営管

理は、自治体共通の課題である。

各施設の活用状況や求められる機能の変化

等の実情に即して、これまでの常識に囚われ

ることなく、新たな視点で施設のあり方を検

討する必要がある。

本市と秋田県がこのような共通認識を深め

ていく中で、文化施設をはじめとする県と市

の類似施設については、今後、連携による整

備を検討していく方針を市長と知事が揃って

公約に掲げることとなった。政治的リーダー

シップの下、県・市連携文化施設の整備が実

現に向けて動き出したのである。

まずは、2013 年度に有識者による文化施設

整備構想検討委員会を県と市が共同設置し、

「新たな文化施設に関する整備構想」を策定

して秋田県民会館及び秋田市文化会館の課

題、県と市の共同整備による新たな施設の必

要性や施設の役割等を明らかにした。

2014 年度には「新たな文化施設に関する基

本計画」、2015 年度には「県民会館・市文化会

館の建替による県・市連携文化施設整備方

針」を策定し、新たな施設の機能や整備手法、

建設地、施設規模、概算事業費などの論点を

段階的に整理してきた。

この間、市議会及び県議会では、共同整備

の意義、整備地の選定、施設規模と内容、事

業費と県・市の負担割合、まちづくりとの関

係など、多岐にわたり議論が深められてい

る。

また、パブリックコメントに加え、秋田市

内はもとより県内各市町村で住民や文化団体

との意見交換会を開催している。
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考え方などの要因が絡み合い、決定までに

もっとも調整を要したポイントである。

協議の結果、便宜上、新たな施設では高機

能型ホールが秋田県民会館大ホールの機能

を、舞台芸術型ホールが秋田市文化会館大

ホールの機能をそれぞれ代替するものとみな

し、他の機能は折半とし、整備計画における

想定床面積の割合から、県が 57.5％、市が

42.5％の費用負担割合とした。これは、開館

後の運営管理費にも適用するものとなる。

基本協定に定めた業務分担や費用負担割合

などの基本事項に基づき、具体的な業務内容

や費用負担額などについては、予算ごとに別

途業務協定を締結して整備事業を進めること

としている。

(2）連携にあたっての課題

整備事業を進める上で、施設のあり方の検

討と行政的な手続きの二つの面において、県

と市の緊密な連携が必要不可欠である。

一つ目の施設のあり方の検討は、秋田市文

化会館と秋田県民会館の機能を確実に継承さ

せるための課題である。

両施設は、ともに大規模なホールを備えて

いることから、両にらみの利用申請も多い。

それでも、両施設の規模や設備の違い、立地

や歴史から、施設の性格や利用形態には相違

点もあり、これまでは利用者のすみ分けや使

い分けもみられる。

秋田市文化会館は、秋田県民会館と比べ、

小ホールやリハーサル室等大ホール以外の諸

機能が充実していることから、市民の日常的

な利用の比率が高く、本市の文化団体の活動

拠点として大きな役割を果たしている。

一方、秋田県民会館は、県内最大の収容人

数の大ホールを有し、秋田駅からも近く、付

近には商業施設や宿泊施設が多数あることか

ら、大規模な催事が中心であった。また、全

県規模の音楽関係コンクールや定期演奏会、

文化団体の発表の場として、長年多くの県民

に親しまれてきた。

このような違いから、県・市連携文化施設

に求める機能と運営管理については、本市と

秋田県の立場でもっとも重視する点や説明を

求められる点が異なる。

例えば、市議会等では、従前の利用が可能

な施設構成であるか、市民の日常的な利用に

支障が生じないか、不必要に華美にならない

かといった意見が根強い。本市としては、秋

田市文化会館の機能を確実に移転するため、

現在の利用者にとっての継続性という点に重

きを置いて市民に説明しなければならない。

秋田県においては、秋田市民を中心に利用

される施設運営になることを危惧する他市町

村の住民の理解を得ながら、秋田県を代表す

る文化施設として秋田らしさを取り入れると

ともに、ハレの場にふさわしい施設という県

民の期待に応えなければならない。

県・市連携文化施設は、類似した施設とい

え、それぞれ歴史を積み重ねてきた別々の施

設を合わせて継承することとなる。県と市が

互いの情況を共有し、すり合わせして違いを

克服しつつ、新たなメリットを示していくこ

とが重要となる。

そのため、施設の設計では、両施設でこれ

までに行われていた行事等に対応できること

を前提に、文化施設としての機能の充実や使

いやすさだけでなく、多様な利用ができるよ
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う工夫に努めてきた。現在策定中の運営管理

計画でも、これまでの施設の問題点や新たな

ニーズに対応した柔軟な利用規則や料金体系

の設定等について検討している。

このように、機能や運営管理などの施設の

あり方検討の面で、県と市の連携の度合いが

きわめて重要である。

また、連携の重要性は、二つ目の行政的な

手続きの面でも同様である。

とりわけ、双方の議会への対応は緊密な連

携が欠かせない。基本的に同時並行で対応し

ていくこととなるので、県と市の立場の違い

を越えて合意形成を図るための説明内容のす

り合わせに加え、情報提供の量や時間に差が

生じないよう細心の注意が必要である。

また、工事が県の主体業務となることで、

県が一本化して行う入札はWTO政府調達案

件となるため、事業者選定に当たり、本市の

意思をどのように反映していくのかなど、前

例のない状況に対応していく必要がある。こ

のほか、負担金の予算措置や特定財源の確

保、同一の考え方による条例設定など、あら

ゆる面で足並みを揃え、時機を逸することな

く取り組まなければならない。

こうした調整は、単独整備の場合と比べて

手間がかかり、共同整備のデメリットといえ

ないこともないが、メリットの大きさからす

れば問題ではないと考えている。整備計画に

したがって整備事業を確実に推進していくた

めにきわめて重要な作業である。

繰り返しとなるが、施設のあり方の検討の

面では二つの施設の違いを踏まえた機能継承

のため、行政的な手続きの面では内容と時機

のすり合わせのため、ともに県と市の連携の

度合いが重要となる。そして、連携を円滑に

進める上で、秋田県に派遣している本市職員

の役割は非常に大きなものとなっている。

4 運営管理の方向（未来の課題）

(1）運営管理の課題

次に、開館後の運営管理に向けた検討の方

向について整理する。

開館後のスムーズな施設管理と設置目的を

実現するための運営のあり方の指針となる運

営管理計画は、今年度中に策定することとし

ている。

県・市連携文化施設は、二つの施設の機能

を継承するもののあくまで一つの施設である

ことから、運営管理は指定管理者の下で一体

的に行われることが望ましい。しかし、本市

と秋田県という二つの設置者に対して一つの

指定管理者となることから、指定管理業務の

コントロールや評価、運営の引継ぎなどで、

共同設置者間や指定管理者との間の調整に関

する問題が生じることが想定される。

市議会等では、責任の所在が不明になり使

いづらくなるのではないかという不安、県の

考え方に強く影響されるのではないかという

懸念、逆に、市がイニシアティブをとるべき

といった意見など、市の関与のあり方が問わ

れている。

県・市連携文化施設は、費用負担割合に応

じた持ち分で県と市が共有する財産となる

が、所有権の持ち分がそのまま議決権の割合

となるのではなく、開館後の運営管理につい

ても、これまでどおり対等の関係を維持して

いく必要がある。

そのため、運営管理計画の策定は県の主体
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考え方などの要因が絡み合い、決定までに

もっとも調整を要したポイントである。

協議の結果、便宜上、新たな施設では高機

能型ホールが秋田県民会館大ホールの機能

を、舞台芸術型ホールが秋田市文化会館大

ホールの機能をそれぞれ代替するものとみな

し、他の機能は折半とし、整備計画における

想定床面積の割合から、県が 57.5％、市が

42.5％の費用負担割合とした。これは、開館

後の運営管理費にも適用するものとなる。

基本協定に定めた業務分担や費用負担割合

などの基本事項に基づき、具体的な業務内容

や費用負担額などについては、予算ごとに別

途業務協定を締結して整備事業を進めること

としている。

(2）連携にあたっての課題

整備事業を進める上で、施設のあり方の検

討と行政的な手続きの二つの面において、県

と市の緊密な連携が必要不可欠である。

一つ目の施設のあり方の検討は、秋田市文

化会館と秋田県民会館の機能を確実に継承さ

せるための課題である。

両施設は、ともに大規模なホールを備えて

いることから、両にらみの利用申請も多い。

それでも、両施設の規模や設備の違い、立地

や歴史から、施設の性格や利用形態には相違

点もあり、これまでは利用者のすみ分けや使

い分けもみられる。

秋田市文化会館は、秋田県民会館と比べ、

小ホールやリハーサル室等大ホール以外の諸

機能が充実していることから、市民の日常的

な利用の比率が高く、本市の文化団体の活動

拠点として大きな役割を果たしている。

一方、秋田県民会館は、県内最大の収容人

数の大ホールを有し、秋田駅からも近く、付

近には商業施設や宿泊施設が多数あることか

ら、大規模な催事が中心であった。また、全

県規模の音楽関係コンクールや定期演奏会、

文化団体の発表の場として、長年多くの県民

に親しまれてきた。

このような違いから、県・市連携文化施設

に求める機能と運営管理については、本市と

秋田県の立場でもっとも重視する点や説明を

求められる点が異なる。

例えば、市議会等では、従前の利用が可能

な施設構成であるか、市民の日常的な利用に

支障が生じないか、不必要に華美にならない

かといった意見が根強い。本市としては、秋

田市文化会館の機能を確実に移転するため、

現在の利用者にとっての継続性という点に重

きを置いて市民に説明しなければならない。

秋田県においては、秋田市民を中心に利用

される施設運営になることを危惧する他市町

村の住民の理解を得ながら、秋田県を代表す

る文化施設として秋田らしさを取り入れると

ともに、ハレの場にふさわしい施設という県

民の期待に応えなければならない。

県・市連携文化施設は、類似した施設とい

え、それぞれ歴史を積み重ねてきた別々の施

設を合わせて継承することとなる。県と市が

互いの情況を共有し、すり合わせして違いを

克服しつつ、新たなメリットを示していくこ

とが重要となる。

そのため、施設の設計では、両施設でこれ

までに行われていた行事等に対応できること

を前提に、文化施設としての機能の充実や使

いやすさだけでなく、多様な利用ができるよ
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業務だが、本市の意向を運営管理に反映でき

る仕組み、さらには、連携による効果を発揮

するための協力体制などを確実に担保してお

くことが重要になってくる。運営管理計画の

検討においては、本市と秋田県と指定管理者

とで緊密に連携するための連絡会議等の仕組

みづくりなどを検討しているところである。

また、本市としては、現在の秋田市文化会

館利用者に対する説明責任を果たすため、施

設機能の面に加えて運営管理の面でも秋田市

文化会館の機能を確実に移転させることを明

確にしておくことが重要である。

施設機能の面については先に述べたとおり

だが、運営管理の面では、本市の意向を反映

させる仕組みの中で本市の文化振興という側

面からのアプローチも必要となる。秋田市文

化会館は、本市の文化振興施策の拠点であ

り、県・市連携文化施設はその役割を引き継

ぐものである。

本市では、2017 年3月に策定した「秋田市

文化振興ビジョン」において、県・市連携文

化施設の整備をにらみ、芸術・文化によるま

ちづくりを推進して文化による都市の魅力向

上を図ることを重点施策に位置づけ、様々な

取組みを進めることとしている。

なお、秋田県においても、今年度策定する

「第2期あきた文化振興ビジョン」において、

県・市連携文化施設を基盤に、文化振興の取

組みと施設の運営や事業との循環を図ってい

くこととしている。

運営管理への本市文化振興施策の反映は、

本市の関与のあり方とともに、開館後も継続

していく課題であるが、本市と秋田県が引き

続き対等な立場で関わっていく上で、双方の

ビジョンを共有し、相互理解に基づく運営管

理をめざす必要がある。

(2）まちづくりとの連携

運営管理に当たっては、まちづくりとの連

携も視野に入れる必要がある。

県・市連携文化施設は、本市のまちづくり

にも貢献する施設とするため、中心市街地内

の秋田県民会館の敷地に整備することとし

た。

したがって、施設単独の運営管理を考える

だけでなく、周辺を一つのエリアとして捉

え、他の文化施設等との関係性も合わせて運

営管理を考える必要がある。

整備計画の検討当時、本市が策定中であっ

た第2期秋田市中心市街地活性化基本計画に

は、県・市連携文化施設の整備を明記すると

ともに、新たな施設とその周辺の美術館、図

書館などが集積した一帯を「芸術文化ゾー

ン」として位置づけた。

芸術文化ゾーンは、文化施設等がそれぞれ

の特色を生かしながら役割分担し、連携を図

ることにより、点を線につなぎ、線を面に広

げ、まちの魅力向上とにぎわい創出を図って

中心市街地の活性化につなげようとするもの

である。

県・市連携文化施設は、二つのホールだけ

でなく、文化創造部門や情報発信・にぎわい

創出部門もあり、一定の集客が見込めること

から、芸術文化ゾーンの中で他の文化施設等

と幅広く連携することで相乗効果が発揮でき

るものと考えている。

県・市連携文化施設の正面には、特徴的な

外観の旧秋田県立美術館がある。藤田嗣治の
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大壁画で知られていたが、2012 年にお堀をは

さんだ再開発地区に移転し、現在は使用され

ていない。この建物を、県・市連携文化施設

の整備を前提に本市が秋田県から譲り受け、

「秋田市文化創造交流館（仮称）」として整備

し、芸術文化ゾーンにおけるネットワークの

核としていくプランも進んでいる。

また、中心市街地の民間事業者等と芸術文

化ゾーンの考え方を共有して協働できれば、

中心市街地に新たな付加価値が生まれ、地域

のポテンシャルを向上させる効果もある。既

に新たな動きも始まっている。

施設単独の取組みだけでなく、まちの中で

生かし、生かされることを念頭に、他の施設

と連携した事業展開や民間を含めたネット

ワークづくりを運営管理に取り入れていくこ

とが重要である。

このようなまちづくりからの視点を本市の

意向として運営管理に反映させるだけでな

く、共同設置者である秋田県とも連携し、本

市が県・市連携文化施設に期待するまちづく

りへのインパクトという効果を最大化してい

きたい。

5 垂直的連携の意義（まとめ）

本事例は、今後の我が国における「垂直的

連携による公共施設の再編」のモデルとなり

得る取組みであると考えている。

全国的に公共施設の運営管理費が増大し、

大きな行政課題となっている中で、県と市の

垂直的連携による公共施設の共同整備と運営

管理は、公共施設の全体最適化や財政負担の

軽減を図ることができ、行財政改革の観点か

ら有用である。

加えて、それぞれの負担を縮小するという

行財政改革の観点だけでなく、それぞれの効

都市とガバナンス Vol.31

垂直的連携による公共施設の再編

103

図2 秋田市中心市街地の芸術文化ゾーン

出典：秋田市作成

19-01-365　096 2-3_シリーズ(秋田市）垂直的連携による公共...  Page 8 19/04/11 09:09  v5.51

業務だが、本市の意向を運営管理に反映でき

る仕組み、さらには、連携による効果を発揮

するための協力体制などを確実に担保してお

くことが重要になってくる。運営管理計画の

検討においては、本市と秋田県と指定管理者

とで緊密に連携するための連絡会議等の仕組

みづくりなどを検討しているところである。

また、本市としては、現在の秋田市文化会

館利用者に対する説明責任を果たすため、施

設機能の面に加えて運営管理の面でも秋田市

文化会館の機能を確実に移転させることを明

確にしておくことが重要である。

施設機能の面については先に述べたとおり

だが、運営管理の面では、本市の意向を反映

させる仕組みの中で本市の文化振興という側

面からのアプローチも必要となる。秋田市文

化会館は、本市の文化振興施策の拠点であ

り、県・市連携文化施設はその役割を引き継

ぐものである。

本市では、2017 年3月に策定した「秋田市

文化振興ビジョン」において、県・市連携文

化施設の整備をにらみ、芸術・文化によるま

ちづくりを推進して文化による都市の魅力向

上を図ることを重点施策に位置づけ、様々な

取組みを進めることとしている。

なお、秋田県においても、今年度策定する

「第2期あきた文化振興ビジョン」において、

県・市連携文化施設を基盤に、文化振興の取

組みと施設の運営や事業との循環を図ってい

くこととしている。

運営管理への本市文化振興施策の反映は、

本市の関与のあり方とともに、開館後も継続

していく課題であるが、本市と秋田県が引き

続き対等な立場で関わっていく上で、双方の

ビジョンを共有し、相互理解に基づく運営管

理をめざす必要がある。

(2）まちづくりとの連携

運営管理に当たっては、まちづくりとの連

携も視野に入れる必要がある。

県・市連携文化施設は、本市のまちづくり

にも貢献する施設とするため、中心市街地内

の秋田県民会館の敷地に整備することとし

た。

したがって、施設単独の運営管理を考える

だけでなく、周辺を一つのエリアとして捉

え、他の文化施設等との関係性も合わせて運

営管理を考える必要がある。

整備計画の検討当時、本市が策定中であっ

た第2期秋田市中心市街地活性化基本計画に

は、県・市連携文化施設の整備を明記すると

ともに、新たな施設とその周辺の美術館、図

書館などが集積した一帯を「芸術文化ゾー

ン」として位置づけた。

芸術文化ゾーンは、文化施設等がそれぞれ

の特色を生かしながら役割分担し、連携を図

ることにより、点を線につなぎ、線を面に広

げ、まちの魅力向上とにぎわい創出を図って

中心市街地の活性化につなげようとするもの

である。

県・市連携文化施設は、二つのホールだけ

でなく、文化創造部門や情報発信・にぎわい

創出部門もあり、一定の集客が見込めること

から、芸術文化ゾーンの中で他の文化施設等

と幅広く連携することで相乗効果が発揮でき

るものと考えている。

県・市連携文化施設の正面には、特徴的な

外観の旧秋田県立美術館がある。藤田嗣治の
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果を拡大しつつ新たな効果を生み出すという

政策評価の観点にも着目していくことが、関

係者の理解を促すことになる。

本事例においては、県と市が連携して新た

な文化施設を共同整備することで、それぞれ

単独で整備するホールよりも質の高い二つの

ホールを整備できるほか、施設の一体利用な

どで活用の可能性が膨らみ、住民サービスの

向上につなげることが期待されている。

さらに、県都の顔となる本市中心市街地の

まちづくりに貢献するという目的を県と市が

共有することで、単なる施設整備にとどまら

ず、未利用となっていた旧秋田県立美術館の

活用をはじめ、芸術文化ゾーンの面的な充実

についてともに考え、まちづくり全体を通し

て一層の連携と協働を図ることにもつながっ

ている。

垂直的連携の課題として、施設のあり方の

検討段階から事業化の段階、さらには開館後

の運営管理まで、両者の緊密な連携が必要不

可欠であることから、両者が対等の立場で円

滑に連携できる関係づくりがもっとも重要で

ある。

特に、開館後の運営管理は、将来、共同設

置者間の考え方にずれが生じた場合のリスク

を最小化するため、調整メカニズムをあらか

じめ仕込んでおく必要がある。

最後に、厳しい財政状況や人口減少、少子

高齢化などの社会情勢の中で、将来にわたり

市民サービスを維持し、地域活性化を図るた

めには、県と市の連携が今後ますます必要に

なるものと認識している。本市では、本事例

の経験を踏まえて、他の施設においても垂直

的連携の実現可能性を探りたいと考えてい

る。
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まちづくりの新展開－公共施設・大型商業施設をめぐる広域調整－

ドイツにおける大型商業施設の広域調整
－BW州における地域計画の転換－

福島大学名誉教授 阿部 成治

広大な商圏を有する大型商業施設は都市や地域のまちづくりに影響し、不適切な立地は広く悪影響を

及ぼす。こうしてドイツでは、まず 1970～80 年代に、市町村レベルの都市計画的対応が整備された。

地域計画レベルでも次第に対応が進んでいたが、ドイツ南西部のバーデン・ヴュルテンベルク州（以下

「BW州」と略す）は、今世紀に入り、大型商業施設に関して新たな地域計画目標を導入した。そこで、

新目標を説明し、州西部のカールスルーエを中心とするライン上流中部地域（以下「MOレギオン」と

略す）における運用実態を通じて効果を考えたい。

1 市町村レベルの都市計画対策

都市計画の重要な手法であるゾーン毎に建

築物の用途や形態を規制する用途地域制は、

19 世紀末のドイツに始まる1。第二次世界大

戦後、そのドイツで、ゾーニングに代わり、

市町村全域を対象に土地利用を計画する F

プラン（土地利用計画）と、地区毎に規制を

指定する Bプラン（地区計画）という二段階

の都市計画制度が成立した。拘束力を有す B

プランの用途と形態の規制は、用途地域から

発展した用途地区を基礎に行われる。

用途地区には住居系、混合系、産業系の地

区に加え、特別地区がある。ドイツで大型商

業施設進出が問題になったのは、全ての営業

施設が原則的に許容される産業系の地区であ

る。特に、工場誘致のためアウトバーンのイ

ンター近くに整備された工業団地は、広い用

地を求める大型商業施設にとって格好な進出

場所となり、広域から顧客を吸引した。

これに対処するため、1977 年に用途地区が

改正され、延べ面積 1,500㎡以上の大型商業

施設（売場面積 1,000㎡に相当）の進出は、混

合系の用途地区である「中心地区」と、「大型

商業施設のための特別地区」に限定された。

さらに 1986 年には、延べ面積が 1,200㎡

（800㎡に相当）に縮小されている。この規制

の合憲性が裁判で争われ、都市の秩序ある発

展と公共の利益に対応した用途規制だとして
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1 ジョン・デラフォン他『アメリカの土地利用規制』日本都市センター、1967 年、45 頁。
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果を拡大しつつ新たな効果を生み出すという

政策評価の観点にも着目していくことが、関

係者の理解を促すことになる。

本事例においては、県と市が連携して新た

な文化施設を共同整備することで、それぞれ

単独で整備するホールよりも質の高い二つの

ホールを整備できるほか、施設の一体利用な

どで活用の可能性が膨らみ、住民サービスの

向上につなげることが期待されている。

さらに、県都の顔となる本市中心市街地の

まちづくりに貢献するという目的を県と市が

共有することで、単なる施設整備にとどまら

ず、未利用となっていた旧秋田県立美術館の

活用をはじめ、芸術文化ゾーンの面的な充実

についてともに考え、まちづくり全体を通し

て一層の連携と協働を図ることにもつながっ

ている。

垂直的連携の課題として、施設のあり方の

検討段階から事業化の段階、さらには開館後

の運営管理まで、両者の緊密な連携が必要不

可欠であることから、両者が対等の立場で円

滑に連携できる関係づくりがもっとも重要で

ある。

特に、開館後の運営管理は、将来、共同設

置者間の考え方にずれが生じた場合のリスク

を最小化するため、調整メカニズムをあらか

じめ仕込んでおく必要がある。

最後に、厳しい財政状況や人口減少、少子

高齢化などの社会情勢の中で、将来にわたり

市民サービスを維持し、地域活性化を図るた

めには、県と市の連携が今後ますます必要に

なるものと認識している。本市では、本事例

の経験を踏まえて、他の施設においても垂直

的連携の実現可能性を探りたいと考えてい

る。
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是認された。なお、裁判所は延べ面積より売

場面積を重視する。それに応じ、計画の現場

では「売場面積 800㎡までは規制できない2」

ことが共通理解になっている。

同時に、販売商品によって周辺の店舗に与

える影響が異なることが理解され、商品を

「都心性商品」「近隣性商品」、そして「その他」

に分けて扱うようになった。特に、商品が大

きく購入頻度が低い家具や建材はまちづくり

への影響が少ないため、都心性や近隣性商品

と異なる扱いが行われている。

2 地域計画のプランと組織

大型商業施設の商圏は広く、複数市町村に

及ぶのが通例である。ドイツでも、大型商業

施設を誘致して周辺市町村から顧客を集め、

町の振興を図ろうとする例があるので、秩序

あるまちづくりには広域調整が不可欠であ

る。都市計画による大型商業施設の立地を広

域的に調整し、誘導していく鍵が、市町村が

策定する Fプランと Bプランは「地域計画

の目標に適合される」と定める建設法典1条

4項である。なお、Fプランは州行政管区に

よる認可を要すが、認可を拒否できるのは適

法に策定されていないか建設法典や関連法令

に反する場合に限られる（同6条2項）。こ

のため、認可は広域調整の手法にならない。

地域計画制度は、州によって特色がある。

図1に、BW州における地域計画と都市計画

のプランと関連組織を示した。地域計画は、

州全体を対象とする州発展計画と、レギオン

（英語のリージョンに相当）毎に定められる

レギオンプランの二段階である。地域計画の

行政組織も、州と州管区政府の二段階にな

る。BW州は4つの行政管区に分かれ、レギ

オンは 12 あるので、各行政管区の下に3つ

のレギオン連合がある。ここで扱う MOレ

ギオンは、面積 2,137㎢（ほぼ東京都と同じ）、

人口 97 万人（2000 年）である。面積は BW

州レギオン平均の7割、人口は 1.1 倍と、都

市的なレギオンである。

地域計画は、目標と原則を定める。目標は

拘束力を有し、都市計画レベルの裁量で内容

を変更することは許されない。一方、原則は

一般的な内容で、状況に応じて判断される。

実際には、目標に応じられない都市計画的な

事情もあるため、目標の拘束から離れる「目

標離反手続」が置かれている。

大規模な大型商業施設では、地域計画の目

標や原則との関連が重要になる。1992 年に

BW州では、売場面積 5,000㎡以上の大型店
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2 連邦行政裁判所は、合憲と認めた 1987 年に、大規模性の境界は売場面積 700㎡以下ではないと示した。その後の店舗の
大型化を受け、2005 年に、今後は 800㎡と見るべきだと示している。

図1 BW州の地域計画と都市計画

出典：筆者作成。
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は、早い段階で大規模なプロジェクトを検討

して議論する「地域的調整手続」の対象とさ

れた。手続きは州行政管区が主導し、レギオ

ンや市町村などの関係者が同じテーブルで議

論することに加え、資料が公表され、誰でも

意見を表明できる。行政管区が示す判断には

拘束力がなく、手続き後は通常ルールで扱わ

れるが、手続きの判断が尊重され、異なる結

果となる可能性は低い。早い段階で信頼でき

る結果が判明する点で、進出側にとってもプ

ラスのある制度である。

3 新たな地域計画目標の登場

地域計画の手法で、大型商業施設の調整で

基本となるのが「中心地構成」で、1930 年代

にドイツの地理学者クリスタラーが発表した

「中心地理論」を基礎としている。中心地と

は、各種の施設が集積している場所である。

連邦と州の地域計画担当大臣で構成される委

員会MKROは、1968 年に、中心地は原則と

して「上位中心、中位中心、下位中心、小中

心」の4段階で構成されると確認している。

上位中心は人口 50 万人、中位中心は4万人

以上の圏域が原則で、多彩な買物の機会が提

供されるのは中位中心以上になる。

しかし、中心地構成による大型商業施設の

調整と誘導には、限界がある。同じ中位中心

でも規模が多彩なため、中心地構成を売場面

積に直結はできない。また、中心地は市町村

単位だが、都市計画的に重要なのは市のどこ

に進出するかである。このため、施設が集積

している「市街地核」を Fプランに表示し、

核周囲への立地（統合型立地）を求める州も

出てきた。ただ、核は範囲でないため、進出

可能用地を限定しにくい難点がある。

このような状況で、BW州は「レギオンレ

ベルの強化」を基本とする新たな対策に乗り

出した。大型商業施設に関して地域計画に3

つの目標を加え、表1の4点とする。「集中

令」は、以前からある中心地構成である。残

る3点が、2001 年の地域計画法改正と小売指

針、そして 2002 年の州発展計画で登場した。

「統合令」は、広域に影響する商業施設をレギ

オンプランで統合立地場所とされる範囲に限

定するもので、地域計画法改正で登場した。

対象は原則として売場面積 5,000㎡以上の店

舗だが、ケースによっては異なる扱いもあり

得る。「一致令」と「侵害禁止令」は、小売指

針と州発展計画で導入された調整手法であ

る。4点とも、新しい州発展計画で、地域計

画の目標として明示された。

州発展計画は、2000 年7月に改定案が公表

され、自治体を始めとする関係機関からの意

見を受けて修正を検討する段階に入った。こ

の状況で、新しい州発展計画を視野に、州が

2001 年2月に「大規模小売店指針」を示した。

翌 2002 年7月に州議会で州発展計画が議決

され、9月に公表されており、指針は 2002 年
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表1 大型商業施設立地の目標

・新規に追加された3目標を、ゴチックで示した。
出典：州発展計画と小売り指針により、筆者作成

中心地の機能を害してはならない。指針
は、都心性と近隣供給商品で 10％、その
他では 20％の購買力流出を、原則として
本質的な侵害としている。

侵害
禁止令

商圏が、中心地構成での関連区域を本質
的に越えない。指針は、売上の 30％以上
を区域外からめざす場合を、原則として
本質的な超過としている。

一致令

都市計画的に統合された場所に立地され
る。但し、都心性でない商品を扱う場合
は周辺地区も許容される。

統合令

中心地構成に適合し、原則的に上位、中位、
そして下位中心に限って建設される。集中令
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是認された。なお、裁判所は延べ面積より売

場面積を重視する。それに応じ、計画の現場

では「売場面積 800㎡までは規制できない2」

ことが共通理解になっている。

同時に、販売商品によって周辺の店舗に与

える影響が異なることが理解され、商品を

「都心性商品」「近隣性商品」、そして「その他」

に分けて扱うようになった。特に、商品が大

きく購入頻度が低い家具や建材はまちづくり

への影響が少ないため、都心性や近隣性商品

と異なる扱いが行われている。

2 地域計画のプランと組織

大型商業施設の商圏は広く、複数市町村に

及ぶのが通例である。ドイツでも、大型商業

施設を誘致して周辺市町村から顧客を集め、

町の振興を図ろうとする例があるので、秩序

あるまちづくりには広域調整が不可欠であ

る。都市計画による大型商業施設の立地を広

域的に調整し、誘導していく鍵が、市町村が

策定する Fプランと Bプランは「地域計画

の目標に適合される」と定める建設法典1条

4項である。なお、Fプランは州行政管区に

よる認可を要すが、認可を拒否できるのは適

法に策定されていないか建設法典や関連法令

に反する場合に限られる（同6条2項）。こ

のため、認可は広域調整の手法にならない。

地域計画制度は、州によって特色がある。

図1に、BW州における地域計画と都市計画

のプランと関連組織を示した。地域計画は、

州全体を対象とする州発展計画と、レギオン

（英語のリージョンに相当）毎に定められる

レギオンプランの二段階である。地域計画の

行政組織も、州と州管区政府の二段階にな

る。BW州は4つの行政管区に分かれ、レギ

オンは 12 あるので、各行政管区の下に3つ

のレギオン連合がある。ここで扱う MOレ

ギオンは、面積 2,137㎢（ほぼ東京都と同じ）、

人口 97 万人（2000 年）である。面積は BW

州レギオン平均の7割、人口は 1.1 倍と、都

市的なレギオンである。

地域計画は、目標と原則を定める。目標は

拘束力を有し、都市計画レベルの裁量で内容

を変更することは許されない。一方、原則は

一般的な内容で、状況に応じて判断される。

実際には、目標に応じられない都市計画的な

事情もあるため、目標の拘束から離れる「目

標離反手続」が置かれている。

大規模な大型商業施設では、地域計画の目

標や原則との関連が重要になる。1992 年に

BW州では、売場面積 5,000㎡以上の大型店
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2 連邦行政裁判所は、合憲と認めた 1987 年に、大規模性の境界は売場面積 700㎡以下ではないと示した。その後の店舗の
大型化を受け、2005 年に、今後は 800㎡と見るべきだと示している。

図1 BW州の地域計画と都市計画

出典：筆者作成。
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州発展計画と一体である。

図2が州発展計画に定められたレギオンの

中心地構成である。上位中心はカールスルー

エ（約 31 万人）で、カールスルーエを含めて

8つの中位区域に分かれる。南東端の中位区

域には、ガッゲナウとゲルンスバハの2つの

中位中心が定められている。バーデンバーデ

ンの中心マークにある＊は、「上位中心の機

能の一部を分担する」ことを示す。この中心

地構成は、州発展計画が定める「拘束力のあ

る目標」である。

並行して、MOレギオンもレギオンプラン

改定を進めた。2002 年3月にレギオン連合

会議で認められ、2003 年2月に州の認可を受

け、公表された。新しい州発展計画に先だっ

て決定されているが、内容は新計画を先取り

したものになっている。以下、MOレギオン

における具体的な進出案に関し、これらの目

標がどう運用されたかを検討する。

4 シテ専門店センターの進出

バーデンバーデン市と2つの町で構成され

るバーデンバーデン中位区域は、人口約7万

人である。古くから有名な温泉都市のバーデ

ンバーデンには、カールスルーエと並ぶ特急

停車駅がある。しかし、浴場がある市中心部

は鉄道から5㎞近く離れ、駅周辺は鄙
ひな

びてい

る。商業面では、中心部に高級品を販売する

店舗が充実しているものの、周囲を山に取り

囲まれているためショッピングセンター等に

適した土地がない。このため、市民の日常的

な購買力は、隣接町の工業団地にある大型店

をはじめとして、市外へかなり流出してい

た。

ところが、ドイツ統合による占領軍の撤退

で、駅周辺に候補地が出現した。一つは駅裏

のバーデン・オース空港旅客ターミナルの移

転跡で、もう一つは駅表側のフランス軍駐屯

地跡である。まず計画されたのが空港施設跡

へのアウトレットセンターで、市議会議決も

行われた。しかし、検討から、周囲の中位中

心都市における販売額の減少が一部で 20％
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図2 MOレギオンの中心地構成

出典：州発展計画（2002 年）

写真1 バーデンバーデンへの進出

Aがシテ専門店センター、Bがメマックス家具店。写真の
少し上にバーデンバーデン駅がある。
出典：Google Earth
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を超えることが明らかとなり、2000 年に断念

に追い込まれた3。

次に候補となったのが、1999 年に撤退した

フランス軍駐屯地跡である。軍の建物に隣接

して軍人と家族が居住する住宅地があり、全

体で 40ha以上ある。そこで、市はここに住

宅と産業の町を計画し、連邦道路に面した位

置にショッピングセンターを予定した（写真

1）。市はデベロッパーを選定し、売場面積

約 22,000㎡の案をまとめて、州行政管区に地

域的調整手続を求めた。

市の計画がレギオンプランに反映され、予

定地が統合立地場所とされていたので、新目

標の統合令は満たしている。一致令は、州発

展計画でバーデンバーデンに割り当てられた

中位区域内への販売が売り上げの 70％以上

あることを求めているが、都心性の商品では

比率がこの半分に満たなかった。最後の侵害

禁止令では、家庭用電気機器の流出が 10％を

超える中位中心都市があった。こうして都心

性商品への一致令と、家庭用電気機器への侵

害禁止令に関する目標離反が申請され、地域

的調整手続と同時に扱われた。

地域的調整手続では、関係者が参加して議

論し、案を公表して意見を求める参加も行わ

れる。行政管区は 2003 年の1回目の参加後

に約2割縮小して 17,900㎡にする案を示し、

翌年の2回目の参加を経て、17,900㎡の判断

を確定した。なお、MOレギオン連合は、1・

2回目とも売場面積を 15,000㎡前後に削減

する意見を提出している。

表2の「当初 Bプラン」欄の商品分野別売

場面積が、地域的調整手続の結果である。指

針の一致令で原則的に 70％が必要なバーデ

ンバーデン中位区域への売上比率は、近隣供

給性の食料品はほぼ満たしているが、都心性

商品は 30％前後

と、離反が認めら

れている。この目

標離反が認められ

た背景には、3つ

の事情がある。一

つは、州発展計画

でバーデンバーデ

ンが上位中心機能

の一部を分担する

とされている点で

ある（図2）。次

は、MOレギオン
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3 既に当時から、周辺の中心地での販売減少が問題だとされていた。新しい州発展計画の目標は、これらの経験を基礎に
つくられている。なお、2002 年の州発展計画は、アウトレットセンターを上位中心に限定した。

表2 Bプラン「シテ専門店センター」の売場面積 （㎡）

カッコ内のパーセントは、売り上げのうちバーデンバーデン中位区域への比率。
出典：Ｂプラン変更に関する資料により、筆者作成

(44%)1,500600(38%)800靴、皮革用品
5,500(40%)6,0004,000(30%)4,000衣料品、シーツ都心性

(52%)1,800700(30%)1,000ベビー用品
900(47%)9000(26%)400スポーツ用品
1,300

Ｂプラン第 1回変更
2015 年当初Ｂプラン商品の種類

2,900(89%)3,2003,000(30%)2,900家庭用電気機器
1,800

(80%)3,8003,000(68%)3,000食料品、嗜好品近隣供給性
決定早期参加時

2,0001,4001,400その他
1,200－1,100600－600薬、健康商品
3,800

(56%)19,70014,900(39%)17,900総面積
2,5002,5001,6003,800家具什器、照明その他

2,000

18,800
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州発展計画と一体である。

図2が州発展計画に定められたレギオンの

中心地構成である。上位中心はカールスルー

エ（約 31 万人）で、カールスルーエを含めて

8つの中位区域に分かれる。南東端の中位区

域には、ガッゲナウとゲルンスバハの2つの

中位中心が定められている。バーデンバーデ

ンの中心マークにある＊は、「上位中心の機

能の一部を分担する」ことを示す。この中心

地構成は、州発展計画が定める「拘束力のあ

る目標」である。

並行して、MOレギオンもレギオンプラン

改定を進めた。2002 年3月にレギオン連合

会議で認められ、2003 年2月に州の認可を受

け、公表された。新しい州発展計画に先だっ

て決定されているが、内容は新計画を先取り

したものになっている。以下、MOレギオン

における具体的な進出案に関し、これらの目

標がどう運用されたかを検討する。

4 シテ専門店センターの進出

バーデンバーデン市と2つの町で構成され

るバーデンバーデン中位区域は、人口約7万

人である。古くから有名な温泉都市のバーデ

ンバーデンには、カールスルーエと並ぶ特急

停車駅がある。しかし、浴場がある市中心部

は鉄道から5㎞近く離れ、駅周辺は鄙
ひな

びてい

る。商業面では、中心部に高級品を販売する

店舗が充実しているものの、周囲を山に取り

囲まれているためショッピングセンター等に

適した土地がない。このため、市民の日常的

な購買力は、隣接町の工業団地にある大型店

をはじめとして、市外へかなり流出してい

た。

ところが、ドイツ統合による占領軍の撤退

で、駅周辺に候補地が出現した。一つは駅裏

のバーデン・オース空港旅客ターミナルの移

転跡で、もう一つは駅表側のフランス軍駐屯

地跡である。まず計画されたのが空港施設跡

へのアウトレットセンターで、市議会議決も

行われた。しかし、検討から、周囲の中位中

心都市における販売額の減少が一部で 20％
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図2 MOレギオンの中心地構成

出典：州発展計画（2002 年）

写真1 バーデンバーデンへの進出

Aがシテ専門店センター、Bがメマックス家具店。写真の
少し上にバーデンバーデン駅がある。
出典：Google Earth
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南部は中位区域が細かく設定されていること

である。一致令を厳守すると店舗が小規模と

なり、域外への流出が継続する。最後が、先

に述べたようにバーデンバーデンの購買力が

かなり流出し、中位中心としての機能を満た

せない状況にあった点である。

侵害禁止令の家庭用電気機器で目標離反が

認められたのは、流出していたバーデンバー

デンの購買力を回復する分を除くと 10％以

内になると判断されたことと、統合立地でな

い場所に競合する電機店が進出しており、競

争には一定規模が必要だと考えられたことに

よる。なお、売場縮小の意見を提出したMO

レギオンも、この事情を理解し、家庭用電気

機器の面積は認めた。

地域計画的な判断を受け、バーデンバーデ

ンは 2004 年にシテ専門店センターの Bプラ

ンを決定した。隣接する中位区域のラシュ

タット市は、この Bプランが地域計画の目標

に反し、ラシュタットの中位中心としての地

位を侵害しているとして、Bプランに対して

審査訴訟（規範統制訴訟）を提起した。州高

等行政裁判所は 2005 年末の判決でラシュ

タットの主張を否定し、シテは 2006 年末に

オープンを迎えている。

表2の中央部に、オープン9年後である

2015 年の売場面積を示した。商品毎の上限

が厳しく、結果的に獲得した面積を計

3,000㎡も下回っている。そこでバーデン

バーデンは、センターの売場を柔軟化し、同

時に若干の拡張をめざし、Bプラン第1回変

更に取り組んだ。なお、地域的調整手続に準

じ、行政管区やMOレギオン、商業団体が参

加したワーキングで事前に調整が行われてい

る。

表2の早期参加時の域内比率によると、売

場を若干拡張しても、当初 Bプラン策定時に

予測した比率を上回っている。これは、周囲

の都市で店舗進出が進んだ結果である。特に

侵害禁止令が問題になった家庭用電気機器の

域内比率が 89％と最も高い点は、目標離反を

認めた当初 Bプラン策定時の判断が不適切

ではなかったことを示している。

域内比率が当初進出時の予測より高くなっ

ているので、MOレギオンも、以前認められ

た目標離反手続の範囲内として変更を是認し

た。中位中心で最も影響を受けるビュール

は、「予測では流出が7～8％に抑えられて

いるが、予測には不明確な部分があり、侵害

禁止令に反している」と意見を提出した。早

期参加後に面積が若干削減されているのは、

この影響と思われる。最終的に決定された商

品別面積の合計は総面積を 3,100㎡上回って

おり、シテは売場の柔軟性を入手した。

5 イケア進出を巡る調整と司法判断

新しい州発展計画とレギオンプランの下で

最も注目されるのが、イケアの進出である。

イケアはユニークな家具店で、家具とその関

連商品を同時に扱うため、都心性商品売場が

広くなる。しかも 2000 年前後は、電機や衣

料、靴などの専門店を引きつれ、「イケアセン

ター」として進出する例が主流であった。

ドイツ各地に進出していたイケアだが、

MOレギオンには店舗がなく、カールスルー

エからイケアに行くには、北か西に 50 キロ

以上走る必要がある。そこでイケアは 1990

年頃からMOレギオンへの進出を考え、2001
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年には 10ha前後ある用地の物色を始めた。

上位中心で人口が多いカールスルーエ市が提

案した用地は規模が不十分で、イケアが満足

する候補地も1か所出てきたが、これには市

議会第一党が反対した。中位中心のバーデン

バーデンやエトリンゲンもイケアに候補地を

示したが、2005 年 10 月に、イケアは中位中

心ラシュタットの産業地区に隣接する農地と

林 11.7haへの進出を発表した。

イケア進出には、地域的調整手続が必要に

なる。2006 年 10 月に州行政管区とイケア、

ラシュタット市で、準備的な打ち合わせが行

われた。行政管区は、それまでの情報を元

に、計画は州発展計画に反していると、都心

性商品の制限等に触れた。イケアは法的解決

より合意形成をめざす意向を示し、ラシュ

タットはイケアへの全面的な支援を表明し

た。州や MOレギオン関係者と会う機会を

利用してイケア進出への協力を要請したラ

シュタット市長は、「このままでは BW州は

ヨーロッパ唯一のイケアがない地域」になる

と訴え、「官僚的な障害を取り除けばすぐ軌

道に乗せられる」と見通しを語った。イケア

進出を求める市民の署名も、レギオンに手渡

された。

翌年の 2007 年5月末に、必要資料を添え

て地域的調整手続と目標離反手続を申請した

イケアは、「検討で、法的な条件に適合してい

ると証明されている」と自信を見せた。しか

し、本格的に検討を開始した州行政管区は、

3週間後に、計画は3つの厳しい地域計画的

な条件に反しているとして、手続き打ち切り

を宣言した。イケアは、イケア店に加え、園

芸、建材と台所用品の3つの専門店で計

40,000㎡の売場面積を予定していた。このう

ち、都心性商品を扱う売場が少なくとも

5,450㎡、厳しく見ると 8,450㎡ある。進出予

定地は統合立地場所でないため、都市計画で

規制できない上限の 800㎡を超えることは許

されない。一致令でも、ラシュタット中位区

域への売上比率は、イケア 10％、専門店 43％、

全体で 18％と、70％に遠く及ばない。最後の

侵害禁止令も、申請資料から許容値を超えて

いる分野があることがわかった。

ラシュタット市長は、失望を示しつつも、

これでイケアが希望していた裁判への道が開

かれたと強気で、市議会も提訴を決定した。

2007 年に始まった法廷での戦いは、表3の経

過を辿り、6年後にイケアのラシュタット進

出が消えた。こうして、2002 年に BW州発

展計画が設定した大型店進出への目標が、司

法の場でも認められることとなった。

進出断念を受け、MO レギオン連合長官

ハーガは、「連邦行政裁判所の決定はレギオ

ンの商業誘導に関する最終的な勝利であり、

都心を強化するための長年の作業を認めた」

とコメントした。同時に今後に関し、「この
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表 3 イケアのラシュタット進出への判決

出典：筆者作成

高等行政裁判所の目標離反に関
する検討は適切である。

連邦行政裁判所
2013.05.02

進出案は州発展計画の中心的な
目標に反し、離反を根拠づける
特別な事情もない。

高等行政裁判所
2012.07.04

拘束力のある目標の一致令に反
するが、目標離反手続の検討が
不十分な点は差し戻す。

連邦行政裁判所
2010.12.16

進出案は地域計画の目標に適合
しない。目標からの離反を許容
する義務はない。

高等行政裁判所
2009.12.17

一致令は拘束力ある地域計画の
目標。計画の骨格に抵触するた
め、離反も認められない。

行政裁判所
2008.6.26
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南部は中位区域が細かく設定されていること

である。一致令を厳守すると店舗が小規模と

なり、域外への流出が継続する。最後が、先

に述べたようにバーデンバーデンの購買力が

かなり流出し、中位中心としての機能を満た

せない状況にあった点である。

侵害禁止令の家庭用電気機器で目標離反が

認められたのは、流出していたバーデンバー

デンの購買力を回復する分を除くと 10％以

内になると判断されたことと、統合立地でな

い場所に競合する電機店が進出しており、競

争には一定規模が必要だと考えられたことに

よる。なお、売場縮小の意見を提出したMO

レギオンも、この事情を理解し、家庭用電気

機器の面積は認めた。

地域計画的な判断を受け、バーデンバーデ

ンは 2004 年にシテ専門店センターの Bプラ

ンを決定した。隣接する中位区域のラシュ

タット市は、この Bプランが地域計画の目標

に反し、ラシュタットの中位中心としての地

位を侵害しているとして、Bプランに対して

審査訴訟（規範統制訴訟）を提起した。州高

等行政裁判所は 2005 年末の判決でラシュ

タットの主張を否定し、シテは 2006 年末に

オープンを迎えている。

表2の中央部に、オープン9年後である

2015 年の売場面積を示した。商品毎の上限

が厳しく、結果的に獲得した面積を計

3,000㎡も下回っている。そこでバーデン

バーデンは、センターの売場を柔軟化し、同

時に若干の拡張をめざし、Bプラン第1回変

更に取り組んだ。なお、地域的調整手続に準

じ、行政管区やMOレギオン、商業団体が参

加したワーキングで事前に調整が行われてい

る。

表2の早期参加時の域内比率によると、売

場を若干拡張しても、当初 Bプラン策定時に

予測した比率を上回っている。これは、周囲

の都市で店舗進出が進んだ結果である。特に

侵害禁止令が問題になった家庭用電気機器の

域内比率が 89％と最も高い点は、目標離反を

認めた当初 Bプラン策定時の判断が不適切

ではなかったことを示している。

域内比率が当初進出時の予測より高くなっ

ているので、MOレギオンも、以前認められ

た目標離反手続の範囲内として変更を是認し

た。中位中心で最も影響を受けるビュール

は、「予測では流出が7～8％に抑えられて

いるが、予測には不明確な部分があり、侵害

禁止令に反している」と意見を提出した。早

期参加後に面積が若干削減されているのは、

この影響と思われる。最終的に決定された商

品別面積の合計は総面積を 3,100㎡上回って

おり、シテは売場の柔軟性を入手した。

5 イケア進出を巡る調整と司法判断

新しい州発展計画とレギオンプランの下で

最も注目されるのが、イケアの進出である。

イケアはユニークな家具店で、家具とその関

連商品を同時に扱うため、都心性商品売場が

広くなる。しかも 2000 年前後は、電機や衣

料、靴などの専門店を引きつれ、「イケアセン

ター」として進出する例が主流であった。

ドイツ各地に進出していたイケアだが、

MOレギオンには店舗がなく、カールスルー

エからイケアに行くには、北か西に 50 キロ

以上走る必要がある。そこでイケアは 1990

年頃からMOレギオンへの進出を考え、2001
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地域へのイケア進出ゲームは再開される。他

の専門店がないイケア単独立地構想は、話し

合う価値がある。上位中心であるカールス

ルーエへの純粋なイケアなら、喜んで歓迎す

るだろう」と述べた4。

1年後の 2014 年5月に、イケアのカール

スルーエ進出が発表された。売場面積約

25,000㎡のイケア単独立地で、都心近くのス

ポーツ店と自動車販売店がある 2.9haが予

定地である（写真2）。南側に、都心と副都心

を結び、中央を頻繁に電車が走る幹線道路が

ある。東には道路を隔てて家具店が隣接し、

西の都心側はオフィス街である。2005 年に

市がイケアに提案した際は「狭すぎる」と断

られた用地で、広さが標準的なイケア店の半

分以下なので、駐車場は店舗上に3層で設置

される。

カールスルーエは上位中心なので、MOレ

ギオン全体への販売が 70％あれば一致令に

適合し、侵害禁止令も問題ない。しかし、予

定地はレギオンプランで都心を補完する場所

に過ぎず、統合立地場所でないため、イケア

が予定する多彩な都心性商品売場の建設には

プラン変更が不可欠である。翌6月のレギオ

ンの会議でイケア誘致に反対する声はなく、

直ちにプランの第9回変更手続きが開始され

た。イケア予定地と隣接する家具店用地を、

小売大規模プロジェクトのための優先地域

（統合立地場所）に変更し、インテリアや家

具を中心とした店舗の建設を認める。1年後

の 2015 年7月にレギオンでプラン変更が決

定され、11 月には州が変更を認可し、イケア

進出への地域計画的な前提が完成した。

これを受け、都市計画レベルでも 2015 年

10 月に Fプランが変更され、2016 年 12 月に

Bプランが決定された。Bプランに対して提

出された意見や理由書を見ると、商業面より

も交通の処理が問題とされ、周辺交差点への

対策に力が注がれている。もちろん、Bプラ

ンには建築物の用途規定として売場が商品別

に示され、3,450㎡ある都心性周辺商品では、

内訳が「住宅・家庭用織物、テーブルクロス：

620㎡、カーテンと付属品：350㎡」など、詳し

く定められている。

2017 年に入り、既に空き家とされていた店

舗の取り壊しが開始された。その後、周辺道

路の整備が始まり、2018 年に基礎工事に着手

された。現在は、2020 年夏の開店をめざして

建築工事が進んでいる。

6 契約とラシュタットへの家具店進出

イケアを中心とする大規模な郊外型小売店

センターの誘致に失敗したラシュタット市
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4 MOレギオン記者発表、2013.6.4

写真2 カールスルーエのイケア予定地

出典：Google Earth
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は、2018 年 12 月末に、イケアが進出を予定

した場所の近くで、大型家具店エールマンの

オープンを祝うことができた。売場面積は

18,000㎡とイケアの7割で、周辺緑地を含め

た面積は 3.7haもある。もちろん、進出には

目標離反手続が必要で、認められた背景に

は、バーデンバーデンに家具店が進出した際

の事情があった。

バーデンバーデン駅裏の、かつてアウト

レットセンターが計画された用地は、産業地

区として整備され、各種企業が進出した。低

価格家具を扱うメマックス家具が、ここに売

場 8,400㎡の家具店を計画し（写真1）、進出

を歓迎する市は、地域的調整手続を求めた。

都心性商品の売場は 800㎡なので統合令を満

たし、侵害禁止令も問題ない。しかし、バー

デンバーデン中位区域への売り上げは 30％

以下なので、一致令が焦点となる。バーデン

バーデンが上位中心機能の一部を分担するこ

と等を根拠に、シテの際と同じく目標離反が

認められる可能性はあった。しかし、MOレ

ギオン連合は別の道を模索した。

レギオン南部の中位区域は狭く、一致令を

守ると大規模な家具店は南部に進出できな

い。大型家具店をめざす市民は遠方へ出かけ

ることになり、顧客の近くに店舗を招いて無

駄な交通を避けることをめざすという地域計

画の原則に反する結果になる。そこで、レギ

オン南部4中位区域の中位中心5市とレギオ

ン連合の間で、メマックス家具店進出で4つ

の中位区域を共同の計画空間とみなす契約が

2011 年に結ばれ、これを根拠に一致令からの

目標離反が認められた。レギオン連合長官

ハーガは、自治体を越えた協力は目標離反手

続の王道であり、合意が決定的だとコメント

している5。

エールマン進出でも、ラシュタット中位区

域の売り上げは 32％だが、4中位区域全体で

は 70％を越える。そこで再び契約が結ばれ、

合意を根拠に一致令からの目標離反が認めら

れた。注目すべきは、同時にラシュタットに

義務が課せられた点である。

先に述べたように、1977 年に、大型商業施

設を「中心地区」と「大型商業施設のための

特別地区」に限定する都市計画制度が確立し

た。日本であれば、この新制度が全国一律に

適用されるが、ドイツでは新規定を基礎に策

定された Bプランがある地区にしか適用さ

れない。このため、1977 年以前の Bプラン

地区や、Bプランのない地区には、今後も大

型商業施設が進出できる余地がある。ラシュ

タットで大型家具店エールマンが開店し、イ

ケアを誘致しようとしたインターそばの産業

地区にも、そのような用地が広がっていた。

このままでは、工場の撤退後などに大型店が

進出する余地がある。そこで、契約にこの産

業地区を Bプランで州発展計画に適合させ

ることが盛り込まれた。

2015 年3月にラシュタット市役所に中位

中心都市の市長やレギオン連合ハーガ長官が

集まり、契約に署名した。長官は、都心性商

品の売場面積が 800㎡以下である点がイケア

と違う点と、産業地区の古い Bプランの変更

と新たな Bプラン策定が中心市街地の発展
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地域へのイケア進出ゲームは再開される。他

の専門店がないイケア単独立地構想は、話し

合う価値がある。上位中心であるカールス

ルーエへの純粋なイケアなら、喜んで歓迎す

るだろう」と述べた4。

1年後の 2014 年5月に、イケアのカール

スルーエ進出が発表された。売場面積約

25,000㎡のイケア単独立地で、都心近くのス

ポーツ店と自動車販売店がある 2.9haが予

定地である（写真2）。南側に、都心と副都心

を結び、中央を頻繁に電車が走る幹線道路が

ある。東には道路を隔てて家具店が隣接し、

西の都心側はオフィス街である。2005 年に

市がイケアに提案した際は「狭すぎる」と断

られた用地で、広さが標準的なイケア店の半

分以下なので、駐車場は店舗上に3層で設置

される。

カールスルーエは上位中心なので、MOレ

ギオン全体への販売が 70％あれば一致令に

適合し、侵害禁止令も問題ない。しかし、予

定地はレギオンプランで都心を補完する場所

に過ぎず、統合立地場所でないため、イケア

が予定する多彩な都心性商品売場の建設には

プラン変更が不可欠である。翌6月のレギオ

ンの会議でイケア誘致に反対する声はなく、

直ちにプランの第9回変更手続きが開始され

た。イケア予定地と隣接する家具店用地を、

小売大規模プロジェクトのための優先地域

（統合立地場所）に変更し、インテリアや家

具を中心とした店舗の建設を認める。1年後

の 2015 年7月にレギオンでプラン変更が決

定され、11 月には州が変更を認可し、イケア

進出への地域計画的な前提が完成した。

これを受け、都市計画レベルでも 2015 年

10 月に Fプランが変更され、2016 年 12 月に

Bプランが決定された。Bプランに対して提

出された意見や理由書を見ると、商業面より

も交通の処理が問題とされ、周辺交差点への

対策に力が注がれている。もちろん、Bプラ

ンには建築物の用途規定として売場が商品別

に示され、3,450㎡ある都心性周辺商品では、

内訳が「住宅・家庭用織物、テーブルクロス：

620㎡、カーテンと付属品：350㎡」など、詳し

く定められている。

2017 年に入り、既に空き家とされていた店

舗の取り壊しが開始された。その後、周辺道

路の整備が始まり、2018 年に基礎工事に着手

された。現在は、2020 年夏の開店をめざして

建築工事が進んでいる。

6 契約とラシュタットへの家具店進出

イケアを中心とする大規模な郊外型小売店

センターの誘致に失敗したラシュタット市
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4 MOレギオン記者発表、2013.6.4

写真2 カールスルーエのイケア予定地

出典：Google Earth
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に役立つ点を強調した。同時に、将来的に家

具店プロジェクトが動き出す場合は、バラン

スある供給構造のため、残る中位中心都市で

あるガッゲナウ、ゲルンスバハ、あるいは

ビュールで行われるべきだと述べている6。

おわりに

BW州に新たに登場した統合令、一致令と

侵害禁止令は地域計画における転換であり、

大型商業施設の調整に大きな効果を発揮して

いる。転換がなければ、イケアは一定の売場

面積削減でラシュタット進出を認められたと

思われる。なかでも効果的なのが、一致令で

ある。規模が多彩な中位中心に対応できるだ

けでなく、区域外で商業開発が進めば購買力

の流入が減少して域内比率が高まり、自動的

に拡張する余地ができる点も優れている。

新しく3つの目標を追加した州発展計画は

もちろん重要だが、2001 年の地域計画法改正

の意義も見落としてはならない。統合立地場

所の範囲をレギオンプランに明示するよう義

務づけただけでなく、プラン変更が増加する

ことを見越して変更手続きの負担を軽減し、

プラン実現のために契約を行えることも盛り

込んだ。州経済省にあった目標離反手続の権

限を行政管区に移し、地域的調整手続と同時

に目標離反を扱えるようにしたことも重要で

ある。このような 2001 年改正の背景には、

1994 年から BW州が州都を含むシュツット

ガルトレギオンに特別法を制定して進めてき

たレギオン強化の試みがある7。特別法のう

ち、大型商業施設の調整に関係する部分を州

全体に広げたのが 2001 年の改正であり、期

待した効果を発揮している。

BW 州における大型商業施設の広域調整

は、地域計画の目標を尊重しつつも、状況に

応じて柔軟に判断し、合意によってプランを

変更している。また、レギオンがプラン実現

に積極的に動き、話し合いによる契約を促し

ていることも見落とせない。統合令が範囲

を、一致令と侵害禁止令が数値を示すことで

裁量の余地が縮小し、地域的調整手続の結果

を予測しやすくなったことが、協力を加速し

ている面も見える。広い商圏を有す大型商業

施設に関し、規模的に商圏に適したレギオン

を強化したことは、我が国にも参考になる。

ドイツの地域計画制度は、州によって異な

る点がある。既に一致令や侵害禁止令を導入

した州もあり、BW州は大型商業施設の広域

調整に大きく貢献したと言えよう。

参考文献

阿部成治『大型店とドイツのまちづくり－中

心市街地活性化と広域調整』学芸出版社、

2001 年。ここに述べた転換前の BW州の

状況や、市街地核についても述べている。

阿部成治「ドイツまちづくり情報」http:

//abej.sakura.ne.jp/deut/d-index.htm
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まちづくりの新展開－公共施設・大型商業施設をめぐる広域調整－

大型商業施設の立地をめぐる広域調整

東北大学大学院工学研究科准教授 姥浦 道生

大型商業施設を代表とする大規模集客施設は、自治体域を越えた広域的な空間的影響を有し、地域拠

点構造を決定する重要な要素である。したがって、広域的な空間構造を望ましいものにするためには、

その広域的立地をコントロールすることが重要になる。本稿ではまず、法律による立地コントロールの

制度について紹介した上で、その先進的運用事例として福岡県の取り組みを概観した。また、そのよう

な法律の枠組みを越えた自主条例に基づく取り組みとして、福島県と兵庫県の制度と運用実態を概観し

た。その上で、今後の広域調整制度のあるべき姿について、「調整の対象」の観点からは対象拡大に必要

性を、「調整の基準」の観点からは都市圏計画の必要性を、「調整の手続」の観点からは県の主導的役割

の必要性を指摘した。

1 大型商業施設立地の広域調整

都市計画的な意味における「広域調整」と

は、自治体間、特に中心都市と周辺自治体と

の間の、成長による利益の配分を調整するこ

とを意味する。

歴史的には、急激な都市化に伴う都市の単

純な意味での拡大・郊外化プロセス――過密

による問題を抱えた中心都市から周辺部に適

切な密度で市街地が拡大していくプロセス

――から、その成長が安定化してくるに伴っ

て、またモータリゼーションが進展するに

伴って、成長の相対的中心、すなわち各種都

市機能の立地の重心が周辺自治体へと移り、

中心都市の衰退が引き起こされるという状況

が生じるようになってきた。具体的な都市機

能としては、居住機能、工業・産業機能、商

業機能が挙げられるが、この中でも都市構造

に対するインパクトが大きいのが、都市の中

心部の主要な構成要素である商業施設であ

る。

大型商業施設も、百貨店を中心として、従

来は都市の中心部に立地していた。しかし近

年は、モータリゼーションの影響やショッピ

ングセンターなどの業態の変化により、郊外

に分散的に立地するようになってきている。

そして、それ自体がセンターとしての機能を

有し、広域的な都市構造自体を改変させる影

響力を持っている。
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に役立つ点を強調した。同時に、将来的に家

具店プロジェクトが動き出す場合は、バラン

スある供給構造のため、残る中位中心都市で

あるガッゲナウ、ゲルンスバハ、あるいは

ビュールで行われるべきだと述べている6。

おわりに

BW州に新たに登場した統合令、一致令と

侵害禁止令は地域計画における転換であり、

大型商業施設の調整に大きな効果を発揮して

いる。転換がなければ、イケアは一定の売場

面積削減でラシュタット進出を認められたと

思われる。なかでも効果的なのが、一致令で

ある。規模が多彩な中位中心に対応できるだ

けでなく、区域外で商業開発が進めば購買力

の流入が減少して域内比率が高まり、自動的

に拡張する余地ができる点も優れている。

新しく3つの目標を追加した州発展計画は

もちろん重要だが、2001 年の地域計画法改正

の意義も見落としてはならない。統合立地場

所の範囲をレギオンプランに明示するよう義

務づけただけでなく、プラン変更が増加する

ことを見越して変更手続きの負担を軽減し、

プラン実現のために契約を行えることも盛り

込んだ。州経済省にあった目標離反手続の権

限を行政管区に移し、地域的調整手続と同時

に目標離反を扱えるようにしたことも重要で

ある。このような 2001 年改正の背景には、

1994 年から BW州が州都を含むシュツット

ガルトレギオンに特別法を制定して進めてき

たレギオン強化の試みがある7。特別法のう

ち、大型商業施設の調整に関係する部分を州

全体に広げたのが 2001 年の改正であり、期

待した効果を発揮している。

BW 州における大型商業施設の広域調整

は、地域計画の目標を尊重しつつも、状況に

応じて柔軟に判断し、合意によってプランを

変更している。また、レギオンがプラン実現

に積極的に動き、話し合いによる契約を促し

ていることも見落とせない。統合令が範囲

を、一致令と侵害禁止令が数値を示すことで

裁量の余地が縮小し、地域的調整手続の結果

を予測しやすくなったことが、協力を加速し

ている面も見える。広い商圏を有す大型商業

施設に関し、規模的に商圏に適したレギオン

を強化したことは、我が国にも参考になる。

ドイツの地域計画制度は、州によって異な

る点がある。既に一致令や侵害禁止令を導入

した州もあり、BW州は大型商業施設の広域

調整に大きく貢献したと言えよう。

参考文献

阿部成治『大型店とドイツのまちづくり－中

心市街地活性化と広域調整』学芸出版社、

2001 年。ここに述べた転換前の BW州の

状況や、市街地核についても述べている。

阿部成治「ドイツまちづくり情報」http:

//abej.sakura.ne.jp/deut/d-index.htm
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ドイツの都市計画家、ハンス・アドリアン

は、このようなセンター機能を中心とした広

域的な都市構造のあり方として、以下の4つ

を示している（参考文献（1））。

①保全都市（ヨーロッパ旧市街型）：中心市

街地を保全し、郊外型のセンターの建設

に伴う分散的都市成長を阻止するモデル

である。ただし、現代民主主義社会にお

いては、実現不可能なモデルである。

②調整された複数センターを有する都市

（旧西独型）：中心市街地を最も重要な商

業地域として維持した上で、広域的に分

散する居住地に物やサービスを供給する

ための補完的なショッピングセンター

（SC）が立地するモデルである。ただし、

歴史的中心地の文化的特質は失われてい

く。

③衰弱都市（旧東独型）：郊外型の超大型

SCが都市や地域へのモノやサービスの

供給を担う。中心市街地は伝統的建造物

が保全され、観光機能を有することにな

るが、基本的には衰弱化し、特別な住宅

地へと転換していく。

④人工的世界の都市（アメリカ・中欧型）：

専門化・機能最適化・システム化された

センター群が広域圏内での物やサービス

を供給し、旧中心市街地もその中の一つ

として機能する。面的な交通ネットワー

クによってアクセス性は維持される。

そして彼は、「中心地理論」や「分散的集中」

といった従来型のいわば理想論的広域計画理

論からの脱却を訴え、以下の4点が重要であ

るとした。

・開発を再びコントロール可能にするための

広域行政の改革

・大都市の要素として郊外居住を認めること

・重要な田園空間を、大規模かつ持続的に保

全または活用すること

・核都市が単に規制的手段に頼らず積極的に

競争の中に身を置くこと

我が国の地方都市の多くが類型③と④の間

に位置付けられることについては、異論はな

いだろう。しかし一方で、多くの計画を見る

限り、各県・自治体が類型②を目指している

ように思われる。しかし、このようなバラン

スの取れた都市圏構造は、自治体間の自由競

争を通じては実現することができない。個別

自治体による利益の追求が、地域全体で希求

する空間構造を形成することに、必ずしも結

びつくわけではないのである。そのため、こ

れらのギャップを埋めるための――アドリア

ンが述べるように、単純に規制的手段のみに

よることは逆に地域全体の活力を失わせるこ

とにつながるが、一定の開発コントロール手

法を用いつつ――調整が必要になるのであ

る。

では、我が国においては、このような広域

調整――特にその中でも都市構造に大きな影

響を有する商業施設の立地に関する広域調整

――はどのように行われているのだろうか。

2 広域調整に関する制度とその運用実態

(1）大店立地法に基づく広域調整

昭和 40 年代頃からの「流通革命」による

スーパーマーケットの進出に伴い、周辺中小

小売業の事業活動機会の確保のための調整制

度を定めた大規模小売店舗法が制定された。

これは、その後のモータリゼーションによる
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郊外型大型商業施設についても適用されてい

た。しかし、規制緩和の流れの中、2000 年の

まちづくり三法改正に伴い同法は廃止され、

大規模小売店舗立地法が新たに制定された。

この大店立地法は、大店法と異なり、地域

の生活環境保全を目的としている。そのた

め、審査内容も周辺の交通渋滞や騒音等に関

するものであり、都市圏の空間構造に関して

は、その対象にはなっていない。

(2）都市計画法に基づく広域調整

ア 広域調整制度

前述のまちづくり三法の改正により、都市

計画法上、床面積1万㎡以上の大規模集客施

設の立地が可能なのは、都市計画で商業地

域、近隣商業地域、準工業地域の指定がされ

ている区域内においてのみである。

したがってまず、市街化区域と市街化調整

区域の区分がされている地域のうち、市街化

調整区域においてそのような開発を行う場合

には、市街化区域への編入が必要となる。い

わゆる線引きの変更である。この線引きの変

更権限は県にある。県は、将来予測に基づき

商業系市街地の必要と見込まれる面積、いわ

ゆる「商業フレーム」を算出・設定し、それ

を自治体間に割り与えることによって、新た

に市街化区域に編入する商業系用途地域面積

の調整を行う。

次に、市街化区域内で商業地域等以外の用

途地域が指定されている場所や、いわゆる線

引きのされていない都市計画区域内の商業地

域等以外の場所において大規模集客施設の建

設を行うためには、その場所の指定用途を商

業地域等に変更しなければならない1。この

変更権限を有するのは市町村であるが、変更

に際しては、市の場合には県と協議を行わな

ければならず、また町村の場合には県と協議

した上で、同意を得なければならない。

県は、「市町村との当該協議に当たっては、

一の市町村を超える広域の見地からの調整を

図る観点又は都道府県が定め、若しくは定め

ようとする都市計画との適合を図る観点から

行うものとされて」（参考文献（2））いる。ま

た、「都道府県知事は、当該協議に当たり、必

要があると認めるときは、関係市町村に対

し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必

要な協力を求めることができることとされて

いる。これは、都道府県が当該市町村以外の

市町村の状況を円滑に把握できるよう設けら

れたものであり、都道府県知事は、市町村が

定めようとする都市計画による影響が広域に

及ぶと目される場合には、広域の観点からの

判断を適正に行うため、必要に応じて、関係

市町村に意見の開陳等を求めることが望まし

い」（同）ともされている。

このような県の協議プロセスにおいては、

明確な都市圏構造に関する基準が定められて

いるわけではない。都市計画区域マスタープ

ランは、その際の基準となりうるが、しかし、

都市計画区域が広域で、都市圏全体をカバー

して設定されている事例はほとんどないた

め、これが必ずしも都市圏域のマスタープラ
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1 工業地域や非線引き白地地域等においては、地区計画（開発整備促進区）の策定によって用途規制の緩和を行い、大規模
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ドイツの都市計画家、ハンス・アドリアン

は、このようなセンター機能を中心とした広

域的な都市構造のあり方として、以下の4つ

を示している（参考文献（1））。

①保全都市（ヨーロッパ旧市街型）：中心市

街地を保全し、郊外型のセンターの建設

に伴う分散的都市成長を阻止するモデル

である。ただし、現代民主主義社会にお

いては、実現不可能なモデルである。

②調整された複数センターを有する都市

（旧西独型）：中心市街地を最も重要な商

業地域として維持した上で、広域的に分

散する居住地に物やサービスを供給する

ための補完的なショッピングセンター

（SC）が立地するモデルである。ただし、

歴史的中心地の文化的特質は失われてい

く。

③衰弱都市（旧東独型）：郊外型の超大型

SCが都市や地域へのモノやサービスの

供給を担う。中心市街地は伝統的建造物

が保全され、観光機能を有することにな

るが、基本的には衰弱化し、特別な住宅

地へと転換していく。

④人工的世界の都市（アメリカ・中欧型）：

専門化・機能最適化・システム化された

センター群が広域圏内での物やサービス

を供給し、旧中心市街地もその中の一つ

として機能する。面的な交通ネットワー

クによってアクセス性は維持される。

そして彼は、「中心地理論」や「分散的集中」

といった従来型のいわば理想論的広域計画理

論からの脱却を訴え、以下の4点が重要であ

るとした。

・開発を再びコントロール可能にするための

広域行政の改革

・大都市の要素として郊外居住を認めること

・重要な田園空間を、大規模かつ持続的に保

全または活用すること

・核都市が単に規制的手段に頼らず積極的に

競争の中に身を置くこと

我が国の地方都市の多くが類型③と④の間

に位置付けられることについては、異論はな

いだろう。しかし一方で、多くの計画を見る

限り、各県・自治体が類型②を目指している

ように思われる。しかし、このようなバラン

スの取れた都市圏構造は、自治体間の自由競

争を通じては実現することができない。個別

自治体による利益の追求が、地域全体で希求

する空間構造を形成することに、必ずしも結

びつくわけではないのである。そのため、こ

れらのギャップを埋めるための――アドリア

ンが述べるように、単純に規制的手段のみに

よることは逆に地域全体の活力を失わせるこ

とにつながるが、一定の開発コントロール手

法を用いつつ――調整が必要になるのであ

る。

では、我が国においては、このような広域

調整――特にその中でも都市構造に大きな影

響を有する商業施設の立地に関する広域調整

――はどのように行われているのだろうか。

2 広域調整に関する制度とその運用実態

(1）大店立地法に基づく広域調整

昭和 40 年代頃からの「流通革命」による

スーパーマーケットの進出に伴い、周辺中小

小売業の事業活動機会の確保のための調整制

度を定めた大規模小売店舗法が制定された。

これは、その後のモータリゼーションによる
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ンとして、調整基準として機能するわけでは

ない。そこで、県によっては大規模集客施設

の開発調整のための計画・基準を独自に定め

ている。以下では、福岡県の事例を見てい

く。

イ 福岡県：福岡県都市計画基本方針／都市

計画の運用方針

福岡県においては、2003 年に都市型社会に

対応した都市づくりを効率よく戦略的に推進

していくための方針として「福岡県都市計画

基本方針」を定め、それを広域的な都市計画

行政の基本的な方向性を示す論拠として活用

してきた。さらに 2007 年に、大規模集客施

設の立地基準として「大規模集客施設の立地

ビジョン」を策定し、2008 年にその内容を法

定都市計画区域マスタープランに取り込むこ

とで、法定計画としての位置づけを与えてい

る。その後、「大規模集客施設の立地ビジョ

ン」は、2016 年 12 月に一部改定されて、他の

ガイドライン・方針と共に「福岡県都市計画

の運用方針」として位置づけられている。

都市計画区域マスタープランでは、広域的

で多様な都市機能の集積を図る区域である

「広域拠点」38ヶ所と、身近な地域において都

市機能の集積を図る区域である「拠点」73ヶ

所（図1）が、「都市構造の形成方針図」に位

置づけられている。また、広域拠点や拠点の

都市機能を補完する目的で、公共交通軸の沿

線の駅やバス停付近が「公共交通軸の沿線」

として位置づけられている。床面積1万㎡以

上の大規模集客施設を認めるような用途規制

の緩和については、このうち広域拠点と基幹

公共交通軸沿線において認める、とされてい

る。

「広域拠点」は、都市計画区域マスタープラ

ンにおいて即地的に定められている。

これらの拠点内においては、それに適合す

る規模の大規模集客施設等の立地が認められ

るが、その区域外においても、ガイドライン
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に基づき評価を行い、適切と認められれば変

更が認められることになる。この際の評価

は、都市計画変更により拠点としての機能を

追加することが都市構造上妥当であるかどう

かという「都市構造の観点からの評価」と、

立地によって土地利用の外部不経済を発生さ

せないかどうかという「土地利用の外部性か

らの評価」の2つの観点である。このうち後

者は交通や騒音等による周辺への影響に関す

る事項であり、本稿と関係が深いのは前者で

ある。

この「都市構造の観点からの評価」にも、

「公共交通等でのアクセス性」や「環境に対す

る負荷」など、いくつかの評価項目があるが、

その中でも本稿と関連が深いのは「多様な都

市機能の集積」である。これに関しては、ハ

フモデルを用いて当該集客施設の利用者数で

ある「集中人口」を算出した上で、①立地後

の評価対象地区の集中量が広域拠点の集中量

より小さく広域拠点の都市機能集積に影響が

ない場合、に加えて、②立地後の評価対象地

区の集中量が広域拠点の集中量と同程度以上

であり、かつ評価対象地区において、広域拠

点と同程度の商業、業務、文化等の多様な都

市機能が集積するなど都市構造の観点から広

域拠点としての役割を果たすことが見込まれ

る場合にも用途地域変更を認めるとしてい

る。このように、新たな広域拠点を形成する

ことも認めている点が興味深い。

ただし、このような評価プロセスを経るの

は、あくまで法定の用途地域変更が必要とな

る場合である。都市計画法上、立地可能な用

途地域であり、その変更が不要な場合には、

この手続きを経ることなく、大店立地法の手

続きに進むことになる。

(3）自主条例に基づく広域調整

ここまで述べてきた法定のプロセスでは、

拠点として位置づけられていない近隣商業地

域や準工業地域などにおいても大規模集客施

設の立地が認められるなど、コントロールが

十分に効かない場合がある。特に、用途地域

指定は市町村事務であるため、広域的な空間

構造に影響がある場合であったとしても、市

は県との「協議」の上、最終的には変更する

ということもありうる。

このような問題に対応するためには、自主

条例を制定する必要がある。以下では、この

ような対応を行っている事例として、福島県

と兵庫県についてみていくこととする。

ア 福島県：福島県商業まちづくり推進条例

福島県においては、「福島県商業まちづく

り推進条例」が制定されている。この条例

は、「将来に向かって、環境への負荷の少ない

持続可能なまちづくりや歩いて暮らせるコン

パクトなまちづくりの考え方に基づき、県に

あっては特に規模の大きな小売商業施設につ

いて広域の見地から適正な配置を推進し、地

域住民及び小売事業者等にあっては魅力ある

まちづくりに向けて相互に協力し地域に貢献

することが必要である」（同条例前文）との問

題意識に基づき制定された。内容的には、「①

商業まちづくりの推進に関するビジョンの策

定」「②特定小売商業施設（店舗面積 6千㎡以

上）の立地に関する広域の見地からの調整」

「③特定小売商業施設の地域貢献活動の促進」

の3本の柱から構成されている。本稿と関係
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ンとして、調整基準として機能するわけでは

ない。そこで、県によっては大規模集客施設

の開発調整のための計画・基準を独自に定め

ている。以下では、福岡県の事例を見てい

く。

イ 福岡県：福岡県都市計画基本方針／都市

計画の運用方針

福岡県においては、2003 年に都市型社会に

対応した都市づくりを効率よく戦略的に推進

していくための方針として「福岡県都市計画

基本方針」を定め、それを広域的な都市計画

行政の基本的な方向性を示す論拠として活用

してきた。さらに 2007 年に、大規模集客施

設の立地基準として「大規模集客施設の立地

ビジョン」を策定し、2008 年にその内容を法

定都市計画区域マスタープランに取り込むこ

とで、法定計画としての位置づけを与えてい

る。その後、「大規模集客施設の立地ビジョ

ン」は、2016 年 12 月に一部改定されて、他の

ガイドライン・方針と共に「福岡県都市計画

の運用方針」として位置づけられている。

都市計画区域マスタープランでは、広域的

で多様な都市機能の集積を図る区域である

「広域拠点」38ヶ所と、身近な地域において都

市機能の集積を図る区域である「拠点」73ヶ

所（図1）が、「都市構造の形成方針図」に位

置づけられている。また、広域拠点や拠点の

都市機能を補完する目的で、公共交通軸の沿

線の駅やバス停付近が「公共交通軸の沿線」

として位置づけられている。床面積1万㎡以

上の大規模集客施設を認めるような用途規制

の緩和については、このうち広域拠点と基幹

公共交通軸沿線において認める、とされてい

る。

「広域拠点」は、都市計画区域マスタープラ

ンにおいて即地的に定められている。

これらの拠点内においては、それに適合す

る規模の大規模集客施設等の立地が認められ

るが、その区域外においても、ガイドライン
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するのは、このうち特に①と②である。

まず、商業まちづくりの推進に関するビ

ジョンとして、『福島県商業まちづくり基本

方針』を策定し、各生活圏の都市機能等が集

積されている地域に特定小売商業施設を集積

させることや、郊外部への特定小売商業施設

の立地を抑制させることなどを基本的な方向

として示した。その上で、「生活圏ごとに人

口や都市機能が集積されており、商業の集積

を図る必要がある市町村への立地を促進」す

ることを目的として、特定小売商業施設を誘

導する市町村に関する条件設定を行ってい

る。具体的には、県の都市計画区域マスター

プランにおいて商業を集積させる方針を明記

していること、公共交通機関の結節点があり

周辺市町村からのアクセスが良好であること

等、6要件である。これらの条件すべてを満

たすのが、福島市、二本松市、郡山市、須賀

川市、白河市、会津若松市、喜多方市、南会

津町、南相馬市、いわき市平地区・小名浜地

区・勿来地区の合計9市町（3地区）である

（参考文献（4））。さらに、この市町村の中で

誘導する地域として、認定中心市街地内の商

業地域等を示し、優先順位を設定している。

一方、「誘導する地域」以外、特に市街化調

整区域や農振農用地区域等においては、立地

を抑制する方針が示されている。

特定小売商業施設を新設しようとする場合

は、設置者は商業まちづくり推進条例に基づ

く県への届出が必要になる。そして県は、関

係市町村や住民等の意見、県商業まちづくり

基本方針、県商業まちづくり審議会の意見等

を踏まえて、広域的な見地から立地の適否に

関する意見を設置者に通知する、という流れ

になる。

これまで条例に基づき届出が出されたの

は、小名浜イオンモール（店舗面積 32,933㎡）

1件のみであり、これに対して関係市町村、

県等からの意見は特段出されていない。

イ 兵庫県：兵庫県大規模集客施設条例

兵庫県においては、立地計画の早期の段階

で事業者と知事が協議を行い、知事が関係行

政機関の意見を総合的に調整した上で、事業

者に対し必要な対策について意見を通知する

手続を定め、もって地域社会の健全な発展に

寄与することを目的として（参考文献（5））、

2005 年に大規模集客施設条例を制定した。

事業者は、大規模集客施設の新築等をしよ

うとするときは、周辺道路の交通量の変化そ

の他の大規模集客施設が周辺地域の都市機能

に及ぼす影響に関する調査を行い、その結果

を踏まえて基本計画書を作成し、建築確認申

請や大店立地法に基づく届出の前に、知事に

提出しなければならない（条例第3条）。知

事は、周辺市町村等の関係行政機関及び関係

公共施設の管理者の意見を聴き、事業者が講

ずべき対策について、大規模小売店舗等立地

審議会の意見を聴取した上で、知事意見書を

作成し、事業者に通知する（同第4条）。

その際の基準として、広域的な土地利用の

適正化の観点から、都市構造に対して広域的

に影響を与える大規模な集客施設の立地に対

する誘導・抑制の指針として「広域土地利用

プログラム」を定めている。

このプログラムにおいては、「商業機能を

中心としたまちづくりの方針が定まっている

こと」「多数の来訪者に対応可能な交通基盤
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が整っていること」「一定の商業集積がある

こと」という条件すべてを満たす地区につい

て、その位置づけや規模等に応じて「広域商

業ゾーン（立地規模の上限なし）」「準広域商

業ゾーン（同床面積2万㎡）」「地域商業ゾー

ン（同1万㎡）」に指定している（図2）。こ

のゾーン以外の地域においては、床面積6千

㎡までしか商業施設の立地は認められない。

なお、本プログラムは 2016 年に改正され、「特

に地域創生に資する取り組みを行う場合の特

例」として、通常の準広域商業ゾーンや地域

商業ゾーンにおいて認められる上限床面積そ

れぞれ2万㎡、1万㎡が 1.5 倍になる緩和特

例が新たに設けられた。

平野他（2016）によると、各ゾーンにおい

てプログラムの上限床面積を越えて立地した

店舗は、条例施行前の約4年半（2001 年4月

1日～2005 年9月 30 日）で 18 件だったの

が、最近約7年間（2008 年7月1日～2015 年

3月 31 日）では3件となっており、そのいず

れもがプログラムの緩和規定が適用された事

例である。このようにゾーニング対象地域に

おいては条例改正後に開発件数が激減してい

ることから、条例による立地規制の効果が見

られる、とされている（参考文献（6））。

3 広域調整の将来像

終わりに、ここまで見てきた実態と課題を

もとに、商業施設の立地をめぐる広域調整の

あるべき姿について、調整の対象、調整の基

準、調整の手続の3点から描いてみよう。

(1）調整の対象：対象立地場所の拡大必要性

調整の対象に関して、面積要件としては延

べ床面積1万㎡が一つの基準として想定され

ている。それを越えると、広域的な都市構造

への影響がある可能性が出てくる、というこ

とである。

広域的都市構造への影響の有無は、単に面

積のみならず、立地場所や取扱品目などさま
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図2 兵庫県「商業ゾーン」の指定状況（一部）
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するのは、このうち特に①と②である。

まず、商業まちづくりの推進に関するビ

ジョンとして、『福島県商業まちづくり基本

方針』を策定し、各生活圏の都市機能等が集

積されている地域に特定小売商業施設を集積

させることや、郊外部への特定小売商業施設

の立地を抑制させることなどを基本的な方向

として示した。その上で、「生活圏ごとに人

口や都市機能が集積されており、商業の集積

を図る必要がある市町村への立地を促進」す

ることを目的として、特定小売商業施設を誘

導する市町村に関する条件設定を行ってい

る。具体的には、県の都市計画区域マスター

プランにおいて商業を集積させる方針を明記

していること、公共交通機関の結節点があり

周辺市町村からのアクセスが良好であること

等、6要件である。これらの条件すべてを満

たすのが、福島市、二本松市、郡山市、須賀

川市、白河市、会津若松市、喜多方市、南会

津町、南相馬市、いわき市平地区・小名浜地

区・勿来地区の合計9市町（3地区）である

（参考文献（4））。さらに、この市町村の中で

誘導する地域として、認定中心市街地内の商

業地域等を示し、優先順位を設定している。

一方、「誘導する地域」以外、特に市街化調

整区域や農振農用地区域等においては、立地

を抑制する方針が示されている。

特定小売商業施設を新設しようとする場合

は、設置者は商業まちづくり推進条例に基づ

く県への届出が必要になる。そして県は、関

係市町村や住民等の意見、県商業まちづくり

基本方針、県商業まちづくり審議会の意見等

を踏まえて、広域的な見地から立地の適否に

関する意見を設置者に通知する、という流れ

になる。

これまで条例に基づき届出が出されたの

は、小名浜イオンモール（店舗面積 32,933㎡）

1件のみであり、これに対して関係市町村、

県等からの意見は特段出されていない。

イ 兵庫県：兵庫県大規模集客施設条例

兵庫県においては、立地計画の早期の段階

で事業者と知事が協議を行い、知事が関係行

政機関の意見を総合的に調整した上で、事業

者に対し必要な対策について意見を通知する

手続を定め、もって地域社会の健全な発展に

寄与することを目的として（参考文献（5））、

2005 年に大規模集客施設条例を制定した。

事業者は、大規模集客施設の新築等をしよ

うとするときは、周辺道路の交通量の変化そ

の他の大規模集客施設が周辺地域の都市機能

に及ぼす影響に関する調査を行い、その結果

を踏まえて基本計画書を作成し、建築確認申

請や大店立地法に基づく届出の前に、知事に

提出しなければならない（条例第3条）。知

事は、周辺市町村等の関係行政機関及び関係

公共施設の管理者の意見を聴き、事業者が講

ずべき対策について、大規模小売店舗等立地

審議会の意見を聴取した上で、知事意見書を

作成し、事業者に通知する（同第4条）。

その際の基準として、広域的な土地利用の

適正化の観点から、都市構造に対して広域的

に影響を与える大規模な集客施設の立地に対

する誘導・抑制の指針として「広域土地利用

プログラム」を定めている。

このプログラムにおいては、「商業機能を

中心としたまちづくりの方針が定まっている

こと」「多数の来訪者に対応可能な交通基盤
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ざまな要素によって決定されるものではあ

る。しかし、それを一つ一つ検討しなければ

ならないとなると、行政コストや出店者の経

済的コストがかかることになる。その意味で

は、自主条例を参考にしても、延べ床面積1

万㎡というのは一定の合理性を有していると

いえるだろう。

一方で、立地要件に関して、商業地域のみ

ならず近隣商業地域や準工業地域においても

これが基本的には認められるというのは、課

題であろう。近隣商業地域は、あくまで「近

隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行

うことを主たる内容とする商業」（都市計画

法第9条第9号）が立地する地域であり、ま

た準工業地域は「環境の悪化をもたらす恐れ

のない工業」（同第 11 号）が立地する地域で

ある。いずれも広域的影響のある商業施設の

立地を無条件に認めているとは、到底読み取

ることはできないからである。

したがって、商業地域指定区域以外におけ

る立地については、用途地域変更のための広

域調整手続きを経なければならない、とすべ

きであろう。

(2）調整の基準：都市圏計画の必要性

調整に際しては、その判断の基準となる都

市圏の計画が必要となる。本来的にはこの都

市圏計画は、単に大型商業施設の立地コント

ロールのためだけにあるのではなく、各種都

市機能の立地誘導、さらには土地利用や公共

交通網などの指針となる、都市圏空間の総合

的なマスタープランとなるべきものであろ

う。

この計画の内容については、即地的に示す

方法から文言で示す方法まで、多様な方法が

考えられる。即地的に示す場合も、敷地レベ

ルまで正確に示す場合から、概ねの位置を示

すにとどめる場合まで、いろいろある。また

は、文言規定と即地的指定を組み合わせる方

法も考えられる。明らかに認められる区域に

ついては事前確定的に即地的に指定した上

で、それ以外の区域においても、一定の基準

を満たし、手続きを経れば立地が認められ

る、というやり方である。

広域的観点から商業施設の立地が認められ

る区域を即地的に示すことによって事前明示

性は高まる。しかし一方で、その範囲を明確

かつ限定的にしすぎると、状況に応じたフレ

キシブルな対応が困難になるという運用上の

問題が生じることになる。逆に文言規定のみ

とすると、空間イメージの共有が困難になる

ことにより規制の実効性が失われる可能性が

生じるという問題が出てくる。

各県は、このような事前明示性の確保、フ

レキシビリティの確保、規制の実効性の確保

等の観点をバランスさせるために、さまざま

な計画手法をとっているといえる。

(3）調整の手続：県の主導的役割の必要性

調整手続に関しては、実態として特に地方

分権後に相当程度の権限が市町村に移譲され

たこと、また実態として市町村間に「お互い

様文化」がみられることを勘案すると、市町

村間での水平的調整のみに委ねることは難し

い。また、現状での広域調整も、県が一定の

役割を果たして行われている。

したがって、県が主導的役割を果たしつ

つ、調整を行っていく必要がある。その際に
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は、――前項とも関連するが――県には単に

足して二で割る消極的仲裁主体としての役割

だけではなく、積極的に地域像を示し実現す

る主体としての役割も期待される。この調整

結果の実現性担保のためには、市による都市

計画決定に対する県の「同意」条件が必要で

ある。もちろん、この同意を拒否することが

できるのは、広域的観点からの理由に限定さ

れることは言うまでもない。
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ざまな要素によって決定されるものではあ

る。しかし、それを一つ一つ検討しなければ

ならないとなると、行政コストや出店者の経

済的コストがかかることになる。その意味で

は、自主条例を参考にしても、延べ床面積1

万㎡というのは一定の合理性を有していると

いえるだろう。

一方で、立地要件に関して、商業地域のみ

ならず近隣商業地域や準工業地域においても

これが基本的には認められるというのは、課

題であろう。近隣商業地域は、あくまで「近

隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行

うことを主たる内容とする商業」（都市計画

法第9条第9号）が立地する地域であり、ま

た準工業地域は「環境の悪化をもたらす恐れ

のない工業」（同第 11 号）が立地する地域で

ある。いずれも広域的影響のある商業施設の

立地を無条件に認めているとは、到底読み取

ることはできないからである。

したがって、商業地域指定区域以外におけ

る立地については、用途地域変更のための広

域調整手続きを経なければならない、とすべ

きであろう。

(2）調整の基準：都市圏計画の必要性

調整に際しては、その判断の基準となる都

市圏の計画が必要となる。本来的にはこの都

市圏計画は、単に大型商業施設の立地コント

ロールのためだけにあるのではなく、各種都

市機能の立地誘導、さらには土地利用や公共

交通網などの指針となる、都市圏空間の総合

的なマスタープランとなるべきものであろ

う。

この計画の内容については、即地的に示す

方法から文言で示す方法まで、多様な方法が

考えられる。即地的に示す場合も、敷地レベ

ルまで正確に示す場合から、概ねの位置を示

すにとどめる場合まで、いろいろある。また

は、文言規定と即地的指定を組み合わせる方

法も考えられる。明らかに認められる区域に

ついては事前確定的に即地的に指定した上

で、それ以外の区域においても、一定の基準

を満たし、手続きを経れば立地が認められ

る、というやり方である。

広域的観点から商業施設の立地が認められ

る区域を即地的に示すことによって事前明示

性は高まる。しかし一方で、その範囲を明確

かつ限定的にしすぎると、状況に応じたフレ

キシブルな対応が困難になるという運用上の

問題が生じることになる。逆に文言規定のみ

とすると、空間イメージの共有が困難になる

ことにより規制の実効性が失われる可能性が

生じるという問題が出てくる。

各県は、このような事前明示性の確保、フ

レキシビリティの確保、規制の実効性の確保

等の観点をバランスさせるために、さまざま

な計画手法をとっているといえる。

(3）調整の手続：県の主導的役割の必要性

調整手続に関しては、実態として特に地方

分権後に相当程度の権限が市町村に移譲され

たこと、また実態として市町村間に「お互い

様文化」がみられることを勘案すると、市町

村間での水平的調整のみに委ねることは難し

い。また、現状での広域調整も、県が一定の

役割を果たして行われている。

したがって、県が主導的役割を果たしつ

つ、調整を行っていく必要がある。その際に
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Column
コミュニティの迷い道～現在！過去×未来？～ （人間味のあるまちづくりと真実の道）

19 世紀から 20 世紀前半には、産業革命で農村から都市に人々が急速に流入した。西欧
諸国では、その後、様々な取組が行われ、二度の世界大戦を経て、基本的なまちづくりの
仕組みが出来上がった。その担い手は都市自治体である。その仕組みの中核は、市町村全
域対象の法的拘束力のある土地利用・都市計画でリアルなものである。
大陸法系の国では、地方自治体には固有の領域があるとしてそれを法的に保障してい
る。“法的な意味での地方自治”だ。では、その固有の領域とは何か、地方自治の核心部分
は何かと問えば、まずは「まちづくり」だと答えるだろう。早くから成熟社会に到達して
いた諸国ではそこに気がついていた。一方、“政治的な意味での地方自治”という概念があ
り、これは市民たちの自治であり、素人の名誉職市民が行政に参画するということであっ
た。今日では、市民たちが公の活動に参画してふるさとの社会を活き活きとしたものとす
るといった意味でも理解されている。
かくして、フランスやドイツでは、都市像をはっきりと思い描き、市民たちが公開の場
に参加し専門家を交えてよく検討した上で、議会で土地利用・都市計画を決定する。その
法的拘束力は建築許可を通じて確保される。おおやけの場における人間味のある活動、ギ
リシャのポリスをイメージする“政治的な意味での地方自治”は“法的な意味での地方自
治”があってこそ実現できる。
広域調整を考えれば、その重要性がわかる。もし、隣の都市の都市計画が当市のまちづ
くりに甚大な影響を及ぼすことが予想される場合には、その隣の都市の都市計画は当市の
計画権限を侵害していると考える。そこで、法的手続である事前の公開参加で意見を表明
することができ、調整が図られる。まずは話し合いで解決だが、場合によっては州が間に
入り、さらには訴訟になることもあり、解決を目指して努力が続けられる。なお、大規模
商業施設といった場合には権利調整は難しく、立法的解決も図られてきた。
広域調整には、こういったエピソードもある。第一次世界大戦後、ドイツ・ルール地方
はフランスの占領下にあった。フランスは、緑地を潰して、炭鉱を基礎として重工業を発
展させようとしていた。しかし、これでは人々の憩いの場がなくなる。そこで、当地の市
町村は自ら広域連合を結成して、市町村や郡の計画を調査し、それをもとに全域を見通し
た計画を作成し、望ましくない計画の出現を予防した。地方自治体の計画権限への国の直
接介入を阻止し、自ら調整を行った。そして、今も緑豊かな地域が残る。
超高齢・人口減少時代においては、ともかくも地方自治体の心の通い合った連帯とそれ
を支える法的な仕組みを構築していかなければ、ゼロサムゲームは成り立たない。しかし
その道はよく見えず、日本ではイメージを思い浮かべる人は少ない。
カフカは語る「真実の道は一本の綱の上を通っていく。その綱は空中ではなく、地面すれ
すれに張られており、通らすよりも、むしろつまずかせるためにあるらしい」（フランツ・カフ
カ、池内紀訳『ノート2 掟の問題』p.24、2006 年、白水社） （隠れた歴史愛好家）
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近年の我が国の観光市場は、国内宿泊旅行の拡大や訪日外客数の増加が顕著であり、都市自

治体も、旅行を「観光」にとどまらない「ツーリズム」という広範な視点で捉え、主要施策の

一つとして取り組むべき時代を迎えている。一方で、いわゆる“観光公害”やシェアリングエ

コノミーへの対応など、新たな課題も生じている。そこで、都市自治体の視点から、ツーリズ

ム推進体制の整備や財源の確保方策をはじめ、ツーリズムの諸課題について考察する。
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観光による地域振興について

東洋大学国際観光学部教授 古屋 秀樹

本論では、観光振興とその効果発現に向けた試案を、需要側と供給側からの視点整理、事例紹介とと

もに示す。まず、需要側では、旅行者の移動・意向分析から、データに基づいたニーズ把握、マーケティ

ング活動の重要性を指摘した。観光地サイドの視点に加えて、意思決定主体の思考に寄り添いながら取

り組むことが重要といえる。

また、供給側では、効果的な推進体制づくり、基盤整備とプロモーションの実施、観光地の利用強度

のマネジメント、事業評価を取り上げた。プロモーションや観光地マネジメントは、とかく経験と勘に

頼りがちになるが、適切な事業評価によってチェックを行い、関係主体の互酬性を担保しながら、継続

的に観光振興に取り組むことが重要と考えられる。

はじめに

超少子高齢社会の中で、観光は地域発展の

エンジンとして期待されている。その中で

も、特にインバウンド観光は訪日外客数の増

加が堅調のため有望な市場と言われることが

多い。そして、本年1月7日に国際観光旅客

税の徴収がはじまった。300 億円超の財源を

活用して、高次元な観光施策の展開を目指す

ものであり、その使途の基本方針として、①

ストレスフリーな旅行環境の整備、②我が国

の多様な魅力に関する情報の入手の容易化、

③資源整備等による地域での体験滞在の満足

度向上、が設定されている。いずれも地域で

の観光振興と密接に関わるため、それを活用

した施策実施とその効果が期待される。

観光振興がもたらす効果は、とかく経済面

が着目されるが、表1に示すように物理的、

社会的、心理的、文化的な効果も期待される。

観光欲求が満たされる来訪者や消費行動によ

る商業への恩恵、地域への経済効果だけでは

なく、地域住民のシビックプライドや地域へ

の愛着（アタッチメント）の醸成は、巡り巡っ

て地域の観光魅力となる。

このような多様なメリットが想定できる観

光振興であるが、十分な誘客が実現せず、期

待された効果が発現しない地域も散見され

る。インバウンド観光では、大都市からの周

遊促進が指摘されているが、時間や費用制約
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の中で、周辺地域への誘いは容易なものでは

ない。本論ではその効果の発現に向けて、

Ⅰ．旅行者ニーズの的確な把握（需要側）、

Ⅱ．地域の体制整備・取り組みの方向性

（供給側）、

以上の観点から考察を行うものとする。

1 旅行者ニーズの的確な把握

(1）観光需要の現状、今後の動向について

世界における今後の旅行流動についてみる

と、国連世界観光機関（UNWTO）では、旅

行需要が 2010 年から 2030 年にかけて倍増す

るとの推定のもとで、2018 年の国外旅行者総

数（到着ベース）を 14 億人（対前年比6％増）

と報告している2。一方、短期動向の中で旅

行者態度指数（Traveler Sentiment Index）3

をみると、リーマンショック（2008 年）、ギリ

シャの財政問題（2009 年）に端を発する債務

危機、そして東日本大震災が発生した 2011

年ごろを底にしながら、2017 年末まで指数は

20 四半期連続の拡大期となり、ヨーロッパ中

央銀行による量的緩和策の実施、中国・人民

元の切り下げが追い風になっていたといえ

る。しかしながら、2018 年は減速に転じたと

され、2019 年では米国・中国の景気後退、米

中貿易摩擦、英国の EU離脱、難民問題、ナ

ショナリズムやポピュリズム（大衆迎合主

義）思想の広がりは国際交流に影を落としか

ねない。一方で、新興国の経済発展・所得増

加、世界的な若年層人口の増加などの追い風

もあり、今後、注視する必要がある。

さて、日本に目を向けると、表2に示すよ

うに訪日外国人旅行者数は 2018 年に 3119 万

人（対前年比 8.7%増、日本政府観光局発表）

となった。また、総消費額も 4.5 兆円（対前

年比 2.0％増）となり、その規模は日本人国

内旅行関連消費額（4.9 兆円、2016 年）とほ

ぼ同程度である。このように拡大する訪日

マーケットであるが、訪日外国人旅行者1名

あたり消費額では 15.3 万円（対前年比 0.7％

減）となっている。減少の理由として、調査
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表2 訪日外客数ならびに消費額

訪日外客数

4.5 兆円
(2.0%増)

15.3 万円/人
(0.7%減)

4.4 兆円
(17.8％増)

15.4 万円/人
（1.3％減）

訪日外客
総消費額4

訪日外客 1人
あたり消費額5

3119 万人
(8.7%増)7

－－3550 万人8
（13.8％増）2019

2869 万人
(対前年比
19.3%増)6

年次

2017

2018

表1 観光振興による効果1

・観光収入の増加
・雇用の創出

プラス効果

社会的効果

・個々の活動の商
業化

・ホスト地域に関
する守りの姿
勢・相互理解不
足にもとづく訪
問客への敵対心

・ Greed Factor

(貪 欲さ) の 浸
透・過度な都市
化等，望ましく
ないトレンドの
加速

・環境面でのダ
メージ

・混雑

・特別イベント開
催時の物価上昇

・不動産市場の投
機

マイナス効果

心理的効果

・地域住民の経済
的搾取・政治的
価値を反映させ
るためのイベン
トの本当の意味
の歪曲

・地域とその価値
観の国際的な認
知度向上

・地域政府や住民
が持つ政治的価
値観の伝達

政治的効果

・他の文化と生活
様式に触れるこ
とを通じた新し
いアイディアの
創出

・地域の伝統と価
値観の強化

・地域のプライド
と コ ミ ュ ニ
ティ・スピリッ
トの醸成

・地域外の感じ方
に対する意識の
強化

・ボランティアを
通じたコミュニ
ティの強化

・新規施設の建設
・地域インフラの
改善

分野
経済効果

物理的効果

文化的効果
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都市自治体とツーリズム政策

観光による地域振興について

東洋大学国際観光学部教授 古屋 秀樹

本論では、観光振興とその効果発現に向けた試案を、需要側と供給側からの視点整理、事例紹介とと

もに示す。まず、需要側では、旅行者の移動・意向分析から、データに基づいたニーズ把握、マーケティ

ング活動の重要性を指摘した。観光地サイドの視点に加えて、意思決定主体の思考に寄り添いながら取

り組むことが重要といえる。

また、供給側では、効果的な推進体制づくり、基盤整備とプロモーションの実施、観光地の利用強度

のマネジメント、事業評価を取り上げた。プロモーションや観光地マネジメントは、とかく経験と勘に

頼りがちになるが、適切な事業評価によってチェックを行い、関係主体の互酬性を担保しながら、継続

的に観光振興に取り組むことが重要と考えられる。

はじめに

超少子高齢社会の中で、観光は地域発展の

エンジンとして期待されている。その中で

も、特にインバウンド観光は訪日外客数の増

加が堅調のため有望な市場と言われることが

多い。そして、本年1月7日に国際観光旅客

税の徴収がはじまった。300 億円超の財源を

活用して、高次元な観光施策の展開を目指す

ものであり、その使途の基本方針として、①

ストレスフリーな旅行環境の整備、②我が国

の多様な魅力に関する情報の入手の容易化、

③資源整備等による地域での体験滞在の満足

度向上、が設定されている。いずれも地域で

の観光振興と密接に関わるため、それを活用

した施策実施とその効果が期待される。

観光振興がもたらす効果は、とかく経済面

が着目されるが、表1に示すように物理的、

社会的、心理的、文化的な効果も期待される。

観光欲求が満たされる来訪者や消費行動によ

る商業への恩恵、地域への経済効果だけでは

なく、地域住民のシビックプライドや地域へ

の愛着（アタッチメント）の醸成は、巡り巡っ

て地域の観光魅力となる。

このような多様なメリットが想定できる観

光振興であるが、十分な誘客が実現せず、期

待された効果が発現しない地域も散見され

る。インバウンド観光では、大都市からの周

遊促進が指摘されているが、時間や費用制約
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対象に短期滞在者であるクルーズ船利用の訪

日客が含まれたこと、リピータ客増加が考え

られる。主要マーケットのリピータ比率は、

香港 87.4％、台湾 82.7％、韓国 76.4％など

東アジアで高く、全国籍・地域でも 61.9％と

なっており（観光庁調査4）、今後も増加が予

想される。これより、訪日インバウンドが他

国との競合の中で優位性を維持し、旅行者に

選好されるためには、新たな体験メニューや

ストーリー設定など多面的な魅力創出を欠か

すことができない。

(2）旅行者ニーズ・行動の把握

「観光行動」は、口コミ、ネット情報などを

頼りに、「自分も同じ体験をしたい、同じ空間

に身をおいてみたい」との思いを実行動を通

じて達成する「確認行動」と言われる。した

がって、旅行者誘客のためには、当該地での

「確認行動」を生起させる動機付けが不可欠

であり、交通等に費やす時間と費用を凌駕す

るメリットをどう提供するか、その検討のた

めに旅行者ニーズを的確に汲み取ることが重

要となる。

（ア）全国レベルの流動実態の把握9

ここでは訪日外国人旅行者の実行動データ

を用いた旅行者意向の分析事例を紹介した

い。分析では、訪日外国人消費動向調査デー

タ（観光庁、2015・16 年、N=79,739 人）を用

いながら、旅行者の訪問地の組み合わせか

ら、その類似度にもとづいて訪問パターンの

類型化を行い、それによる旅行ニーズの把握

と個人属性との関係性把握を行っている。

分析の結果、表3に示すように訪日外国人

の訪問地を9個のパターン、35 個のサブパ

ターンに類型化できた。例えばパターン1

（北海道）は、訪日外国人の9 %を占め、そ

れを構成するサブパターンは道南1（札幌、

小樽、函館を訪問）、道南2（道南1に登別、

洞爺湖も追加）、道央（富良野・旭川）、道東

（層雲峡、阿寒、池田町）から構成される。ま

た、国籍･地域別パターン選択率が高いもの

を最右欄に示すが、北海道、九州、沖縄など

の自然が卓越した地域では台湾、香港からの

旅行者が選好する傾向を示す。さらに、近接

性などから韓国人は近畿、九州を、米国人、

英国人は東京周辺に加え、広島を含むゴール

デンルート（以下、GR）でも高い傾向を示す。

GR1、GR2は主要な広域ルートであるが、

その選択率が高いのは中国人、インドネシア

人となっている。

これより、例えば東京周辺（パターン2）

では、他の地域を周遊することなく、東京で
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表3 訪日外国人訪問パターンの類型化

名称

9%

①道南1，②道南2，
③道央，④道東9% 台湾

香港

主要サブパターン比率 選択率上位
の国籍等

タイ
英国

⑧東京＋軽井沢・長
野，⑨東京＋河口湖・
日光

9%

米国
英国

関東

⑤秋葉原，⑥鎌倉，
⑦赤坂

東京
周辺

3

2

北海
道

⑪東京⇔京阪（京阪
訪問率：高），⑫昇龍
道等の広域

13%

パタ
ーン

GR25

中国
インドネ
シア

⑩東京⇔京阪（東京
訪問率：高）10%GR14

英国
米国⑬ GRに広島が付加11%広島6

インドネ
シア
英国

韓国
香港

⑰福岡，⑱福岡＋大
分，⑲福岡＋長崎

1

11%九州8

韓国
香港

⑭京阪，⑮京阪神，
⑯京阪奈神13%近畿7

香港
台湾⑳那覇・本部7%沖縄9
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周遊が完結され、訪問地の組み合わせから、

秋葉原を核としたアニメ指向（中国人、タイ

人）、日本文化を体験する鎌倉、川崎との周遊

や赤坂・六本木を核とするナイトツーリズム

（欧米）などの旅行者ニーズで構成されるこ

とがわかる。特定の地域を深く訪問する形態

は、中国語で「深度遊」と呼ばれ、増加傾向

を示す。これに対して、関東（パターン3）

では、東京都を共通の訪問先としながらも、

長野や栃木まで訪問しており、都市観光と自

然・スポーツや歴史資源とをあわせた旅行

ニーズが表出したものといえ、タイ人や英国

人に訴求力を持つといえる。

一方、比較的広域に移動するものは、第4

～第6パターンが該当し、訪日マーケット全

体の 34%を占め、定番となるゴールデンルー

トに加えて、昇龍道などが含まれている。

さて、訪日回数の増加にともない訪問パ

ターンの選択はどう変わるのであろうか。東

京周辺（パターン2）の比率をもとに考える

と、代表例は下記の通りである。

・台湾：東京周辺・減少⇒北海道、九州・増

加

・中国、米国：GR・減少⇒東京周辺・増加

（東京都への訪問率：相殺されて変化少）

・韓国：変化なし（近畿・減少⇒北海道・増

加）

以上から、来訪者の特性把握に加えて、他

地域との立ち寄りを俯瞰することにより、旅

行のテーマ・ストーリーを類推できる。その

ため、旅行者の行動やニーズ把握、さらには

データに基づいたマーケティング活動は欠か

せないといえる。

（イ）SNS・旅行記データを用いた意向把握

次に、旅行者の意向、評価を直接的にくみ

取ることを想定して、中国における最大級の

旅行ポータルサイト「馬蜂窝（Mafengwo・

マァファンウォ）」上の旅行記による訪日中

国人旅行者の意向分析事例10を紹介する。旅

行記は SNSのため利用者の偏りが考えられ

るものの、より広範な意見を収集できるメ

リットがある。2017 年4月上旬～11 月上旬

にかけて収集した 16,734 編の旅行記等を用

いながら、記述内容の類似度に基づいて旅行

記を類型化する手法により分析した。

まず、訪問地の組み合わせパターンでは、

ゴールデンルート 13％、関東6％、北海道お

よび中部各4％、近畿および九州各3％と

なったが、それを上回ったのが特定地域を深

く訪問する「深度遊」形態の訪問（63％）で

あった。さらに、旅行における活動・コンテ

ンツについても歴史･文化体験、自然･景勝地

観光、テーマパーク、繁華街の街歩き、ショッ

ピングが上位になったが、親子旅行、旅館に

宿泊、美術館等のニッチ体験が各5％以下で

あったが指摘されている。

表4は同一都道府県内における深い活動と

みなせた深度遊形態の旅行立ち寄り地とその

体験を示したものである。桜観賞や花火大会

参加（東京都）、紅葉観賞（京都府）、紫陽花観

賞（神奈川県）、スキー、道央花巡り（北海道）

など季節性の高い形態が詳しく記述されてお

り、その他でアニメや大学文化体験などニッ

チな活動形態がみとめられる。

また、図1は主要旅行パターンと個人属性

との関連性を示したものである。構成割合が

高いものを示しているが、それぞれのパター
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対象に短期滞在者であるクルーズ船利用の訪

日客が含まれたこと、リピータ客増加が考え

られる。主要マーケットのリピータ比率は、

香港 87.4％、台湾 82.7％、韓国 76.4％など

東アジアで高く、全国籍・地域でも 61.9％と

なっており（観光庁調査4）、今後も増加が予

想される。これより、訪日インバウンドが他

国との競合の中で優位性を維持し、旅行者に

選好されるためには、新たな体験メニューや

ストーリー設定など多面的な魅力創出を欠か

すことができない。

(2）旅行者ニーズ・行動の把握

「観光行動」は、口コミ、ネット情報などを

頼りに、「自分も同じ体験をしたい、同じ空間

に身をおいてみたい」との思いを実行動を通

じて達成する「確認行動」と言われる。した

がって、旅行者誘客のためには、当該地での

「確認行動」を生起させる動機付けが不可欠

であり、交通等に費やす時間と費用を凌駕す

るメリットをどう提供するか、その検討のた

めに旅行者ニーズを的確に汲み取ることが重

要となる。

（ア）全国レベルの流動実態の把握9

ここでは訪日外国人旅行者の実行動データ

を用いた旅行者意向の分析事例を紹介した

い。分析では、訪日外国人消費動向調査デー

タ（観光庁、2015・16 年、N=79,739 人）を用

いながら、旅行者の訪問地の組み合わせか

ら、その類似度にもとづいて訪問パターンの

類型化を行い、それによる旅行ニーズの把握

と個人属性との関係性把握を行っている。

分析の結果、表3に示すように訪日外国人

の訪問地を9個のパターン、35 個のサブパ

ターンに類型化できた。例えばパターン1

（北海道）は、訪日外国人の9 %を占め、そ

れを構成するサブパターンは道南1（札幌、

小樽、函館を訪問）、道南2（道南1に登別、

洞爺湖も追加）、道央（富良野・旭川）、道東

（層雲峡、阿寒、池田町）から構成される。ま

た、国籍･地域別パターン選択率が高いもの

を最右欄に示すが、北海道、九州、沖縄など

の自然が卓越した地域では台湾、香港からの

旅行者が選好する傾向を示す。さらに、近接

性などから韓国人は近畿、九州を、米国人、

英国人は東京周辺に加え、広島を含むゴール

デンルート（以下、GR）でも高い傾向を示す。

GR1、GR2は主要な広域ルートであるが、

その選択率が高いのは中国人、インドネシア

人となっている。

これより、例えば東京周辺（パターン2）

では、他の地域を周遊することなく、東京で
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表3 訪日外国人訪問パターンの類型化

名称

9%

①道南1，②道南2，
③道央，④道東9% 台湾

香港

主要サブパターン比率 選択率上位
の国籍等

タイ
英国

⑧東京＋軽井沢・長
野，⑨東京＋河口湖・
日光

9%

米国
英国

関東

⑤秋葉原，⑥鎌倉，
⑦赤坂

東京
周辺

3

2

北海
道

⑪東京⇔京阪（京阪
訪問率：高），⑫昇龍
道等の広域

13%

パタ
ーン

GR25

中国
インドネ
シア

⑩東京⇔京阪（東京
訪問率：高）10%GR14

英国
米国⑬ GRに広島が付加11%広島6

インドネ
シア
英国

韓国
香港

⑰福岡，⑱福岡＋大
分，⑲福岡＋長崎

1

11%九州8

韓国
香港

⑭京阪，⑮京阪神，
⑯京阪奈神13%近畿7

香港
台湾⑳那覇・本部7%沖縄9
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ンを指向する個人属性が異なり、旅行テーマ

と旅行者ペルソナとの対応が明らかになれ

ば、プロモーションへの活用が期待できる。

2 地域の体制整備・取り組みの方向性

旅行者ニーズの的確な把握を受けて行われ

る観光振興のための取り組み視点について、

4つの観点から考えてみたい。

(1）効果的な推進体制づくり

地域の「稼ぐ力」を引き出しながら「観光

地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵

取り役として日本版 DMO（Destination

Management Organization）が数多く設立

されている。高次元の観光振興・施策が期待

される DMOであるが、それを効果的、効率

的に運用するためには、人材育成までを含ん

だ関係者のマネジメント、財源確保、地域振

興の方向性の共有、以上の相互に関連する3

点が重要と考えられる。

さて、欧米では、すでに数多くの DMOや

TID（Tourism Improvement District）が設

置されているが、表5はその経緯や特徴、観

光振興に対する考え方を示したものである。

これらに着眼して、組織や財源と地域振興と

の方向性との関連について考えてみたい。

まず米国では、もともと当該地区の不動産

保有者・商業者の負担金をもとに、業務地区

の環境改善を試みていた BID（Business

Improvement District）制度が導入されてお

り、それを観光系の地区に適用した歴史があ

る（最初の TIDは西ハリウッドのホテル事

業者（カリフォルニア州）が形成、1992 年）。

さらに、行政からの補助金削減や行政行為の

都市とガバナンス Vol.31

都市自治体とツーリズム政策

130

表4 深度游地域での旅行形態

①定番巡り(梅田、新世界など)、②グルメ
体験(新世界など)、③テーマーパーク
(USJなど)

地域旅行形態（主要立寄り地点）

大阪府

①古都巡り(清水寺、二条城など)、②紅葉
鑑賞(南禅寺など)、③抹茶体験(宇治市)京都府

①定番巡り(札幌、旭川、函館など)、②ス
キー(ニセコ)、③道央花巡り(富良野)北海道

①箱根巡り、②紫陽花観賞(北鎌倉)、③ア
ニメ(横浜･アンパンマン、湘南・スラムダ
ンク)、

神奈川
県

①定番巡り(新宿高島屋、東京タワー、浅
草)、②お台場巡り、③桜観賞(新宿御苑、
上野)、④テーマパーク(ディズニーラン
ド)、⑤アニメ(東京タワー、三鷹)、⑥花
火大会参加(隅田川、江戸川)、⑦大学文化
体験(早稲田大学、東京大学)

地域

東京都

図1 東京都・主要旅行パターンと個人属性

表5 欧米における観光振興組織の特徴11

米国

・財源：事業者の負
担金が主

・積極的なマーケ
ティングと事業
評価

・国・州・地域の3
層

特徴

・行政からの補助金
削減

・GPRA制度(行政)
-効率的経営

・BID 制度の導入
（自助努力）
→自律的･効率的な
観光振興

歴史的
経緯

・行政主導の観光振
興事例(バカンス
等)

・行政の社会への関
わり
(文化・交通への
補助金，クアオル
トへの補助)

・Place Making，
Place Identity へ
の指向

地域社会との関連
を考慮した効果を
想定

欧州
旅行･誘客を重視し
た受益⇔負担関係

・財源：負担金の他，
行政からの補助
金：多

・地域振興計画内で
観光を位置づけ
（英国）

地域
考え方

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　126 3-1_テーマ(古屋先生）観光における地域振興...  Page 7 19/04/11 09:11  v5.51

アウトカム（成果）評価のための GPRA法施

行（Government Performance and Results

Act、1994 年）による効率的経営の重視も背

景としてあげられる。例えば、サンフランシ

スコ・トラベル・アソシエーション（非営利

公益法人）は、コンベンション誘致を主要

ミッションとしており、その実施事業が宿泊

業を中心とする観光業に恩恵を与えるとの考

えに基づき、その収益の 71％は宿泊業からの

負担金が占める一方、公的補助金は9％にす

ぎない。この負担金は、宿泊料金に対する一

定料率に基づいて市が徴収し、議会の議決を

介さずに同法人に収める仕組みである。そし

て、歳出では人件費に 49％、観光プロモー

ションに 39％を充てている。以上から、旅

行・観光業という枠の中で収益と事業との関

係が明瞭であり、民間的経営に近い形態で観

光振興が取り組まれているといえる。

一方、欧州では、民間的経営視点よりも観

光による効果をより広範に捉え、住民・従業

者にとって住みやすく、愛着あるまちづくり

が結果として魅力的な観光地域づくりにつな

がるとの考えが根底にあると考えられる。そ

の た め に Place Branding や Place

Attachmentに着眼されている事例も多い。

この場合、事業者からの負担金のほか、行政

からの補助金が財源の多くを占め、DMOと

地方政府が一体となって観光計画や予算を策

定する体制も見られる。これらの背景とし

て、フランスのバカンス制度、山岳・海浜地

域でのリゾート地開発など、行政による積極

的な観光振興への取り組みの歴史があげられ

る。さらには、公的機関による文化活動への

補助（仏）、公共交通維持への補助（仏、独ほ

か）でも行政から比較的多くの補助金が投入

されており、社会をどう維持していくのか、

日本とは異なるフレームを有している。

また、英国に目を向けると LEP（Local

Enterprise Partnership、任意組合）があげ

られる。これは、中央集権システムから脱却

すると同時に、都市間の水平的連携の促進に

よる経済開発のための政策的組織といえ、地

方自治体区分とは異なるゾーニングのもとで

38 団体が設立されている（2019 年1月現在）。

理事会の半数は民間出身者で構成され、活動

資金は、政府や EU（欧州連合）からの競争

資金獲得によって賄われる。LEPはインフ

ラ整備を担わず、製造業、生命科学といった

優先課題についての事業を進めるが、その一

つに観光が位置づけられている事例もある。

さらに近年では、域内投資、雇用の促進を事

業目的としたプレイス・メイキングを担う組

織が観光振興に取り組む事例もみられる。こ

れらの地域では観光振興による影響を多様な

主体に直接的に帰着するものとしており、住

民への還元を旅行産業の発展にともなう波及

として捉える米国とは異なるといえる。

さて、日本版 DMOの経営に立ち戻ると、

大都市では訪問者数も多く、高い収益も見込

めることから、自立型である米国型経営が、

訪問者数が少ない地域では経営環境が厳しい

ことから自治体と協調して事業を進める欧州

型組織経営が参考になると考えられる。

(2）基盤整備とプロモーションの実施

（ア）観光資源、交通サービス等の環境整備

観光資源や交通環境の整備は、最低限行わ

なければならない必須事項であるが、近年、
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ンを指向する個人属性が異なり、旅行テーマ

と旅行者ペルソナとの対応が明らかになれ

ば、プロモーションへの活用が期待できる。

2 地域の体制整備・取り組みの方向性

旅行者ニーズの的確な把握を受けて行われ

る観光振興のための取り組み視点について、

4つの観点から考えてみたい。

(1）効果的な推進体制づくり

地域の「稼ぐ力」を引き出しながら「観光

地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵

取り役として日本版 DMO（Destination

Management Organization）が数多く設立

されている。高次元の観光振興・施策が期待

される DMOであるが、それを効果的、効率

的に運用するためには、人材育成までを含ん

だ関係者のマネジメント、財源確保、地域振

興の方向性の共有、以上の相互に関連する3

点が重要と考えられる。

さて、欧米では、すでに数多くの DMOや

TID（Tourism Improvement District）が設

置されているが、表5はその経緯や特徴、観

光振興に対する考え方を示したものである。

これらに着眼して、組織や財源と地域振興と

の方向性との関連について考えてみたい。

まず米国では、もともと当該地区の不動産

保有者・商業者の負担金をもとに、業務地区

の環境改善を試みていた BID（Business

Improvement District）制度が導入されてお

り、それを観光系の地区に適用した歴史があ

る（最初の TIDは西ハリウッドのホテル事

業者（カリフォルニア州）が形成、1992 年）。

さらに、行政からの補助金削減や行政行為の
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期間限定の芸術祭であるトリンエンナーレの

実施など、創意工夫による資源創出と地域振

興をセットにした取り組みもみられる。ま

た、過疎地域では自家用車のシェアリング事

例もみられ、より柔軟な交通サービスの提供

も試みられている。さらに、クラウドファン

ディングによる資金確保、小規模であるもの

の社会の課題を解決しながら観光事業を生業

とするソーシャルビジネスの事例12もある。

柔軟な体制による観光振興の取り組みは、観

光振興に向けた新たなアプローチの1つとい

える。

（イ）VRや AI を駆使したプロモーション

低頻度、非日常活動のため観光目的地の情

報を旅行者は十分持ち得ない。そのため、効

果的なプロモーションは必須といえる。消費

者は、ある一定量以上の刺激を受けないと旅

行や購買といった行動・反応を生じないと言

われているため、総花的プロモーションより

も、特定のターゲットに対する重点的な仕掛

けの方が効果的といえる。

このような中で、昨今、AI（人工知能）や

VR（バーチャルリアリティ）の活用例13が散

見される。米国では、スマートスピーカーは

7600 万世帯（2020 年）に普及されると見込ま

れ、それを見越して KLM（航空会社）では旅

行のプランニングから予約までを音声ででき

るスマートアシスタンス「BB」を導入してい

る。そして、これらの進展にともないインフ

ルエンサーの活用などを含むソーシャルメ

ディアでのクチコミ効果は衰えていくとも推

察されている。また、低価格のヘッドセット

（VR）は仮想体験を促進し、強固な訪問動機

の形成に寄与する。すでに、ベストウエスタ

ンホテルズやベルリン観光局、アラスカ航空

での導入事例もあり、今後ますます導入事例

が増加するといえる。

（ウ）ストーリー設定とタビナカの重視

訪問地、宿泊場所は旅前に決定されるのに

対して、旅行中の食事場所や体験・イベント

への参加は旅中に逐次決定され、同じ旅行で

も意思決定の場面は異なる。その中で、まず

旅マエにおける旅行動機の形成と関連したス

トーリー設定を取り上げたい。小規模の観光

地域では、プロモーション規模にも制約があ

るため地域単独で旅行者に認知してもらうこ

とが困難である。また、旅行者にとって数多

くの情報処理は困難で、人間自身の認知の限

界もある。そのため、供給側と需要側双方に

とって、「ストーリーの設定」やそのための地

域連携の重要性を指摘できる。「日本遺産」14

の認定でも、「地域の歴史的魅力や特色を通

じて我が国の文化・伝統を語るストーリー」

を評価しており、文化財群を総合的に活用す

る取組みといえる。

観光における事例では、ゴールデンルート

（東京、箱根、富士山、京阪）は身近な事例で

あり、その他に国内では昇龍道（中部・北陸

地方）、杉原千畝ルート（八百津町、敦賀市、

金沢市、白川村など）が、国外ではロマンチッ

ク街道（ドイツ）、メープル街道（カナダ、旧

ヘリテージハイウェイ）、オルレ（韓国）、

European Route of Industrial Heritage（欧

州・産業遺産）などの事例が見られる。解釈

が必要な観光資源にあらかじめ切り口を与え

ることができ、認知の促進、ブランディング
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のための有効手段といえる。

また、ニュージーランドの事例であるが、

旅行のテーマ（1歴史、2温泉、3太平洋、

4庭園、5鯨、6翡翠、7ペンギン、8アル

プス）と市場目標セグメント（①中高年、②

ハネムーン、③教育旅行、④家族旅行）との

対応を考慮したストーリー作りをしていると

の事例15もあり、旅行者視線から伝わるス

トーリー設定が重要と考えられる。

さらに、来訪時には、旅ナカ（訪日旅行中）

でのイベントやアクティビティに参加する

「体験行動」が着目されている。旅行者に

とって、その体験を SNSにより発信するこ

とは自己実現、社会的欲求の充足につなが

る。そのため、多種多様な企業が旅ナカ場面

に参入しており、そのビジネスモデルの構築

も注目する必要がある。

(3）観光地の利用強度のマネジメント

昨今、過度の旅行者来訪により混雑、自然

環境の悪化などの弊害が生じるオーバーツー

リズムが指摘される。

昨年夏に訪問したアムステルダム（オラン

ダ）では、昼間はそれほど多くなかったが、

夕刻以降に旅行者が街にあふれ、夜遅くまで

喧噪が続くのを目にした。それによって生活

環境が悪化し、住民の郊外移住により都心が

空洞化、都市として歪な構造になるのが問題

点との声を聞けた。長い時間続く高い利用強

度と住民生活の質の低下がオーバーツーリズ

ム問題の本質のように感じた。現在、市当局

は新規ホテル建設の中止や中心部にあるク

ルーズ船ターミナルの郊外への移転、旧市街

と商業地区の一部で観光客のみを対象とした

店の営業禁止や民泊施設の営業日数制限（年

間 60 日）を検討している16。さらに、定額制

の観光税徴収は、特に格安な宿泊施設利用者

に割高感を生じさせるため、ハイエンド層の

旅行者増加が期待されている。同様に都市部

でオーバーツーリズムが指摘されるバルセロ

ナ（スペイン）では、通常の都市計画に加え

て、観光用宿泊施設特別都市計画(PEUAT)

を制定、4つのゾーンそれぞれで宿泊施設の

立地規制を実施している17。

一方、島嶼部、海浜部ではもともと社会イ

ンフラ等の余裕が小さいことから、来訪者の

増加が水・ゴミ問題、混雑の発生や観光資源

の破壊に直結しやすいといえる。ボラカイ島

（フィリピン）やベネチア（イタリア）では、

対象地域への流入規制を導入している18。

日本では、事前予約制（白川郷）や他地域

への誘導（京都）などの取り組みが行われて

いる。持続可能な観光を実現する上でも、利

用強度を適切にコントロールした観光地マネ

ジメントが求められる。

(4）事業評価

様々な取り組みを効果的かつ継続的に実施

するためには、関係主体がその取り組みの方

向性を合意し、事業の効果をチェックするこ

とが必須といえる。そのために、事業評価は

欠かせないタスクの1つである。

例えば、プロモーションは無形のため効果

が見えづらいが、諸外国の DMOではその評

価を行い、次期の事業決定に反映させてい

る19。その効果計測方法として、ROI（投資利

益率）や ROAS（広告費用対効果）があり、

全米レベルの DMO組織（Brand USA）や、
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期間限定の芸術祭であるトリンエンナーレの

実施など、創意工夫による資源創出と地域振

興をセットにした取り組みもみられる。ま

た、過疎地域では自家用車のシェアリング事

例もみられ、より柔軟な交通サービスの提供

も試みられている。さらに、クラウドファン

ディングによる資金確保、小規模であるもの

の社会の課題を解決しながら観光事業を生業

とするソーシャルビジネスの事例12もある。

柔軟な体制による観光振興の取り組みは、観

光振興に向けた新たなアプローチの1つとい

える。

（イ）VRや AI を駆使したプロモーション

低頻度、非日常活動のため観光目的地の情

報を旅行者は十分持ち得ない。そのため、効

果的なプロモーションは必須といえる。消費

者は、ある一定量以上の刺激を受けないと旅

行や購買といった行動・反応を生じないと言

われているため、総花的プロモーションより

も、特定のターゲットに対する重点的な仕掛

けの方が効果的といえる。

このような中で、昨今、AI（人工知能）や

VR（バーチャルリアリティ）の活用例13が散

見される。米国では、スマートスピーカーは

7600 万世帯（2020 年）に普及されると見込ま

れ、それを見越して KLM（航空会社）では旅

行のプランニングから予約までを音声ででき

るスマートアシスタンス「BB」を導入してい

る。そして、これらの進展にともないインフ

ルエンサーの活用などを含むソーシャルメ

ディアでのクチコミ効果は衰えていくとも推

察されている。また、低価格のヘッドセット

（VR）は仮想体験を促進し、強固な訪問動機

の形成に寄与する。すでに、ベストウエスタ

ンホテルズやベルリン観光局、アラスカ航空

での導入事例もあり、今後ますます導入事例

が増加するといえる。

（ウ）ストーリー設定とタビナカの重視

訪問地、宿泊場所は旅前に決定されるのに

対して、旅行中の食事場所や体験・イベント

への参加は旅中に逐次決定され、同じ旅行で

も意思決定の場面は異なる。その中で、まず

旅マエにおける旅行動機の形成と関連したス

トーリー設定を取り上げたい。小規模の観光

地域では、プロモーション規模にも制約があ

るため地域単独で旅行者に認知してもらうこ

とが困難である。また、旅行者にとって数多

くの情報処理は困難で、人間自身の認知の限

界もある。そのため、供給側と需要側双方に

とって、「ストーリーの設定」やそのための地

域連携の重要性を指摘できる。「日本遺産」14

の認定でも、「地域の歴史的魅力や特色を通

じて我が国の文化・伝統を語るストーリー」

を評価しており、文化財群を総合的に活用す

る取組みといえる。

観光における事例では、ゴールデンルート

（東京、箱根、富士山、京阪）は身近な事例で

あり、その他に国内では昇龍道（中部・北陸

地方）、杉原千畝ルート（八百津町、敦賀市、

金沢市、白川村など）が、国外ではロマンチッ

ク街道（ドイツ）、メープル街道（カナダ、旧

ヘリテージハイウェイ）、オルレ（韓国）、

European Route of Industrial Heritage（欧

州・産業遺産）などの事例が見られる。解釈

が必要な観光資源にあらかじめ切り口を与え

ることができ、認知の促進、ブランディング
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州レベル（カリフォルニア州、ハワイ州）で

も、独自の工夫をしながら評価を行ってい

る。これらの組織は、さらに北米、アジア、

欧州などマーケットごとの評価値を算出し、

重点市場の設定、プロモーション戦略の策定

に活用しており、外部への説明責任と合意形

成、両面に活用している。

まとめ

本論では、観光振興とその効果発現に向け

た考え方を、需要側と供給側からの視点整

理、事例紹介とともに示した。需要側では、

旅行者の移動・意向分析から、データに基づ

いたニーズ把握、マーケティング活動の重要

性を指摘した。観光地サイドからのみの視点

ではなく、意思決定主体の思考に寄り添いな

がら取り組むことが重要といえる。

また、供給側では、効果的な推進体制づく

り、基盤整備とプロモーションの実施、観光

地の利用強度のマネジメント、事業評価を取

り上げた。プロモーションや観光地マネジメ

ントは、とかく経験と勘に頼りがちになる

が、事業評価によってチェックを行い、関係

主体の互酬性を担保しながら、継続的に観光

振興に取り組むことが重要といえる。

観光誘客のための本質といえる観光魅力を

設定することは、どのような地域を目指すの

か、という方向性の明確化に他ならない。そ

の方向性によって財源、事業が規定されるこ

ともあり、まず関係主体でそれについて合意

することが重要といえよう。
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州レベル（カリフォルニア州、ハワイ州）で

も、独自の工夫をしながら評価を行ってい

る。これらの組織は、さらに北米、アジア、

欧州などマーケットごとの評価値を算出し、

重点市場の設定、プロモーション戦略の策定

に活用しており、外部への説明責任と合意形

成、両面に活用している。

まとめ

本論では、観光振興とその効果発現に向け

た考え方を、需要側と供給側からの視点整

理、事例紹介とともに示した。需要側では、

旅行者の移動・意向分析から、データに基づ

いたニーズ把握、マーケティング活動の重要

性を指摘した。観光地サイドからのみの視点

ではなく、意思決定主体の思考に寄り添いな

がら取り組むことが重要といえる。

また、供給側では、効果的な推進体制づく

り、基盤整備とプロモーションの実施、観光

地の利用強度のマネジメント、事業評価を取

り上げた。プロモーションや観光地マネジメ

ントは、とかく経験と勘に頼りがちになる

が、事業評価によってチェックを行い、関係

主体の互酬性を担保しながら、継続的に観光

振興に取り組むことが重要といえる。

観光誘客のための本質といえる観光魅力を

設定することは、どのような地域を目指すの

か、という方向性の明確化に他ならない。そ

の方向性によって財源、事業が規定されるこ

ともあり、まず関係主体でそれについて合意

することが重要といえよう。
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都市自治体とツーリズム政策

観光振興財源について

公益財団法人日本交通公社 観光政策研究部部長 山田 雄一

我が国では、人口縮小とサービス経済化という2つの大きな社会環境の変化が生じている。この環境

変化において交流人口、すなわち観光客の獲得が重要となっているが、観光振興の司令塔として期待さ

れるDMOを機能させるにも持続的な活動原資が必要となる。しかしながら、自治体の財政規模は定住

人口の規模によって規定されており、観光客の呼び込みや受け入れに係る費用を調達することは難しい

のが実状である。そこで、近年、課税自主権を利用して目的税や法定外税などを活用した持続的な独自

財源の獲得に乗り出す地方自治体が増えてきている。これらの制度の活用は始まったばかりであるが、

交流人口に連動した持続的な財源の確保と、その活用はこれからの時代に戦略的に対応していくには重

要な意味を持つことになるだろう。

はじめに

3割自治、4割自治と言われて久しい。こ

れは自治体にとって必要な財政需要に対し、

地方税でまかなえているのが3割、4割に止

まっていることを指す言葉である。

2000 年代、国税である所得税と地方税であ

る住民税の比率を変えることで、国から地方

へ3兆円規模の税源移譲がされたものの、自

主財源比率は大きく変わることはなく、国か

らの地方交付税に大部分を頼る構造は変化し

ていない。

地方交付税は、その自治体運営にどれくら

いの費用が必要なのかということを算出した

「基準財政需要額」と、その自治体の地方税

収見込みである「基準財政収入額」より算出

されることになる。そのため、それぞれの自

治体は地方税収に関わりなく、基準財政需要

額の規模に沿って、地域の運営に取り組める

仕組みとなっている。

基準財政需要額は、多様な項目から算出さ

れるが、その基本は人口と面積である。つま

り、人口が多い／面積が広いと産出額は高ま

るようになっている。これは、合理的な仕組み

であったが、実態に合わない部分が出てきてい

る。それは、基準財政需要額の対象は定住人

口であり、交流人口は含まれないということで

ある。
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1 地方自治体を取り巻く環境変化

我が国が人口縮小社会へ突入していること

について、異論は無いだろう。かつて、地域

振興は定住人口を増やすことが目標として設

定されることが自然であった。人口が増える

ことは、基準財政需要額が増えることを意味

しており、行政の財政規模も拡大していくた

め、合理的な選択であった。しかしながら、

日本の人口そのものが減少する社会において

は、定住人口を増やしていくということは難

しい。どこかの自治体が定住人口を増やせ

ば、どこかの自治体は確実に定住人口を減ら

すというマイナスサムの関係にあるからだ。

このことは、交流人口への注目を高めること

になる。

更に、地域と定住人口との関係においては

21 世紀に入り、もう一つ、大きな変化が生じ

ている。それは、本格的なサービス経済社会

への変化である。2000 年代には既に、サービ

ス業は就業者数シェアも、生産額シェアも過

半を占めていたが、その動きは更に加速化

し、基幹産業と呼ばれる製造業の対 GDP

シェアは、既に2割を大きく割り込むように

なっている。これが、なぜ、地域と定住人口

の関係に影響するのかといえば、農林水産業

や製造業は、生産と消費の場が離れているの

に対し、サービス業はそれが一体であるとい

う産業特性の違いがあるからだ。例えば、家

電メーカーなどは、自身の工場の立地場所や

生産規模を検討する際、必ずしも、地域の定

住人口規模は問題としない。もちろん、必要

な従業員数を確保できることは必要となる

が、まとまった敷地が確保できるかとか、原

材料の搬入や完成品の搬出に対応できる物流

を確保できるかといった要件の方が大きい。

これは地域の立場から見れば、定住人口が少

なくても、一発逆転的な大規模な工場を誘致

し得る可能性があるということになる。これ

に対し、サービス業は生産と消費が一体であ

る。生産規模が地域の雇用数を規定するが、

その生産規模は消費規模が規定するため、定

住人口が少なければ生産規模を増やすことは

できない。生産規模が増えなければ、雇用数

も増えないから定住人口も増えないというこ

とになる。更に、サービス業は「集積の経済」

が成立するため、多様なサービス業が集積し

ている都市部の方が事業者にとって有利とな

る。そのため、仮に地域が定住人口を維持し

ても、サービス事業者はより人口規模が大き

いところで事業を行った方が「儲かる」ため、

そちらへの流出が進んでしまう。

すなわち、サービス経済社会では、産業を

誘致することで雇用を確保し、地域振興を

図っていくという手法は使えない。サービス

経済社会における地域振興には、地域での消

費を増やすことで対応する生産を増やし、経

済効果を高めていくという取組みが必要とな

るのである。その結果、産業政策面において

も、交流人口への注目が高まることになる。

2 交流人口獲得に求められる財源確保

このように、人口縮小社会への対応、及び、

サービス経済社会への対応、双方で交流人口

への注目は必然的な動きとなっているが、前

述したように自治体の財政規模は定住人口に

よって規定されている。様々な社会問題（高

齢化、インフラの老朽化、低い生産性…）へ

の対応が求められる中、基準財政需要額に
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都市自治体とツーリズム政策

観光振興財源について

公益財団法人日本交通公社 観光政策研究部部長 山田 雄一

我が国では、人口縮小とサービス経済化という2つの大きな社会環境の変化が生じている。この環境

変化において交流人口、すなわち観光客の獲得が重要となっているが、観光振興の司令塔として期待さ

れるDMOを機能させるにも持続的な活動原資が必要となる。しかしながら、自治体の財政規模は定住

人口の規模によって規定されており、観光客の呼び込みや受け入れに係る費用を調達することは難しい

のが実状である。そこで、近年、課税自主権を利用して目的税や法定外税などを活用した持続的な独自

財源の獲得に乗り出す地方自治体が増えてきている。これらの制度の活用は始まったばかりであるが、

交流人口に連動した持続的な財源の確保と、その活用はこれからの時代に戦略的に対応していくには重

要な意味を持つことになるだろう。

はじめに

3割自治、4割自治と言われて久しい。こ

れは自治体にとって必要な財政需要に対し、

地方税でまかなえているのが3割、4割に止

まっていることを指す言葉である。

2000 年代、国税である所得税と地方税であ

る住民税の比率を変えることで、国から地方

へ3兆円規模の税源移譲がされたものの、自

主財源比率は大きく変わることはなく、国か

らの地方交付税に大部分を頼る構造は変化し

ていない。

地方交付税は、その自治体運営にどれくら

いの費用が必要なのかということを算出した

「基準財政需要額」と、その自治体の地方税

収見込みである「基準財政収入額」より算出

されることになる。そのため、それぞれの自

治体は地方税収に関わりなく、基準財政需要

額の規模に沿って、地域の運営に取り組める

仕組みとなっている。

基準財政需要額は、多様な項目から算出さ

れるが、その基本は人口と面積である。つま

り、人口が多い／面積が広いと産出額は高ま

るようになっている。これは、合理的な仕組み

であったが、実態に合わない部分が出てきてい

る。それは、基準財政需要額の対象は定住人

口であり、交流人口は含まれないということで

ある。

都市とガバナンス Vol.31

都市自治体とツーリズム政策

136

テーマ

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　136 3-2_テーマ(山田様）財源 (1).mcd  Page 4 19/04/11 09:11  v5.51

よって規定される財政規模は余裕のあるもの

ではない。こうした状況のなかで、交流人口

を呼び込むことは、いくつかの問題を生じさ

せることになる。

まず、交流人口、より端的に言えば観光客

を呼び込むには、一定の費用が必要だという

ことである。国際的に観光市場は増大傾向に

あるが、国内市場に限って言えば市場は横這

い傾向にある。対して、国内のみならず世界

中の都市や地域が観光振興に取り組んでいる

のが実情であり、世界的に観光客を取り合う

競争環境にある。この競争に勝ち抜くには

マーケティングやブランディングといった取

組みが必要であり、それには多くの費用が必

要となる。

こうした取組みを担う組織として、国は

DMO （Destination Marketing/

Management Organization）を地域に創設

する政策を進めているが、DMOを持続的に

運用していくためには、恒常的に手当てでき

る財源が必要となる。具体的には、DMOを

リードする人材はデスティネーション・マ

ネージャーと呼ばれるが、実績と知見を有し

た人材は貴重である。そうした人材を確保し

ていくには、相応の報酬が必要であるし、多

くの観光客に支持されるためには、相応の

マーケティング費用が必要となる。海外の

DMOでは、都市レベルでも数億円の事業資金

となっていることを考えれば、「競争」に勝って

いくためには国内においても同様の水準が求め

られる。

第2に、観光客が来訪すれば、それに伴っ

て財政支出が増えるということである。交通

網への負荷は高まるし、道路や公園といった

公共空間の整備や保全（例えば、ポイ捨てさ

れるゴミへの対応）に係る負担も増える。救

急車の出動回数も増えるし、防犯対策も必要

となるだろう。これらの課題には、行政が対

応せざるを得ないが、行政の財政規模は定住

人口によって規定されるため、本来、定住者

への行政サービスの原資となる財源を観光客

に付け替えることが必要となる。例えば、一

般住宅を宿泊施設として利用する民泊は、

2018 年6月の民泊新法（住宅宿泊事業法）に

よって法制化されたが、依然として違法状態

で事業を行なっている施設も少なくない。し

かしながら、これらを管理し摘発するには、

行政側に担当の職員や部署を設置する必要が

あり、それには数百から数千万円単位のコス

トが必要となる。

第3に、観光客数が増大したとしても、必

ずしも、税収は伸長しないということであ

る。観光客のすべてが、地域で消費活動をす

るわけではないという事に加え、観光客の消

費対象となる宿泊業や飲食業は労働生産性が

低いという問題が大きい。地方税は、住民税

と固定資産税が2大柱であるが、従業員の給

与は低い（＝労働生産性が低い）ため住民税

はそう大きく伸びず、建物や設備への投資余

裕も低く固定資産税の増大も見込みにくいか

らだ。実際、京都市は最も観光振興に成功し

ている自治体の一つであるが、地方税はほと

んど増えていない。

もともと、必要な財政需要に対して地方税

が占める比率は4割程度であることを考えれ

ば、観光振興によって自治体の財政規模を増

大させることは困難であると指摘できる。
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3 経済的に自立的なDMOという幻想

ところで、地方創生の取組みの中で、DMO

という組織形態が注目された際、「稼ぐ」とい

うキーワードの元、DMOは自身の事業を通

じて活動資金を調達していくということが志

向された。着地型旅行商品の造成販売、特産

品の販売、道の駅などの指定管理などが収益

事業として例示されたものの、これには2つ

の問題がある。1つは、そもそも当該事業だ

けでなく DMO活動をもカバーするような収

益性の高い事業が、地域に存在することは、

非常に希であるということである。第2に、

仮に収益性の高い事業があった場合、それを

民間事業者ではなく、公的な要素を持つ

DMOが独占することが許されるのかという

ことである。例えば、DMOが、何らかの理

由で収益性の非常に高い現地ツアーの造成販

売に成功したとしよう。それは DMOの成果

ではあるが、地域振興という目的からいえ

ば、そうした「美味しい」事業は DMOが独

占すべきものではなく、民間の観光事業者に

解放し、民間サイドでさらに競争力を高めて

いくことが求められるだろう。

そもそも、DMOが、その活動資金の調達

が難しいのは、DMOは「地域」の魅力、競争

力を高めるために取組みを行うのに対し、そ

の成果となる収益は多様な事業者に薄く広

がってしまい、一般の地方税という形でも回

収できないということにある。マスツーリズ

ムが主体であった時代であれば、大型の旅館

やバス会社などを会員とすることで会費とい

う形で回収することも可能であったが、現在

のように観光対象が多種多様に広がってしま

うと、DMO活動に恩恵を受けながらその負

担は行わない、いわゆるフリーライダーが出

てくることになる。例えば、地元客を主体と

した個人経営の飲食店にも、観光客が訪れる

ことは少なくないが、飲食店経営者は自身を

観光事業者とは思っていないだろう。また、

ネットを活用し、自立的・主体的に集客に取

り組んでいる事業者は、自身を観光事業者と

思っていても DMOには頼っていないと考え

ているかもしれない。いずれの場合も、DMO

の会費負担は積極的には行わないだろう。

観光振興を行うために DMOを設置するの

であれば、DMOに事業を押し付けるのでは

なく、地域として、その活動資金をファイナ

ンスすることが必要である。

4 法定外税及び目的税への注目

このように、地域振興において交流人口へ

の注目は必然的な状況であるにもかかわら

ず、地域が観光振興に取り組み、その成果が

出てくれば出てくるほど、自治体は貧乏に

なっていくという構造にある。

こうした構造への対応策として近年、注目

されているのが法定外税や目的税の活用であ

る。前述したように地方交付税は基準財政需

要額と基準財政収入額から算出される。一般

的な地方税である住民税や固定資産税の税収

見込みは基準財政収入額に反映されるため、

地方税が若干増えたとしても、基準財政需要

額が変わらなければ、その増分に対応する形

で地方交付税が減額されるため、全体の財政

規模は増えない。これに対し、法定外税や目

的税による税収は、この基準財政収入額の算

出に反映されず、そのまま当該自治体の財政

規模を増やす事につながるのである。
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よって規定される財政規模は余裕のあるもの

ではない。こうした状況のなかで、交流人口

を呼び込むことは、いくつかの問題を生じさ

せることになる。

まず、交流人口、より端的に言えば観光客

を呼び込むには、一定の費用が必要だという

ことである。国際的に観光市場は増大傾向に

あるが、国内市場に限って言えば市場は横這

い傾向にある。対して、国内のみならず世界

中の都市や地域が観光振興に取り組んでいる

のが実情であり、世界的に観光客を取り合う

競争環境にある。この競争に勝ち抜くには

マーケティングやブランディングといった取

組みが必要であり、それには多くの費用が必

要となる。

こうした取組みを担う組織として、国は

DMO （Destination Marketing/

Management Organization）を地域に創設

する政策を進めているが、DMOを持続的に

運用していくためには、恒常的に手当てでき

る財源が必要となる。具体的には、DMOを

リードする人材はデスティネーション・マ

ネージャーと呼ばれるが、実績と知見を有し

た人材は貴重である。そうした人材を確保し

ていくには、相応の報酬が必要であるし、多

くの観光客に支持されるためには、相応の

マーケティング費用が必要となる。海外の

DMOでは、都市レベルでも数億円の事業資金

となっていることを考えれば、「競争」に勝って

いくためには国内においても同様の水準が求め

られる。

第2に、観光客が来訪すれば、それに伴っ

て財政支出が増えるということである。交通

網への負荷は高まるし、道路や公園といった

公共空間の整備や保全（例えば、ポイ捨てさ

れるゴミへの対応）に係る負担も増える。救

急車の出動回数も増えるし、防犯対策も必要

となるだろう。これらの課題には、行政が対

応せざるを得ないが、行政の財政規模は定住

人口によって規定されるため、本来、定住者

への行政サービスの原資となる財源を観光客

に付け替えることが必要となる。例えば、一

般住宅を宿泊施設として利用する民泊は、

2018 年6月の民泊新法（住宅宿泊事業法）に

よって法制化されたが、依然として違法状態

で事業を行なっている施設も少なくない。し

かしながら、これらを管理し摘発するには、

行政側に担当の職員や部署を設置する必要が

あり、それには数百から数千万円単位のコス

トが必要となる。

第3に、観光客数が増大したとしても、必

ずしも、税収は伸長しないということであ

る。観光客のすべてが、地域で消費活動をす

るわけではないという事に加え、観光客の消

費対象となる宿泊業や飲食業は労働生産性が

低いという問題が大きい。地方税は、住民税

と固定資産税が2大柱であるが、従業員の給

与は低い（＝労働生産性が低い）ため住民税

はそう大きく伸びず、建物や設備への投資余

裕も低く固定資産税の増大も見込みにくいか

らだ。実際、京都市は最も観光振興に成功し

ている自治体の一つであるが、地方税はほと

んど増えていない。

もともと、必要な財政需要に対して地方税

が占める比率は4割程度であることを考えれ

ば、観光振興によって自治体の財政規模を増

大させることは困難であると指摘できる。
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5 入湯税の嵩上げ

交流人口、観光客に対応する法定外税／目

的税の中で、最も一般的なものは「入湯税」

である。有料で温泉入浴サービスを提供した

場合、必ず発生する目的税であるため、原則

として温泉施設のあるすべての市町村におい

て導入されているからだ。現在、日本には

1,700 余りの市町村が存在するが、その2/3

近い 975 の市町村（2016 年度）が入湯税を

持っている。ただ、この入湯税は 1957 年に

目的税として規定された「古い」税制であり、

現在では観光振興にも使えるものの、もとも

とは環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及

び消防施設等の整備を目的としていたもので

あるため、実質的には普通税のように使われ

ていることが多い。つまり、21 世紀に入った

環境変化に対応する原資として入湯税を利用

することは難しい。

そこで出てきたのが、入湯税に超過課税を

設定することで、その超過分を交流人口対策

の原資としていこうという取組みである。こ

の先例となったのは釧路市の阿寒湖温泉であ

る。

阿寒湖温泉は、1990 年代の後半から地域単

位での活性化に取り組んでいたが、補助金を

主体とした取組みは持続性に乏しく、独自財

源の確保が注目される事となる。そこで注目

したのが、2000 年の地方分権一括法による地

方自治体の課税自主権である。これを活用

し、「湖畔再生税」と称した法定外目的税の導

入に挑戦しようということとなった。しかし

ながら、この取組みは、観光振興を目的とし

て使える入湯税があるのに、さらに観光振興

に使う目的税・湖畔再生税を導入するという

ことは二重課税になるとの指導を総務省から

受けることとなり、断念する。そこで、制度

として確立されている入湯税を嵩上げ（＝超

過課税の導入）を志向するが、特別徴収義務

者となる一部の旅館経営者から反対意見が出

され、足並みを揃えることができず、旧阿寒

町議会での条例改定は頓挫することとなっ

た。それから 10 年以上が経過した 2013 年、

温泉街の中心部に位置し広大な空き地となっ

ていた大型ホテルの跡地の有効活用が大きな

課題となってきた。もともと、国内の団体旅

行に対応した整備となっていた阿寒湖温泉

は、増大傾向にある個人客への対応が課題と

なっており、この中心部の「空き地」は、そ

の課題に対応し得るタネ地として注目された

のである。具体的には、その土地を、阿寒湖

温泉の玄関口として自家用車で来訪する個人

客に対応するため「森の駅=阿寒フォレスト・

ガーデン（仮）」として整備しようという構想

がまとまった。しかしながら、この土地は、

借地での利用しかできないために、行政の補

助金を利用することが難しかった。そこで、

改めて地域で独自に利用できる財源を確保す

ることが求められるようになり、入湯税の嵩

上げに向けた取組みが再起動することとなっ

た。前述のように阿寒湖温泉では入湯税の嵩

上げは一度、断念されていたが、その後の 10

年超となる観光地域づくりの取組みを通じ

て、関係者間のビジョン共有も進んできてお

り、今度は民間サイドの合意形成を実現する

ことができた。その合意を元に民間サイドよ

り行政（釧路市）に対して「超過課税の提言」

を行った。その後、官民での協議を重ね 2015

年、標準税額 150 円の 250 円への嵩上げを実
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現した（ただし、対象は国際観光旅館登録さ

れた施設のみ）。

この嵩上げによって釧路市の入湯税収は約

5,000 万円増大する事になったが、この増収

分は、基本的に全額が阿寒湖温泉の観光振興

に活用されることとなっている。具体的に

は、「森の駅=阿寒フォレスト・ガーデン」の

整備事業と、地域通貨（まりも家族コイン）

や温泉街をめぐるバス（まりも家族バス）と

いった阿寒湖温泉への来訪者へのおもてなし

事業の2つが柱となっている。これら入湯税

嵩上げ分を充当する事業は、場当たり的に選

定されているわけではなく『阿寒湖温泉・創

生計画（ビジョン）2020〈後期計画〉』に規定

されている事業に限定されている。持続性の

高い財源を得たことは、阿寒湖畔での観光推

進体制も強化することとなった。NPO法人

阿寒観光協会まちづくり推進機構は、これま

でも阿寒湖畔の観光振興に取り組んできた

が、入湯税の超過分から核となる事業の財源

を確保することで、その組織体制の安定と強

化を可能となった。その活動実績より観光庁

からは「日本版 DMO」の登録を受けており、

阿寒で進められている国立公園満喫プロジェ

クトの中核ともなるなど、地域の観光振興を

大きくリードする存在となっている。

この入湯税の嵩上げ、超過課税方式は、そ

の後、全く同じ方式が北海道上川町（層雲峡

温泉）でも実施（2018 年4月）され、大分県

別府市では対象をすべ全ての施設として

2019 年4月より実施予定である。

6 宿泊税の導入

入湯税の超過課税は、すでに存在している

入湯税を利用するため、その導入は比較的容

易である。しかしながら、税収という点で見

ると、一定程度の温泉旅館が集積していない

と十分な財源の確保は難しいという難点も

持っている。また、近年、増加傾向にある民

泊施設のように温泉を持たない施設は対象外

となる。

こうした入湯税の課題に対応し、どの地域

でも汎用的に活用できる税制として注目され

るようになっているのが宿泊税である。

宿泊税は、諸外国（都市）で多く導入され

ている一般的な税制であるが、我が国では、

2002 年に東京都が宿泊税を導入した後、後続

が無い状態が続いていた。しかしながら、15

年経った 2017 年に大阪府が宿泊税を導入、

2018 年 10 月には市町村レベルでは初となる

宿泊税を京都市が開始し、2019 年4月には金

沢市での導入が決まっている。また、北海道

倶知安町では 2018 年 12 月の議会において宿

泊税条例を可決しており、今後、総務大臣同

意が得られれば 2019 年 11 月より、町レベル

で初めて宿泊税が導入されることとなる。

この他にも、現在、宿泊税の導入を検討し

ている市町村や県は複数あり、今後、多くの

地域で宿泊税が導入されていく可能性は高

い。

宿泊税は、我が国においては法定外税に区

分される税制である。すなわち、自治体が、

自身が持つ課税自主権に基づき設定する独自

の税制である。独自の税制であるため、税額

（税率）や課税免除の設定内容などは一定で

はない。例えば、国内初の宿泊税である東京

都では、納税者は旅館業法上の宿泊施設の利

用者、宿泊料が1万円未満は課税免除となっ
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5 入湯税の嵩上げ

交流人口、観光客に対応する法定外税／目

的税の中で、最も一般的なものは「入湯税」

である。有料で温泉入浴サービスを提供した

場合、必ず発生する目的税であるため、原則

として温泉施設のあるすべての市町村におい

て導入されているからだ。現在、日本には

1,700 余りの市町村が存在するが、その2/3

近い 975 の市町村（2016 年度）が入湯税を

持っている。ただ、この入湯税は 1957 年に

目的税として規定された「古い」税制であり、

現在では観光振興にも使えるものの、もとも

とは環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及

び消防施設等の整備を目的としていたもので

あるため、実質的には普通税のように使われ

ていることが多い。つまり、21 世紀に入った

環境変化に対応する原資として入湯税を利用

することは難しい。

そこで出てきたのが、入湯税に超過課税を

設定することで、その超過分を交流人口対策

の原資としていこうという取組みである。こ

の先例となったのは釧路市の阿寒湖温泉であ

る。

阿寒湖温泉は、1990 年代の後半から地域単

位での活性化に取り組んでいたが、補助金を

主体とした取組みは持続性に乏しく、独自財

源の確保が注目される事となる。そこで注目

したのが、2000 年の地方分権一括法による地

方自治体の課税自主権である。これを活用

し、「湖畔再生税」と称した法定外目的税の導

入に挑戦しようということとなった。しかし

ながら、この取組みは、観光振興を目的とし

て使える入湯税があるのに、さらに観光振興

に使う目的税・湖畔再生税を導入するという

ことは二重課税になるとの指導を総務省から

受けることとなり、断念する。そこで、制度

として確立されている入湯税を嵩上げ（＝超

過課税の導入）を志向するが、特別徴収義務

者となる一部の旅館経営者から反対意見が出

され、足並みを揃えることができず、旧阿寒

町議会での条例改定は頓挫することとなっ

た。それから 10 年以上が経過した 2013 年、

温泉街の中心部に位置し広大な空き地となっ

ていた大型ホテルの跡地の有効活用が大きな

課題となってきた。もともと、国内の団体旅

行に対応した整備となっていた阿寒湖温泉

は、増大傾向にある個人客への対応が課題と

なっており、この中心部の「空き地」は、そ

の課題に対応し得るタネ地として注目された

のである。具体的には、その土地を、阿寒湖

温泉の玄関口として自家用車で来訪する個人

客に対応するため「森の駅=阿寒フォレスト・

ガーデン（仮）」として整備しようという構想

がまとまった。しかしながら、この土地は、

借地での利用しかできないために、行政の補

助金を利用することが難しかった。そこで、

改めて地域で独自に利用できる財源を確保す

ることが求められるようになり、入湯税の嵩

上げに向けた取組みが再起動することとなっ

た。前述のように阿寒湖温泉では入湯税の嵩

上げは一度、断念されていたが、その後の 10

年超となる観光地域づくりの取組みを通じ

て、関係者間のビジョン共有も進んできてお

り、今度は民間サイドの合意形成を実現する

ことができた。その合意を元に民間サイドよ

り行政（釧路市）に対して「超過課税の提言」

を行った。その後、官民での協議を重ね 2015

年、標準税額 150 円の 250 円への嵩上げを実
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ており、税額は1万円から 1.5 万円は 100 円、

1.5 万円以上は 200 円という設定となってい

るが、京都市では民泊も含めた宿泊客が納税

者であり、金額による課税免除はなく、税額

も2万円までは 200 円、2万円から5万円は

500 円、5万以上は 1,000 円以上と東京都の

それとは大きく異なる。また、総務大臣同意

はこれからであるが、北海道倶知安町では2

％という定率方式を国内で初めて採用予定と

なっている。

このように、採用する自治体によって制度

設計することができるのが法定外税である

「宿泊税」の特徴であるが、納税者となる宿

泊客から見ると宿泊先によって税制が大きく

異なるという問題を生じさせる事にもなって

いる。また、特別徴収義務者となる宿泊施設

にとっても地域にとっても新しい税制である

ため、その徴収方法や使途については、まだ

まだノウハウが足りていないというのが実状

である。今後、宿泊税が各地で広まっていく

中で、施設も地域も、その活用ノウハウを深

めていくことが必要だろう。

7 分担金（負担金）制度

入湯税や宿泊税といった税方式ではなく、

分担金（負担金）を利用した制度についても

検討が進んでいる。米国には BID（Business

Improvement District）という事業制度があ

る。これは、特定の街区を指定して、その街

区にある不動産所有者から固定資産税の嵩上

げという形で分担金を徴収し、それを BID

組織の活動資金とするというものである。米

国には、この BIDの制度を観光地（デスティ

ネーション）に展開し、DMOの活動資金に

しようとした TID（Tourism Improvement

District）も存在している。TIDでは、宿泊

税のように宿泊料に一定の料率を分担金とし

て上乗せし、それを DMOの活動資金として

いる。これらの方式は、我が国では法的根拠

に乏しく、実現が困難とされていたが、2018

年6月に地域再生法の改正によって「地域再

生エリアマネジメント負担金制度」が創設さ

れ、我が国においても実施可能となった。こ

の制度は、特定の地区において3分の2以上

の事業者の同意を要件として、エリアマネジ

メント団体が実施する地域再生に資する事業

に要する費用を、その受益の限度において活

動区域内の受益者(事業者)から市町村が徴収

し、これをエリアマネジメント団体に交付す

る制度となっている。

この制度は、入湯税や宿泊税のように観光

客数（宿泊客数）に比例するものではないが、

サービス業を主体とした地域振興を実現して

いくための取組み原資を持続的に確保すると

いう部分では共通項も多い。税方式ではな

く、負担金方式の場合、その使途について議

会を通す必要がなくマネジメント組織におい

て主体的に決定できるという特徴がある。こ

れは民間の発想を直接的にいかせるというメ

リットがあるが、他方、事前に事業を定めて

おくことが必要となるという難点もある。こ

れは、負担金という制度が受益と負担の関係

を明確にすることを求められるためである。

しかしながら、近年は、環境変化が激しく、

3年後、5年後の事態を事前に予測しておく

ことは困難であることを考えれば、事業の自

由度を高めていくことも必要となっていくだ

ろう。
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また、税方式の場合、行政単位で導入する

ことが基本となるのに対し、この負担金制度

では、特定の地域（地区）のみを対象とする

ことができるという特徴も持つ。平成の大合

併によって市町村面積は増大している。単純

に面積が増大しただけでなく、旧市町村がそ

れぞれ特徴を持っている場合も多く、一律に

対応することは難しい場合も少なくない。例

えば、兵庫県の豊岡市は、城崎温泉を市内に

持つが、それは旧城崎町であり、この他にも

ビジネスホテルが集積する旧豊岡市や、山岳

リゾートをもつ旧日高町などが存在してい

る。こうした地域の場合、入湯税だけでは対

応が難しいが、他方、宿泊税を導入すると城

崎温泉において入湯税との重複感が高くな

る。入湯税の嵩上げを行なった釧路市におい

ても、釧路市街での観光振興財源については

対応できていない。こうしたモザイク状の市

町村において、特定の地域（地区）だけで自

立的かつ持続的な振興財源を得る有効な手法

となろう。他方、地域単位で事業者の2/3

の同意を得るということは、そう簡単ではな

い。入湯税の阿寒湖での事例のように、地域

づくりについて関係者で合意形成を行なって

いくのは 10 年程度の時間を必要とすること

は少なくない。そのため、本制度の初めての

事例は、これまでにエリアマネジメントに取り

組んできた地域から出てくることになるだろう。

最後に

以上、都市が交流人口の増大、観光振興に

向けて導入可能な財源について整理を行なっ

てきた。いずれの制度も、まだ、事例は限ら

れており、導入は手探りな部分も多いが、人

口縮小社会とサービス経済社会化の流れに、

地域が自立的に対応していく財政面での仕組

みが揃ってきているということは指摘でき

る。2019 年以降、自主的な財源確保に取り組

む地域は増えていくことになるだろう。

一方で、これらの財源確保は観光振興の必

要条件であっても、けっして、十分条件では

ない。例えば、地方創生戦略などで設定され

ている指標に KPIがあるが、これは、バラン

ス・スコア・カード（BSC）という戦略フレー

ムがベースにある。BSCは、経営を支える

要素を財務、人材と知識、業務プロセス、顧

客の4つに設定した上で、財務の強化が、人

的資源（知財）の改善につながり、それが業

務プロセスの改善を実現し、顧客獲得へと繋

げ、それがさらなる財務改善につながるとい

う戦略フレームである。この戦略フレームに

従うのであれば、獲得された財源が人的資

源、知財の強化につながっていく戦略フェー

ズを回し、好循環を呼び込むことが重要とな

る。

2019 年を財源獲得元年に止めるのではな

く、持続的な観光振興元年としていくには、
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ており、税額は1万円から 1.5 万円は 100 円、

1.5 万円以上は 200 円という設定となってい

るが、京都市では民泊も含めた宿泊客が納税

者であり、金額による課税免除はなく、税額

も2万円までは 200 円、2万円から5万円は

500 円、5万以上は 1,000 円以上と東京都の

それとは大きく異なる。また、総務大臣同意

はこれからであるが、北海道倶知安町では2

％という定率方式を国内で初めて採用予定と

なっている。

このように、採用する自治体によって制度

設計することができるのが法定外税である

「宿泊税」の特徴であるが、納税者となる宿

泊客から見ると宿泊先によって税制が大きく

異なるという問題を生じさせる事にもなって

いる。また、特別徴収義務者となる宿泊施設

にとっても地域にとっても新しい税制である

ため、その徴収方法や使途については、まだ

まだノウハウが足りていないというのが実状

である。今後、宿泊税が各地で広まっていく

中で、施設も地域も、その活用ノウハウを深

めていくことが必要だろう。

7 分担金（負担金）制度

入湯税や宿泊税といった税方式ではなく、

分担金（負担金）を利用した制度についても

検討が進んでいる。米国には BID（Business

Improvement District）という事業制度があ

る。これは、特定の街区を指定して、その街

区にある不動産所有者から固定資産税の嵩上

げという形で分担金を徴収し、それを BID

組織の活動資金とするというものである。米

国には、この BIDの制度を観光地（デスティ

ネーション）に展開し、DMOの活動資金に

しようとした TID（Tourism Improvement

District）も存在している。TIDでは、宿泊

税のように宿泊料に一定の料率を分担金とし

て上乗せし、それを DMOの活動資金として

いる。これらの方式は、我が国では法的根拠

に乏しく、実現が困難とされていたが、2018

年6月に地域再生法の改正によって「地域再

生エリアマネジメント負担金制度」が創設さ

れ、我が国においても実施可能となった。こ

の制度は、特定の地区において3分の2以上

の事業者の同意を要件として、エリアマネジ

メント団体が実施する地域再生に資する事業

に要する費用を、その受益の限度において活

動区域内の受益者(事業者)から市町村が徴収

し、これをエリアマネジメント団体に交付す

る制度となっている。

この制度は、入湯税や宿泊税のように観光

客数（宿泊客数）に比例するものではないが、

サービス業を主体とした地域振興を実現して

いくための取組み原資を持続的に確保すると

いう部分では共通項も多い。税方式ではな

く、負担金方式の場合、その使途について議

会を通す必要がなくマネジメント組織におい

て主体的に決定できるという特徴がある。こ

れは民間の発想を直接的にいかせるというメ

リットがあるが、他方、事前に事業を定めて

おくことが必要となるという難点もある。こ

れは、負担金という制度が受益と負担の関係

を明確にすることを求められるためである。

しかしながら、近年は、環境変化が激しく、

3年後、5年後の事態を事前に予測しておく

ことは困難であることを考えれば、事業の自

由度を高めていくことも必要となっていくだ

ろう。
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財源確保にとどまらず、戦略フレームを回し

ていくような取組みを展開していくことが求

められる。
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都市自治体とツーリズム政策

1年を経過した住泊法と都市自治体の
今後の課題

上智大学法学部教授 北村 喜宣

住泊法が 2018 年5月に全面施行されてから、7カ月が経過した。同法は「届出制」を採用している

が、届出に先立ち、追加書類の添付や住民説明等の手続を行政指導で求めている自治体があり、観光庁

は、その行き過ぎに警告を発している。真に必要であれば、条例で義務づけるべきである。住泊法の届

出は、それさえすればすぐに営業が可能になるものではない。欠格要件非該当性のチェックが必要であ

り、それをクリアしてはじめて届出番号が通知され営業が可能になる。同法の届出は、行政法学でいう

「確認」と解される。届出制と理解されている仕組みは、行政手続法のもとでは「申請に対する処分」と

整理できる。

マンション管理規約においては、「専ら住宅」としての利用が規定されているが、住泊法のもとでの住

宅宿泊事業は住宅を利用するものであるため、営業が可能のようにもみえる。しかし、規約で想定され

ているのは、「通常の住宅利用」であり、業として利用する場合は含まれないという裁判例が出ているこ

とが注目される。

1 1年経過した住泊法

住宅宿泊事業法（以下「住泊法」という。）

は、2017 年6月9日に可決成立し、6月 16

日に公布された。同法の施行日は 2018 年5

月 15 日であったが、それに先立つ3月 15 日

から、準備行為として、住宅宿泊事業の届出

は可能になっていた（附則2条）。

本稿では、準備行為の施行日から約1年を

経過した現在において、住泊法実施に対する

中央政府のコメントおよび民泊をめぐる争訟

を紹介し、若干の検討をする1。住泊法の規

制的側面に関しての筆者なりの定点観測であ

る2。

2 住泊法の制定と施行

(1）住宅を利用した宿泊営業
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1 いわゆる民泊をめぐる訴訟については、篠原みち子「民泊関連の判例に思う」マンション学 62 号（2019 年）53 頁以下も
参照。
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住泊法のもとで、保健所設置市および特別

区（以下「市区」という。）は、知事との協議

を経て、その事務を担当できる（68 条）。旅

館業法は、これら自治体のすべてに事務を義

務づけるが、住泊法は、市区に関して、いわ

ゆる「手挙げ方式」を採用している。

業として人を宿泊させる行為は、旅館業法

のもとで、ホテル・旅館営業、簡易宿所営業

などの許可を要するところ、住泊法のもとで

の「住宅宿泊事業」となれば、届出のみで営

業が可能になる（3条）。また、住宅宿泊事業

は、そもそも「住宅」を用いるために、旅館

業法のもとでの営業が基本的に禁止される住

居系用途（第1種低層住居専用地域、第2種

低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地

域、第2種中高層住居専用地域）においても

営業が可能となる点に大きな特徴がある。

もっとも、基本的には人が居住する住宅を利

用する以上、通年営業というわけにはいかな

いとされ、年間 180 日（180 泊）までという上

限が設けられた（2条3項)3。

(2）不安を抱えた船出

住泊法が目指したひとつの方向は、旅館業

法の簡易宿所営業許可なしに客を泊める「違

法民泊」を「日の当たる場所」に出して、営

業の健全化を図ることである。住泊法のもと

では、多様な宿泊客との交流を楽しむホーム

ステイ型（家主同居型）の民泊のみを可能に

し、それ以外は簡易宿所の許可を取得させる

という方向性もありえた。その方向での検討

もされたようであるが、ディベロッパー等の

政治的影響力行使で、賃貸用物件や投資用物

件における営業も可能となった。

法案審議で政府が強調したのは、監督処分

などを通じた営業の健全化である4。実際、

違法民泊を利用するマナーの悪い宿泊客が引

き起こす騒音などを事業者が防止できずに地

域コミュニティが悩まされるという問題は、

少なからず発生していた5。マンションでの

違法民泊をめぐる事件に関するある判決は、

裁判所は、「…部屋を間違えてインターホン

を鳴らす、共用部分で大きな声で話す、本件

建物の使用者が夜中まで騒ぐといったことが

生じている…。…大型スーツケースを引いた

大勢の旅行者が、本件マンション内の共用部

分を通るため、共用部分の床が早く汚れるよ

うになり清掃及びワックスがけの回数が増え

た…。…ごみを指定場所に出さずに放置して

帰り、後始末を本件マンション管理の担当者

が行わざるを得ず、管理業務に支障が生じて

いる。また、ゴミの放置により害虫も発生し

ている。」という認定をしている（大阪地判平

成 29 年1月 13 日 LEX/DB25545700)6。
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2 住泊法の規制的側面に関する筆者の分析としては、北村喜宣「新時代型宿泊サービスと住宅宿泊事業法の成立：国土交
通委員会会議録を読む」自治研究 94 巻8号（2018 年）3頁以下（以下「北村①論文」として引用。）、同「住宅宿泊事業法
に関する条例の制定動向」自治総研 478 号（2018 年）1頁以下（以下「北村②論文」として引用。）、同「民泊新法の施行
と自治体の対応」自治実務セミナー 2018 年6月号2頁以下（以下「北村③論文」として引用。）参照。

3 住泊法に関する中央政府職員の解説として、村井香菜＋鈴木晟吾「住宅宿泊事業法」法令解説資料総覧 436 号（2018 年）
4頁以下、同「民泊新法の制定：ルールを定め、健全な民泊の普及を図る」時の法令 2046 号（2018 年）4頁以下、村井香
菜「住宅宿泊事業法の解説」自治体法務研究 52 号（2018 年）14 頁以下、同「住宅宿泊事業法制定の経緯と概要」自治実務
セミナー 2018 年6月号 11 頁以下参照。

4 北村・前註（2）①論文 17～18 頁参照。
5 千代田区における状況として、山下淳一「千代田区民泊条例とマンション」マンション学 62 号（2019 年）20 頁以下・21
頁参照。
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所定事項の届出により営業可能という仕組

みを単純に適用すると、悪質な事業者が低い

ハードルを超えて大挙して正規に市場に参入

してしまうのではないか。業務改善命令（15

条）や業務停止命令（16 条）という事後的措

置はあるけれども、とりわけ住居系用途にお

ける住環境悪化が回避できないのではない

か。転居を考えざるをえなくなるのではない

か。このような住民の不安に反応して、住泊

法の施行を控えた自治体のなかには、同法に

もとづく、あるいは、独自の措置を講ずると

ころが少なからずあった。

3 施行後半年を経た状況

(1）法 18 条条例およびそれ以外の条例

全国一律の規制内容を規定するなかで、住

泊法は、住宅宿泊事業が実施できる区域およ

び期間について、それがない場合には「全域・

180 日まで可能」であるところ、これをさら

に制限する決定を条例でできるという規定を

設けた（法律規定条例）（18 条）。また、住泊

法の事務は都道府県および（権限移譲を受け

た）市区の事務であるから、憲法 94 条にもと

づく条例の制定も可能である（法律非規定条

例）。いずれも、住泊法にリンクして作用す

る。それ以外にも、同法とはリンクしない独

立条例も可能である7。

制定されている条例の内容は多様である。

都市自治体における制定状況は、本稿の最後

に掲げた［表］の通りである。全特別区は、

事務の担当はしているが、4区（墨田区、北

区、葛飾区、江戸川区）は、条例を制定せず、

全国一律の規制内容を適用している。保健所

設置市については、たとえば、千葉市・船橋

市・柏市のように、そもそも事務を担当して

いないところがある（その結果千葉県が県内

全域を担当する）。一方で、兵庫県のように、

県内すべての保健所設置市が権限移譲を受け

たうえで条例対応をしているところもある。

条例の制定に際しては、案をパブリックコ

メントにかける制度や方針を持つ自治体が多

い。3月 15 日から準備行為が可能になるこ

とから、条例を制定した自治体は、これに間

に合わせるべく、時間的に相当制約されたス

ケジュールのもとでの作業を強いられた。こ

うした立法事実は、条例内容の合理性にも影

響を与える。国会や中央政府に地方自治への

配慮がいくらかでもできたなら、準備行為開

始の日程を、少なくとも半年遅らせるべきで

あった。手挙げ方式や条例規定というような

分権配慮をするようにみえて、きわめて不誠

実な立法姿勢である8。内閣提出法案として

成立したにもかかわらず、同法の運用にあ

たっての解釈を示す「住宅宿泊事業法施行要

領（ガイドライン）」が公表されたのは、2017

年 12 月 26 日であった。
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6 本件については、篠原・前註（1）論文 55～56 頁参照。
7 住泊法に関する条例論については、北村・前註（2）③論文参照。いくつかの自治体の対応として、山下・前註（5）論
文、宗田好史「「民泊条例」をめぐる自治体の動きと民泊活用策」自治体法務研究 52 号（2018 年）19 頁以下、吉川紀代司
「大田区住宅宿泊事業法施行条例」自治体法務研究 52 号（2018 年）39 頁以下、木村純一「新宿区住宅宿泊事業の適正な運
営の確保に関する条例」自治体法務研究 52 号（2018 年）46 頁以下、安彦史朗「北海道における住宅宿泊事業法への対応」
自治実務セミナー 2018 年6月号 16 頁以下、京都市行財政局総務部法制課＋保健福祉局医療衛生推進室「京都市における
民泊への取組み」自治実務セミナー 2018 年6月号 20 頁以下、細田大造「金沢市における民泊への取組み」自治実務セミ
ナー 2018 年6月号 26 頁以下参照。

8 北村・前註（2）②論文 31 頁参照。
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務づけるが、住泊法は、市区に関して、いわ

ゆる「手挙げ方式」を採用している。

業として人を宿泊させる行為は、旅館業法

のもとで、ホテル・旅館営業、簡易宿所営業

などの許可を要するところ、住泊法のもとで

の「住宅宿泊事業」となれば、届出のみで営

業が可能になる（3条）。また、住宅宿泊事業

は、そもそも「住宅」を用いるために、旅館

業法のもとでの営業が基本的に禁止される住

居系用途（第1種低層住居専用地域、第2種

低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地

域、第2種中高層住居専用地域）においても

営業が可能となる点に大きな特徴がある。

もっとも、基本的には人が居住する住宅を利

用する以上、通年営業というわけにはいかな

いとされ、年間 180 日（180 泊）までという上

限が設けられた（2条3項)3。

(2）不安を抱えた船出

住泊法が目指したひとつの方向は、旅館業

法の簡易宿所営業許可なしに客を泊める「違

法民泊」を「日の当たる場所」に出して、営

業の健全化を図ることである。住泊法のもと

では、多様な宿泊客との交流を楽しむホーム

ステイ型（家主同居型）の民泊のみを可能に

し、それ以外は簡易宿所の許可を取得させる

という方向性もありえた。その方向での検討

もされたようであるが、ディベロッパー等の

政治的影響力行使で、賃貸用物件や投資用物

件における営業も可能となった。

法案審議で政府が強調したのは、監督処分

などを通じた営業の健全化である4。実際、

違法民泊を利用するマナーの悪い宿泊客が引

き起こす騒音などを事業者が防止できずに地

域コミュニティが悩まされるという問題は、

少なからず発生していた5。マンションでの

違法民泊をめぐる事件に関するある判決は、

裁判所は、「…部屋を間違えてインターホン

を鳴らす、共用部分で大きな声で話す、本件

建物の使用者が夜中まで騒ぐといったことが

生じている…。…大型スーツケースを引いた

大勢の旅行者が、本件マンション内の共用部

分を通るため、共用部分の床が早く汚れるよ

うになり清掃及びワックスがけの回数が増え

た…。…ごみを指定場所に出さずに放置して

帰り、後始末を本件マンション管理の担当者

が行わざるを得ず、管理業務に支障が生じて

いる。また、ゴミの放置により害虫も発生し

ている。」という認定をしている（大阪地判平

成 29 年1月 13 日 LEX/DB25545700)6。
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2 住泊法の規制的側面に関する筆者の分析としては、北村喜宣「新時代型宿泊サービスと住宅宿泊事業法の成立：国土交
通委員会会議録を読む」自治研究 94 巻8号（2018 年）3頁以下（以下「北村①論文」として引用。）、同「住宅宿泊事業法
に関する条例の制定動向」自治総研 478 号（2018 年）1頁以下（以下「北村②論文」として引用。）、同「民泊新法の施行
と自治体の対応」自治実務セミナー 2018 年6月号2頁以下（以下「北村③論文」として引用。）参照。

3 住泊法に関する中央政府職員の解説として、村井香菜＋鈴木晟吾「住宅宿泊事業法」法令解説資料総覧 436 号（2018 年）
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菜「住宅宿泊事業法の解説」自治体法務研究 52 号（2018 年）14 頁以下、同「住宅宿泊事業法制定の経緯と概要」自治実務
セミナー 2018 年6月号 11 頁以下参照。

4 北村・前註（2）①論文 17～18 頁参照。
5 千代田区における状況として、山下淳一「千代田区民泊条例とマンション」マンション学 62 号（2019 年）20 頁以下・21
頁参照。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　145 3-3_テーマ(北村先生）都市自治体における住...  Page 4 19/04/11 09:11  v5.51

(2）実施状況

住泊法の全面施行から9カ月を経過した時

点での「届出件数」および営業を可能にする

ための届出番号交付がされた「受理済件数」

は、［表］の通りである。どのような事情によ

るのかは知りえていないが、件数の絶対数や

処理率に関して、自治体により相当の差異が

確認できる。住泊法に対する長のスタンスの

違いを反映しているようである。

4 2018 年 11 月 22 日通知

(1）実施状況の評価

市区を含む全国の状況をみると、2018 年

12 月 14 日時点での届出件数は、届出提出件

数が 12,858 件で受理済件数が 11,612 件

（90.3％）であった。なお、事業廃止済件数が

287 件あるが、消防法令不適合が事後的に判

明したため営業継続が困難となった事案があ

るようである。最大でも 180 日という営業規

制のゆえに制約のない旅館業法の簡易宿所許

可を主としてそちらでの営業に移行したとい

うことも考えられないではないが、最初から

わかっていたことであり、数としては多くな

いのではないか。

ところで、この状況はどのように評価され

るだろうか。中央政府は、「多い」とも「少な

い」ともいっていないが、おそらくは「もっ

と多くてよい」という基本的認識のもとに、

その支障となっている自治体の行政運用に対

して、通知を発している。厚生労働省大臣官

房生活衛生・食品安全審議官＋国土交通省住

宅局長＋国土交通省観光庁次長「住宅宿泊事

業の届出に係る手続の適正な運用について」

（生食発 1122 第1号、国住指第 2802 号、観観

産第 561 号、平成 30 年 11 月 22 日）がそれで

ある（以下「次長等通知」という）。その要点

は、「一部の自治体において、行政手続法…や

住宅宿泊事業法の趣旨に照らして不適切であ

る運用等が行われていることが確認された」

ため、「住宅宿泊事業の届出に係る手続が適

正に運用されるよう、早急に必要な見直し」

を求める点にある。

(2）行政手続法との関係

ア 適式な届出

次長等通知において牴触が問題視された規

範は、行政手続法 37 条である。同条は、「届

出が届出書の記載事項に不備がないこと、届

出書に必要な書類が添付されていることその

他の法令に定められた届出の形式上の要件に

適合している場合は、当該届出が法令により

当該届出の提出先とされている機関の事務所

に到達したときに、当該届出をすべき手続上

の義務が履行されたものとする。」と規定す

る。「届出」とは、同法2条7号によれば、「行

政庁に対し一定の事項の通知をする行為（申

請に該当するものを除く。）であって、法令に

より直接に当該通知が義務付けられているも

の（自己の期待する一定の法律上の効果を発

生させるためには当該通知をすべきこととさ

れているものを含む。）…」である9。

住泊法3条は、「…住宅宿泊営業の届出を
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9 行政手続法の関係条文の解説については、高木光＋常岡孝好＋須田守『条解行政手続法〔第2版〕』（弘文堂、2017 年）
参照。
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した者は、旅館業法第3条第1項の規定にか

かわらず、住宅宿泊事業を営むことができ

る。」と規定する。次長等通知は、この「届出」

を行政手続法にいう届出と同視しているよう

である。後述する京都市長に対する審査請求

の申立人も、こうした整理を踏まえている10。

たしかに、届出をすれば住宅宿泊事業を営

めるとある。しかし、必要図書が添付された

適式な届出でなければならないのは当然であ

る。それがされていないかぎりにおいて、行

政手続法 37 条にいう手続的義務の履行がさ

れたとはいえない。そこで、必要図書の内容

が問題になる。

イ 「届出」は「申請」か

3条届出には、4条欠格要件非該当誓約書

の添付が求められる。その確認には、それな

りの時間を要する。たとえば、欠格要件のな

かには、いわゆる暴力団条項があるが（5号、

8号）、都道府県警察への照会・回答は、即時

にできるものではない。警察からの回答を待

ち、関係する要件のすべてについて「シロ」

となってはじめて届出番号が通知され、それ

を記入した標識を表示してはじめて適法に営

業ができる。とにかく届出を出したらすぐに

届出番号が通知され、欠格要件該当性が事後

的に判明すればそのときに業務停止命令（15

条）を出せばよいというわけではない。かり

にそのようにすれば、判明するまでの期間

（早くても1週間）、暴力団関係者が適法に営

業できることになってしまう。そこまでして

の供給拡大を住泊法の立法者が想定している

と考えるのは不合理である。「都道府県知事

は、…届出があったときは、届出者に、届出

番号を通知しなければならない。」（住泊法施

行規則4条7項）という規定の運用は、この

ようにすべきではないだろうか。

住泊法3条届出を受けた行政庁には、内容

に問題がなければ届出番号を通知する義務が

ある。したがって、3条の届出は、行政手続

法2条7号の「届出」ではなく、同条3号の

「申請」という解釈も成り立つ。同号は、「法

令に基づき、行政庁の許可、認可、免許その

他の自己に対し何らかの利益を付与する処分

…を求める行為であって、当該行為に対して

行政庁が諾否の応答をすべきこととされてい

るもの」と規定する。

条文上、「届出」という文言が用いられてい

ても、法律の仕組みを踏まえた場合にそれが

「申請」と解される実定法は存在する（例：「特

定外来生物による生態系等に係る被害の防止

に関する法律」21 条)11。住泊法 13 条および

同法施行規則 11 条によれば、届出番号を記

入しない標識を掲げての営業は違法であり、

同法 15 条の業務停止命令の対象となる。命

令違反に対しては、同法 76 条4号にもとづ

き 30 万円以下の罰金が科されうる。この仕

組みを踏まえると、届出番号通知は、届出と

いう「申請」に対する「処分」となる。処分

の根拠が施行規則になるという点が問題には
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10 こうした理解をする行政法学説として、南川和宣「民泊新法と自治体：法律と条例」法学教室 458 号（2018 年）51 頁以
下・55～56 頁参照。

11 北村喜宣「見た目で判断するなかれ：届出制のいろいろ」同『環境法政策の発想：自社の環境対応に効く 100 の分析視
角』（レクシスネクシス・ジャパン、2015 年）34 頁以下参照。

19-01-365　145 3-3_テーマ(北村先生）都市自治体における住...  Page 4 19/04/11 09:11  v5.51

(2）実施状況

住泊法の全面施行から9カ月を経過した時

点での「届出件数」および営業を可能にする

ための届出番号交付がされた「受理済件数」

は、［表］の通りである。どのような事情によ

るのかは知りえていないが、件数の絶対数や

処理率に関して、自治体により相当の差異が

確認できる。住泊法に対する長のスタンスの

違いを反映しているようである。

4 2018 年 11 月 22 日通知

(1）実施状況の評価

市区を含む全国の状況をみると、2018 年

12 月 14 日時点での届出件数は、届出提出件

数が 12,858 件で受理済件数が 11,612 件

（90.3％）であった。なお、事業廃止済件数が

287 件あるが、消防法令不適合が事後的に判

明したため営業継続が困難となった事案があ

るようである。最大でも 180 日という営業規

制のゆえに制約のない旅館業法の簡易宿所許

可を主としてそちらでの営業に移行したとい

うことも考えられないではないが、最初から

わかっていたことであり、数としては多くな

いのではないか。

ところで、この状況はどのように評価され

るだろうか。中央政府は、「多い」とも「少な

い」ともいっていないが、おそらくは「もっ

と多くてよい」という基本的認識のもとに、

その支障となっている自治体の行政運用に対

して、通知を発している。厚生労働省大臣官

房生活衛生・食品安全審議官＋国土交通省住

宅局長＋国土交通省観光庁次長「住宅宿泊事

業の届出に係る手続の適正な運用について」

（生食発 1122 第1号、国住指第 2802 号、観観

産第 561 号、平成 30 年 11 月 22 日）がそれで

ある（以下「次長等通知」という）。その要点

は、「一部の自治体において、行政手続法…や

住宅宿泊事業法の趣旨に照らして不適切であ

る運用等が行われていることが確認された」

ため、「住宅宿泊事業の届出に係る手続が適

正に運用されるよう、早急に必要な見直し」

を求める点にある。

(2）行政手続法との関係

ア 適式な届出

次長等通知において牴触が問題視された規

範は、行政手続法 37 条である。同条は、「届

出が届出書の記載事項に不備がないこと、届

出書に必要な書類が添付されていることその

他の法令に定められた届出の形式上の要件に

適合している場合は、当該届出が法令により

当該届出の提出先とされている機関の事務所

に到達したときに、当該届出をすべき手続上

の義務が履行されたものとする。」と規定す

る。「届出」とは、同法2条7号によれば、「行

政庁に対し一定の事項の通知をする行為（申

請に該当するものを除く。）であって、法令に

より直接に当該通知が義務付けられているも

の（自己の期待する一定の法律上の効果を発

生させるためには当該通知をすべきこととさ

れているものを含む。）…」である9。

住泊法3条は、「…住宅宿泊営業の届出を

都市とガバナンス Vol.31

都市自治体とツーリズム政策

148

9 行政手続法の関係条文の解説については、高木光＋常岡孝好＋須田守『条解行政手続法〔第2版〕』（弘文堂、2017 年）
参照。
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なりそうであるが、住泊法 70 条に、一応の授

権根拠がある。仕組み全体を考えれば、この

ような整理が可能ではないだろうか12。そう

考えれば、次長等通知が行政手続法 37 条を

引用するのは、前提を欠くといえる。住泊法

3条の届出は、行政法学の分類論でいう「確

認」と解され13、この仕組みは確認制と整理

するのが適切である14。

(3）求められる法的根拠

ア 非法律規定条例の適法性

次長等通知がまず指摘したのは、添付書類

であった。「住宅宿泊事業の届出の際に必要

な添付書類については、住宅宿泊事業法及び

関連省令で定めているところであり、条例又

はそれに準ずる規定の根拠もなく追加で添付

書類を求めることは不適切である。」という。

これは、適切な認識である。

自治体が追加で添付書類を求めることそれ

自体を否定しているわけではない。「条例又

はそれに準ずる規定の根拠もなく」、要する

に、行政指導で求めておきながらあたかも法

的に添付が義務づけられるかのような運用を

することに警告を発したのである。行政指導

であれば、それに従わなかった届出が不利益

に扱われるはずはない。求めるのであれば条

例を制定せよというのである。

住泊法 18 条には、そうした内容は規定さ

れていない。また、同法には、「…申請書に

は、国土交通省令で定める図書及び市町村の

条例で定める図書を添付しなければならな

い。」（津波防災地域づくりに関する法律 83

条4項）というような法律規定条例としての

明文規定もない。それにもかかわらず上記コ

メントがされたのは、非法律規定条例として

のリンク条例の適法性を前提にしているから

であろう。中央政府による重要な認識とし

て、確認しておきたい。住泊法の実施に大き

な影響力を有している規制改革推進会議は、

2018 年7月 24 日に、「民泊サービスに関する

意見」を公表し、そのなかで、「添付書類につ

いても、省令で規定されているものに加え、

条例で追加している地方自治体があり、結果

として多くの書類が必要となっている。」と

指摘していた。これは、省令で求めるもの以

外の書類を求めることはできないという解釈

なのか、それは可能であるが必要最小限とす

るべきという解釈なのか、判然としなかっ

た。今回の次長等通知は、後者の立場になっ

ている。とりわけ観光庁にとって、規制改革

推進会議は、おそらく「絶対」の存在である

が、さりとて自治体の不満に耳をふさぐこと

もできない。観光庁は、板挟みの状態である

ように感じる。

比例原則を踏まえた必要最小限のものでな

ければならないが、自治体としては、自区域

において住泊法を実施するにあたって必要な

図書の添付を届出に際して義務づける条例を
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12 北村喜宣「事前チェックの実現方法：届出番号交付の法的性質」自治実務セミナー 2018 年7月号 39 頁参照。
13 小早川光郎『行政法 上』（弘文堂、1999 年）198～199 頁は、「許可制と届出制の中間に、“確認”“登録”等々の仕組みが
位置づけられる場合がある。すなわち、私人の一定の行動につき、行政機関がその法定要件適合性を確認し、あるいはそ
れを公簿に登録する等々の手続を要求するという仕組み」と説明し、「そこに設けられている法的仕組みは、基本的は許可
制とそれほど異なるものではない。」と評価している。
14 北村喜宣「届出制、確認制、許可制：住泊法3条届出の法的性質」自治実務セミナー（近刊）参照。
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制定すべきである15。法的義務は「あるかな

いか」であり、行政指導による曖昧な運用を

するのは、法治主義に反する。

イ 事前手続の適法性

次長等通知は、届出前の手続についても触

れている。不適切とされたのは、「条例等の

規定の根拠もなく」「周辺住民等への事前説

明について、届出前に長期にわたる周知期間

を設けることや、広範な地域の住民の同意を

義務付けるなど事実上届出を断念せざるを得

ないような過剰な手続を求めること」であ

る。

ここにおいても、事前手続を求めるならば

条例に根拠を置くべきとされ、事前手続がそ

もそも違法という認識ではない点を確認した

い。前述の通り、比例原則を踏まえれば、条

例に根拠を置くとしても、不必要に長期の周

知期間を設けるのは違法である。なお、住民

同意については、認識が適切ではない。およ

そ住民同意の義務づけは比例原則に照らして

違法であり、「広範な地域」かどうかは関係な

い16。この通知をもって、「隣接地の住民なら

ばその同意を求めるのは適法」と考えてはな

らない。

次長等通知は、「届出の際に、条例等の根拠

もなく事前相談や立入検査を求めている自治

体があるが、これらの手続を経ていないこと

を理由に届出を受理しない行為は、行政手続

法第 37 条に違反するおそれがある」という。

また、「届出の提出前にかかる期間を含めて

届出の受理までに要する期間が、数ヶ月を要

するような過剰な手続を設けること」も不適

切とされている。ここで問題されるのは、比

例原則との関係であり、事前手続それ自体の

是非ではない点に注意しておきたい。合理的

な範囲の義務づけは条例の根拠があれば適法

になしうるという認識が前提にある。一方、

条例で規定すれば事前手続終了関係図書の添

付なき届出を不適式と評価できるかについて

どのように認識しているのかは、定かではな

い。

住泊法は、届出者と行政との2極関係を基

調としたうえで、関係事務を自治体の事務と

した。立法者は、地域コミュニティとの関係

の手続の整備を自治体に委ねたとみるのが適

切である。比例原則に反しないかぎりで、宿

泊者に地域におけるいい思い出をつくっても

らえるような宿泊施設の実現をいかにするか

が、工夫のしどころである。

なお、通知が行政手続法 37 条に触れるの

は、前述の通り住泊法3条届出が行政手続法

2条7号にいう届出と解するからであるが、

そうであるとしても、整理が不適切でないだ

ろうか。37 条は、届出が到達すれば手続的義

務の履行がされたとみなすと規定するだけで

あり、行政庁に関して「違法」かどうかが問

題になるわけではない。受理しないことが違

法というのは、前述のように、住泊法3条届

出と届出番号通知を、行政手続法にいう「申

請に対する処分」とみていて、不受理は行政

手続法7条が行政庁に求める審査開始義務に
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15 北村・前註（2）②論文 29～30 頁、同「政策法務最先端！：中野区民泊条例」自治実務セミナー 2018 年8月号 21 頁参
照。

16 北村喜宣「同意制条例」同『行政法の実効性確保』（有斐閣、2008 年）35 頁以下参照。
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なりそうであるが、住泊法 70 条に、一応の授

権根拠がある。仕組み全体を考えれば、この

ような整理が可能ではないだろうか12。そう

考えれば、次長等通知が行政手続法 37 条を

引用するのは、前提を欠くといえる。住泊法

3条の届出は、行政法学の分類論でいう「確

認」と解され13、この仕組みは確認制と整理

するのが適切である14。

(3）求められる法的根拠

ア 非法律規定条例の適法性

次長等通知がまず指摘したのは、添付書類

であった。「住宅宿泊事業の届出の際に必要

な添付書類については、住宅宿泊事業法及び

関連省令で定めているところであり、条例又

はそれに準ずる規定の根拠もなく追加で添付

書類を求めることは不適切である。」という。

これは、適切な認識である。

自治体が追加で添付書類を求めることそれ

自体を否定しているわけではない。「条例又

はそれに準ずる規定の根拠もなく」、要する

に、行政指導で求めておきながらあたかも法

的に添付が義務づけられるかのような運用を

することに警告を発したのである。行政指導

であれば、それに従わなかった届出が不利益

に扱われるはずはない。求めるのであれば条

例を制定せよというのである。

住泊法 18 条には、そうした内容は規定さ

れていない。また、同法には、「…申請書に

は、国土交通省令で定める図書及び市町村の

条例で定める図書を添付しなければならな

い。」（津波防災地域づくりに関する法律 83

条4項）というような法律規定条例としての

明文規定もない。それにもかかわらず上記コ

メントがされたのは、非法律規定条例として

のリンク条例の適法性を前提にしているから

であろう。中央政府による重要な認識とし

て、確認しておきたい。住泊法の実施に大き

な影響力を有している規制改革推進会議は、

2018 年7月 24 日に、「民泊サービスに関する

意見」を公表し、そのなかで、「添付書類につ

いても、省令で規定されているものに加え、

条例で追加している地方自治体があり、結果

として多くの書類が必要となっている。」と

指摘していた。これは、省令で求めるもの以

外の書類を求めることはできないという解釈

なのか、それは可能であるが必要最小限とす

るべきという解釈なのか、判然としなかっ

た。今回の次長等通知は、後者の立場になっ

ている。とりわけ観光庁にとって、規制改革

推進会議は、おそらく「絶対」の存在である

が、さりとて自治体の不満に耳をふさぐこと

もできない。観光庁は、板挟みの状態である

ように感じる。

比例原則を踏まえた必要最小限のものでな

ければならないが、自治体としては、自区域

において住泊法を実施するにあたって必要な

図書の添付を届出に際して義務づける条例を
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12 北村喜宣「事前チェックの実現方法：届出番号交付の法的性質」自治実務セミナー 2018 年7月号 39 頁参照。
13 小早川光郎『行政法 上』（弘文堂、1999 年）198～199 頁は、「許可制と届出制の中間に、“確認”“登録”等々の仕組みが
位置づけられる場合がある。すなわち、私人の一定の行動につき、行政機関がその法定要件適合性を確認し、あるいはそ
れを公簿に登録する等々の手続を要求するという仕組み」と説明し、「そこに設けられている法的仕組みは、基本的は許可
制とそれほど異なるものではない。」と評価している。
14 北村喜宣「届出制、確認制、許可制：住泊法3条届出の法的性質」自治実務セミナー（近刊）参照。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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違反するという趣旨ととらえていると考えれ

ば理解できる。しかし、そうではないという

立場なのである。

(4）条例整備の必要性

［表］にあるように、多くの市区は、住泊法

に関する条例を制定している。条例に対する

中央政府の立場が以上のように整理できると

すれば、今後、市区は、必要と認める内容に

ついて、現行条例を改正し、あるいは、新規

に条例を制定し、必要と考えられる手続を明

確に義務づけるべきである。非法律規定条例

であっても、筆者のいうリンク型条例は、適

法に制定できる。

一方、住泊法とはリンクしない独立条例の

場合には、そこで規定する義務の不履行を同

法の運用に反映させることはできない。この

点は、明確に整理されるべきである。自治体

の行政実務には、義務かどうかを曖昧なまま

にしておいてとにかく履行を求めるという傾

向があるが、不誠実といわざるをえない。

5 民泊をめぐる争訟

(1）審査請求

行政不服審査法にもとづく審査請求につい

ては、京都市の事案が数件ある。そのひとつ

を紹介する。申立人は、住泊法3条の届出に

対して届出番号を交付する行為を行政不服審

査法1条2項にいう「処分」と解したうえで、

届出番号交付をしない不作為の違法宣言と番

号交付を求める裁決を求めた。申立人の主張

は、2018 年6月 14 日にした届出に対して、

届出番号の交付は同年6月 15 日にされるべ

きであるから、これを「直ちになすべき」と

いうものである。申立日は、6月 16 日であっ

た。

本件においては、［表］にもある京都市条例

の運用も問題とされている。申立人は、同条

例は独立条例であり住泊法にはリンクできな

いと主張した。そこで、住泊法との関係の法

解釈について、処分庁としての京都市の判断

が注目された。京都市は、住泊法の届出は受

理されておらず「預かり」の段階であるから

そもそも審査請求の前提を欠くという形式的

理由で却下したようである。京都市は、届出

前段階でのチェックをする方針を持ってい

る。

(2）行政訴訟

住泊法施行後の行政訴訟の判決はまだない

ようである17。一方、同法施行以前に、旅館

業法との関係で提起された訴訟がある。民泊

営業を企図する原告が、旅館業法3条1項の

営業許可をとるよう指導されたため、江東区

を被告として、同許可を受ける義務を負わな

いことの確認を求めた公法上の当事者訴訟

（確認訴訟）である。原告が計画する民泊営

業行為の内容は、旅館業法の対象外にあると

いう主張である。旅館業法のもとでの旅館と

は、かつては客室数5以上のものとされてい

たところ、宿泊者数4名以下なら業として

行っても旅館営業ではないから許可を要しな
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17 住伯法3条の届出の運用をめぐり、中央区を被告とする国家賠償請求訴訟が、東京地裁に係争中である（平成 30 年（ワ）
第 33135 号）。
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い、多数人で宿泊場所を利用させるのではな

いから簡易宿所営業でもないという整理にも

とづいている。

裁判所は、確認の利益のうち方法選択の適

切性および対象選択の適切性を審査し、いず

れも欠けていると判示した（東京地判平成 29

年6月1日 LEX/DB25449010）。判決時に

は、旅館業法のもとでの無許可営業に対する

不利益処分等は規定されていなかったため

に、江東区長との間に具体的な法律関係が生

じていないという理由である。控訴は棄却さ

れ（東京高判平成 29 年 11 月7日 D 1

-Law28254569）、上告も不受理(平成 30 年7

月 10 日)となっている18。なお、現在では、

旅館業法 2017 年改正により、無許可営業に

対して中止命令権限等が創設されたため（7

条の2第3項、11 条3号）、状況は異なって

いる19。

(3）民事訴訟

民事訴訟は、2件確認できた。第1は、住

宅あるいは事務所としての使用しか認めてい

ない管理規約が作成されている分譲マンショ

ンの1室において宿泊営業をしていた元区分

所有者を被告に、管理組合の理事長が原告と

なって弁護士費用等を請求した事案である。

裁判所は、管理組合の警告を無視して営業を

継続したことを違法と評価した（大阪地判平

成 29 年1月 13 日 LEX/DB25545700)20。

本件は、住泊法施行以前の事案であるが、

注目すべきは、専有部分を用いた宿泊営業

は、管理規約が規定する「専ら住宅」として

の利用ではないという判断である。住泊法

は、2条1号で「住宅」を定義し、制約され

た条件のもとでそれを利用した宿泊営業を合

法化する。これだけをみれば、住泊法にもと

づく民泊営業は「専ら住宅としての利用」で

はないかとも解される。しかし、判決は、そ

うは整理しなかった。「住宅」を、たんに「物

理的意味での住宅」と理解するのではなく、

権利者相互の私法関係においては、それがど

のように利用されるのかを含めた「社会的意

味での住宅」と理解すべきというのであろ

う。専有部分を不特定多数の宿泊利用に供す

るというのは、「専ら住宅」としての利用では

ないと解している21。

準備行為の開始日前に管理規約を改正し

て、旅館業法にせよ住泊法にせよ、民泊利用

を禁止する措置を講じた管理組合は多い22。

この場合には、明確な境界線が引かれるが、

そうでないとしても、上述のように住泊法2

条1項・3項にいう「住宅」はマンション管

理規約にいう「専ら住宅」とはいえない。公

法的用語法と私法的用語法は、その意味内容

を異にする。

第2は、民泊施設として利用すべく建物を
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18 本件については、篠原・前註（1）論文 54～55 頁も参照。
19 旅館業法 2017 年改正については、上杉泰樹「旅館業法の一部を改正する法律」法令解説資料総覧 436 号（2018 年）28 頁
以下参照。

20 本件については、篠原・前註（1）論文 55～56 頁参照。
21 北村喜宣＋篠原みち子＋山下淳一＋齊藤広子「〔座談会〕マンションと民泊」マンション学 62 号（2019 年）4頁以下・
8～9頁［北村発言、篠原発言］参照。

22 その状況については、平田陽子「民泊に対するマンション管理組合の意識と対応実態」マンション学 62 号（2019 年）37
頁以下参照。
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違反するという趣旨ととらえていると考えれ

ば理解できる。しかし、そうではないという

立場なのである。

(4）条例整備の必要性

［表］にあるように、多くの市区は、住泊法

に関する条例を制定している。条例に対する

中央政府の立場が以上のように整理できると

すれば、今後、市区は、必要と認める内容に

ついて、現行条例を改正し、あるいは、新規

に条例を制定し、必要と考えられる手続を明

確に義務づけるべきである。非法律規定条例

であっても、筆者のいうリンク型条例は、適

法に制定できる。

一方、住泊法とはリンクしない独立条例の

場合には、そこで規定する義務の不履行を同

法の運用に反映させることはできない。この

点は、明確に整理されるべきである。自治体

の行政実務には、義務かどうかを曖昧なまま

にしておいてとにかく履行を求めるという傾

向があるが、不誠実といわざるをえない。

5 民泊をめぐる争訟

(1）審査請求

行政不服審査法にもとづく審査請求につい

ては、京都市の事案が数件ある。そのひとつ

を紹介する。申立人は、住泊法3条の届出に

対して届出番号を交付する行為を行政不服審

査法1条2項にいう「処分」と解したうえで、

届出番号交付をしない不作為の違法宣言と番

号交付を求める裁決を求めた。申立人の主張

は、2018 年6月 14 日にした届出に対して、

届出番号の交付は同年6月 15 日にされるべ

きであるから、これを「直ちになすべき」と

いうものである。申立日は、6月 16 日であっ

た。

本件においては、［表］にもある京都市条例

の運用も問題とされている。申立人は、同条

例は独立条例であり住泊法にはリンクできな

いと主張した。そこで、住泊法との関係の法

解釈について、処分庁としての京都市の判断

が注目された。京都市は、住泊法の届出は受

理されておらず「預かり」の段階であるから

そもそも審査請求の前提を欠くという形式的

理由で却下したようである。京都市は、届出

前段階でのチェックをする方針を持ってい

る。

(2）行政訴訟

住泊法施行後の行政訴訟の判決はまだない

ようである17。一方、同法施行以前に、旅館

業法との関係で提起された訴訟がある。民泊

営業を企図する原告が、旅館業法3条1項の

営業許可をとるよう指導されたため、江東区

を被告として、同許可を受ける義務を負わな

いことの確認を求めた公法上の当事者訴訟

（確認訴訟）である。原告が計画する民泊営

業行為の内容は、旅館業法の対象外にあると

いう主張である。旅館業法のもとでの旅館と

は、かつては客室数5以上のものとされてい

たところ、宿泊者数4名以下なら業として

行っても旅館営業ではないから許可を要しな
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17 住伯法3条の届出の運用をめぐり、中央区を被告とする国家賠償請求訴訟が、東京地裁に係争中である（平成 30 年（ワ）
第 33135 号）。
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購入した原告が、検査済証がないことを伝え

なかったのは重要事項説明義務に反する債務

不履行があったとして、被告である宅地建物

取引業者との間に締結した媒介契約を解除し

た事案である。本件では、原告が被告に支

払った報酬につき、契約解除により報酬請求

権が消滅したとして、支払い済みの一部報酬

額の返還が求められた。

裁判所は、請求を棄却するとともに、被告

の反訴を認容して、報酬額残部の支払いを原

告に命じた（東京地判平成 29 年 11 月8日

LEX/DB25550649）。判決においては、「民

泊」に関して、興味深い整理がされている。

すなわち、「「民泊」とは、通常は、宿泊施設と

しての許可を受けていない一般の居宅の空き

部屋等を利用して、観光客等が一時的に宿泊

する場所を提供することをいうことは公知の

事実であって、これを旅館業法上の宿泊施設

として利用することを意味するものと解する

のは困難」とした。判決によると、旅館業法

のもとでの簡易宿所は、民泊ではないことに

なる。それでは、判決時には成立していた住

泊法のもとでの住宅宿泊事業かということに

なるが、判決は、この点には触れていない。

6 自治体政策のもとにある住泊法

自区域内において宿泊を伴う旅行者をどの

ようにもてなすかは、自治体の観光政策の基

本思想にかかわる。旅館業法のもとでの旅館

業とは異質な形態の宿泊サービスである住泊

法民泊の登場によって、都市自治体には、こ

の点を自覚的に検討する機会が与えられた。

とりあえず住泊法 18 条条例および非法律規

定条例の制定を済ませた自治体は、一段落し

た現在、旅館業法のもとでの旅館・ホテル営

業および簡易宿所営業、そして、住泊法民泊

を含めた宿泊サービスのあり方についての検

討を進める必要がある23。

旅館業法および住泊法を自治体の観光政策

のもとに位置づけ、いかにして地域特性を反

映させる法解釈なり条例制定をするか。旅館

業法の実施責任はあるが住泊法にもとづく権

限移譲を受けていない保健所設置市は、地域

コミュニティにそれなりの影響を与えるとさ

れる住泊法のもとでの民泊規制を都道府県任

せにしたままでよいのか。自治体現場におけ

る実施のリアリティを十分に考えて制度設計

されたとは思えない住泊法をいかに適切に実

施するか。都市自治体にとって、課題は少な

くない。
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23 その際の条例枠組みを試論的に示したものとして、北村喜宣「A市らしいおもてなしによる宿泊に関する条例：総合的
宿泊条例の構想」自治実務セミナー 2018 年6月号 38 頁参照。良質な民泊の推進という観点から条例の活用を論じるもの
として、板垣勝彦「民泊推進条例の提案（一）（二・完）：イベント民泊や農家民泊といった「お試し民泊」から始めよう」
自治研究 95 巻1号 80 頁以下、同2号 92 頁以下（2019 年）参照。
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都市名 条例名（タイプ）* 公布日 届出件数 うち受理済件数
（処理率)

うち事業廃
止済件数

札幌市 札幌市住宅宿泊事業の実施の制限に関する
条例（A） 2018 年 3 月 6 日 1,487 1,387(93.3%) 75

仙台市 仙台市住宅宿泊事業法の施行に関する条例
（A） 2018 年 3 月 14 日 28 23(82.1%) 0

川口市 川口市住宅宿泊事業を制限する区域及び期
間を定める条例（A） 2018 年 6 月 1 日 7 7(100.0%) 0

千代田区 千代田区住宅宿泊事業の実施に関する条例
（A） 2018 年 3 月 13 日 20 17(85.0%) 1

中央区 中央区住宅宿泊事業の適正な運営に関する
条例（A） 2018 年 3 月 15 日 26 15(57.7%) 1

港区 港区住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関
する条例（A） 2018 年 3 月 14 日 259 212(81.9%) 12

新宿区 新宿区住宅宿泊事業の適正な運営に関する
条例（A） 2017 年 12 月 11 日 884 791(89.5%) 23

文京区 文京区住宅宿泊事業の運営に関する条例
（A） 2018 年 3 月 15 日 72 69(95.8%) 0

台東区 台東区住宅宿泊事業の運営に関する条例
（A） 2018 年 2 月 17 日 424 394(92.9%) 15

墨田区 (現時点では、条例制定をしない) 368 337(91.6%) 9

江東区 江東区住宅宿泊事業の適正な運営に関する
条例（A） 2018 年 3 月 14 日 30 30(100.0) 2

品川区 品川区住宅宿泊事業の適正な運営の確保に
関する条例（A） 2018 年 3 月 9 日 106 79(74.5%) 3

目黒区 目黒区住宅宿泊事業の適正な運営の確保に
関する条例（A） 2018 年 3 月 9 日 23 23(100.0%) 1

大田区 大田区住宅宿泊事業法施行条例（A） 2017 年 12 月 15 日 52 52(100.0%) 2

世田谷区 世田谷区住宅宿泊事業の適正な運営に関す
る条例（A） 2018 年 3 月 6 日 175 161(92.0%) 1

渋谷区 渋谷区住宅宿泊事業の適正な運営の確保に
関する条例（A） 2018 年 3 月 9 日 549 532(96.9%) 5

中野区 中野区住宅宿泊事業の適正な運営の確保に
関する条例（A） 2018 年 2 月 28 日 150 139(92.7%) 23

杉並区 杉並区住宅宿泊事業の実施の制限に関する
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関する条例(B) 2018 年 3 月 26 日 540 517(95.7%) 14
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荒川区 荒川区住宅宿泊事業の運営に関する条例
（A） 2018 年 5 月 1 日 50 42(84.0%) 2

板橋区 板橋区住宅宿泊事業を実施する区域及び期
間の制限を定める条例（A） 2018 年 3 月 15 日 119 113(95.0%) 2

練馬区 練馬区住宅宿泊事業の適正な運営に関する
条例（A） 2018 年 3 月 12 日 30 26(86.7%) 1
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名古屋市 名古屋市住宅宿泊事業の実施の制限に関す
る条例（A） 2018 年 3 月 13 日 231 215(93.1%) 3

表 都市自治体における住泊法条例制定状況および実施状況（2018 年 12 月 14 日現在）

19-01-365　145 3-3_テーマ(北村先生）都市自治体における住...  Page 10 19/04/11 09:11  v5.51

購入した原告が、検査済証がないことを伝え

なかったのは重要事項説明義務に反する債務

不履行があったとして、被告である宅地建物

取引業者との間に締結した媒介契約を解除し

た事案である。本件では、原告が被告に支

払った報酬につき、契約解除により報酬請求

権が消滅したとして、支払い済みの一部報酬

額の返還が求められた。

裁判所は、請求を棄却するとともに、被告

の反訴を認容して、報酬額残部の支払いを原

告に命じた（東京地判平成 29 年 11 月8日

LEX/DB25550649）。判決においては、「民

泊」に関して、興味深い整理がされている。

すなわち、「「民泊」とは、通常は、宿泊施設と

しての許可を受けていない一般の居宅の空き

部屋等を利用して、観光客等が一時的に宿泊

する場所を提供することをいうことは公知の

事実であって、これを旅館業法上の宿泊施設

として利用することを意味するものと解する

のは困難」とした。判決によると、旅館業法

のもとでの簡易宿所は、民泊ではないことに

なる。それでは、判決時には成立していた住

泊法のもとでの住宅宿泊事業かということに

なるが、判決は、この点には触れていない。

6 自治体政策のもとにある住泊法

自区域内において宿泊を伴う旅行者をどの

ようにもてなすかは、自治体の観光政策の基

本思想にかかわる。旅館業法のもとでの旅館

業とは異質な形態の宿泊サービスである住泊

法民泊の登場によって、都市自治体には、こ

の点を自覚的に検討する機会が与えられた。

とりあえず住泊法 18 条条例および非法律規

定条例の制定を済ませた自治体は、一段落し

た現在、旅館業法のもとでの旅館・ホテル営

業および簡易宿所営業、そして、住泊法民泊

を含めた宿泊サービスのあり方についての検

討を進める必要がある23。

旅館業法および住泊法を自治体の観光政策

のもとに位置づけ、いかにして地域特性を反

映させる法解釈なり条例制定をするか。旅館

業法の実施責任はあるが住泊法にもとづく権

限移譲を受けていない保健所設置市は、地域

コミュニティにそれなりの影響を与えるとさ

れる住泊法のもとでの民泊規制を都道府県任

せにしたままでよいのか。自治体現場におけ

る実施のリアリティを十分に考えて制度設計

されたとは思えない住泊法をいかに適切に実

施するか。都市自治体にとって、課題は少な

くない。
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23 その際の条例枠組みを試論的に示したものとして、北村喜宣「A市らしいおもてなしによる宿泊に関する条例：総合的
宿泊条例の構想」自治実務セミナー 2018 年6月号 38 頁参照。良質な民泊の推進という観点から条例の活用を論じるもの
として、板垣勝彦「民泊推進条例の提案（一）（二・完）：イベント民泊や農家民泊といった「お試し民泊」から始めよう」
自治研究 95 巻1号 80 頁以下、同2号 92 頁以下（2019 年）参照。
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京都市 京都市住宅宿泊事業の適正な運営を確保す
る措置に関する条例（A） 2018 年 3 月 6 日 386 324(83.9%) 1

奈良市 奈良市住宅宿泊事業の実施の制限等に関す
る条例（A） 2018 年 3 月 30 日 27 25(92.6%) 0

大阪市 大阪市住宅宿泊事業の適正な運営の確保に
関する条例（A） 2018 年 3 月 28 日 1,623 1,432(88.2%) 31

堺市 堺市住宅宿泊事業に関する条例（A） 2018 年 3 月 28 日 16 16(100.0%) 0
枚方市 (現時点では、条例制定をしない) 11 11(100.0%) 1
八尾市 (現時点では、条例制定をしない) 1 1(100.0%) 0

神戸市 神戸市住宅宿泊事業の実施の制限等に関す
る条例（A） 2018 年 3 月 2 日 41 37(90.2%) 0

西宮市 西宮市住宅宿泊事業法施行条例（A） 2018 年 3 月 28 日 0 0(--) 0
尼崎市 尼崎市住宅宿泊事業に関する条例（A） 2018 年 3 月 18 日 4 4(100.0%) 0

姫路市 姫路市住宅宿泊事業の適正な運営の確保に
関する条例（A） 2018 年 3 月 28 日 1 0(0.0%) 0

明石市 明石市住宅宿泊事業の適正な運営の確保に
関する条例（A） 2018 年 3 月 26 日 0 0(--) 0

岡山市 (現時点では、条例制定をしない) 10 10(100.0%) 0
倉敷市 倉敷市住宅宿泊事業法施行条例 2018 年 3 月 23 日 7 6(85.7%) 0
広島市 (現時点では、条例制定をしない) 105 97(92.4%) 1
鳥取市 (現時点では、条例制定をしない) 5 4(80.0%) 0

那覇市 那覇市住宅宿泊事業の実施の制限に関する
条例（A） 2018 年 5 月 15 日 132 72(54.5%) 1

［註］タイプ Aは区域制限・期間制限を含む条例、タイプ Bはそれを含まず行為規制のみを含む条例を指す。
［出典］観光庁ウェブサイトの情報を踏まえて筆者作成（最終閲覧 2019 年1月3日）。
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京都市宿泊税について

京都市行財政局税務部税制課

京都市では、平成 30 年 10 月から宿泊税を導入している。

本市における宿泊税は、国際文化観光都市としての魅力を高め、持続可能で市民にも入洛客にも満足

度の高い観光の振興を図る施策に要する費用に充てるため、原則として、京都市内に宿泊される全ての

方を対象に課税するものである。

本稿では、本条例の制定に至った背景と経緯、本条例の概要、宿泊税の具体的な使途について説明す

る。

1 条例制定に至った背景と経緯

(1）新たな財源の必要性

京都市では、平成 15 年度から「国家戦略と

しての京都創生」を掲げ、文化、観光、景観

に特に力を入れて取組を進めてきた。具体的

には、全国に類を見ない新景観政策や、魅力

に満ちた文化芸術都市の創生、誰もがあこが

れる観光都市を目指した観光振興、人と公共

交通優先の「歩くまち・京都」の推進などの

取組により着実な成果を挙げている。最近で

は、文化庁の全面的な移転が決定したほか、

観 光 の 面 で も、海 外 の 有 力 旅 行 雑 誌

「Wanderlust（ワンダーラスト）」の読者投票

のベストシティ部門で2年連続第1位を獲得

し、「Travel＋ Leisure（トラベル・アンド・

レジャー）」の読者投票ランキングでも7年

連続ベスト 10 にランクインする（京都とフィ

レンツェのみ）など、京都の世界的な評価が

高まっている。

その一方で、入洛客の増加に伴い、道路の

渋滞や公共交通機関の混雑、受入環境の整備

のための多言語対応、観光の担い手の不足、

宿泊施設の不足、違法民泊の適正化など様々

な課題が生じている。この中には、市民生活

に影響を及ぼし、市民が負担と感じているも

のもあることから、京都市がこれまでから

行ってきている様々な施策に加え、これらの

課題に対応する行政サービスの一層の充実を

図り、課題を解決することで、入洛客及び市

民双方の満足度を高めていく必要がある。

そうした中で、京都市の税収に目を向けて

みると、風情豊かな町並みや知の集積である
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倉敷市 倉敷市住宅宿泊事業法施行条例 2018 年 3 月 23 日 7 6(85.7%) 0
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［出典］観光庁ウェブサイトの情報を踏まえて筆者作成（最終閲覧 2019 年1月3日）。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　157 3-4_テーマ【京都市】.mcd  Page 2 19/04/11 09:12  v5.51

大学、悠久の歴史を積み重ねる寺院・神社な

ど、京都のまちの魅力が税収面では弱みと

なっており、市民1人当たりの市税収入が他

の政令指定都市平均に比べて極めて少なく

なっている（図1）。また、観光消費額の増加

などにより、京都経済は着実に活性化してい

るが、例えば、宿泊施設等の法人がその所得

をもとに納める税の多くは国等に納められ、

市町村に納められる割合は1割にも満たない

など、京都市の観光振興が税収増になかなか

結びついていない現状がある。徹底した行財

政改革を行っているが、以上の理由などか

ら、厳しい財政状況が続いている。

このような状況を踏まえ、京都市では、住

む人にも訪れる人にも満足度の高いまちづく

りをより一層進めていくための行政サービス

の拡充を行うため、新たな財源の確保につい

て検討していくこととした。

(2）新たな財源についての具体的な検討

京都市では、新たな財源を確保するため、

平成 28 年3月に策定した「はばたけ未来へ!

京プラン」実施計画第2ステージにおいて、

「入洛客への新たな負担のあり方や超過課税

等の課税自主権の活用」について検討してい

くこととした。これを受けて、平成 28 年8

月に有識者や市民公募委員からなる「京都市

住みたい・訪れたいまちづくりに係る財源の

在り方に関する検討委員会」（以下、「検討委

員会」という。）を設置し、誰もが「京都に住

んでいてよかった、住みたい、働きたい、訪

れたい」と心から感じていただけるまちづく

りを一層進めていくため、新たな財源のあり

方について、新税だけでなく、より幅広く、

前提条件を付すことなく、あらゆる角度から

御議論いただいた。（図2）

その中で、行政サービスの受益に応じた負

担をすべきであるという「受益と負担の観

点」から、行政需要に要する費用について、

入洛客にも一定の負担を求めることには合理

性があるとされ、そのうえで、負担を求める

目的や趣旨に一定の合理性が見出せるか、負

担を求める者に税の負担能力があるか、など

といった観点から負担を求める手法について

検討が行われた。その結果、「駐車場への駐

車」、「宿泊」及び「別荘の所有」という3つの

行為を中心に、実現の可能性や具体的な制度

について検討が深められることとなり、関係

者ヒアリングやパブリックコメントでの御意

見も踏まえ、平成 29 年8月、宿泊税の創設を
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図1 平成 29 年度における市民1人あたり市税収入
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提案するとの答申が京都市に提出された。こ

の答申を踏まえ、京都市において具体的な制

度設計を行い、同年9月に市議会に本条例を

提案し、同年 11 月に可決いただいた。その

後、平成 30 年2月に総務大臣から同意を得

て、同年3月に本条例の公布を行ったもので

ある。

2 条例の概要

本条例の概要は次のとおりである。

(1）目的（第1条）

国際文化観光都市としての魅力を高め、及

び観光の振興を図る施策に要する費用に充て

るために宿泊税を課す。

(2）納税義務者（第3条）

宿泊税は、旅館業法に規定する旅館業に係

る施設（ホテル・旅館、簡易宿所）又は住宅

宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る住

宅（以下、「宿泊施設」という。）への宿泊に対

し、その宿泊者に課税するものであり、旅館

業法の許可又は住宅宿泊事業法の届出の有無

にかかわらず、全ての宿泊施設を課税対象と

した。

京都市では、近年、旅館業法の許可を得ず

に旅館業を行う、いわゆる違法民泊の増加が

課題となっており、その適正化を強力に推進

している。こうした中、宿泊税を課税するに

当たり、同じ宿泊行為について、課税対象と

なる施設とならない施設が生じるのは公平性

に欠けるとの理由から、違法民泊についても

課税の対象に含めた。

(3）課税免除（第4条）

修学旅行は、京都の歴史や文化について、

日本全国の学生に学びの場を提供する教育活

動の一環であるという公益性から、修学旅行

生等については課税免除とした。

また、先行して宿泊税を導入している東京

都や大阪府では、宿泊料金が1人1泊1万円

未満の宿泊に対しては宿泊税が課されない

が、京都市においては、一般的に宿泊者は滞

在時間が長く、低額な宿泊料金の宿泊者につ

いても一定の行政サービスを享受していると

考えられることなどから、宿泊料金による課

税免除は行わないこととした。

なお、宿泊関係団体から修学旅行生を課税

免除とすることや、宿泊料金にかかわらず課

税すべきであることについて要望があり、こ

うした要望も踏まえ、本条例における課税免

除の検討を進めた。

(4）税率（第5条）

宿泊税の税率は、宿泊者1人1泊につき、

次のとおり。
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図2 検討委員会での検討経過等の概要

第7回検討委員会の開催29 年 7 月
答申の提出29 年 8 月

年月
第1回～第6回検討委員会の開催28 年8月～29 年5月
答申案に対するパブリックコメントの実施
意見総数 337 件（応募者数 125 名）

29 年5月～29 年6月

内容
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大学、悠久の歴史を積み重ねる寺院・神社な

ど、京都のまちの魅力が税収面では弱みと

なっており、市民1人当たりの市税収入が他

の政令指定都市平均に比べて極めて少なく

なっている（図1）。また、観光消費額の増加

などにより、京都経済は着実に活性化してい

るが、例えば、宿泊施設等の法人がその所得

をもとに納める税の多くは国等に納められ、

市町村に納められる割合は1割にも満たない

など、京都市の観光振興が税収増になかなか

結びついていない現状がある。徹底した行財

政改革を行っているが、以上の理由などか

ら、厳しい財政状況が続いている。

このような状況を踏まえ、京都市では、住

む人にも訪れる人にも満足度の高いまちづく

りをより一層進めていくための行政サービス

の拡充を行うため、新たな財源の確保につい

て検討していくこととした。

(2）新たな財源についての具体的な検討

京都市では、新たな財源を確保するため、

平成 28 年3月に策定した「はばたけ未来へ!

京プラン」実施計画第2ステージにおいて、

「入洛客への新たな負担のあり方や超過課税

等の課税自主権の活用」について検討してい

くこととした。これを受けて、平成 28 年8

月に有識者や市民公募委員からなる「京都市

住みたい・訪れたいまちづくりに係る財源の

在り方に関する検討委員会」（以下、「検討委

員会」という。）を設置し、誰もが「京都に住

んでいてよかった、住みたい、働きたい、訪

れたい」と心から感じていただけるまちづく

りを一層進めていくため、新たな財源のあり

方について、新税だけでなく、より幅広く、

前提条件を付すことなく、あらゆる角度から

御議論いただいた。（図2）

その中で、行政サービスの受益に応じた負

担をすべきであるという「受益と負担の観

点」から、行政需要に要する費用について、

入洛客にも一定の負担を求めることには合理

性があるとされ、そのうえで、負担を求める

目的や趣旨に一定の合理性が見出せるか、負

担を求める者に税の負担能力があるか、など

といった観点から負担を求める手法について

検討が行われた。その結果、「駐車場への駐

車」、「宿泊」及び「別荘の所有」という3つの

行為を中心に、実現の可能性や具体的な制度

について検討が深められることとなり、関係

者ヒアリングやパブリックコメントでの御意

見も踏まえ、平成 29 年8月、宿泊税の創設を
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図1 平成 29 年度における市民1人あたり市税収入
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宿泊料金 税率
20,000 円未満 200 円
20,000 円以上 50,000 円未満 500 円
50,000 円以上 1,000 円

宿泊税は宿泊行為に課税する「消費課税」

であり、その性格から「広く薄く」負担を求

めるべきである一方で、負担能力の大きい人

には、より大きい負担をしてもらうべきとい

う垂直的公平の観点からすれば、高額な宿泊

料金の宿泊者には、その負担能力に見合った

負担を求める必要がある。さらに、税収の確

保や宿泊料金区分をシンプルなものとするこ

とで、宿泊事業者の負担を軽減するといった

観点からも検討を行い、上記のような税率と

した。

(5）徴収の方法等（第7条～第8条）

宿泊税は、徴収の便宜を有する者に税金を

徴収し、納入していただく「特別徴収」の方

法により徴収する。特別徴収義務者は旅館業

又は住宅宿泊事業を営む者とした。

なお、これらの者は、旅館業又は住宅宿泊

事業を営んでいれば、京都市からの個別の指

定行為がなくとも、特別徴収義務者となる。

(6）特別徴収義務者の申告（第9条）

特別徴収義務者となる者の宿泊施設の状況

を把握するため、旅館業又は住宅宿泊事業を

営もうとする者に対し、これらの事業を開始

する日の前日までに、「経営申告書」の提出を

義務付けている。同様に、申告した内容に異

動があった場合も、直ちにその旨を申告して

いただくこととした。

(7）帳簿の記載義務（第 11 条）

地方税法上の質問検査権を行使する際の実

効性を確保するため、特別徴収義務者に対

し、自らが納入しなければならない宿泊税に

係る帳簿の記載及び保存義務を課す。帳簿の

保存期間については、不正行為に基づく更

正、決定期間に鑑み、7年間とした。

(8）申告納入（第 12 条）

原則として、特別徴収義務者は、毎月末日

までに、前月に徴収すべき宿泊税について必

要な事項を記載した納入申告書を提出すると

ともに、その申告した納入金を納入書により

納入しなければならないこととした。ただ

し、小規模事業者の事務負担を軽減するた

め、特別徴収義務者が納入すべき宿泊税額が

一定の金額以下であるなどの要件に該当する

者として、市長の承認を受けた場合において

は、申告納入期限の特例の適用を認め、3 箇

月分をまとめて申告納入することができる。

本条例が可決された際、以下の趣旨の付帯

決議が付された。

○ 違法に営業している宿泊施設の確実な

捕捉と徴収

○ 民泊仲介事業者による代行徴収の活用

○ 宿泊税の効果を実感いただけるよう、

住んでよし、訪れてよしのまちづくりに

資する事業への活用

○ 決算及び使途の明確化による透明性の

確保と議会及び市民への情報公開

○ 中小、零細事業者をはじめ、宿泊事業

者の納税事務の簡素化と支援

○ 宿泊税の主旨等の世界に向けた広報に

よる宿泊事業者への負担軽減
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○ 条例施行の1年6箇月後における見直

し検討と、必要がある場合の見直し

3 平成 30 年度における宿泊税に係る取組

(1）宿泊事業者や納税者への周知、広報

宿泊事業者には特別徴収義務者として、宿

泊税の徴収事務を行っていただくこととなる

ため、制度の趣旨や実際の事務手続につい

て、丁寧に説明していく必要がある。そのた

め、宿泊税の導入に当たり、徴収事務に関す

る宿泊事業者向けの説明会を開催した。

このほか、宿泊税を支払っていただく宿泊

者への周知、広報として、宿泊施設での周知

用広報物の配布をはじめ、主要鉄道駅でのポ

スターの掲示、東京駅等でのデジタルサイ

ネージによる広報、京都市の観光関連施設で

のチラシの配布、旅行業関係者への周知依頼

などを行った。

(2）課税捕捉に向けた取組の推進

旅館業法の許可施設及び住宅宿泊事業法の

届出施設については、本市が保有する情報に

基づき把握を行っている。

また、宿泊施設の経営状態（定員、部屋数、

宿泊料金区分など）を把握するため、条例で

提出を義務付けている経営申告書について、

許可又は届出施設に対して、提出を依頼して

いる。

経営申告書未提出の施設に対して、順次、

電話により督促を行っており、電話督促に

よっても連絡がつかない施設に対しては、実

地調査を実施している。

また、違法民泊については、庁内関係部局

が有する情報を的確に共有することで、その

根絶・適正化の取組を更に強化すると同時

に、税部局における質問検査権の行使や、税

務署、警察などの関係行政機関との連携によ

り、その捕捉を進めている。

(3）民泊仲介業者の活用

課税捕捉にも関わることであるが、宿泊事

業者に代わって宿泊料を受け取る民泊仲介業

者に、併せて宿泊税を徴収していただく「代

行徴収」により、宿泊者の納税及び宿泊事業

者の徴収事務の省力化を図ることができる。

さらに、京都市にとっても、より的確な課税

捕捉や徴収事務の軽減につながり、三者に

とって有益であることから、現在複数の民泊

仲介業者と協議を進めているところである。

平成 30 年8月 27 日には、「楽天 LIFULL

STAY株式会社」と、宿泊税の代行徴収に関

する協定書の締結に至った。

(4）申告納入の徹底に向けた取組

本稿執筆現在、10 月及び 11 月分の納入期

限を迎えており、未申告者に対しては、申告

指導文を送付するほか、併せて、電話による

指導を順次行っている。

上記取組においても申告がない場合、訪問

指導や、税務調査を行い徴収すべき税額を決

定するほか、それでも申告納入がない場合

は、強制徴収の手続きに入るとともに、悪質

なケースについては、刑事告発も行う。

(5）その他

このほか、インターネットを活用した申告

を導入したほか、宿泊事業者への事務補助金

の交付についても検討を行っている。
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宿泊料金 税率
20,000 円未満 200 円
20,000 円以上 50,000 円未満 500 円
50,000 円以上 1,000 円

宿泊税は宿泊行為に課税する「消費課税」

であり、その性格から「広く薄く」負担を求

めるべきである一方で、負担能力の大きい人

には、より大きい負担をしてもらうべきとい

う垂直的公平の観点からすれば、高額な宿泊

料金の宿泊者には、その負担能力に見合った

負担を求める必要がある。さらに、税収の確

保や宿泊料金区分をシンプルなものとするこ

とで、宿泊事業者の負担を軽減するといった

観点からも検討を行い、上記のような税率と

した。

(5）徴収の方法等（第7条～第8条）

宿泊税は、徴収の便宜を有する者に税金を

徴収し、納入していただく「特別徴収」の方

法により徴収する。特別徴収義務者は旅館業

又は住宅宿泊事業を営む者とした。

なお、これらの者は、旅館業又は住宅宿泊

事業を営んでいれば、京都市からの個別の指

定行為がなくとも、特別徴収義務者となる。

(6）特別徴収義務者の申告（第9条）

特別徴収義務者となる者の宿泊施設の状況

を把握するため、旅館業又は住宅宿泊事業を

営もうとする者に対し、これらの事業を開始

する日の前日までに、「経営申告書」の提出を

義務付けている。同様に、申告した内容に異

動があった場合も、直ちにその旨を申告して

いただくこととした。

(7）帳簿の記載義務（第 11 条）

地方税法上の質問検査権を行使する際の実

効性を確保するため、特別徴収義務者に対

し、自らが納入しなければならない宿泊税に

係る帳簿の記載及び保存義務を課す。帳簿の

保存期間については、不正行為に基づく更

正、決定期間に鑑み、7年間とした。

(8）申告納入（第 12 条）

原則として、特別徴収義務者は、毎月末日

までに、前月に徴収すべき宿泊税について必

要な事項を記載した納入申告書を提出すると

ともに、その申告した納入金を納入書により

納入しなければならないこととした。ただ

し、小規模事業者の事務負担を軽減するた

め、特別徴収義務者が納入すべき宿泊税額が

一定の金額以下であるなどの要件に該当する

者として、市長の承認を受けた場合において

は、申告納入期限の特例の適用を認め、3 箇

月分をまとめて申告納入することができる。

本条例が可決された際、以下の趣旨の付帯

決議が付された。

○ 違法に営業している宿泊施設の確実な

捕捉と徴収

○ 民泊仲介事業者による代行徴収の活用

○ 宿泊税の効果を実感いただけるよう、

住んでよし、訪れてよしのまちづくりに

資する事業への活用

○ 決算及び使途の明確化による透明性の

確保と議会及び市民への情報公開

○ 中小、零細事業者をはじめ、宿泊事業

者の納税事務の簡素化と支援

○ 宿泊税の主旨等の世界に向けた広報に

よる宿泊事業者への負担軽減
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4 税収の使途

予算額は 30 年度で約 19 億円、31 年度案で

約 42 億円としている。この新たな財源は、

ア 住む人にも訪れる人にも京都の品格や

魅力を実感できる取組の推進

イ 入洛客の増加など、観光を取り巻く情

勢の変化に対する受入環境の整備

ウ 京都の魅力の国内外への情報発信の強

化

に充てていく。

具体的な充当事業については、毎年度の予

算編成において検討を行うこととしている。

平成 30 年度は、①混雑対策、②民泊対策、

③宿泊事業者支援、④受入環境整備、⑤京都

ならではの文化振興・美しい景観の保全な

ど、宿泊税の導入効果を実感できる取組、と

りわけ現下の観光課題を早急に解消し、市民

生活との調和を図る取組に優先して宿泊税を

充当することとした。

平成 31 年度は、①混雑対策・分散化、②民

泊対策、③宿泊事業者支援・宿泊観光推進、

④受入環境整備、⑤国内外への情報発信、⑥

京都ならではの文化振興・美しい景観の保全

の6分野に充当予定であり、観光課題の解

消、市民生活との調和を図る取組をはじめ、

市民、観光客、観光関係事業者が宿泊税の導

入効果を実感できる取組を加速させていく。

（図3）

これからも、宿泊税という貴重な財源を活

用し、「住んでよし訪れてよし」のまちづくり

を推進していく。
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図3 平成 31 年度 宿泊税を財源として拡充・強化する取組
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5 導入以降の状況

平成 30 年 10 月の導入以降、納税義務者で

ある宿泊者、特別徴収義務者である宿泊事業

者の皆様からのご理解のもと、大きな混乱も

なく課税・徴収の取組を進めている。

以下のとおり、関係者の皆様からのご意

見・ご要望を頂いているが、今後も、こうし

た声をお聴きしながら、必要に応じて、条例

施行の1年6箇月後における見直しの検討を

する際の参考にさせていただくなど、宿泊税

をよりよい制度にしていきたいと考えてい

る。

(1）宿泊者からの声

・宿泊税の予算・決算を公開し、私たちが納

税した税金がどのように使われているのかの

見える化をしてほしい。

(2）宿泊事業者からの声

・違法民泊への対策やその結果を具体的に示

すとともに、確実に宿泊税を徴収し、不公平

なことがないようにしてほしい。

・宿泊税導入に伴い、システム改修をしなけ

ればならないなど、金銭的なコストがかかる

ため、京都市から補助金をだしてほしい。

・事務手続きが煩雑なので、民泊仲介業者の

「代行徴収」が利用できるようにしてほしい。

6 おわりに

京都市の宿泊税は、ホテルや旅館のみでな

く、簡易宿所を含む全ての宿泊施設を課税対

象としていることや、宿泊料金による課税免

除を設けていないといった点において、東京

都や大阪府とは異なるところがあり、また市

町村としては全国初の取組である。そのた

め、本条例の施行に当たっては、宿泊事業者

や納税者に理解を得ていくことはもちろん、

課税の公平性の観点から、市内の全ての宿泊

施設を確実に捕捉していくことが重要であ

り、宿泊税の適正かつ確実な徴収に向けた取

組を引き続き進めていく。
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4 税収の使途

予算額は 30 年度で約 19 億円、31 年度案で

約 42 億円としている。この新たな財源は、

ア 住む人にも訪れる人にも京都の品格や

魅力を実感できる取組の推進

イ 入洛客の増加など、観光を取り巻く情

勢の変化に対する受入環境の整備

ウ 京都の魅力の国内外への情報発信の強

化

に充てていく。

具体的な充当事業については、毎年度の予

算編成において検討を行うこととしている。

平成 30 年度は、①混雑対策、②民泊対策、

③宿泊事業者支援、④受入環境整備、⑤京都

ならではの文化振興・美しい景観の保全な

ど、宿泊税の導入効果を実感できる取組、と

りわけ現下の観光課題を早急に解消し、市民

生活との調和を図る取組に優先して宿泊税を

充当することとした。

平成 31 年度は、①混雑対策・分散化、②民

泊対策、③宿泊事業者支援・宿泊観光推進、

④受入環境整備、⑤国内外への情報発信、⑥

京都ならではの文化振興・美しい景観の保全

の6分野に充当予定であり、観光課題の解

消、市民生活との調和を図る取組をはじめ、

市民、観光客、観光関係事業者が宿泊税の導

入効果を実感できる取組を加速させていく。

（図3）

これからも、宿泊税という貴重な財源を活

用し、「住んでよし訪れてよし」のまちづくり

を推進していく。

都市とガバナンス Vol.31

都市自治体とツーリズム政策

162

㉘
㉙

㉚

㉛

�

�
�

�
�

㉑
㉒
㉓
㉔

㉕

㉖

図3 平成 31 年度 宿泊税を財源として拡充・強化する取組

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　164 3-5_テーマ【釧路市】入湯税原稿.mcd  Page 2 19/04/11 09:13  v5.51

都市自治体とツーリズム政策

入湯税の超過課税と観光まちづくり

釧路市 阿寒観光振興課

入湯税の使途に「観光の振興」が付け加えられた 1991 年以降、観光業界で入湯税の在り方を研究する

機運が高まり、行政も巻き込んだ検討が行われるようになった。実際に税率を引き上げ、使途をより観

光振興志向に明確化する自治体が全国で誕生している。

釧路市では、将来ビジョンに基づいた財源を模索し、入湯税の引き上げで環境整備とおもてなし事業

を実施している。本稿では、釧路市の新たな財源確保までの経過と観光まちづくりへの活用方法を考察

する。

はじめに

釧路市は、北海道の東部、太平洋岸に位置

し、「阿寒摩周」「釧路湿原」の2つの国立公

園をはじめとする雄大な自然に恵まれた「ひ

がし北海道の拠点都市」である。北海道を代

表する温泉地である阿寒湖温泉と都市観光の

拠点となる釧路のまちが隣接し、観光の魅力

要素の質の高さと多様性の面において恵まれ

た立地環境にある。国の観光施策にも積極的

に取組み、2015 年には「水のカムイ観光圏整

備実施計画」、「広域観光周遊ルート形成計画」

が認定され、2016 年には、全国で金沢市・長

崎市とともに「観光立国ショーケース」、さら

に「国立公園満喫プロジェクト」の対象地域と

して8つの国立公園の一つにも選ばれている。

そんな釧路市において、入湯税超過課税の

検討が始まったのは 2002 年、合併前の旧阿

寒町時代であった。阿寒湖温泉の将来ビジョ

ンである「阿寒湖温泉再生プラン 2010」が策

定され、新しい地方税を検討する研究会が立

ち上がったが、宿泊客が減少している状況の

中で地元全体の合意が得られず、実現までに

は至らなかった。

その後、議論が再燃したのは、新釧路市が
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誕生（2005 年に釧路市、阿寒町、音別町で市

町村合併）した後の 2013 年。インバウンドの

隆盛と来訪客の個人旅行化へのシフトなど、

観光を取り巻く状況が大きく変化し、温泉街全

体の将来を検討していく中で、再度、入湯税の

嵩上げ論が浮上してきた。「独自財源研究会」

を立ち上げ、入湯税超過課税の議論を官民で

展開。2015 年から導入することに成功した。

結果、超過課税分だけで税収が年間約

5,000 万円増え、「日本版 DMO」の登録を受

けた NPO法人阿寒観光協会まちづくり機構

がそれを独自財源として阿寒湖温泉の観光振

興事業に活用している。

1 制度の概要

釧路市が実施している入湯税の超過課税の

内容は、一人一泊 150 円としていた入湯税の

標準税率を 250 円とし、国際観光ホテル整備

法に基づく登録ホテル・旅館以外は奢侈（しゃ

し）性が低いとして税率を 150 円に据え置く

軽減措置を講じるというもの。2015 年4月か

ら10 年間の特例として制度を創設している。

入湯税は、地方税法に定められている法定

目的税で、税額や免税措置などは各自治体が

決めることができる市町村税である。釧路市

では、もともとの入湯税 150 円分には手をつ

けず、超過課税 100 円分だけを観光振興に使

うこととし、10 年間限定の「釧路市観光振興

臨時基金」を創設することとなった。結果と

して国際観光ホテル整備法に基づく登録ホテ

ル・旅館は阿寒湖温泉にしかなく、超過課税

分は阿寒湖温泉の観光振興にのみ活用するこ

ととしている。

基金を活用できる事業については、地元関

係団体と釧路市による「阿寒湖温泉地区観光

振興検討会」で毎年協議して次年度の使途を

決定。市からの補助金として阿寒湖温泉での

観光振興事業を支援する仕組みである。

2 検討から導入までの経過

入湯税検討のスタートは 2002 年、合併前

の旧阿寒町時代。きっかけは住民参加型で2

年を掛けて作成した将来ビジョン「阿寒湖再

生プラン 2010」だった。1970 年代以降の北

海道観光ブームが過ぎ去り、客足に陰りが出

てきた 1990 年代後半、阿寒湖には1泊しか

しないお客さんが大半で、いわゆる広域周遊

観光の宿泊拠点という位置づけの観光地で

あった。商店街には木彫りの熊がずらっと店

先に並ぶ旧態依然としたお土産屋さんが並

び、団体客から個人客への急激な変化に対応

できない温泉地の典型といった状況であっ

た。この状況に危機感を抱き、地域の総意で

作り上げられた「阿寒湖再生プラン 2010」は、

さらに住民意識、商売に対する意識を抜本的

に改革しようとする計画「意識改革プラン」

へと発展。この小冊子は温泉街に全戸配布さ

れ、大きな反響を呼んだ。

しかし、ビジョンを作成しても財源がなけれ

ば実現できないため、2000 年の地方分権一括

都市とガバナンス Vol.31

入湯税の超過課税と観光まちづくり

165

図2 入湯税超過課税の概要

19-01-365　164 3-5_テーマ【釧路市】入湯税原稿.mcd  Page 2 19/04/11 09:13  v5.51

都市自治体とツーリズム政策

入湯税の超過課税と観光まちづくり

釧路市 阿寒観光振興課

入湯税の使途に「観光の振興」が付け加えられた 1991 年以降、観光業界で入湯税の在り方を研究する

機運が高まり、行政も巻き込んだ検討が行われるようになった。実際に税率を引き上げ、使途をより観

光振興志向に明確化する自治体が全国で誕生している。

釧路市では、将来ビジョンに基づいた財源を模索し、入湯税の引き上げで環境整備とおもてなし事業

を実施している。本稿では、釧路市の新たな財源確保までの経過と観光まちづくりへの活用方法を考察

する。

はじめに

釧路市は、北海道の東部、太平洋岸に位置

し、「阿寒摩周」「釧路湿原」の2つの国立公

園をはじめとする雄大な自然に恵まれた「ひ

がし北海道の拠点都市」である。北海道を代

表する温泉地である阿寒湖温泉と都市観光の

拠点となる釧路のまちが隣接し、観光の魅力

要素の質の高さと多様性の面において恵まれ

た立地環境にある。国の観光施策にも積極的

に取組み、2015 年には「水のカムイ観光圏整

備実施計画」、「広域観光周遊ルート形成計画」

が認定され、2016 年には、全国で金沢市・長

崎市とともに「観光立国ショーケース」、さら

に「国立公園満喫プロジェクト」の対象地域と

して8つの国立公園の一つにも選ばれている。

そんな釧路市において、入湯税超過課税の

検討が始まったのは 2002 年、合併前の旧阿

寒町時代であった。阿寒湖温泉の将来ビジョ

ンである「阿寒湖温泉再生プラン 2010」が策

定され、新しい地方税を検討する研究会が立

ち上がったが、宿泊客が減少している状況の

中で地元全体の合意が得られず、実現までに

は至らなかった。

その後、議論が再燃したのは、新釧路市が
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法による地方自治体の課税自主権を活用し、

法定外目的税の導入に挑戦しようということと

なった。旧阿寒町の若手職員 10 名が、当時、

釧路公立大学地域経済研究センター長の小磯

修二教授を座長とした「新しい地方税のあり方

に関する調査研究会」を発足。入湯税率の嵩

上げ（湖畔再生税）について、町へ提言した。

しかし、当時の総務省の壁は高かった。観

光振興を目的とした入湯税があるのに、さら

に観光振興に使う目的税・湖畔再生税を導入

することは二重課税になるとの指摘を受け、

それではと入湯税の嵩上げに方向転換したが、

結局、地域全体の合意が得られずに旧阿寒町

議会で条例改正の直前で頓挫してしまった。

2005 年には釧路市、阿寒町、音別町が合併

して新しい釧路市が誕生。入湯税引き上げの

話が復活したのはそれから8年、前回の検討

から 10 年以上経過した 2013 年のことだっ

た。きっかけとなったのは、インバウンドの

隆盛と来訪客の個人旅行化へのシフトという

観光を取り巻く状況の変化。温泉街の中心部

に位置し広大な空き地となっていた大型ホテ

ルの跡地について、温泉街全体の将来を見据

えた有効な土地利用を検討していく中で、こ

の土地を阿寒湖温泉の玄関口として整備する

「阿寒湖フォレスト・ガーデン」構想を NPO

法人阿寒観光協会まちづくり推進機構がとり

まとめた。しかしながら、行政の補助金で整

備できないプロジェクトで、どうしても独自

財源が必要だということになり、再度、入湯

税の嵩上げ論が浮上してきた。

そして、2013 年1月、民間側から行政に対

して超過課税をお願いする形で、NPO法人

阿寒観光協会まちづくり推進機構が市に要望

を行った。同年6月には、同機構が公益財団

法人日本交通公社との共同研究として「独自

財源研究会」を立ち上げ、行政もオブザー

バー参加。この研究会では、法定外目的税を

導入した市町村へのヒアリング、入湯税の超

過課税を実施していた温泉地へのヒアリング

に加え、来訪者がどの程度の超過課税を認め

てくれるかについても調査を行い、これらの

調査結果も含めて市に要望書を提出した。

これによって、正式に釧路市として条例改

正に向けて動き出すこととなり、観光担当課

だけでなく税務担当課も独自財源研究会にオ

ブザーバー参加し、庁内では企画部門、財政

部門、観光部門によるプロジェクト会議を設

置して検討を進めることとなった。

制度化に際し、釧路市としては様々な検討

を行った。入湯税を一律 250 円にすると宿泊

客への負担が大きすぎるので、高級な旅館だ

けに適用することを決定し、高級とそれ以外

の線引きについては、国際観光ホテル整備法

に基づく登録ホテル・旅館以外の宿泊施設は

奢侈性が低いと判断し、150 円に据え置くと

いう方式を採用した。また、地方税法上、不

均一課税が認められるのは「公益による場

合」と「受益による場合」のみであり、釧路

市のケースが該当する後者の場合はこれまで
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に事例がないという課題があったが、総務省

との協議で、軽減措置とすることにより不均

一課税とはならないと整理された。

使途についても、当初使いたい事業がたく

さんあったが、観光振興とは異なる目的の事

業、例えば「マリモ再生事業」は環境系事業

であり、昔から阿寒湖周辺に生息していた「エ

ゾムラサキツツジの復元事業」についても観

光振興とは違う事業であるとして除外した。

前述の入湯税をどれくらい嵩上げしてもよ

いかというアンケート調査は、阿寒湖温泉来

訪者に対して実施し、400 名程の回答を得た。

こういう目的に使います、こういう目的に使

いたいなど使途を明確にして協力を仰ぐこと

によって消費者は理解を示し、協力したいと

いう回答が7割に上った。また、入湯税の認

知度は意外にも低く、お客さんは何か税金を

とられていることは知っているが、どこに使

われているかはあまり知られていないという

ことも同時に明らかとなった。追加額は、

151～200 円嵩上げしてもよいという回答が

30.1％で一番多く、101～150 円が 21.6％あ

り、嵩上げによって宿泊客が減少するのでは

ないかという懸念に対して極めて説得力のあ

るものとなった。

こうして、2014 年 12 月議会への提案・承

認を経て、2015 年度から制度が導入された。

3 使途と運用方法

入湯税を 100 円嵩上げすることによって、

およそ年間5千万円が独自財源となった。こ

れは、増加するインバウンドに対応できるよ

う阿寒湖温泉の観光地としての質を高める

「国際観光地環境整備事業」と、温泉街全体

としての「おもてなし事業」の大きく2つの

分野で使われることとなっている。

最もメインに位置づけられている事業は、

前述の「阿寒湖フォレスト・ガーデン整備事

業」。これは、かつて大型ホテルがあった温

泉街中心の更地を活用、有料駐車場や緑地等

を中心とした施設を整備して、阿寒湖温泉や

周囲の自然探索への玄関口とするものであ

る。駐車場から温泉街へ歩く動線も充実さ

せ、この施設を中心に温泉街全体が活性化す

ることも狙っており、まず 2018 年8月に 120

台分の駐車場をオープンさせた。今後、整備

事業をどう進めていくかについては、「阿寒

湖フォレストガーデン整備推進協議会」とい

う別組織が設置されている。
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図4 阿寒湖温泉地区の宿泊者へのアンケー
ト結果
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法による地方自治体の課税自主権を活用し、

法定外目的税の導入に挑戦しようということと

なった。旧阿寒町の若手職員 10 名が、当時、

釧路公立大学地域経済研究センター長の小磯

修二教授を座長とした「新しい地方税のあり方

に関する調査研究会」を発足。入湯税率の嵩

上げ（湖畔再生税）について、町へ提言した。

しかし、当時の総務省の壁は高かった。観

光振興を目的とした入湯税があるのに、さら

に観光振興に使う目的税・湖畔再生税を導入

することは二重課税になるとの指摘を受け、

それではと入湯税の嵩上げに方向転換したが、
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議会で条例改正の直前で頓挫してしまった。
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の土地を阿寒湖温泉の玄関口として整備する

「阿寒湖フォレスト・ガーデン」構想を NPO

法人阿寒観光協会まちづくり推進機構がとり
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阿寒観光協会まちづくり推進機構が市に要望
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財源研究会」を立ち上げ、行政もオブザー
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過課税を実施していた温泉地へのヒアリング

に加え、来訪者がどの程度の超過課税を認め

てくれるかについても調査を行い、これらの
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ブザーバー参加し、庁内では企画部門、財政

部門、観光部門によるプロジェクト会議を設

置して検討を進めることとなった。

制度化に際し、釧路市としては様々な検討

を行った。入湯税を一律 250 円にすると宿泊

客への負担が大きすぎるので、高級な旅館だ

けに適用することを決定し、高級とそれ以外

の線引きについては、国際観光ホテル整備法

に基づく登録ホテル・旅館以外の宿泊施設は

奢侈性が低いと判断し、150 円に据え置くと

いう方式を採用した。また、地方税法上、不

均一課税が認められるのは「公益による場

合」と「受益による場合」のみであり、釧路

市のケースが該当する後者の場合はこれまで
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図3 入湯税引上げ分を基金に積立て
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「おもてなし事業」の一つ「まりも家族コイ

ン」は、宿泊客にもっと商店街で買い物や飲

食をしてもらい、街全体を活性化させようと

いう施策。宿泊施設で渡されるコインを一定

金額以上の買い物をした商店街の協賛店で提

示すると、それぞれオリジナルの特典を受け

ることができるというもの。

その他、看板や Wi-Fi整備なども行われ

ているが、いずれも以前から計画されてきた

ものであり、場当たり的な事業には活用でき

ないよう歯止めがかけられている。また、「ま

りも家族コイン」などの利用実績も記録され

ていて、いつでも事業の振り返りや説明がで

きるようになっている。

図5 入湯税引き上げ分の具体的な使途

おわりに

阿寒湖温泉地区では、入湯税以外の財源を

活用した観光振興策の展開も行われ、「観光

振興に特化した財源の確保」「財源の確保に

よる観光整備の円滑化」という当初からの入

湯税引き上げ効果は、十分に発揮されてい

る。今後は、阿寒湖フォレストガーデンの計

画的な整備とともに、市がめざす世界レベル

の観光地に相応しい質の高いおもてない事業

の展開等が求められていくものである。

入湯税超過課税の実現に当たり、中心的な

役割を果たした NPO法人阿寒観光協会まち

づくり推進機構大西雅之理事長は、実現に導

いた要因として3つの要素があったと述べて

いる｡1

一つ目は「地域のみんなが平等に苦しかっ

た」こと。団体客主体の温泉地だった阿寒湖

温泉は個人旅行化の波に乗り遅れ、2000 年代

に入ると年間宿泊客数が 100 万人から 60 万

人に激減した。地域で好調な宿泊施設が一つ

もないという状況だったが、だからこそ危機

感を共有し、皆が同じ立場で話し合いができ

た。もし、地域内で潤っているところがあれ

ば、合意は難しかったかもしれない。

二つ目は「顧客の声を聞く」こと。地域の

合意は得られたものの、「入湯税の嵩上げで

阿寒湖温泉を訪れるお客さんがさらに減るの

ではないか」という懸念は、宿泊業者だけで

なく地元議会などにも根強かった。ここで大

きな役割を果たしたのがアンケート調査で

あった。阿寒湖温泉の宿泊客に、入湯税の嵩
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1 公益財団法人日本交通公社機関誌「観光文化」2018.7 月 第 238 号 巻頭言

図6 阿寒湖フォレストガーデン全体イメー
ジパース（当初計画時）

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　164 3-5_テーマ【釧路市】入湯税原稿.mcd  Page 7 19/04/11 09:13  v5.51

上げについてどう思うか、いくらまでなら許

容できるかというアンケートを行ったのであ

る。不安の中で行ったアンケートだったが、

賛成が7割、反対はわずか1割という結果が

得られ、大きな推進力となった。

三つ目は「未来の話をする」こと。顧客の

声という心強い支援を得たものの、地域の中

では依然懸念の声や反対意見もあった。そん

な中、地域のみんなで未来の話をすることに

よって、再び前を向くことができた。今後の

観光は競争が激しくなり、国内のみならず海

外の観光地との競合も避けられない。多少の

リスクを負ってでも阿寒湖温泉を魅力ある場

所にしなければ、次の世代が苦しくなる。な

らば何をすべきかという議論には一番時間を

かけた。そして、今、「未来の話」が「現実の

話」となっている。

今みんなが苦しい地域は、観光振興の新た

な財源確保について議論し、合意を得られる

絶好のチャンスとも考えられる。釧路市の事

例が、入湯税の嵩上げについて検討している

自治体にとって一つの励みになればと思う。
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Column
コミュニティの迷い道～現在！過去×未来？～ （人間味のあるふるさと政策）

歴史的建築物や自然景勝地の保全を図るナショナルトラスト運動が英国で起ち上がった

のは 19 世紀末のことで、フランツ・カフカや宮沢賢治が生きていた時代。産業革命で農村

から都市に人々が急速に流入したことへの反動だった。

いつの時代でも都市と農村はテーマである。ドイツでは、第二次世界大戦後、地域政策の指

針として中心地理論を採用してきた。地域格差の発生はやむを得ないとしても、どこに住んで

いても地域の中心地に30 分で到達できるよう交通基盤や生活基盤を整備し、“同等の生活条

件”を確保しようというものである。そして、第二次世界大戦前には最も貧しかった農業国バイ

エルンが、ベルリンからの企業移転もあり、今や経済的には最も豊かなハイテク地域となった。

その後、1990 年のドイツ統一は東西の地域間格差という現実をもたらした。そこで、国

を挙げて西側地域から東側地域への支援に取り組むようになり、“同等の生活条件”のコン

セプトは連邦憲法にも盛り込まれ、法規範となった。

今日は超高齢・人口減少時代で、これまでとは違った次元の問題が発生している。豊か

なはずのバイエルンですら、都市と農村の格差が意識されるようになり、州憲法を改正し

“同等の生活条件”の確保を盛り込み、“ふるさと政策”を推進するようになった。一方、

最も多くの人口を擁するノルトライン・ヴェストファーレンでは、衰退する石炭・鉄鋼産

業を抱える地域と大都市圏の自治体間格差が大きくなった。かくして、この州でも“ふる

さと政策”を推進している。

2018 年3月に第4次メルケル内閣が発足したが、内務大臣にはバイエルン州の前首相が

就任し、連邦政府はその“ふるさと政策”を取り込んだ。そして、連邦政府は、2018 年9

月に「同等生活条件確保委員会」を設置し、諸課題の検討を進めている。委員会には連邦

の関係閣僚や、各州の首相、自治体連合組織のトップが参加している。

“ふるさと政策”の柱は、人口減少でやや危うくなっているものの中心地理論に基づく地

域政策の推進である。そのほか、インフラ整備、労働環境の整備、移民の社会包摂をはじ

め、様々な諸施策が検討されている。バイエルンでは、市町村こそが地域住民活動支援や

文化・観光・スポーツ・産業振興、地域再生、地域公共交通・モビリティ確保などふるさ

とづくりで重要な役割を担っていることで意見が一致した。そこで市町村の財政基盤を強

化した。

いつでも未来を見据えて考えていくことが人間味のある仕組みづくりのポイントであ

る。 宮沢賢治は、若者たちにこんなメッセージを寄せている「諸君はこの颯爽たる諸君の

未来圏から吹いて来る 透明な清潔な風を感じないのか」（宮沢賢治『生徒諸君に寄せる』

断章7 より） （ふるさとづくりを願う一市民）
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都市自治体の調査研究活動

〇第9回都市調査研究グランプリ（CR-1 グランプリ）

人口減少・少子高齢化の進展により、都市自治体を取りまく社会情勢は未だ厳しく、行政課

題の複雑化とともに、住民の公共サービスに対するニーズもますます多様化している。 こう

したことから、都市自治体においては、地域特性や住民ニーズを十分に踏まえた政策立案がこ

れまで以上に求められている。

そこで、優れた調査研究事例の共有を図り調査研究能力の向上に寄与するため、日本都市セ

ンターでは、毎年、全国の都市自治体で行った調査研究や都市自治体職員が自主的に行った調

査研究事例を募集・表彰している。今回は、2018 年度に実施された「第9回都市調査研究グラ

ンプリ（CR-1 グランプリ）」について報告する。
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“ふるさと政策”の柱は、人口減少でやや危うくなっているものの中心地理論に基づく地

域政策の推進である。そのほか、インフラ整備、労働環境の整備、移民の社会包摂をはじ

め、様々な諸施策が検討されている。バイエルンでは、市町村こそが地域住民活動支援や

文化・観光・スポーツ・産業振興、地域再生、地域公共交通・モビリティ確保などふるさ

とづくりで重要な役割を担っていることで意見が一致した。そこで市町村の財政基盤を強

化した。

いつでも未来を見据えて考えていくことが人間味のある仕組みづくりのポイントであ

る。 宮沢賢治は、若者たちにこんなメッセージを寄せている「諸君はこの颯爽たる諸君の

未来圏から吹いて来る 透明な清潔な風を感じないのか」（宮沢賢治『生徒諸君に寄せる』

断章7 より） （ふるさとづくりを願う一市民）
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第9回都市調査研究グランプリ
（CR-1 グランプリ）

当センターでは、第9回都市調査研究グランプリ（CR-1 グランプリ）を実施した。本稿では、最優秀

賞、優秀賞、奨励賞を受賞した調査研究の概要と講評を中心に紹介する。

1 趣旨

当センターでは、互いに競い合うことによ

るモチベーションの向上や優秀な調査研究情

報を共有することを通じて、各種課題の解決

に向けた都市自治体や都市自治体職員の調査

研究能力の向上、地方自治の進展に寄与する

ことを目的として、2010 年度から都市調査研

究グランプリ（以下、「CR-1 グランプリ」と

いう。）を実施している。

2 応募状況

第9回 CR-1 グランプリには、25 件の応募

があった。その内訳は、政策基礎部門 11 件、

政策応用部門9件、実務部門5件である。

3 審査・選考

入賞作品は、当センターによる第1次審

査、学識者3名で構成される「第9回 CR-1

グランプリ審査委員会」による第2次審査、

最終審査を経て決定した。

4 表彰式

2019 年2月7日に開催した「第5回都市調

査研究交流会」において表彰式を執り行い、

入賞団体に賞状を授与した。

おわりに

当センターでは、今後とも CR-1 グランプ

リを継続して実施する。熱意・意欲のある調

査研究の応募をお待ちしている。
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都市政策法務コーナー

地域課題の解決や政策の推進を図るために、法令を地域適合的に解釈運用する、又は地域特

性に応じた独自の条例を創るという意味で、「政策法務」はあらゆる分野の調査研究に共通して

存在する視点である。そこで、「都市政策法務コーナー」では、都市自治体の首長及び職員への

情報提供として、都市自治体における政策法務の取組みを取り上げる。

5回目となる本号では、それぞれ砂利採取と多頭飼育に関する論考の 2本を掲載する。前者

は、砂利採取法上の計画認可を素材として、分権改革で拡大した自治的法解釈権・自治立法権

が、都市自治体においてどのように活用されているかを紹介し、法的論点を検討する。後者は、

ペットに関するトラブルの一つとして、近年問題になっている「多頭飼育崩壊」に焦点を当て、

条例による対応を分析するとともに、法的対応の可能性を検討する。
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砂利採取の適正化に向けた都市自治体
による自治的法解釈・自治立法

日本都市センター研究員 釼持 麻衣

分権改革によって、都市自治体が、法令を地域適合的に解釈、あるいは条例制定を通じて新たな法規

範を創造する余地は拡大した。本稿では、砂利採取法に基づく採取計画の認可事務を素材に、各都市自

治体における自治的法解釈権・自治立法権の活用例を紹介する。さらに、自治的法解釈・自治立法をめ

ぐる法的論点として、具体化された添付書類の不備、条例等による認可基準の具体化・追加、条例上の

許可制度等とのリンク、条例に基づく手続の不履行について検討する。

1 分権改革による自治的法解釈権・自治立

法権の拡大

(1）自治体の事務への移行

国と地方の関係を「対等・協力」の関係へ

と大きく変えた第1次分権改革から、約 20

年の月日が経った。第1次分権改革の集大成

として 1999 年に制定された、「地方分権の推

進を図るための関係法律の整備等に関する法

律」（いわゆる「地方分権一括法」）は、機関委任

事務制度を廃止し、それまでの機関委任事務

の多くを、法定受託事務および自治事務へと

再編成した。

機関委任事務制度のもとでは、自治体が

「国の機関」として、国の権限に属する事務

を行うものとされ、個別法に明文規定がない

限りは、当該事務について自治体が独自に条

例を制定することは許容されなかった。しか

し、法定受託事務および自治事務は、いずれ

も自治体の事務であるため、当該事務を担う

自治体が、地域特性を踏まえて、いわば自治

的に法解釈あるいは条例を制定する余地が拡

がった。

(2）基礎自治体への権限移譲

さらに、2006 年の地方分権改革推進法の制

定から現在まで続く第2次分権改革では、第

1次分権改革の「残された課題」であった、

法令による義務付け・枠付けの緩和や事務権

限の移譲などが主に進められている。とりわ

け、事務権限の移譲については、住民に最も

身近な行政主体である基礎自治体が、地域に

おける行政を自主的かつ総合的に実施できる

よう、国のみでなく、都道府県の権限に属す

る事務も、その対象となっている。2011 年8

月成立の第2次一括法から 2018 年6月成立

の第8次一括法1まで延べ 87 法律で、都道府
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県から基礎自治体への権限移譲が実現するな

ど、基礎自治体が担う事務の範囲は拡大しつ

つある。

(3）砂利採取法上の計画認可制度を例に

これら一連の分権改革によって、都市自治

体は、法律上の事務を実施するにあたり、法

令を地域適合的に解釈、あるいは条例制定を

通じて新たな法規範を創造することが、理論

上可能になった。各都市自治体は、拡大した

自治的法解釈権および自治立法権をどのよう

に活用しているだろうか。本稿では、都道府

県から指定都市に一律的に権限移譲がなされ

た、砂利採取法に基づく採取計画の認可事務

を素材として、各都市自治体における自治的

法解釈権および自治立法権の活用例を紹介す

るとともに、いくつかの法的論点を検討す

る。

2 災害防止のための計画認可制度

(1）砂利採取に伴う災害の危険性

私たちの日常生活に欠かせない、建物の建

設および道路や橋などの社会インフラの整備

には、大量のコンクリートが使用されてい

る。コンクリートに含まれる砂利は、土木・

建築資材として重要な資源の一つであり、全

国各地の河川や沖積平野、段丘・丘陵地、海

底等などから採取されてきた。

しかし、砂利の採取は、さまざまな災害や

自然環境等への悪影響を引き起こす。具体的

には、砂利の洗浄汚濁水の排出による河川の

汚濁、土地の崩落、道路・堤防等公共施設へ

の被害、漁業・養殖業等における被害、地下

水位の低下などが挙げられる2。山・陸砂利

の採取では、砂利採取跡地に幼児が転落する

といった事故も生じていた。

こうした砂利採取に伴う災害を防止するた

め、1968 年に制定された砂利採取法は、その

事業を行う者の登録および採取計画の認可と

いった仕組みを設けている。このうち計画認

可制度については、2014 年5月に成立した第

4次一括法によって、都道府県から指定都市

に一律的に権限が移譲された3。また、地方

自治法 252 条の 17 の2に基づく事務処理特

例制度を活用して、北海道およびいくつかの

県では、指定都市以外の基礎自治体にも個別

に権限移譲がなされている。

(2）採取計画の認可制度

砂利採取業者は、砂利採取を行おうとする

とき、都道府県知事または指定都市の長（以

下、「都道府県知事等」と総称する。）から4、砂利

採取場ごとに定めた採取計画について、認可

を得なければならない（法 16 条1号）5。

認可の申請にあたっては、採取期間や災害

防止のための方法・施設に関する事項などを
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1 いずれも法律の正式名称は、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す
る法律」である。

2 以下、水野哲「新しい砂利採取法による汚濁水災害の防止について」用水と排水 11 巻2号（1969 年）1頁以下・2～3
頁。

3 地方分権改革推進委員会が 2008 年5月に出した第1次勧告では、採取計画の認可事務は、まちづくり・土地利用規制と
関連し、その目的・効果が当該団体の区域を越えない事務に当たるとして、市までの権限移譲が適当とされていた。

4 ただし、砂利採取場の区域の全部または一部が河川区域等に含まれる場合には、当該河川区域等に係る河川管理者が認
可権者となる（16 条2号）。本稿では、砂利採取場の区域に河川区域等を含まない場合を念頭に論ずる。

5 このほか、砂利採取場の位置する場所によっては、農地法や森林法、地すべり等防止法などに基づく規制が及びうる。
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身近な行政主体である基礎自治体が、地域に

おける行政を自主的かつ総合的に実施できる

よう、国のみでなく、都道府県の権限に属す

る事務も、その対象となっている。2011 年8

月成立の第2次一括法から 2018 年6月成立

の第8次一括法1まで延べ 87 法律で、都道府
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定めた採取計画を記載した申請書とともに、

「砂利採取場及びその周辺の状況を示す図面

その他の経済産業省令、国土交通省令で定め

る書類」を提出する必要がある（17～18 条）。

申請時に添付すべき書類として、「砂利の採

取計画等に関する規則」（以下、「省令」という。）

は、砂利採取業者としての登録を示す書面や

埋め戻しのための土砂等が確保されているこ

とを示す書面などを列挙している（3条2

項）。

都道府県知事等は、「当該申請に係る採取

計画に基づいて行なう砂利の採取が他人に危

害を及ぼし、公共の用に供する施設を損傷

し、又は他の産業の利益を損じ、公共の福祉

に反すると認めるときは、…認可をしてはな

らない。」とされる（法 19 条）。すなわち、①

他人への危害、②公共用物の損傷、③他産業

の利益の侵害、のいずれかに該当し、かつ、

それが公共の福祉に反する場合には、当該採

取計画は不認可となる6。

採取計画の認可制度は、講学上の「許可」

に当たる。砂利採取に伴う災害の発生を防止

するための仕組みであることから、消極目

的・警察的規制といえる。したがって、申請

に係る採取計画が、法 19 条が挙げる不認可

事由に該当しない場合、都道府県知事等は原

則として、認可しなければならない7。すな

わち、実務上、認可権者として都道府県知事

が有する裁量権は、極めて狭いものと解され

ている（羈束裁量）8。

3 都市自治体による自治的法解釈・自治立法

以上のように、都道府県知事等は砂利採取

に対する認可権限を有するが、その裁量の幅

は限定的である。しかしながら、いくつかの

都市自治体では、条例あるいは要綱などを定

め、地域の実情に応じた法解釈を行ったり、

独自の規制や手続を設けたりしている。

(1）認可申請に関するもの

① 独自の申請書様式の採用

認可申請にあたって都道府県知事等に提

出すべき申請書の様式は、省令3条1項に

よって定められている。しかし、都道府県

および指定都市（以下、総称して「都道府県

等」という。）は、「条例、規則その他の定め」

により、独自の申請書様式を定めることが

できる（省令 37 条）9。

例えば、米原市は、独自の申請書様式を

要綱で定めている（米原市砂利採取計画認可

事務取扱要綱2条）。米原市の独自様式は、

省令で定められた様式に比べ、採取計画に

定めるべき事項について、より詳細な記述

を申請者に求めるものとなっている。

② 添付書類の具体化

札幌市は、認可申請にあたって、省令3

条2項各号に掲げる書類のほか、砂利採取

跡地整備計画書や、砂利採取に伴う跡地整
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6 通商産業省窯業室・建設省水政課監修『逐条解説砂利採取法』（以下、「逐条解説」と引用。）（ぎょうせい、2000 年）99
頁。公共の福祉に反することそのものは、独立の不認可事由ではない。砂利採取法と同様の認可制度および不認可事由を
定める採石法について述べたものとして、公調委裁定平成 19 年5月8日判時 1967 号 65 頁。

7 逐条解説・前掲註（6）書 100 頁。
8 逐条解説・前掲註（6）書 100 頁。
9 このほか、採取計画の変更認可申請書、氏名等変更届書、廃止届出書、および身分証明書の各様式、ならびに申請書等の
提出部数について、条例等で別途定められる（省令 37 条）。
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備の履行に係る保証書などの添付を求めて

いる（札幌市砂利採取計画認可要綱（以下、「札

幌市要綱」という。）5条2項）。

このように要綱等で別に定められた添付

書類は、省令3条2項 11 号にいう「その他

参考となる事項を記載した図面又は書面」

（以下、「11 号書類」という。）を具体化したも

のと捉えられる。北海道砂利採取条例事件

裁定（公調委裁定平成 25 年3月 11 日判時

2182 号 34 頁）でも、埋め戻しに係る保証書

等が、11 号書類に当たるとされている10。

(2）認可の判断に関するもの

① 認可基準の具体化

法 19 条が定める認可基準は、抽象的な

表現にとどまる。これは、砂利採取場の位

置、付近の環境、自然の状況等を踏まえた、

弾力的な判断を可能とするためである11。

ただし、行政手続法5条に照らせば、都道

府県知事等は、より具体的な審査基準を定

め、公にしておくことが義務づけられる12。

都市自治体の要綱や審査基準において具

体化されている認可基準の項目としては、

採取の期間（例／鹿角市砂利採取計画認可事

務取扱要綱）、隣接物件・隣接地からの保安

距離、作業時間（例／千葉市砂利採取計画の

認可に係る審査基準）、採取面積、掘削深（例

／栃木市砂利採取計画認可事務取扱要綱）な

どがある。

また、札幌市要綱は、認可に係る審査基

準として、法 19 条の規定、砂利採取計画認

可準則13等のほか、「（1） 砂利採取場の区

域が、採取をする砂利の数量並びに採取の

方法及び期間を考慮した適切なものである

こと。」「（2） 採取をする砂利の数量が、

砂利の賦存量、砂利採取のための設備の能

力、自然条件及び採取の方法を考慮して、

過大なものでないこと。」と定める（6条）。

これらは、あくまでも法 19 条が挙げる不

認可事由への非該当性を判断するための考

慮要素であり、新たに不認可事由を追加す

るものではないと解される14。

② 認可の対象者の限定

横手市は、認可を受けられる者を、「砂利

の採取に関する自主保全の確立を目的とし

て、中小企業団体の組織に関する法律…に

基づき設立された…組合…及びその組合

員」であり、「砂利の採取業務を開始するに

あたり、災害等の防止策が完全であり、か

つ、埋め戻し整理等の保証能力を有すると

認められる者」に限定している（横手市砂

利採取計画認可事務取扱要綱3条）。

砂利採取法は、計画認可が受けられる対

象者につき、同法3条に基づく都道府県知

事の登録を受けた者であることを除いて、

特段の制限を設けていない。そのため、こ
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10 なお、同裁定は、埋め戻しに係る保証措置の義務づけを、法の「横出し」規制と整理している。他方、法 19 条を具体化
したものと捉える見解もある（北村喜宣『自治体環境行政法〔第8版〕』（第一法規、2018 年）39 頁、三好規正「判批」自
治研究 91 巻9号（2015 年）139 頁以下・146~147 頁）。
11 逐条解説・前掲註（6）書 97～98 頁。
12 逐条解説・前掲註（6）書 101 頁。条例および規則でも、認可基準を定めうる。
13 建設省河川局長・通産省化学工業局長通達「砂利採取計画認可準則について」（1968 年 10 月2日）。
14 同様に、鳥取県砂利採取条例5条2項が定める認可基準は、法 19 条の具体化と解されている（北村喜宣「鳥取県砂利採
取条例―一見横出し、実は具体化―」同『自治力の爽風』（慈学社、2012 年）120 頁以下・122 頁）。
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定めた採取計画を記載した申請書とともに、

「砂利採取場及びその周辺の状況を示す図面

その他の経済産業省令、国土交通省令で定め

る書類」を提出する必要がある（17～18 条）。

申請時に添付すべき書類として、「砂利の採

取計画等に関する規則」（以下、「省令」という。）

は、砂利採取業者としての登録を示す書面や

埋め戻しのための土砂等が確保されているこ

とを示す書面などを列挙している（3条2

項）。

都道府県知事等は、「当該申請に係る採取

計画に基づいて行なう砂利の採取が他人に危

害を及ぼし、公共の用に供する施設を損傷

し、又は他の産業の利益を損じ、公共の福祉

に反すると認めるときは、…認可をしてはな

らない。」とされる（法 19 条）。すなわち、①

他人への危害、②公共用物の損傷、③他産業

の利益の侵害、のいずれかに該当し、かつ、

それが公共の福祉に反する場合には、当該採

取計画は不認可となる6。

採取計画の認可制度は、講学上の「許可」

に当たる。砂利採取に伴う災害の発生を防止

するための仕組みであることから、消極目

的・警察的規制といえる。したがって、申請

に係る採取計画が、法 19 条が挙げる不認可

事由に該当しない場合、都道府県知事等は原

則として、認可しなければならない7。すな

わち、実務上、認可権者として都道府県知事

が有する裁量権は、極めて狭いものと解され

ている（羈束裁量）8。

3 都市自治体による自治的法解釈・自治立法

以上のように、都道府県知事等は砂利採取

に対する認可権限を有するが、その裁量の幅

は限定的である。しかしながら、いくつかの

都市自治体では、条例あるいは要綱などを定

め、地域の実情に応じた法解釈を行ったり、

独自の規制や手続を設けたりしている。

(1）認可申請に関するもの

① 独自の申請書様式の採用

認可申請にあたって都道府県知事等に提

出すべき申請書の様式は、省令3条1項に

よって定められている。しかし、都道府県

および指定都市（以下、総称して「都道府県

等」という。）は、「条例、規則その他の定め」

により、独自の申請書様式を定めることが

できる（省令 37 条）9。

例えば、米原市は、独自の申請書様式を

要綱で定めている（米原市砂利採取計画認可

事務取扱要綱2条）。米原市の独自様式は、

省令で定められた様式に比べ、採取計画に

定めるべき事項について、より詳細な記述

を申請者に求めるものとなっている。

② 添付書類の具体化

札幌市は、認可申請にあたって、省令3

条2項各号に掲げる書類のほか、砂利採取

跡地整備計画書や、砂利採取に伴う跡地整
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6 通商産業省窯業室・建設省水政課監修『逐条解説砂利採取法』（以下、「逐条解説」と引用。）（ぎょうせい、2000 年）99
頁。公共の福祉に反することそのものは、独立の不認可事由ではない。砂利採取法と同様の認可制度および不認可事由を
定める採石法について述べたものとして、公調委裁定平成 19 年5月8日判時 1967 号 65 頁。

7 逐条解説・前掲註（6）書 100 頁。
8 逐条解説・前掲註（6）書 100 頁。
9 このほか、採取計画の変更認可申請書、氏名等変更届書、廃止届出書、および身分証明書の各様式、ならびに申請書等の
提出部数について、条例等で別途定められる（省令 37 条）。
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うした認可の対象者に関する独自の規定

は、法 19 条が定める認可基準の「横出し」

と捉えられる。ただし、砂利採取に伴う災

害の発生を防止する観点から設けられた制

限であり、新たな不認可事由の追加には当

たらないといえる。あるいは、他人に危害

を及ぼさず、砂利採取を遂行する能力を有

するとみなしうる者を定めているとして、

法 19 条の認可基準の具体化とも整理でき

るだろう。

(3）手続の追加

札幌市は、砂利採取業者に対し、認可申請

に先立って、市との事前協議および住民等へ

の事前説明を行うことを求めている（札幌市

要綱3～4条）。後者については、その報告書

が、認可申請時に添付すべき書類の一つと

なっている（5条2項4号）。

(4）関連条例

以上の計画認可に関する法令等に加えて、

都道府県等が定める条例により、別途、砂利

採取に関する規制や手続が設けられている場

合がある15。

① 水源保護条例

南アルプス市水道水源保護条例（以下、

「南アルプス市水源保護条例」という。）は、水

源の水質を保全するために指定された地域

（「水源保護地域」）において、砂利採取場を

設置しようとする者に対し、市長との事前

協議、および関係地域の住民を対象とした

説明会の開催等を義務づけている（8条1

～2項）。協議の申出を受けた市長は、当該

事業場が水道に係る水質を汚濁し、または

汚濁するおそれがある事業場（「規制対象事

業場」）に該当するかを判定する（同条4項）。

規制対象事業場と認定された場合には、水

源保護地域内における当該事業場の設置が

禁じられる（10 条）。

また、規制対象事業場に該当しない旨の

通知があるまで、事業者はその建設工事へ

の着手が制限されている（9条1項）。した

がって、事業者は、認可申請と並行して、

南アルプス市水源保護条例に基づく手続を

進めなければならない。

② 土地利用調整条例

仙台市の「杜の都の風土を守る土地利用

調整条例」（以下、「仙台市土地利用調整条例」

という。）は、「開発事業」を実施しようとす

る者に対して、市長への「開発事業構想検

討書」および「開発事業計画書」の提出や

説明会の開催などの土地利用調整手続の実

施を義務づけている（10～19 条）。ここで

いう「開発事業」には、土地の区画形質の

変更が含まれ（2条3項）、砂利採取もこれ

に当たる。事業者は、認可申請の前に、あ

らかじめ同条例に基づく土地利用調整手続

を行う必要がある（20 条1項）。

市長は、認可を行うにあたり、「適正かつ

合理的な土地利用を図る見地から」、一連

の手続により作成された関係書類の内容に

「配慮するものとする。」とされている（25
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15 本稿で紹介するもののほか、景観法 16 条1項4号の届出を要する行為として、砂利採取を定めている景観条例もある（例
／岡山市景観条例 11 条1号）。
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条1項）。

③ 環境影響評価条例

砂利採取は、環境影響評価法に基づく環

境アセスメント手続の対象事業ではない。

しかし、都市自治体が制定している環境影

響評価条例のいくつかは、その対象事業の

一つとして、砂利採取を挙げる。環境アセ

スメント手続の実施と採取計画の認可申請

の前後関係について、例えば、相模原市環

境影響評価条例は、認可申請前までに、環

境影響評価方法書を市長に提出しなければ

ならないとする（15 条2項、同条例施行規則

14 条）。

環境影響評価法 33 条は、環境アセスメ

ントの結果を対象事業の許認可等に反映さ

せる、いわゆる「横断条項」を置く。多く

の環境影響評価条例でも、類似の規定が置

かれているが、その規定内容は多様であ

る。「配慮するものとする。」（新潟市環境影

響評価条例 31 条2項）や、「免許等に係る法

律…に違反しない限りにおいて…考慮する

ことができる。」（京都市環境影響評価条例 39

条2項）などがある。

(5）認可権限を有しない都市自治体による独

自規制・手続

ここまで見てきた条例や要綱等は、いずれ

も認可権限を有する都市自治体が定めたもの

であった。一方で、認可権限を有しない都市

自治体が、条例または要綱で、独自に規制あ

るいは手続を設けている場合もある。

「城陽市砂利採取及び土砂等の採取又は土

地の埋立て等に関する条例」（以下、「城陽市条

例」という。）は、砂利採取について、独自の手

続および規制を設ける。事業者は、認可申請

の前に、砂利採取に伴う掘削計画を市長に提

出し、事前協議を行わなければならない（6

～7条）。市長は、事前協議において、採取方

法や交通対策、道路汚損防止策、操業日・時

間などの協議事項の内容が、事前協議基準に

照らして、不適切と認めるときは、その変更

その他必要な改善を指導する（8条）。また、

良好な自然環境および生活環境の保全等を図

るために市長が指定した保全区域では、砂利

採取が禁止されている（5条）。事前協議が

整ったときは、直ちに事業者と市長が協定を

締結するものとされ、事業者は協定締結後ま

で、当該砂利採取に係る認可申請をできない

（9条）。

さらに、「豊明市土砂等の採取及び埋立て

等に関する条例」（以下、「豊明市条例」という。）

は、砂利採取についての許可制度を盛り込む

とともに、隣接地権者等および周辺住民に対

する説明会の開催を義務づける（7条、11 条）。

要綱で砂利採取事業の禁止区域を定める本

巣市16は、当該区域内で事業者が砂利採取事

業を行おうとした場合、市長は「認可権者に

対し、当該計画は法に規定される「認可をし

てはならない要件に該当する砂利採取計画」

である旨の意見を進達し、不認可となるべき

措置を講ずる」ものとされる（本巣市砂利採取

事業等に関する指導要綱（以下、「本巣市要綱」と
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16 なお、本巣市は、普通河川地域内で行われる砂利採取については、事務処理特例制度により、認可権限を岐阜県から権限
移譲されている。
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うした認可の対象者に関する独自の規定

は、法 19 条が定める認可基準の「横出し」

と捉えられる。ただし、砂利採取に伴う災

害の発生を防止する観点から設けられた制

限であり、新たな不認可事由の追加には当

たらないといえる。あるいは、他人に危害

を及ぼさず、砂利採取を遂行する能力を有

するとみなしうる者を定めているとして、

法 19 条の認可基準の具体化とも整理でき

るだろう。

(3）手続の追加

札幌市は、砂利採取業者に対し、認可申請

に先立って、市との事前協議および住民等へ

の事前説明を行うことを求めている（札幌市

要綱3～4条）。後者については、その報告書

が、認可申請時に添付すべき書類の一つと

なっている（5条2項4号）。

(4）関連条例

以上の計画認可に関する法令等に加えて、

都道府県等が定める条例により、別途、砂利

採取に関する規制や手続が設けられている場

合がある15。

① 水源保護条例

南アルプス市水道水源保護条例（以下、

「南アルプス市水源保護条例」という。）は、水

源の水質を保全するために指定された地域

（「水源保護地域」）において、砂利採取場を

設置しようとする者に対し、市長との事前

協議、および関係地域の住民を対象とした

説明会の開催等を義務づけている（8条1

～2項）。協議の申出を受けた市長は、当該

事業場が水道に係る水質を汚濁し、または

汚濁するおそれがある事業場（「規制対象事

業場」）に該当するかを判定する（同条4項）。

規制対象事業場と認定された場合には、水

源保護地域内における当該事業場の設置が

禁じられる（10 条）。

また、規制対象事業場に該当しない旨の

通知があるまで、事業者はその建設工事へ

の着手が制限されている（9条1項）。した

がって、事業者は、認可申請と並行して、

南アルプス市水源保護条例に基づく手続を

進めなければならない。

② 土地利用調整条例

仙台市の「杜の都の風土を守る土地利用

調整条例」（以下、「仙台市土地利用調整条例」

という。）は、「開発事業」を実施しようとす

る者に対して、市長への「開発事業構想検

討書」および「開発事業計画書」の提出や

説明会の開催などの土地利用調整手続の実

施を義務づけている（10～19 条）。ここで

いう「開発事業」には、土地の区画形質の

変更が含まれ（2条3項）、砂利採取もこれ

に当たる。事業者は、認可申請の前に、あ

らかじめ同条例に基づく土地利用調整手続

を行う必要がある（20 条1項）。

市長は、認可を行うにあたり、「適正かつ

合理的な土地利用を図る見地から」、一連

の手続により作成された関係書類の内容に

「配慮するものとする。」とされている（25
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15 本稿で紹介するもののほか、景観法 16 条1項4号の届出を要する行為として、砂利採取を定めている景観条例もある（例
／岡山市景観条例 11 条1号）。
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いう。）9条1号）。

このほか、認可権限を有しない都市自治体

が、水源保護条例、土地利用調整条例、ある

いは環境影響評価条例において、砂利採取に

関する規制や手続を定めている例もある。

4 自治的法解釈・自治立法をめぐる法的論点

認可権限を有するか否かにかかわらず、さ

まざまな都市自治体が条例や要綱等におい

て、法令を地域適合的に解釈したり、新たな

法規範を創造したりしている。こうした対応

は、砂利採取法との関係でどのように位置づ

けられ、また、計画認可制度の運用に影響を

及ぼすだろうか。以下では、裁判例や学説な

どを踏まえながら、砂利採取に関する自治的

法解釈および自治立法をめぐる法的論点を検

討する。

(1）具体化された添付書類の不備

条例等によって、独自の申請書様式が定め

られている場合において、当該様式とは異な

る申請書を用いて認可申請がなされたとき

は、都道府県知事等は、速やかに、申請者に

補正を求め、それでも対応がされなかった場

合には、申請を却下するものとされる（行政

手続法7条）。同様に、条例等に規定された添

付書類が、認可申請時に添付されていないと

きも、都道府県知事等は、当該申請の補正を

求めるか、申請を却下することができるだろ

うか。

都道府県等が条例を通じて、あるいは都道

府県知事等が要綱を通じて、11 号書類を具体

化していると捉えれば、申請の却下等は可能

と考えられる17。ただし、11 号書類として添

付を求められるものは、認可基準の充足性を

判断する際に参考となりうる書類に限定され

るだろう。砂利採取に伴う災害の防止とは異

なる目的の実現を図るために添付を求める書

類については、11 号書類の具体化とみなすの

が難しい。例えば、砂利の運搬に伴う交通危

険を防止するための方法を記した書類の添付

を求めるのは、運搬災害を扱わないとする18

砂利採取法の範疇を超えているといわざるを

えない。もし、そうした書類を添付書類とし

て条例等で定めていた場合でも、その他の添

付すべき書類が揃っていれば、適法に申請が

なされたとして、都道府県知事等は、遅滞な

く審査を開始する義務が生じると解すべきで

ある（行政手続法7条）。

(2）条例等による認可基準の具体化・追加

① 設定しうる認可基準の限界

都道府県知事等が認可の判断を弾力的に

行えるよう、法 19 条は抽象的な文言をもっ

て、不認可事由を定める。そして、砂利採

取法および省令は、「砂利採取計画の不認

可事由について、全国的に一律の同一内容

の規制を施す趣旨ではなく、それぞれの普

通地方公共団体において、その地方の実情

に応じて別段の規制を施すことを容認」し
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17 北海道砂利採取条例事件裁定においても、「砂利採取の規模や態様、想定される災害とその防止策には地域差があると考
えられるから、…申請書の添付書類等の形式的要件を全国的に一律に定めることは、必ずしも合理的とはいえない。」と述
べられている。

18 逐条解説・前掲註（6）書 101 頁。
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ていると解される19。いかなる要素を考慮

して、不認可事由への該当性を判断するか

という要件裁量は広いといえよう。

一方、都道府県知事等は、法 19 条の不認

可事由以外の事由によって、不認可処分を

することはできない。この点は、分権改革

により、認可事務が自治事務になってから

も変わらない20。したがって、都道府県知

事等が設定しうる認可基準は、抽象的な不

認可事由の具体化にとどまる。新たな不認

可事由の創造までは許容されていないと考

えられる。例えば、砂利の需給調整の観点

を認可基準として盛り込むのは、新たな不

認可事由の創造に当たるといえる21。

② 条例に基づく土地利用調整・環境アセス

メント結果の反映

仙台市土地利用調整条例、および多くの

環境影響評価条例は、市長が認可の可否を

判断する際に、条例に基づいてなされた土

地利用調整や環境アセスメントの結果を考

慮することを義務づける。砂利採取に伴う

災害の防止を目的とした砂利採取法には、

適正な土地利用や環境保全といった観点は

入っていない22。そのため、条例に配慮条

項がある場合でも、砂利採取法との関係で

は、これらの考慮が他事考慮に当たるおそ

れがある。しかしながら、条理上、あらゆ

る行政決定において、適正な土地利用や環

境保全への配慮が求められると考えれば、

その条理を具体化したとも捉えうる23。

③ 認可権限を有しない都市自治体による設定

城陽市条例や本巣市要綱のように、認可

権限を有しない都市自治体が、砂利採取を

禁止する区域などの基準を定めている場

合、直ちに、その基準を満たさないことを

理由に不認可処分がなされるとは限らな

い。認可権限を有する都道府県知事が定め

る審査基準に、当該都市自治体が定めた基

準の充足性が挙げられている必要があるだ

ろう。認可権限を有しない都市自治体が定

めた基準を採用するか否かは、都道府県の

判断に委ねられる。

なお、砂利採取法は、「市町村長は、砂利

の採取に伴う災害が発生するおそれがある

と認めるときは、都道府県知事、指定都市

の長…に対し、必要な措置を講ずべきこと

を要請することができる。」と定めている

（37 条1項）。要請を受けた都道府県知事等

は、「必要な調査を行い、その結果必要があ

ると認めるときは、…必要な措置を講じな

ければならない。」とされる（同条2項）。

ここでいう「必要な措置」には、採取計画

の不認可も含まれる24。したがって、認可

権限を有しない都市自治体も、この規定を

活用して、自らが定めた基準の充足性を認

可の判断に反映させるよう、都道府県知事

に働きかけうる。本巣市要綱は、市長にこ

うした働きかけの実施を義務づけていると
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19 公調委裁定平成 25 年3月 11 日。
20 公調委裁定平成 19 年5月8日を参照。
21 逐条解説・前掲註（6）書 10 頁。
22 この点を指摘するものとして、畠山武道『自然保護法講義』（北海道大学図書刊行会、2001 年）157 頁、桑原勇進「判批」
自治研究 84 巻 11 号（2008 年）126 頁以下・134～139 頁を参照。

23 北村・前掲註（10）書 173 頁。
24 逐条解説・前掲註（6）書 154 頁。
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いう。）9条1号）。

このほか、認可権限を有しない都市自治体

が、水源保護条例、土地利用調整条例、ある

いは環境影響評価条例において、砂利採取に

関する規制や手続を定めている例もある。

4 自治的法解釈・自治立法をめぐる法的論点

認可権限を有するか否かにかかわらず、さ

まざまな都市自治体が条例や要綱等におい

て、法令を地域適合的に解釈したり、新たな

法規範を創造したりしている。こうした対応

は、砂利採取法との関係でどのように位置づ

けられ、また、計画認可制度の運用に影響を

及ぼすだろうか。以下では、裁判例や学説な

どを踏まえながら、砂利採取に関する自治的

法解釈および自治立法をめぐる法的論点を検

討する。

(1）具体化された添付書類の不備

条例等によって、独自の申請書様式が定め

られている場合において、当該様式とは異な

る申請書を用いて認可申請がなされたとき

は、都道府県知事等は、速やかに、申請者に

補正を求め、それでも対応がされなかった場

合には、申請を却下するものとされる（行政

手続法7条）。同様に、条例等に規定された添

付書類が、認可申請時に添付されていないと

きも、都道府県知事等は、当該申請の補正を

求めるか、申請を却下することができるだろ

うか。

都道府県等が条例を通じて、あるいは都道

府県知事等が要綱を通じて、11 号書類を具体

化していると捉えれば、申請の却下等は可能

と考えられる17。ただし、11 号書類として添

付を求められるものは、認可基準の充足性を

判断する際に参考となりうる書類に限定され

るだろう。砂利採取に伴う災害の防止とは異

なる目的の実現を図るために添付を求める書

類については、11 号書類の具体化とみなすの

が難しい。例えば、砂利の運搬に伴う交通危

険を防止するための方法を記した書類の添付

を求めるのは、運搬災害を扱わないとする18

砂利採取法の範疇を超えているといわざるを

えない。もし、そうした書類を添付書類とし

て条例等で定めていた場合でも、その他の添

付すべき書類が揃っていれば、適法に申請が

なされたとして、都道府県知事等は、遅滞な

く審査を開始する義務が生じると解すべきで

ある（行政手続法7条）。

(2）条例等による認可基準の具体化・追加

① 設定しうる認可基準の限界

都道府県知事等が認可の判断を弾力的に

行えるよう、法 19 条は抽象的な文言をもっ

て、不認可事由を定める。そして、砂利採

取法および省令は、「砂利採取計画の不認

可事由について、全国的に一律の同一内容

の規制を施す趣旨ではなく、それぞれの普

通地方公共団体において、その地方の実情

に応じて別段の規制を施すことを容認」し
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17 北海道砂利採取条例事件裁定においても、「砂利採取の規模や態様、想定される災害とその防止策には地域差があると考
えられるから、…申請書の添付書類等の形式的要件を全国的に一律に定めることは、必ずしも合理的とはいえない。」と述
べられている。

18 逐条解説・前掲註（6）書 101 頁。
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いえる。

(3）条例上の許可制度等とのリンク

認可申請時の添付書類の一つに、「砂利の

採取に係る行為に関し、他の行政庁の許可、

認可その他の処分を受けることを必要とする

ときは、その処分を受けていることを示す書

面又は受ける見込みに関する書面」（省令3条

2項8号）（以下、「8号書類」という。）がある。

これは、砂利採取の権原を有する、または有

する見込みのない者を可能な限り排除して、

都道府県知事等が無用な計画認可を行うのを

防ぐためである25。

条例が独自に、砂利採取に関する許可制度

などを設けている場合には、この規定によっ

て、条例上の許可等の仕組みと砂利採取法の

計画認可制度がリンクする26。すなわち、条

例上の許可等を得ていること、または得る見

込みがあることを示さない限り、当該認可申

請は不適式なものとして扱われる。例えば、

南アルプス市水源保護条例における規制対象

事業場への非該当通知27、または当該通知を

受ける見込みを示す書面が、8号書類とし

て、申請時に添付すべき書類となる。

条例が砂利採取法上の認可事務を行うため

に制定されたものでなくても、結果的に認可

の可否に影響を及ぼすというのは興味深い現

象である。さらに、条例を制定した都市自治

体が、認可権限を有しているか否かは問題に

ならない。豊明市内で砂利採取を行おうとす

る事業者は、愛知県知事に認可を申請する

際、豊明市条例に基づく許可を得ているこ

と、または得る見込みがあることを示す書面

も添付しなければならない。

ただし、「見込みに関する書面」は、処分を

受けるための申請がなされたことを示す書

面、あるいは拒否処分に対する取消訴訟の係

属証明書で足りるとされる28。適法に認可申

請がなされた後、実体的な審査段階で、他の

行政庁の処分が受けられなかった、または受

けられる見込みがないという事情を考慮しう

るかについては、判断が分かれるところであ

る29。

(4）条例等に基づく手続の不履行

都市自治体が条例等で、市長との協議や住

民説明といった、独自の手続を設けている場

合において、事業者がその手続を履行しな

かったことを理由に、都道府県知事等は採取

計画の認可を拒否しうるだろうか。

① 要綱に基づく手続の不履行

手続が要綱で規定されている場合は、そ

の内容はあくまでも法的拘束力を有しない

行政指導である。したがって、要綱に基づ
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25 公調委裁定平成 23 年6月 30 日総務省 HP。
26 ほかに関係法令の許可等を受けていることを示す書面を申請時の添付書類とするものとしては、採石法に基づく採取計
画の認可（採石法施行規則8条の 15 第2項8号）と河川法に基づく流水の占有許可等（河川法施行規則 11 条2項5号）が
見受けられる程度である。

27 規制対象事業場への非該当通知は、着手制限を解除するという法的効果を有するため、「処分」に当たると考えられる。
28 公調委裁定平成 28 年8月 30 日総務省 HP、公調委裁定平成 30 年 10 月 23 日総務省 HPを参照。
29 考慮しうると解するものとして、神戸地裁平成3年 11 月 25 日判タ 795 号 117 頁、公調委裁定平成 23 年6月 30 日。他
事考慮に当たると解するものとして、公調委裁定平成 19 年2月2日判時 1970 号 39 頁、公調委裁定平成 28 年8月 30 日。
前者の見解によれば、他の行政庁の処分を受けられないこと、または受けられる見込みがないことは、法 19 条に規定され
ていない、“隠れた不認可事由”といえる。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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く手続の履行を事業者に義務づけ、さら

に、その不履行を理由に認可を拒否するの

は、法治主義に反し、許容されない。

② 前置すべき手続の不履行

仙台市土地利用調整条例のように、認可

申請の前に、あらかじめ条例に基づく手続

の実施を義務づけるものがある。規定され

ている手続には、許可等の処分を得るもの

と、事前協議や住民説明といった処分性を

有しない手続を実施するものがある。

前者については、すでにみたように、8

号書類を添付しない限り、適法に認可申請

がなされたとはみなせない。したがって、

都道府県知事等は、申請者に対して補正を

求めるか、不認可処分をすることができ

る。認可権限を有しない都市自治体が、条

例で許可制度等を設けている場合も、同様

である。

後者については、計画認可に係る審査基

準として、条例に基づく手続の履行が挙げ

られていれば、認可の審査において、その

履行の有無を考慮できると考えられうる。

ただし、事前協議や住民説明を行わなかっ

たことが、法 19 条に規定された不認可事

由のいずれを具体化したものといえるか

は、やや疑問が残る30。あるいは、手続の

完了時に交付される終了通知書を 11 号書

類として定めることにより、手続の履行を

担保するという手法もある31。

③ 並行手続の不履行

南アルプス市水源保護条例のように、認

可申請と並行して条例上の手続を行う場合

にも、許可等の処分を受ける必要があれ

ば、8号書類としての添付が求められ、そ

の履行はある程度担保できる。また、処分

性の有無にかかわらず、条例上の手続の完

了を認可の条件（法 31 条1項）とすること

も考えられるだろう。付す条件は、「認可

に係る事項の確実な実施を図るため必要な

最小限度のもの」であって、「認可を受ける

者に不当な義務を課することとなるもの」

にならないよう注意しなければならない

（同条2項）。

5 自治的法解釈・自治立法の可能性

本稿でみてきた条例や要綱を砂利採取法と

の関係で整理したものが、表である。

②法律実施条例・要綱は、文字どおり、計

画認可制度を運用するためのものであり、認

可の可否の判断に影響を与える。法律から明

文的に条例等に委ねられている部分（❶）は、

砂利採取法の計画認可制度では、やや限定的

である。しかし、明文的な委任はないもの

の、法 19 条の抽象的な認可基準や 11 号書類

につき、条例等で読込みまたは追加する余地

（❷）は大きい。

さらに、①独立条例・要綱についても、特

に許可制度等が盛り込まれていれば、8号書

類によって、砂利採取法とのリンケージが生
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30 産業廃棄物処理施設の設置許可について、鳥取県は、条例上の手続を履行せずになされた許可申請を、「廃棄物の処理及
び清掃に関する法律」8条の2第1項2号の「…周辺の生活環境の保全…について適正な配慮がなされたものであること」
という許可基準に適合しないものとみなしている（北村・前掲註（10）書 295～296 頁）。

31 北村・前掲註（10）書 187～188 頁を参照。
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いえる。

(3）条例上の許可制度等とのリンク

認可申請時の添付書類の一つに、「砂利の

採取に係る行為に関し、他の行政庁の許可、

認可その他の処分を受けることを必要とする

ときは、その処分を受けていることを示す書

面又は受ける見込みに関する書面」（省令3条

2項8号）（以下、「8号書類」という。）がある。

これは、砂利採取の権原を有する、または有

する見込みのない者を可能な限り排除して、

都道府県知事等が無用な計画認可を行うのを

防ぐためである25。

条例が独自に、砂利採取に関する許可制度

などを設けている場合には、この規定によっ

て、条例上の許可等の仕組みと砂利採取法の

計画認可制度がリンクする26。すなわち、条

例上の許可等を得ていること、または得る見

込みがあることを示さない限り、当該認可申

請は不適式なものとして扱われる。例えば、

南アルプス市水源保護条例における規制対象

事業場への非該当通知27、または当該通知を

受ける見込みを示す書面が、8号書類とし

て、申請時に添付すべき書類となる。

条例が砂利採取法上の認可事務を行うため

に制定されたものでなくても、結果的に認可

の可否に影響を及ぼすというのは興味深い現

象である。さらに、条例を制定した都市自治

体が、認可権限を有しているか否かは問題に

ならない。豊明市内で砂利採取を行おうとす

る事業者は、愛知県知事に認可を申請する

際、豊明市条例に基づく許可を得ているこ

と、または得る見込みがあることを示す書面

も添付しなければならない。

ただし、「見込みに関する書面」は、処分を

受けるための申請がなされたことを示す書

面、あるいは拒否処分に対する取消訴訟の係

属証明書で足りるとされる28。適法に認可申

請がなされた後、実体的な審査段階で、他の

行政庁の処分が受けられなかった、または受

けられる見込みがないという事情を考慮しう

るかについては、判断が分かれるところであ

る29。

(4）条例等に基づく手続の不履行

都市自治体が条例等で、市長との協議や住

民説明といった、独自の手続を設けている場

合において、事業者がその手続を履行しな

かったことを理由に、都道府県知事等は採取

計画の認可を拒否しうるだろうか。

① 要綱に基づく手続の不履行

手続が要綱で規定されている場合は、そ

の内容はあくまでも法的拘束力を有しない

行政指導である。したがって、要綱に基づ
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25 公調委裁定平成 23 年6月 30 日総務省 HP。
26 ほかに関係法令の許可等を受けていることを示す書面を申請時の添付書類とするものとしては、採石法に基づく採取計
画の認可（採石法施行規則8条の 15 第2項8号）と河川法に基づく流水の占有許可等（河川法施行規則 11 条2項5号）が
見受けられる程度である。

27 規制対象事業場への非該当通知は、着手制限を解除するという法的効果を有するため、「処分」に当たると考えられる。
28 公調委裁定平成 28 年8月 30 日総務省 HP、公調委裁定平成 30 年 10 月 23 日総務省 HPを参照。
29 考慮しうると解するものとして、神戸地裁平成3年 11 月 25 日判タ 795 号 117 頁、公調委裁定平成 23 年6月 30 日。他
事考慮に当たると解するものとして、公調委裁定平成 19 年2月2日判時 1970 号 39 頁、公調委裁定平成 28 年8月 30 日。
前者の見解によれば、他の行政庁の処分を受けられないこと、または受けられる見込みがないことは、法 19 条に規定され
ていない、“隠れた不認可事由”といえる。
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ずる。また、独立条例等に定めた基準を審査

基準として盛り込んだり、追加で添付を求め

る書類を 11 号書類として定めたりする形で、

砂利採取法とリンクづけすることも可能であ

る。通常、独立条例は法律の運用と連動せ

ず、自己完結型の制度設計を必要とする。し

かしながら、砂利採取法との関連では、独立

条例・要綱も認可の可否に影響を与えうる。

このように、認可権限を有する都市自治体

は、自治的法解釈権および自治立法権を最大

限に活用し、砂利採取法の計画認可制度を地

域適合的に運用していくことが可能である。

認可権限を有しない都市自治体も、従来は自

己完結型であった独立条例等が、さまざまな

形で認可の判断に影響を及ぼしうる以上、必

要に応じた自治立法権の行使が期待される。
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表 砂利採取法との関係でみる条例・要綱の諸類型

ⓒ措置・手続加重（上
乗せ）条例・要綱

ⓐ法律前置条例・要綱

・認可基準の追加
・認可基準の追加としての認可対象者の限定（横
手市砂利採取計画認可事務取扱要綱）

・手続の追加（札幌市要綱）

ⓑ措置・手続追加（横
出し）条例・要綱

❶法律規定条例・要綱（分任条例・要綱）

・独自の措置・手続（仙台市土地利用調整条例、相模原
市環境影響評価条例、城陽市条例）

②法律実施
条例・要綱
（法律と規
制対象は同
じ）

❶法律と規制対象を
同じくする条例・要
綱（並行条例・要綱）①独立条例

・要綱

・添付書類の読込み（札幌市要綱）
・認可基準の読込み（鹿角市砂利採取計画認可事務取
扱要綱など）
・認可基準の読込みとしての認可対象者の限定
（横手市砂利採取計画認可事務取扱要綱）

ⓐ措置・手続読込み
（具体化・詳細化）
条例・要綱

❷法律非規定
条例・要綱

・独自の措置・手続（南アルプス市水源保護条例、豊
明市条例、本巣市要綱）ⓑ法律並行条例・要綱

❷法律と規制対象を異にする条例・要綱
❸法律の未規制領域を規制する条例・要綱

・独自の申請書様式等の採用（米原市砂利採取計画
認可事務取扱要綱）

・申請書等の提出部数の指定

ⓓ措置・手続修正（上
書き）条例・要綱

出典：北村・前掲註（10）書 34 頁を基に筆者作成。
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多頭飼育崩壊への自治体の法的アプローチ

日本都市センター研究員補（上智大学大学院法学研究科博士後期課程） 箕輪さくら

いわゆる犬屋敷や猫屋敷のように、「多数の動物を飼育し、適切な飼育管理ができなくなった

結果、汚物の堆積等の極めて不衛生な生活環境の悪化を引き起こしている状態」を、「多頭飼育

崩壊」という。ひとたび発生すると、多頭飼育崩壊は、自治体の大きな負担となる問題である。

本稿では、多頭飼育崩壊によって引き起こされる生活環境への影響に対して、自治体がとり

うる法的アプローチの可能性を示す。

1 多頭飼育崩壊という問題

(1）多頭飼育崩壊とはなにか

「空前のペットブーム」と言われてから久

しい。現在、人と暮らしを共にする犬、およ

び猫は全国に約 1,844 万 6,000 頭いると推定

されている1。ペットとの暮らしは、ひとつ

の生活形態として確立している。「ペット

ブーム」という一過性の現象としてとらえる

のは、もはや不適切であろう。

ペットの存在は、人々に癒しや他者とのつ

ながりをもたらす。しかしその反面、ペット

との関わり方次第では、トラブルの引金にも

なる。実際、ペットに起因するトラブルは増

加・多様化しており、法的対応を考えなけれ

ばならない段階にきている。

本稿では、そうした法的対応が必要と考え

られるペット起因のトラブルの中でも、「多

頭飼育崩壊」をとりあげる。「多頭飼育崩壊」

という言葉には、確立した定義はない。ここ

ではさしあたり、「多数の動物を飼育し、適切

な飼育管理ができなくなった結果、汚物の堆

積等の極めて不衛生な生活環境の悪化を引き

起こしている状態」と定義しておきたい。具

体的には、次のような事例がある。

事例1 市営住宅における多頭飼育崩壊2

本件は、神戸市東灘区内の市営住宅（3

DK、約 60㎡）の一室で発生した。当該居室
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1 一般社団法人ペットフード協会『平成 29 年（2017 年）全国犬猫飼育実態調査』（http: //www.petfood.
or.jp/topics/img/171225.pdf）。内訳は、犬 892 万頭、猫 952 万 6,000 頭である。2013 年から 2017 年の4年間を見ると、
犬は 1,026 万頭から年々減少傾向にあるが、猫は 930～950 万頭を維持している。

2 朝日新聞 2017 年 10 月 30 日夕刊、毎日新聞 2017 年 10 月 30 日夕刊。筆者の調べたところによると、本件の費用請求は
現在も継続中である。
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ずる。また、独立条例等に定めた基準を審査

基準として盛り込んだり、追加で添付を求め

る書類を 11 号書類として定めたりする形で、

砂利採取法とリンクづけすることも可能であ

る。通常、独立条例は法律の運用と連動せ

ず、自己完結型の制度設計を必要とする。し

かしながら、砂利採取法との関連では、独立

条例・要綱も認可の可否に影響を与えうる。

このように、認可権限を有する都市自治体

は、自治的法解釈権および自治立法権を最大

限に活用し、砂利採取法の計画認可制度を地

域適合的に運用していくことが可能である。

認可権限を有しない都市自治体も、従来は自

己完結型であった独立条例等が、さまざまな

形で認可の判断に影響を及ぼしうる以上、必

要に応じた自治立法権の行使が期待される。
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表 砂利採取法との関係でみる条例・要綱の諸類型

ⓒ措置・手続加重（上
乗せ）条例・要綱

ⓐ法律前置条例・要綱

・認可基準の追加
・認可基準の追加としての認可対象者の限定（横
手市砂利採取計画認可事務取扱要綱）

・手続の追加（札幌市要綱）

ⓑ措置・手続追加（横
出し）条例・要綱

❶法律規定条例・要綱（分任条例・要綱）

・独自の措置・手続（仙台市土地利用調整条例、相模原
市環境影響評価条例、城陽市条例）

②法律実施
条例・要綱
（法律と規
制対象は同
じ）

❶法律と規制対象を
同じくする条例・要
綱（並行条例・要綱）①独立条例

・要綱

・添付書類の読込み（札幌市要綱）
・認可基準の読込み（鹿角市砂利採取計画認可事務取
扱要綱など）
・認可基準の読込みとしての認可対象者の限定
（横手市砂利採取計画認可事務取扱要綱）

ⓐ措置・手続読込み
（具体化・詳細化）
条例・要綱

❷法律非規定
条例・要綱

・独自の措置・手続（南アルプス市水源保護条例、豊
明市条例、本巣市要綱）ⓑ法律並行条例・要綱

❷法律と規制対象を異にする条例・要綱
❸法律の未規制領域を規制する条例・要綱

・独自の申請書様式等の採用（米原市砂利採取計画
認可事務取扱要綱）

・申請書等の提出部数の指定

ⓓ措置・手続修正（上
書き）条例・要綱

出典：北村・前掲註（10）書 34 頁を基に筆者作成。
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には、40 代女性が2人の子どもと入居してい

た。市営住宅ではペットの飼育が禁止されて

いるが、女性は賃貸契約に違反して猫を飼い、

2015 年頃から悪臭等の苦情が出るようになっ

た。市は繰り返し改善指導を行ったが、女性

が従わなかったため、2016 年 10 月に部屋の

明け渡しを求めて神戸地裁に提訴した。2017

年1月に訴えを認容する判決が確定し、同年

4月、強制執行により女性は退去させられた。

室内には猫が 53 頭いた他、複数の死骸が

あり、糞尿が堆積し、死骸から虫がわくなど

非常に不衛生な状況だった。周辺にも、悪

臭、大量のハエの発生、糞尿の漏れ（階下住

民）などの被害がでた。修繕や消臭・消毒な

どにかかった費用は約 1,000 万円にのぼり、

市は女性に対して費用を請求中である。な

お、猫はボランティアによって保護された。

事例2 元ブリーダーによる多頭飼育崩壊3

本件は、大阪府和泉市の木造2階建ての戸

建て住宅で発生した。居住していた女性は、

2007 年ころから犬を自宅で繁殖させ、インター

ネットで販売していた。周辺住民からの悪臭

等の苦情を受け、府は「動物の愛護及び管理

に関する法律」（以下、「動物愛護管理法」とい

う。）にもとづく動物取扱業者に対する立入検

査を繰り返したが改善がなかった。2012 年、

大阪府警は女性を動物愛護管理法及び狂犬病

予防法違反の疑いで逮捕した（逮捕時はすで

に動物取扱業を廃業しており、業規制の対象

ではなかった）。自宅にいた 161 頭の小型犬

は、証拠品として押収され、府の施設等で保管

された。その後、女性が犬の所有権を放棄し

たため、犬は新たな飼い主に譲渡された。

(2）多頭飼育崩壊問題の特徴

まずは、自治体へのヒアリングや新聞報道

をふまえ、多頭飼育崩壊問題の特徴を確認す

る。多頭飼育崩壊のほとんどは、悪臭や害虫

の発生、鳴き声などの周辺生活環境の悪化に

伴う苦情や、動物虐待を疑う通報など、第三

者からの指摘によって発覚する。対応に当た

るのは、環境担当部局や動物愛護担当部局が

多いようである4。

原因動物は、犬、猫がほとんどである。ま

れに鳥類（鶏・インコなど）や小動物（うさ

ぎ・はりねずみなど）も確認されている。本

稿では、基本的に犬・猫に関する多頭飼育崩

壊を前提として議論を進める。

多頭飼育崩壊の原因者は、①動物を営利目

的で飼養している者、②非営利目的で飼養し

ている者に大別できる。動物を営利目的で飼

養している者とは、例えば、繁殖業者や小売

業者、動物を扱ったイベント業者である。こ

うした業者は、第一種動物取扱業者として動

物愛護管理法の規制の下におかれているた

め、本稿では検討の対象から外す。

動物を非営利目的で飼養している者とは、

動物愛護団体や、個人ボランティア、一般の

飼い主である。行政による殺処分を避けたい

都市とガバナンス Vol.31
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3 朝日新聞 2012 年 12 月6日朝刊。
4 事案に応じて問題の端緒となる部署、対応に当たる部署は変わってくる。例えば前述の神戸市東灘区の事案は市営住宅
で発生したため、市営住宅の管理を行う部署が対応した。その他、ケアワーカーや保健師などが異変を察知することもあ
る。
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がために管理能力を超えた動物を引き取った

結果、多頭飼育崩壊に至る場合や、繁殖制限

を行わずに動物を複数飼育し、意図しない繁

殖により飼育頭数が増える場合がある5。

多頭飼育崩壊により発生する影響は、悪臭

や害虫の発生などの周辺生活環境への支障、

原因物でもある動物の愛護レベルの低下、そ

して原因者自身の福祉レベルの悪化と多様で

ある。本稿では、周辺生活環境への影響に

絞って検討する。

多頭飼育崩壊による生活環境への支障は、

ごみ屋敷に関する問題と極めて類似した特徴

をもつ。しかし、決定的な相違点は、ためこ

む物品が「静物」ではなく「動物」という点

である。動物からは、排せつ物や死骸が発生

するため、より不衛生な状態になり、周囲へ

の影響も大きい6。また、繁殖制限措置を適

切に行っていなければ、繁殖により自発的に

数が増加する。個々の個体が、毎日排せつ物

等を生じさせるため、生活環境が加速度的に

悪化する。問題が長期化した場合の影響が、

ごみ屋敷と比べても一段と深刻で、早期解決

の必要性が極めて高い。一方で動物は、動物

愛護管理法において「命あるもの」とされて

おり、法的保護の対象となっている。そのた

め、取扱いには、一定の配慮が必要となる。

2 現行法による対応

多頭飼育については、「化製場等に関する

法律」（以下、「化製場法」という。）において、

指定地域における許可制がとられている。ま

た、多頭飼育崩壊発生後の措置として、動物

愛護管理法に改善勧告・命令に関する規定が

おかれている7。

(1）指定地域における多頭飼育の許可制（化

製場法）

化製場法は、規制権限を都道府県知事又は
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5 問題が深刻化する背景には、原因者の飼育管理に関する知識の欠如だけではなく、原因者が抱える精神疾患や社会的孤
立等の問題が関係している疑いが強い。根本的な解決には「動物」「生活環境」の問題であると同時に、人の「福祉」の問
題であると捉える視点が重要である。
なお、多頭飼育崩壊やごみ屋敷のように、動物を含めた物品を過剰にためこむ者については、「ためこみ症（障害）

（Hoarding Disorder）」という疾患（障害）が疑われるという指摘がある。しかしながら、医学的には、ためこみ症以外に
も、自閉症スペクトラムや認知症等ためこみ（hoarding）が行われる可能性は存在している。American Psychiatric

Association編（高橋三郎・大野裕監訳）『DSM-5 精神疾患の診断・統計マニュアル』（医学書院、2014 年）245-249 頁
参照。診断基準についての詳細は、American Psychiatric Association編（高橋三郎監訳）『DSM-5 ガイドブック―診
断基準を使いこなすための指針』（医学書院、2016 年）137-139 頁参照。
動物を対象とするためこみは、研究が十分でなく、原因や治療法も明らかとなっていない点が多い。ためこみ症への認

知行動療法的アプローチの解説書では、研究の不十分さを理由に動物のためこみへは非対応であると明記されている。ゲ
イル・スティケティー＝ランディ・O・フロスト（五十嵐透子訳）『ホーディングへの適切な理解と対応 認知行動療法的
アプローチ セラピストガイド』（金子書房、2013 年）4頁参照。
多頭飼育崩壊問題の文脈では、原因者を、「アニマルホーダー」（動物をため込む者）と呼びすべての者が1つの疾患（障

害）であるかのようにパッケージ化する傾向が見受けられる。そうした原因者を「アニマルホーダー」という言葉に閉じ
込める考えは、原因者の多様性を覆い隠し、問題を悪化させる危険性をはらんでいる。

6 向井馨一郎＝松永寿人「ためこみ症（特集DSM-5 の新機軸と課題（1）新たに登場した病名）」臨床精神医学 45 巻2号
（2016 年）187 頁以下・190 頁参照。
7 その他、多頭飼育崩壊への対応の中で、狂犬病予防法が適用される場合がある。狂犬病予防法は、犬の所有者に対して、
市町村への登録と年1回の狂犬病予防注射の接種義務を課している（4条1項、5条）。これに反した場合、未登録犬及び
予防接種未接種犬は、都道府県知事によって任命された狂犬病予防員により抑留される（6条）。予防員は、一定の状況下
で当該犬を処分できる。狂犬病予防法は、あくまでも狂犬病の発生予防を目的とした法律であり、生活環境全般を保護し
ているわけではない点に注意が必要である。また、抑留された犬の所有権に関する規定はおかれていない。抑留した犬を
譲渡処分とする場合、犬の所有権を移転させるには、所有者が所有権放棄の意思を表示する必要がある。
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には、40 代女性が2人の子どもと入居してい

た。市営住宅ではペットの飼育が禁止されて

いるが、女性は賃貸契約に違反して猫を飼い、

2015 年頃から悪臭等の苦情が出るようになっ

た。市は繰り返し改善指導を行ったが、女性

が従わなかったため、2016 年 10 月に部屋の

明け渡しを求めて神戸地裁に提訴した。2017

年1月に訴えを認容する判決が確定し、同年

4月、強制執行により女性は退去させられた。

室内には猫が 53 頭いた他、複数の死骸が

あり、糞尿が堆積し、死骸から虫がわくなど

非常に不衛生な状況だった。周辺にも、悪

臭、大量のハエの発生、糞尿の漏れ（階下住

民）などの被害がでた。修繕や消臭・消毒な

どにかかった費用は約 1,000 万円にのぼり、

市は女性に対して費用を請求中である。な

お、猫はボランティアによって保護された。

事例2 元ブリーダーによる多頭飼育崩壊3

本件は、大阪府和泉市の木造2階建ての戸

建て住宅で発生した。居住していた女性は、

2007 年ころから犬を自宅で繁殖させ、インター

ネットで販売していた。周辺住民からの悪臭

等の苦情を受け、府は「動物の愛護及び管理

に関する法律」（以下、「動物愛護管理法」とい

う。）にもとづく動物取扱業者に対する立入検

査を繰り返したが改善がなかった。2012 年、

大阪府警は女性を動物愛護管理法及び狂犬病

予防法違反の疑いで逮捕した（逮捕時はすで

に動物取扱業を廃業しており、業規制の対象

ではなかった）。自宅にいた 161 頭の小型犬

は、証拠品として押収され、府の施設等で保管

された。その後、女性が犬の所有権を放棄し

たため、犬は新たな飼い主に譲渡された。

(2）多頭飼育崩壊問題の特徴

まずは、自治体へのヒアリングや新聞報道

をふまえ、多頭飼育崩壊問題の特徴を確認す

る。多頭飼育崩壊のほとんどは、悪臭や害虫

の発生、鳴き声などの周辺生活環境の悪化に

伴う苦情や、動物虐待を疑う通報など、第三

者からの指摘によって発覚する。対応に当た

るのは、環境担当部局や動物愛護担当部局が

多いようである4。

原因動物は、犬、猫がほとんどである。ま

れに鳥類（鶏・インコなど）や小動物（うさ

ぎ・はりねずみなど）も確認されている。本

稿では、基本的に犬・猫に関する多頭飼育崩

壊を前提として議論を進める。

多頭飼育崩壊の原因者は、①動物を営利目

的で飼養している者、②非営利目的で飼養し

ている者に大別できる。動物を営利目的で飼

養している者とは、例えば、繁殖業者や小売

業者、動物を扱ったイベント業者である。こ

うした業者は、第一種動物取扱業者として動

物愛護管理法の規制の下におかれているた

め、本稿では検討の対象から外す。

動物を非営利目的で飼養している者とは、

動物愛護団体や、個人ボランティア、一般の

飼い主である。行政による殺処分を避けたい
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3 朝日新聞 2012 年 12 月6日朝刊。
4 事案に応じて問題の端緒となる部署、対応に当たる部署は変わってくる。例えば前述の神戸市東灘区の事案は市営住宅
で発生したため、市営住宅の管理を行う部署が対応した。その他、ケアワーカーや保健師などが異変を察知することもあ
る。
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保健所設置市の長に与えている。指定された

種類の動物を、指定地域内で多頭飼育・収容

するためには、都道府県知事又は保健所設置

市の長の許可を要する（9条）。多頭飼育に

対する事前規制であり、多頭飼育崩壊による

公衆衛生への被害を防止する未然防止アプ

ローチである。

対象地域の指定、許可基準である飼養施設

の構造に関する公衆衛生上の基準、許可を要

する飼育頭数は、都道府県が条例により定め

る。許可を要する動物の種類は、施行令で列

挙されている。そこには、犬が含まれている

が、猫は含まれていない8（化製場法施行令1

条）。ただし、公衆衛生上の配慮が必要と考

えられる動物であれば、都道府県条例によっ

て追加が可能と明示されており（同1条9

号）、猫についても適用の余地はある。

違反者には、1年以下の懲役又は3万円以

下の罰金が科せられる（10 条3号）。犬の多

頭飼育に関する検挙事案は存在するが、その

数は極めて少ない。

(2）多頭飼育を起因とした生活環境被害に対

する改善勧告・命令（動物愛護管理法）

動物愛護管理法 25 条は、多頭飼育に起因

する問題への対応を定めている。1、2項は

生活環境への被害について、3項は動物虐待

が疑われる事態について規定している。以

下、1項、2項について詳しくみていく。

1項は、多頭飼育に起因して周辺生活環境

を損なう事態が生じている場合、都道府県知

事及び指定都市の長は、当該事態の除去のた

めに必要な措置をとるよう勧告できるとして

いる。勧告に従わない場合は、25 条2項にも

とづく改善命令を発することができる。これ

らは、多頭飼育崩壊による生活環境への被害

発生後の対応を規定した、事後対応アプロー

チと位置付けられる。

25 条1項の「周辺の生活環境が損なわれて

いる事態」とは、鳴き声などの騒音、悪臭、

毛の飛散、はえ等の衛生動物の発生により周

辺地域の住民の日常生活に著しい支障を及ぼ

し、その支障が複数の周辺住民による苦情な

どから周辺住民の間で共通認識となっている

と認められる事態、と定められている（施行

規則 12 条）。25 条1項にもとづく改善勧告

の発動要件を整理すると、①多数の動物の飼

養、②多数の動物の飼養に起因する生活環境

被害の発生、③周辺住民の日常生活への著し

い支障、④複数の周辺住民間における生活支

障への共通認識の存在、となる。25 条2項命

令の発動要件は、25 条1項勧告への不服従で

ある。この命令に違反すると、50 万円以下の

罰金が科せられる（46 条の2）。2008 年

～2016 年までの運用実績は、25 条1項にも

とづく勧告9件、25 条2項にもとづく命令2

件であった9。

改善命令の内容が財産（物）に対する代替

的作為義務である場合、命令内容が不履行か

つ他の手段による履行確保が困難で、その不
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8 現在対象となっている動物は、犬の他、牛、馬、豚、めん羊、やぎ、30 日未満のひなを除く鶏、あひるである。ペット
用のポニー、ミニブタなども対象となる。

9 環境省「動物愛護管理をめぐる主な課題への対応について」（第 48 回中央環境審議会動物愛護部会 2018 年7月4日配布
資料2）41 頁参照。
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履行を放置することが著しく公益に反すると

認められるときは、行政代執行が考えられる

（行政代執行法2条)10。例えば、糞尿、死骸

等の除去や繁殖制限措置（不妊去勢手術）の

実施については、命令不履行の場合に、代執

行が許容されるであろう。一方、動物への接

し方など飼育方法の改善を具体的に命令して

いる場合は、命令内容が代替的作為義務とは

言えず、代執行はできないと考えられる。

(3）一般市区町村による法制度の利用

化製場法に基づく指定地域における多頭飼

育の許可制は、対象地域の指定、許可基準や

対象動物の種類・数の設定など、法律実施内

容の多くを条例に任せている。この条例は都

道府県及び保健所設置市が制定する必要があ

り、許可権限も都道府県及び保健所設置市に

限定されている。動物愛護法上の措置も、25

条に係る権限を持つのは都道府県及び指定都

市である。

住民との近接性から、一般市区町村には、

多頭飼育崩壊の情報が入りやすいと思われ

る。一般市区町村がこれらの法制度を活用す

るためには、対応を都道府県に要請するか、

事務処理特例制度による権限の移譲を受ける

必要がある。筆者の調べによると、化製場法

9条関連では 15 県、動物愛護管理法 25 条1、

2項関連では 23 県が事務処理特例制度を利

用している。

例えば、化製場法9条1項について、岩手

県では、許可権限のみを市町村に移譲してい

る。これに対して、山形県では、許可権限の

みならず、地域指定権限も市町村に移してい

る。動物愛護管理法 25 条との関連では、滋

賀県が、特徴的な対応をしている。滋賀県

は、25 条1、2項で規定する権限を市町に、

3項で規定する権限を大津市に移譲してい

る。これにより、滋賀県では、多頭飼育崩壊

による生活環境被害については、全市町が勧

告・命令権限を有する。

同じ条項に規定された権限でも、必要に応

じて権限の一部を市区町村に移すことは可能

である。自治体の能力や規模に応じた権限の

移譲によって、法的対応の可能性は拡がると

考えられる。

(4）現行法による対応の限界

ここまで化製場法と動物愛護管理法にもと

づく措置をみてきたが、それぞれの法制度に

は問題もある。化製場法にもとづく多頭飼育

規制では、9条2項において、当該施設の構

造設備が条例で設定された公衆衛生上必要な

基準に適合している場合は、許可を与えなけ

ればならないとしている。

そもそも化製場法は、化製場又は死亡獣畜

取扱場を規制する法律である。9条許可は、

例外的に規制対象を広く設定しているが、こ

こでの飼育はペットのように同一個体を終生

飼養することを念頭に置いているのではない

と考えられる。

法の趣旨を踏まえると、自治体が法律実施

条例を制定するにあたって、施設管理者の適

性や経済状況に関する基準のような、施設運

用の継続性を確保するための基準を設定する
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10 北村喜宣・須藤陽子・中原茂樹・宇那木正寛『行政代執行の理論と実践』（ぎょうせい、2015 年）13-14、18-19 頁参照。
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保健所設置市の長に与えている。指定された

種類の動物を、指定地域内で多頭飼育・収容

するためには、都道府県知事又は保健所設置

市の長の許可を要する（9条）。多頭飼育に

対する事前規制であり、多頭飼育崩壊による

公衆衛生への被害を防止する未然防止アプ

ローチである。

対象地域の指定、許可基準である飼養施設

の構造に関する公衆衛生上の基準、許可を要

する飼育頭数は、都道府県が条例により定め

る。許可を要する動物の種類は、施行令で列

挙されている。そこには、犬が含まれている

が、猫は含まれていない8（化製場法施行令1

条）。ただし、公衆衛生上の配慮が必要と考

えられる動物であれば、都道府県条例によっ

て追加が可能と明示されており（同1条9

号）、猫についても適用の余地はある。

違反者には、1年以下の懲役又は3万円以

下の罰金が科せられる（10 条3号）。犬の多

頭飼育に関する検挙事案は存在するが、その

数は極めて少ない。

(2）多頭飼育を起因とした生活環境被害に対

する改善勧告・命令（動物愛護管理法）

動物愛護管理法 25 条は、多頭飼育に起因

する問題への対応を定めている。1、2項は

生活環境への被害について、3項は動物虐待

が疑われる事態について規定している。以

下、1項、2項について詳しくみていく。

1項は、多頭飼育に起因して周辺生活環境

を損なう事態が生じている場合、都道府県知

事及び指定都市の長は、当該事態の除去のた

めに必要な措置をとるよう勧告できるとして

いる。勧告に従わない場合は、25 条2項にも

とづく改善命令を発することができる。これ

らは、多頭飼育崩壊による生活環境への被害

発生後の対応を規定した、事後対応アプロー

チと位置付けられる。

25 条1項の「周辺の生活環境が損なわれて

いる事態」とは、鳴き声などの騒音、悪臭、

毛の飛散、はえ等の衛生動物の発生により周

辺地域の住民の日常生活に著しい支障を及ぼ

し、その支障が複数の周辺住民による苦情な

どから周辺住民の間で共通認識となっている

と認められる事態、と定められている（施行

規則 12 条）。25 条1項にもとづく改善勧告

の発動要件を整理すると、①多数の動物の飼

養、②多数の動物の飼養に起因する生活環境

被害の発生、③周辺住民の日常生活への著し

い支障、④複数の周辺住民間における生活支

障への共通認識の存在、となる。25 条2項命

令の発動要件は、25 条1項勧告への不服従で

ある。この命令に違反すると、50 万円以下の

罰金が科せられる（46 条の2）。2008 年

～2016 年までの運用実績は、25 条1項にも

とづく勧告9件、25 条2項にもとづく命令2

件であった9。

改善命令の内容が財産（物）に対する代替

的作為義務である場合、命令内容が不履行か

つ他の手段による履行確保が困難で、その不
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8 現在対象となっている動物は、犬の他、牛、馬、豚、めん羊、やぎ、30 日未満のひなを除く鶏、あひるである。ペット
用のポニー、ミニブタなども対象となる。

9 環境省「動物愛護管理をめぐる主な課題への対応について」（第 48 回中央環境審議会動物愛護部会 2018 年7月4日配布
資料2）41 頁参照。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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ことは認められないであろう。

他方、動物愛護法 25 条1項、2項に関して

は、立入り等の行政調査やその実施を確保す

る規定がない。この点、25 条1項、2項が外

観調査によって当該事態が生じていると判断

できる場合にのみ発動を認めているとも考え

られる。しかしその場合でも、生じている事

態が「多数の動物の飼養又は保管」に起因し

ているかどうかという、発動要件を確認する

必要性が依然として存在している。制度設計

に際して、運用への現実性が欠如していると

言えよう。また、仮に 25 条2項にもとづく

改善命令を出しても、命令違反に対しては罰

金を科す規定しかない。必ずしも状況の改善

につながるわけではなく、行政にとって、労

多く実りは少ない制度となっている。

3 条例による対応

(1）多頭飼育の届出制

条例に目を向けると、一部自治体では、多

頭飼育の届出制が設置されている。多頭飼育

の届出制は、2003 年の「山梨県動物の愛護及

び管理に関する条例」で初めて導入された。

山梨県では、1992 年ころから 2005 年にかけ

て大規模な犬の多頭飼育崩壊事件11が発生

し、解決までに長期間多大な労力を払う結果

となった。その反省から、多頭飼育の現場を

把握し、早期に対応を図るための情報収集手

段として、届出制を規定した。

その後、動物愛護管理法 2012 年改正に伴

い、同法9条が「地方公共団体は、動物の健

康及び安全を保持するとともに、動物が人に

迷惑を及ぼすことのないようにするため、条

例で定めるところにより、動物の飼養及び保

管について…多数の動物の飼養及び保管に係

る届出をさせることその他の必要な措置を講

ずることができる。」（下線筆者）と改められ

た。これにより、一般市区町村を含む地方公

共団体は、多頭飼育への規制を含め、動物の

適正飼養を確保するための措置を条例で置く

ことが可能であると確認的に示された。

9条はあくまでも任意規定であり、届出制

を導入するか否かは各自治体に委ねられてい

る。2019 年1月現在では、12 自治体の条例

で届出制が採用されている（表1参照）。動

物愛護管理法 2012 年改正以降に導入された

のは、7条例においてである。

多頭飼育の届出制は、動物愛護管理条例に

規定されている12。制定されている動物愛護

管理条例の目的は、基本的には、動物愛護管

理法の目的を意識し、動物の健康及び安全を

保持し、動物による人の生命・身体・財産に

対する侵害並びに生活環境の保全上の支障を

防止することで人と動物との調和のとれた共

生社会の実現する、といったものである13。

例外的なのは、「京都市動物との共生に向け

たマナー等に関する条例」である。この条例

は、犬のふん放置や所有者不明猫への不適切
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11 山梨県都留市内の数か所で、男性が犬を多数飼育し、糞尿による悪臭、鳴き声による騒音、放し飼いなど多くの苦情が行
政によせられた。市は、動物愛護管理法 15 条（現 25 条）にもとづく改善勧告、改善命令を行ったが状況は改善されなかっ
た。犬は最大で 400 頭を超え、当初は男性が所有権放棄を拒んでいたために保護も難航した。解決に向けて、県、市、地元
住民警察、NPO団体などで構成する対策会議を開催し、10 年を超える取組みがなされた。毎日新聞 2002 年3月2日朝刊、
朝日新聞 2002 年4月 23 日朝刊、朝日新聞 2005 年5月 20 日 31 頁朝刊。

12 動物愛護管理条例の中には、特定動物に関する動物愛護管理法の規定を実施するための条項（法律実施条例）も含まれ
ており、条例全体が独立条例というわけではない。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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な餌やり等、動物に関連するトラブルへの対

策をまとめた独立条例として制定されてい

る。不適正な動物の取扱いに起因した人への

迷惑防止によって、生活環境を保全し、人と

動物の共生する社会の実現に資することを目

的としており、動物愛護管理法の「管理」に

焦点をあてた条例といえる。

各自治体の届出制の仕組みは、共通してい

る。飼養施設ごとに対象動物が一定の頭数を

超えた時点で、自治体への届出を義務づけて

いる。多頭飼育を行う前に届出を求める仕組

みではなく、多頭飼育状態になった後に情報

提供を求めるものであり、多頭飼育の事後的

な規制といえる。第一種動物取扱業者、第二

種動物取扱業者や化製場法9条1項の許可を

受けた者、動物実験施設等は、適用除外とさ

れている。

対象動物は犬、および猫であるが、埼玉県、

札幌市、さいたま市条例は、規則によって対象

動物種を追加できると規定する。届出が必要

となる頭数は、概ね犬猫合算 10 頭以上である

が、京都市は犬のみ5頭以上又は犬猫合算 10

頭以上としている。佐賀県は、唯一、犬猫合

算6頭以上の場合に届出が必要としている。

これは、条例制定時の苦情統計調査結果から、

一般家庭において適正飼養が可能なのは犬猫

合わせて5頭までとの認識によるものである。

届出事項は、自治体によってばらつきがあ

る。届出事項が最も少ないのは京都市で、所

有者の住所・氏名、飼養場所の所在地、飼養

頭数しか求めない。京都市の届出制は、最低

限どこに動物を多頭飼育している者がいるの

かさえわかればよい、という目的に基づいた設

計である。他の自治体では、飼養施設の構造

や設備、飼養動物の性別などの記載を求める

場合がある。2012 年の動物愛護管理法改正

以降にできた条例では、改正以前から届出制

がおかれていた自治体と比較して、繁殖制限

措置に関する記載を求めるものが増えている。
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13 動物愛護管理法が1条で「…動物の健康及び安全の保持等の動物の愛護に関する事項を定めて国民の間に動物を愛護す
る気風を招来し…」と定め、目的を動物それ自身ではなく国民の動物を愛護する気風であるとしているのに対し、動物愛
護管理条例の目的規定の中には「…県民の動物の愛護の意識の高揚並びに動物の健康及び安全を保持…」（山梨県）、とい
うように動物自身の健康・安全が保護法益であるともとれる規定がみられた（表1内の山梨県、佐賀県、滋賀県、長野県、
新潟市、札幌市の条例）。加えて、札幌市の動物愛護管理条例の目的規定には、「動物の福祉の向上を推進」という文言が含
まれており、「動物の福祉」、すなわち、動物自身の QOLを保護法益としていると読める。こうした法律との目的の違いが
どのような影響を与えているのか、動物愛護管理条例についてはさらなる分析が必要であり、今後の研究課題としたい。

表1 多頭飼育の届出制制定状況

茨城県動物の愛護及び管理
に関する条例茨城県2006 年

札幌市動物の愛護及び管理
に関する条例札幌市2016 年

山梨県動物の愛護及び管理
に関する条例山梨県2003 年

2014 年

さいたま市動物の愛護及び
管理に関する条例さいたま市2014 年

大阪府動物の愛護及び管理
に関する条例大阪府2014 年

新潟市動物の愛護及び管理
に関する条例新潟市2013 年

動物愛護管理法改正（2012 年 9 月 5 日）

佐賀県動物の愛護及び管理
に関する条例佐賀県2008 年

長野県2009 年

条例名

滋賀県動物の保護及び管理
に関する条例

自治体名

滋賀県

届出制の
施行年

2009 年

京都市動物との共生に向け
たマナー等に関する条例京都市2015 年

千葉県動物の愛護及び管理
に関する条例千葉県2015 年

埼玉県動物の愛護及び管理
に関する条例埼玉県

長野県動物の愛護及び管理
に関する条例

出典）筆者作成。
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ことは認められないであろう。

他方、動物愛護法 25 条1項、2項に関して

は、立入り等の行政調査やその実施を確保す

る規定がない。この点、25 条1項、2項が外

観調査によって当該事態が生じていると判断

できる場合にのみ発動を認めているとも考え

られる。しかしその場合でも、生じている事

態が「多数の動物の飼養又は保管」に起因し

ているかどうかという、発動要件を確認する

必要性が依然として存在している。制度設計

に際して、運用への現実性が欠如していると

言えよう。また、仮に 25 条2項にもとづく

改善命令を出しても、命令違反に対しては罰

金を科す規定しかない。必ずしも状況の改善

につながるわけではなく、行政にとって、労

多く実りは少ない制度となっている。

3 条例による対応

(1）多頭飼育の届出制

条例に目を向けると、一部自治体では、多

頭飼育の届出制が設置されている。多頭飼育

の届出制は、2003 年の「山梨県動物の愛護及

び管理に関する条例」で初めて導入された。

山梨県では、1992 年ころから 2005 年にかけ

て大規模な犬の多頭飼育崩壊事件11が発生

し、解決までに長期間多大な労力を払う結果

となった。その反省から、多頭飼育の現場を

把握し、早期に対応を図るための情報収集手

段として、届出制を規定した。

その後、動物愛護管理法 2012 年改正に伴

い、同法9条が「地方公共団体は、動物の健

康及び安全を保持するとともに、動物が人に

迷惑を及ぼすことのないようにするため、条

例で定めるところにより、動物の飼養及び保

管について…多数の動物の飼養及び保管に係

る届出をさせることその他の必要な措置を講

ずることができる。」（下線筆者）と改められ

た。これにより、一般市区町村を含む地方公

共団体は、多頭飼育への規制を含め、動物の

適正飼養を確保するための措置を条例で置く

ことが可能であると確認的に示された。

9条はあくまでも任意規定であり、届出制

を導入するか否かは各自治体に委ねられてい

る。2019 年1月現在では、12 自治体の条例

で届出制が採用されている（表1参照）。動

物愛護管理法 2012 年改正以降に導入された

のは、7条例においてである。

多頭飼育の届出制は、動物愛護管理条例に

規定されている12。制定されている動物愛護

管理条例の目的は、基本的には、動物愛護管

理法の目的を意識し、動物の健康及び安全を

保持し、動物による人の生命・身体・財産に

対する侵害並びに生活環境の保全上の支障を

防止することで人と動物との調和のとれた共

生社会の実現する、といったものである13。

例外的なのは、「京都市動物との共生に向け

たマナー等に関する条例」である。この条例

は、犬のふん放置や所有者不明猫への不適切
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11 山梨県都留市内の数か所で、男性が犬を多数飼育し、糞尿による悪臭、鳴き声による騒音、放し飼いなど多くの苦情が行
政によせられた。市は、動物愛護管理法 15 条（現 25 条）にもとづく改善勧告、改善命令を行ったが状況は改善されなかっ
た。犬は最大で 400 頭を超え、当初は男性が所有権放棄を拒んでいたために保護も難航した。解決に向けて、県、市、地元
住民警察、NPO団体などで構成する対策会議を開催し、10 年を超える取組みがなされた。毎日新聞 2002 年3月2日朝刊、
朝日新聞 2002 年4月 23 日朝刊、朝日新聞 2005 年5月 20 日 31 頁朝刊。
12 動物愛護管理条例の中には、特定動物に関する動物愛護管理法の規定を実施するための条項（法律実施条例）も含まれ
ており、条例全体が独立条例というわけではない。
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無届け飼養、虚偽の届出に対しては、1～

5万円以下の過料が規定されている。実効性

担保のために置かれているものの、過料徴収

自体は目的ではないため、基本的には過料は

科さずにあくまでも届出を行うよう指導する

という運用がなされている。

届出事項の変更については、飼養数の減少

や飼養数の 30%未満の増加など、軽微な変

更については届出を求めない自治体が多い。

廃止届については、多頭飼育状態が解消され

る場合は問題が起きないので把握する必要は

ないとの考えから、定めを設けていない自治

体もある。

山梨県条例を除く各条例では、施行に必要

な限度において報告徴収や立入検査等の行政

調査を認める規定が置かれている。各条例に

おいて、調査を拒否等した場合には罰金や過

料を科すとされている14。

なお、茨城県、新潟市条例には、「人の住居

を除く」というカッコ書きがある。このた

め、「人の住居」が示す範囲が、解釈上問題と

なる。この点、新潟市では、一般飼育者の自

宅における飼育状況を知るために立ち入るこ

とは許されないと解している。一方、環境省

の第 18 回動物愛護管理のあり方検討小委員

会（2011 年8月 30 日）において、長野県は、

届出されている飼育場所ならば、人の住居内

であってもその場所に限定して立ち入ること

が可能であるとの理解を示している15。調査

の目的、必要性を考えれば、飼育場所として

届け出られた場所に限定した人の住居内への

立入りは認められるであろう。

(2）その他の自治体における取組み

その他、条例で定められている取組みをみ

ていく。

東京都御蔵島村では、「御蔵島村動物の愛

護及び管理に関する条例」を制定し、家庭動

物を飼養した際の登録を義務付けている（7

条）。一般家庭における動物の飼育状況を把

握できる点で、有効な制度である。なお、違

反に対しては、過料などの、実効性担保措置

は規定されていない。

北海道遠軽町の、「遠軽町犬又はねこの愛

護及び管理に関する条例」8条は、不適正飼

養により犬等の健康又は安全が損なわれてい

る場合や、周辺の生活環境が損なわれている

場合には改善勧告・命令を行うことができる

と規定する。動物愛護管理法 25 条の「多数の

動物の飼養又は保管」という要件を外した規

定となっている。立入調査に係る規定（9条）

があるほか、命令違反者に対しては 2,000 円

以下の過料が定められている（13 条1号）。

北海道八雲町の「八雲町動物の飼養及び管

理に関する条例」では、飼い主が動物を飼養

する際に遵守すべき事項を規定している（5

条5項）。飼い主がこの規定に違反している

場合、町長は改善命令を発することができる

とされており（5条6項）、命令に従わなかっ

た場合には5万円以下の罰金又は科料が科さ
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14 ここで規定されている立入調査は、調査拒否に対して罰金や過料を設け、間接的にその実効性を確保する間接強制調査
に分類されるものである。当然ながら、抵抗を排除するという意味での実力行使は認められず、相手の意に反して立入調
査をすることはできない。宇賀克也『行政法概説Ⅰ 行政法総論［第5版］』（有斐閣、2013 年）149 頁参照。
15 環境省動物愛護管理のあり方検討小委員会「第 18 回動物愛護管理のあり方検討小委員会議事録」〔斉藤富士雄委員発言〕
（2011 年8月 30 日）（http://www.env.go.jp/council/14animal/y143-18a.html, 2019 年1月 15 日最終閲覧）。
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れる（17 条2項1号）。動物愛護管理法にも

一般飼い主の責務や飼育基準は置かれている

ものの、努力規定にとどまっている。

大阪府泉佐野市の「泉佐野市動物適正飼養

条例」も、飼養者に対して基準遵守義務を課

している（3条）。違反者には改善勧告を行

うことができるとされている（4条）。特徴

的なのは、実効性確保手段である。勧告に従

わなかった場合、市長が定めるところによ

り、その旨を公表できると定められている

（5条1項）。公表は、市役所前掲示板への掲

示により行われる。公表に際しては、あらか

じめ理由を通知し、意見を述べる機会を与え

なければならないとしている（5条2項）。

これらの取組みは、適正飼養確保の観点に

基づいている。人口密度の高い地域では、飼

育頭数に関係なく、不適切飼養によって生活

環境への支障が起こりうる。多頭飼育のみな

らず、動物の適正飼養確保を目的とした法政

策は、住民との近接性から、一般市区町村に

ふさわしい法政策分野である。

(3）条例による対応の限界と可能性

（ア）多頭飼育の禁止

鳥取県では、かつて指定地域における多頭

飼育の禁止を定める条例が置かれていた。

2002 年に鳥取県で議員提案により制定され

た「鳥取県民に迷惑をかける犬又は猫の飼育

の規制に関する条例」（2010 年3月失効。以

下、「鳥取県条例」という。）は、知事が指定し

た規制地域内での、多頭飼育犬猫合算 10 頭

以上の多頭飼育を禁止した。違反者に対して

は、6月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金

が予定された。県民の健康で文化的な生活の

確保を目的とした、先駆的な条例である。

当時鳥取県では、県内で鳴き声や悪臭の発

生等により周辺住民と問題となっていた動物

繁殖業者が、県内の他町へ移転を予定してい

ると判明した。この問題への対応策として、

鳥取県条例が議長を除く全議員によって提案

され、全会一致で可決された16。その効力が

期待される一方で、制定直後から事業者の狙

い撃ちであるという指摘があった17。

また、規制地域の指定に関しては、「知事

は、住民の生活環境を保全するため多頭飼育

を禁止する必要があると認める住居が集合し

ている地域その他の地域を、規制地域として

指定することができる。」（3条1項）と書か

れているのみで、判断基準が条文になかっ

た。職業選択の自由や居住権に抵触するおそ

れから、最終的に県は1カ所も地域指定がで

きなかった18。

鳥取県条例では、職業選択の自由や居住権

への抵触が認識されていた。しかし、仮に適

当な判断基準が条文に書かれていたとして

も、動物の所有に対する制限は財産権の制限

に当たるため、財産権を保障する憲法 29 条

との関係が問題となる。この点については、

全面禁止をとらずとも許可制などのより緩や

かな手法で目的が達成できる点から、憲法 29
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16 朝日新聞 2002 年 12 月 13 日朝刊、朝日新聞 2002 年 12 月 17 日朝刊。
17 「犬・猫の多頭飼育規制条例が成立鳥取県提出から2日間で施行、違反者には懲役も―特定業者への「ピンポイント条例」
との声も」地方行政 2003 年1月6日 10-11 頁参照。

18 山陰中央新報 2003 年6月 11 日朝刊。
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無届け飼養、虚偽の届出に対しては、1～

5万円以下の過料が規定されている。実効性

担保のために置かれているものの、過料徴収

自体は目的ではないため、基本的には過料は

科さずにあくまでも届出を行うよう指導する

という運用がなされている。

届出事項の変更については、飼養数の減少

や飼養数の 30%未満の増加など、軽微な変

更については届出を求めない自治体が多い。

廃止届については、多頭飼育状態が解消され

る場合は問題が起きないので把握する必要は

ないとの考えから、定めを設けていない自治

体もある。

山梨県条例を除く各条例では、施行に必要

な限度において報告徴収や立入検査等の行政

調査を認める規定が置かれている。各条例に

おいて、調査を拒否等した場合には罰金や過

料を科すとされている14。

なお、茨城県、新潟市条例には、「人の住居

を除く」というカッコ書きがある。このた

め、「人の住居」が示す範囲が、解釈上問題と

なる。この点、新潟市では、一般飼育者の自

宅における飼育状況を知るために立ち入るこ

とは許されないと解している。一方、環境省

の第 18 回動物愛護管理のあり方検討小委員

会（2011 年8月 30 日）において、長野県は、

届出されている飼育場所ならば、人の住居内

であってもその場所に限定して立ち入ること

が可能であるとの理解を示している15。調査

の目的、必要性を考えれば、飼育場所として

届け出られた場所に限定した人の住居内への

立入りは認められるであろう。

(2）その他の自治体における取組み

その他、条例で定められている取組みをみ

ていく。

東京都御蔵島村では、「御蔵島村動物の愛

護及び管理に関する条例」を制定し、家庭動

物を飼養した際の登録を義務付けている（7

条）。一般家庭における動物の飼育状況を把

握できる点で、有効な制度である。なお、違

反に対しては、過料などの、実効性担保措置

は規定されていない。

北海道遠軽町の、「遠軽町犬又はねこの愛

護及び管理に関する条例」8条は、不適正飼

養により犬等の健康又は安全が損なわれてい

る場合や、周辺の生活環境が損なわれている

場合には改善勧告・命令を行うことができる

と規定する。動物愛護管理法 25 条の「多数の

動物の飼養又は保管」という要件を外した規

定となっている。立入調査に係る規定（9条）

があるほか、命令違反者に対しては 2,000 円

以下の過料が定められている（13 条1号）。

北海道八雲町の「八雲町動物の飼養及び管

理に関する条例」では、飼い主が動物を飼養

する際に遵守すべき事項を規定している（5

条5項）。飼い主がこの規定に違反している

場合、町長は改善命令を発することができる

とされており（5条6項）、命令に従わなかっ

た場合には5万円以下の罰金又は科料が科さ
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14 ここで規定されている立入調査は、調査拒否に対して罰金や過料を設け、間接的にその実効性を確保する間接強制調査
に分類されるものである。当然ながら、抵抗を排除するという意味での実力行使は認められず、相手の意に反して立入調
査をすることはできない。宇賀克也『行政法概説Ⅰ 行政法総論［第5版］』（有斐閣、2013 年）149 頁参照。
15 環境省動物愛護管理のあり方検討小委員会「第 18 回動物愛護管理のあり方検討小委員会議事録」〔斉藤富士雄委員発言〕
（2011 年8月 30 日）（http://www.env.go.jp/council/14animal/y143-18a.html, 2019 年1月 15 日最終閲覧）。
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条に抵触する可能性が指摘されている19。

（イ）多頭飼育の許可制

では、条例により多頭飼育の許可制を置く

ことは認められるのであろうか。前述の通

り、動物愛護管理法9条において、条例によ

る多頭飼育の規制は可能であると示されてい

る。ただ、9条で「多数の動物の飼養及び保

管に係る届出をさせることその他の必要な措

置」として条文内で多頭飼育の届出制を挙げ

ており、これを超えた規制が認められうるか

は検討の必要がある。この点、9条はあくま

でも例示として届出制を挙げただけであり、

それを超えた措置を認めない趣旨ではないよ

うにも読める。

しかしながら、動物愛護管理法では、営利

目的で動物の取扱業を行う者（第一種動物取

扱業者）に対して許可制20を置いている。一

方、動物愛護団体等、非営利目的で動物の飼

養施設を設置して業を行う者（第二種動物取

扱業者）に対しては、許可制ではなく届出制

とするにとどまる。第二種動物取扱業者に対

する規制が、動物の飼養施設に限定している

背景には、一般家庭へ規制範囲が及ぶことを

防ぐ狙いがある21。これを踏まえると、多頭

飼育を許可制とするのは法律の趣旨に反する

可能性があり、届出制による対応が適切であ

るといえる。

（ウ）多頭飼育の事前届出制

現在、自治体で導入されている届出制が、

多頭飼育状態になった後に情報提供を求め

る、多頭飼育への事後的規制となっているの

は前述したとおりである。こうした現行の制

度に対しては、自治体担当者への聞き取り調

査の中で、情報収集を可能とするのみで、多

頭飼育崩壊それ自体への対策としては効果的

でないとの意見があった。

そこで、考えられるのが、多頭飼育の事前

届出制である。多頭飼育崩壊を未然に防ぐ効

果を高めるために、届出を求める時点を、規

定頭数を超える前にずらし、施設整備や繁殖

制限措置等に行政が関与する機会を確保する

のである。

こうした制度は、景観法や水質汚濁防止法

の中で見られる。例えば景観法では、届出が

必要となる行為の着手 30 日前までに届出を

行うよう求めている。自治体は届出を受けた

後、行為に未着手の段階で、助言や変更命令

を行うことができる。

多頭飼育が発生する契機としては、現在飼

育している動物の出産や、新たな動物の購

入・譲受け・保護等の理由が考えられる。い

ずれの場合も、事前に把握が可能である。緊
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19 宇那木正寛「犬の多頭飼育による生活環境悪化（悪臭、騒音等）を防止するため、個人による犬の多頭飼育を条例で禁止
しようとした場合、憲法上問題ないか。（政策法務入門講座 24）」地方自治職員研修 45 巻1号（2012 年）42 頁以下・42-43
頁参照。

20 条文上では「登録」という文言が用いられているが、拒否事由に該当する場合には登録を拒否しなければならないとさ
れており（12 条）、登録の取消し（19 条）も規定されている。この制度は、無登録での営業を禁止し、一定の要件を満たし
た場合に限り営業の自由を回復させるものであり、講学上の許可にあたるといえる。原田尚彦『行政法要論［全訂七版補
訂二版］』（学陽書房、2012 年）170-172 頁。同様の理解が、中央環境審議会動物愛護部会動物愛護管理のあり方検討小委員
会でも示されている。中央環境審議会動物愛護部会動物愛護管理のあり方検討小委員会「動物愛護管理のあり方検討報告
書」（平成 23 年 12 月）7頁参照。
21 動物愛護管理法令研究会編『改訂版 動物愛護管理業務必携』（大成出版社、2016 年）31-32 頁参照。
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急の保護を行う場合などに備えた例外措置は

必要となるが、届出を求める時点をより早い

段階にずらしたところで、業規制との対比し

た際にも問題はないだろう。

4 多頭飼育崩壊問題への法的対応の可能性

多頭飼育崩壊問題への法的対応は、これま

で多頭飼育への規制や多頭飼育崩壊後の対応

を含め、規制的手法を中心に制度設計がなさ

れてきた。ただ、規制的手法では個人への権

利利益の侵害との関係から、問題解決に向け

て不十分な制度とせざるを得なかった。

加えて問題となるのが、原因者が十分な事

理弁識能力を有していない場合の対応であろ

う。これまで行政法は、事理弁識能力を有す

る相手方を前提として制度設計を構築してき

た。事理弁識能力を有していない相手方に対

して、これまで同様の手続により不利益処分

を行うことについては妥当性が疑われる22。

相手方となる原因者の状況を配慮した制度の

構築が求められる。

多頭飼育崩壊への規制的手法にもとづく法

的対応は、原因者の状況や権利利益への侵害

との関係から限界がある。そこで注目される

のが、いわゆる「ごみ屋敷条例」による対応で

あろう。ごみ屋敷対策条例については、条例

により対象とする家屋の定義や発生原因は異

なるが、多数の動物の飼育を原因とする家屋

の不良状態を対象としている条例がある23。

例えば、「京都市不良な生活環境を解消す

るための支援及び措置に関する条例」では、

規制的手法だけではなく、原因者の福祉も考

慮した制度を置いている。同条例では、原因

者を「要支援者」ととらえ、市に対して要支

援者の意思に従いつつ、問題解消のための支

援を行う義務を課している（8条、9条）。こ

れを実現するため、京都市では健康福祉局を

中心に関係部局が連携しながら対応していく

体制を構築しており、部局を越えた連携が図

られている24。

動物愛護管理法は、自治体が地域の実情に

合わせて運用していく法律と認識されてい

る25。特に地域や住民との距離が近い一般市

区町村では、きめ細やかな制度設計が可能と

なるであろう。地域を構成する住民や住民と

動物の関わり方の特徴、変化をくみ取り、法

制度の地域適合的発展に向けた多様な条例の

制定が期待される。

［追記］本稿の執筆にあたり、多頭飼育の届

出制を制定している 12 自治体をはじめとす

る多くの自治体に、予備調査の段階からご協

力いただきました。この場を借りて厚くお礼

を申し上げます。
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22 北村喜宣『空き家問題解決のための政策法務』（第一法規、2018 年）195 頁、243-244 頁参照、釼持麻衣「いわゆる「ご
み屋敷」への法的対応の可能性―現行法に基づく対処と拡がる独自条例の制定―」都市とガバナンス 27 巻（2017 年）146
頁以下・158 頁参照。

23 ごみ屋敷条例の対象に多頭飼育を含んでいるのは、八潮市、中野区、荒川区、豊田市、京都市である（2019 年1月現在）。
ごみ屋敷対策については、『自治体による「ごみ屋敷」対策―福祉と法務からのアプローチ―』（日本都市センター、2019
年）参照。

24 京都市保健福祉局「京都市における不良な生活環境を解消するための支援及び措置について」http:

//www.toshi.or.jp/app-def/wp/wp-content/uploads/2017/08/houmu02_3.pdf（2016 年8月）。なお、環境省でも「社
会福祉施策と連携した多頭飼育対策に関わる検討会」が設置された（2019 年2月 26 日報道発表）。

25 2018 年 10 月 26 日 環境省へのインタビュー。
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条に抵触する可能性が指摘されている19。

（イ）多頭飼育の許可制

では、条例により多頭飼育の許可制を置く

ことは認められるのであろうか。前述の通

り、動物愛護管理法9条において、条例によ

る多頭飼育の規制は可能であると示されてい

る。ただ、9条で「多数の動物の飼養及び保

管に係る届出をさせることその他の必要な措

置」として条文内で多頭飼育の届出制を挙げ

ており、これを超えた規制が認められうるか

は検討の必要がある。この点、9条はあくま

でも例示として届出制を挙げただけであり、

それを超えた措置を認めない趣旨ではないよ

うにも読める。

しかしながら、動物愛護管理法では、営利

目的で動物の取扱業を行う者（第一種動物取

扱業者）に対して許可制20を置いている。一

方、動物愛護団体等、非営利目的で動物の飼

養施設を設置して業を行う者（第二種動物取

扱業者）に対しては、許可制ではなく届出制

とするにとどまる。第二種動物取扱業者に対

する規制が、動物の飼養施設に限定している

背景には、一般家庭へ規制範囲が及ぶことを

防ぐ狙いがある21。これを踏まえると、多頭

飼育を許可制とするのは法律の趣旨に反する

可能性があり、届出制による対応が適切であ

るといえる。

（ウ）多頭飼育の事前届出制

現在、自治体で導入されている届出制が、

多頭飼育状態になった後に情報提供を求め

る、多頭飼育への事後的規制となっているの

は前述したとおりである。こうした現行の制

度に対しては、自治体担当者への聞き取り調

査の中で、情報収集を可能とするのみで、多

頭飼育崩壊それ自体への対策としては効果的

でないとの意見があった。

そこで、考えられるのが、多頭飼育の事前

届出制である。多頭飼育崩壊を未然に防ぐ効

果を高めるために、届出を求める時点を、規

定頭数を超える前にずらし、施設整備や繁殖

制限措置等に行政が関与する機会を確保する

のである。

こうした制度は、景観法や水質汚濁防止法

の中で見られる。例えば景観法では、届出が

必要となる行為の着手 30 日前までに届出を

行うよう求めている。自治体は届出を受けた

後、行為に未着手の段階で、助言や変更命令

を行うことができる。

多頭飼育が発生する契機としては、現在飼

育している動物の出産や、新たな動物の購

入・譲受け・保護等の理由が考えられる。い

ずれの場合も、事前に把握が可能である。緊
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19 宇那木正寛「犬の多頭飼育による生活環境悪化（悪臭、騒音等）を防止するため、個人による犬の多頭飼育を条例で禁止
しようとした場合、憲法上問題ないか。（政策法務入門講座 24）」地方自治職員研修 45 巻1号（2012 年）42 頁以下・42-43
頁参照。

20 条文上では「登録」という文言が用いられているが、拒否事由に該当する場合には登録を拒否しなければならないとさ
れており（12 条）、登録の取消し（19 条）も規定されている。この制度は、無登録での営業を禁止し、一定の要件を満たし
た場合に限り営業の自由を回復させるものであり、講学上の許可にあたるといえる。原田尚彦『行政法要論［全訂七版補
訂二版］』（学陽書房、2012 年）170-172 頁。同様の理解が、中央環境審議会動物愛護部会動物愛護管理のあり方検討小委員
会でも示されている。中央環境審議会動物愛護部会動物愛護管理のあり方検討小委員会「動物愛護管理のあり方検討報告
書」（平成 23 年 12 月）7頁参照。

21 動物愛護管理法令研究会編『改訂版 動物愛護管理業務必携』（大成出版社、2016 年）31-32 頁参照。
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仕方がないと運命に従おうとするのではなく、人間性を求めて悩み抜いて真実に近づこ
うとする、それがフランツ・カフカと宮沢賢治といった文学者のスタイルだった。そして、
二人は、実社会で役人とすくなからぬ関わりがあった。
フランツ・カフカはオーストリア・ハンガリー帝国領のプラハで生まれたユダヤ人であ
る。プラハ大学の法学部を卒業し国家試験に合格したものの司法官や行政官僚の道に進む
ことはできなかった。しかし、努力の甲斐あって半官半民組織である労働者傷害保険協会
の職員（官吏）の地位を得た。
そこでは職員が個室で勤務していた。ドアをノックしてきたお客に対して職員たちが

“入れ”と声を出したのに対して、カフカだけが“どうぞ”と声を掛けたという。支配層の
ドイツ系住民、中間層に位置する少数民族のドイツ系ユダヤ人、被支配層であるチェコ人
といった構造を持つ国のエピソードでもある。そういった社会では、官僚機構には“正義”
を期待できない。小説の中で、主人公は告訴され裁判に呼び出されたものの場所が分から
ずに集会室に入り込んでしまう。なんとそこが最初の審理の場所だった。主人公は叫ぶ、
“君たちは実は役人なんだな、君たちはまったく、私が攻撃した徒党なんだ。聴衆と探偵と
なってここにつめかけ、見せかけだけのグループに分かれて、私をためすために一方が喝
采したのだ。”（フランツ・カフカ、原田義人・訳『審判』第2章 より）
一方、宮沢賢治は、近代国家になってそれほど時を経ていない日本の地方都市にあって、
官庁に距離感を感じながらも、その中に溶け込む意識があったようだ。“子ども達が茸採
りや栗拾いでいつものように野原に出掛けるとそこには立札が立っていて立入禁止となっ
ていました。役所の長官が通るとのこと、子ども達は隠れてその一行を見ようとしました
が、いっこうに誰もこない。子ども達は一行のことも忘れて茸採りに夢中になっていると
二人の役人が来て、子ども達を見つけてしまったのです。怒られるかとびくびくしていた
子ども達に役人が掛けた言葉は、「長官は大勢の家族を連れてくるので採った茸を渡して
欲しい」というものであり、子ども達は役人から見返りの品を受け取りました。その後、
聞いたところでは、長官は家族と一緒に面白く遊んで帰ったとのこと。しばらくたって、
子ども達は、町の中学校に入り、二人の役人にも時々会いました。子ども達はしっかりと
覚えていましたが、二人はいつも思い出せないといった顔をするのでした。”（宮沢賢治『二
人の役人』より）
小説の中のイーハトーヴでは、70 幾つの火山が毎日煙をあげ、溶岩を流している。グス
コーブドリはイーハトーヴ火山局に技師として就職した。農民から激励を受けたが、誤解
もまた受けた。そして、自己犠牲により大規模な火山噴火を起こすことで冷害回避を実現
した。この小説の中には潮汐発電も登場し、火山局はそれを海岸に沿って 200 も配置して
いる。なお、潮汐発電は日本ではいまだに商用化されていない技術である。

（文学を愛好する行政研究者）

都市とガバナンス Vol.31202

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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調査研究紹介

〇第 26 回都市分権政策センター

〇都市自治体におけるガバナンスの調査研究（市役所事務機構）

〇都市自治体におけるガバナンスの調査研究（人材確保と連携）

〇地域社会を運営するための人材確保と人づくりのあり方に関する研究会

〇住居の荒廃をめぐる政策法務と地域福祉からの対応策に関する調査研究

〇住民主体のまちづくりに関する調査研究（戸田市との共同研究）

〇ネクストステージに向けた都市自治体の税財政のあり方に関する調査研究 国際比較ワーキ

ンググループ

〇都市自治体における人工知能の利活用についての調査研究

〇ネクストステージの総合計画に関する調査研究（医療・福祉とコミュニティ、拠点整備と土

地利用等）

〇都市の未来を語る市長の会

日本都市センターでは、全国市長会と共同で設置している「都市分権政策センター」をはじ

めとして、都市自治体が直面する政策課題についてそれぞれ研究会を設置し、調査研究を行っ

ている。

以下では、これらの各調査研究の趣旨や研究方法、研究会における議論の概要等を紹介する。

なお、当センターのホームページ（http://www.toshi.or.jp/）では、各研究会の議事概要

及び資料を公開しており、メールマガジンでも当該情報を配信している。
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仕方がないと運命に従おうとするのではなく、人間性を求めて悩み抜いて真実に近づこ
うとする、それがフランツ・カフカと宮沢賢治といった文学者のスタイルだった。そして、
二人は、実社会で役人とすくなからぬ関わりがあった。
フランツ・カフカはオーストリア・ハンガリー帝国領のプラハで生まれたユダヤ人であ
る。プラハ大学の法学部を卒業し国家試験に合格したものの司法官や行政官僚の道に進む
ことはできなかった。しかし、努力の甲斐あって半官半民組織である労働者傷害保険協会
の職員（官吏）の地位を得た。
そこでは職員が個室で勤務していた。ドアをノックしてきたお客に対して職員たちが

“入れ”と声を出したのに対して、カフカだけが“どうぞ”と声を掛けたという。支配層の
ドイツ系住民、中間層に位置する少数民族のドイツ系ユダヤ人、被支配層であるチェコ人
といった構造を持つ国のエピソードでもある。そういった社会では、官僚機構には“正義”
を期待できない。小説の中で、主人公は告訴され裁判に呼び出されたものの場所が分から
ずに集会室に入り込んでしまう。なんとそこが最初の審理の場所だった。主人公は叫ぶ、
“君たちは実は役人なんだな、君たちはまったく、私が攻撃した徒党なんだ。聴衆と探偵と
なってここにつめかけ、見せかけだけのグループに分かれて、私をためすために一方が喝
采したのだ。”（フランツ・カフカ、原田義人・訳『審判』第2章 より）
一方、宮沢賢治は、近代国家になってそれほど時を経ていない日本の地方都市にあって、
官庁に距離感を感じながらも、その中に溶け込む意識があったようだ。“子ども達が茸採
りや栗拾いでいつものように野原に出掛けるとそこには立札が立っていて立入禁止となっ
ていました。役所の長官が通るとのこと、子ども達は隠れてその一行を見ようとしました
が、いっこうに誰もこない。子ども達は一行のことも忘れて茸採りに夢中になっていると
二人の役人が来て、子ども達を見つけてしまったのです。怒られるかとびくびくしていた
子ども達に役人が掛けた言葉は、「長官は大勢の家族を連れてくるので採った茸を渡して
欲しい」というものであり、子ども達は役人から見返りの品を受け取りました。その後、
聞いたところでは、長官は家族と一緒に面白く遊んで帰ったとのこと。しばらくたって、
子ども達は、町の中学校に入り、二人の役人にも時々会いました。子ども達はしっかりと
覚えていましたが、二人はいつも思い出せないといった顔をするのでした。”（宮沢賢治『二
人の役人』より）
小説の中のイーハトーヴでは、70 幾つの火山が毎日煙をあげ、溶岩を流している。グス
コーブドリはイーハトーヴ火山局に技師として就職した。農民から激励を受けたが、誤解
もまた受けた。そして、自己犠牲により大規模な火山噴火を起こすことで冷害回避を実現
した。この小説の中には潮汐発電も登場し、火山局はそれを海岸に沿って 200 も配置して
いる。なお、潮汐発電は日本ではいまだに商用化されていない技術である。

（文学を愛好する行政研究者）
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第 26 回都市分権政策センター
副室長 臼田 公子

日本都市センターと全国市長会が共同設置する「都市分権政策センター」では、2018 年度から第6期

として、これまでの分権改革を踏まえ、実際の都市政策、都市経営により重点をおいた調査研究等を実

施することとしている。

2019 年1月には、第 26 回会議を開催し、当センター委員の後藤春彦氏（早稲田大学理事・教授）によ

る報告のあと、市長及び学識者の間で活発な議論を展開した。

1 都市分権政策センターについて
日本都市センター及び全国市長会は、市長及

び学識者で構成する「都市分権政策センター」
を共同設置しており、2007 年1月の設置以来、
5期にわたり調査研究・情報提供等を実施して
いる。2018 年度から第6期の「都市分権政策セ
ンター」を設置し、これまでの地方分権について
は住民自治・住民生活の観点からの取組みの弱
さが指摘されていることから、こうした観点も踏
まえつつ、調査研究を行うこととしている。

2 2019 年度事業について
2019 年度は、市区長と有識者の参画のもと
で、特定ないし任意テーマに関する調査研究
を行う。特定テーマの「地域社会を運営する
ための人材確保と人づくりのあり方に関する
研究」を引き続き行い、2019 年度末に報告書
をとりまとめる。また、市区長有志が任意の
テーマを設定し、有識者の参画のもとで意見
交換を行う「都市の未来を語る市長の会」は、
引き続き、年2回、開催する。「都市自治体に
おけるガバナンスに関する調査研究」について
は、「市役所事務機構」及び「人材確保と連携」
についての調査研究を引き続き行い、それぞれ

2019 年度末に報告書をとりまとめる。また、新
たに「分権社会の都市自治体条例に関する調
査研究」を行うこととし、一連の分権改革によっ
て拡大した権限及び裁量を地域の特性やニー
ズを踏まえながら、各都市自治体がどのように
活用してきたかを検証し、その現状と課題を明
らかにするとともに、具体的な政策課題を取り
上げつつ、今後の分権改革の方向性及び都市
自治体条例の可能性を考察する。そのほか、
当該政策課題について先進諸国の法体系を必
要に応じて比較参照する。最後に、「各国の地
方自治制度、都市税財政、各種都市施策につ
いての調査研究」では、これまでの研究成果を
踏まえつつ、2019 年度は特に地域公共交通施
策について、内外との比較調査研究を行う。

3 第 26 回都市分権政策センター会議
2019 年1月 22 日の第 26 回都市分権政策
センター会議では、「総合的な土地利用」と題
して、後藤春彦氏（早稲田大学理事・教授）
による講演の後、各委員間で活発な意見交換
が行われた。なお、同会議には 18 名の委員
（市長 11 名並びに学識者7名）が出席した。
（後藤春彦氏の講演概要は、10 頁に掲載）
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都市自治体におけるガバナンスの調査研究
（市役所事務機構）

日本都市センター研究員 黒石 啓太

当センターでは、1964 年以来、概ね 10 年おきに市役所事務機構に関する大規模な調査を実施してい

る。今回の第6次調査は、超高齢・人口減少社会時代における都市自治体の市役所事務機構の変化を分

析するとともに、今後の組織改革の方向性を展望することを目的としている。

2018 年度後期には、3回の研究会を開催し、アンケート調査結果を参照しながら、今日の市役所事務

機構が直面する課題と現状、今後の展望等について議論を行った。

1 調査研究の趣旨
第6次市役所事務機構研究会では、都市の
ガバナンスの基本的なあり方を念頭に置きつ
つ、より一層求められる行政経営の効率化を
いかにして進めていくかを検討している。
都市自治体における合意形成過程のあり方
の変化や超高齢・人口減少社会の到来に伴う
分野横断的な施策の展開への対応、ICTの急
速な発達への対応といった社会経済上の変化
に対応する市役所事務機構の姿を展望するこ
とが、この調査研究の目的である。

2 調査研究の現況
「第6次市役所事務機構研究会」（座長 横
道清孝 政策研究大学院大学理事・副学長）
は 2017 年度に設置され、3か年で調査研究
を行っている。第5回研究会（8月 29 日開
催）及び第6回研究会（12 月 13 日開催）で
は、6月に実施したアンケート調査の集計結
果に基づき、市役所事務機構が直面している

課題と現状、今後の展望等について議論を
行った。
また、第7回研究会（2月 19 日開催）では、
超高齢・人口減少時代における市役所事務機
構の持続可能性に注目し、都市自治体の組織
や職員制度の多様化と、AIや IoTといった
技術革新への対応等について議論した。

3 今後の活動予定
2019 年3月には、前述のアンケート調査の
集計結果を取りまとめた中間報告書を刊行し
た。
また、本調査研究のとりまとめを行う 2019
年度においては、①アンケート調査結果の詳
細な分析による全国的及び区分別傾向の把
握、②現地調査による先進事例の調査、③①・
②を踏まえた委員間での検討をとおして、超
高齢・人口減少時代における市役所事務機構
の持続可能性と展望に関する最終報告書を刊
行する予定である。
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第 26 回都市分権政策センター
副室長 臼田 公子

日本都市センターと全国市長会が共同設置する「都市分権政策センター」では、2018 年度から第6期

として、これまでの分権改革を踏まえ、実際の都市政策、都市経営により重点をおいた調査研究等を実

施することとしている。

2019 年1月には、第 26 回会議を開催し、当センター委員の後藤春彦氏（早稲田大学理事・教授）によ

る報告のあと、市長及び学識者の間で活発な議論を展開した。

1 都市分権政策センターについて
日本都市センター及び全国市長会は、市長及

び学識者で構成する「都市分権政策センター」
を共同設置しており、2007 年1月の設置以来、
5期にわたり調査研究・情報提供等を実施して
いる。2018 年度から第6期の「都市分権政策セ
ンター」を設置し、これまでの地方分権について
は住民自治・住民生活の観点からの取組みの弱
さが指摘されていることから、こうした観点も踏
まえつつ、調査研究を行うこととしている。

2 2019 年度事業について
2019 年度は、市区長と有識者の参画のもと
で、特定ないし任意テーマに関する調査研究
を行う。特定テーマの「地域社会を運営する
ための人材確保と人づくりのあり方に関する
研究」を引き続き行い、2019 年度末に報告書
をとりまとめる。また、市区長有志が任意の
テーマを設定し、有識者の参画のもとで意見
交換を行う「都市の未来を語る市長の会」は、
引き続き、年2回、開催する。「都市自治体に
おけるガバナンスに関する調査研究」について
は、「市役所事務機構」及び「人材確保と連携」
についての調査研究を引き続き行い、それぞれ

2019 年度末に報告書をとりまとめる。また、新
たに「分権社会の都市自治体条例に関する調
査研究」を行うこととし、一連の分権改革によっ
て拡大した権限及び裁量を地域の特性やニー
ズを踏まえながら、各都市自治体がどのように
活用してきたかを検証し、その現状と課題を明
らかにするとともに、具体的な政策課題を取り
上げつつ、今後の分権改革の方向性及び都市
自治体条例の可能性を考察する。そのほか、
当該政策課題について先進諸国の法体系を必
要に応じて比較参照する。最後に、「各国の地
方自治制度、都市税財政、各種都市施策につ
いての調査研究」では、これまでの研究成果を
踏まえつつ、2019 年度は特に地域公共交通施
策について、内外との比較調査研究を行う。

3 第 26 回都市分権政策センター会議
2019 年1月 22 日の第 26 回都市分権政策
センター会議では、「総合的な土地利用」と題
して、後藤春彦氏（早稲田大学理事・教授）
による講演の後、各委員間で活発な意見交換
が行われた。なお、同会議には 18 名の委員
（市長 11 名並びに学識者7名）が出席した。
（後藤春彦氏の講演概要は、10 頁に掲載）
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都市自治体におけるガバナンスの調査研究
（人材確保と連携）

日本都市センター主任研究員 峰岸 貴子

全国の都市自治体では、それぞれガバナンスにおいて課題を抱えながら行政運営に取組んでいる。超

高齢、人口減少社会を迎えるにあたり、行政の仕事を担う専門人材の不足が問題視されつつある。土木・

建築の技術系専門職が担当するまちづくりやファシリティマネジメント（公共施設の維持管理を含む）

に焦点を当て、人材の確保、育成、定着、連携について調査研究を行う。

1 調査研究の趣旨
都市自治体のガバナンスにおいて、重要な
課題の一つが専門人材の確保である。
この研究会では、土木・建築の技術系専門
職が担当する公共施設の維持管理やまちづく
り分野に焦点を当て、人材の確保（リクルー
ト）、育成（リカレント）、及び人材の定着（リ
テンション）、業務の担い方としての連携に
ついて調査研究を行う。また、分野横断的に
見た場合、情報分野の人材育成の方法も土
木・建築の技術系専門職に応用できる可能性
もあり、時代とともに変化する都市自治体の
ガバナンスを展望する。

2 調査研究の現況
7名の学識者等からなる「人材確保と連携
研究会」（座長：工藤裕子 中央大学法学部教
授）を設置し、土木・建築の技術系専門職に
ついて①都市自治体における人材の現状、②
これから行政で担うべき仕事の見通し、③人
材の確保、④人材育成、⑤定着、⑥連携につ
いて議論を行っている。

2018 年9月 21 日に第1回目研究会を開催
し、都市自治体の土木・建築の技術系専門職
の現状把握に関する意見交換を行った。第2
回目研究会（2018 年 10 月 24 日開催）と第3
回目研究会（2019 年1月 10 日開催）では、都
市自治体の土木・建築の技術系専門職の現状
報告、人材の確保、育成、定着、連携の将来
像を描くためのアンケート調査に関する検討
を行った。なお、アンケート調査は、全国の
都市自治体の人事部局及び技術担当部局あて
に 2019 年3月に実施した。

3 今後の活動予定
2019 年3月 28 日に第4回目研究会を開催
し、土木・建築の技術系専門職を送り出す立
場の大学側からみた人材の確保、育成、定着
や、土木・建築分野とは異なるが、情報分野
の人材育成の知見の応用について検討する。
2019 年度は実施したアンケートの分析、先
行事例の現地調査を行うとともに、分野横断
的な視点も加えて調査研究を行う。
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地域社会を運営するための人材確保と
人づくりのあり方に関する研究会

日本都市センター研究員 原 宏樹

超高齢・人口減少社会を迎える中で、地域社会において地域コミュニティが果たす役割は大きくなっ

ている。一方で、地域で見守り支え合う仕組みづくりや社会的ネットワークの再構築が緊急な課題と

なっている。全国市長会と日本都市センターが共同で運営する都市分権政策センターは、2018-19 年度

の2年間“地域社会を運営するための人材確保と人づくりのあり方に関する研究会”を設置し、市区長

と有識者の参画のもとで、2018 年度は2回の研究会を開催し、意見交換を行った。

1 調査研究の趣旨
超高齢・人口減少社会を迎える中で、人々
の生活や交流のあり方が急激に変わりつつあ
り、地域の福祉や安心安全のために、地域社
会において地域コミュニティが果たす役割は
大きくなっている。一方で地域コミュニティ
はその機能低下も指摘されており、地域で見
守り支え合う仕組みづくりや社会的ネット
ワークの再構築が緊急な課題となっている。
このような状況に鑑み、地域包括ケア（医
療・福祉など）や地域の見守り（高齢者やこ
ども）、生活基盤サービス（物資の供給や交通
弱者対策）の提供などのための地域コミュニ
ティにおける専門的人材等の確保と人づくり
のあり方について、外部人材の活用や地域コ
ミュニティのための財源確保策も念頭に置い
て調査研究を行い、都市分権政策センターの
報告としてとりまとめる。

2 調査研究の現況
2018 年度から2か年に渡り、市区長 22 名、
有識者4名からなる「地域社会を運営するた

めの人材確保と人づくりのあり方に関する研
究会」（座長：倉田薫 池田市長、座長代理：
小林眞 八戸市長、名和田是彦 法政大学法
学部教授）を設置し、調査研究を行っている。
2018 年度には、2回の研究会を開催し、名
和田教授、牛山教授、室田教授より地域コ
ミュニティと人材育成の取組みについて、ま
た、八戸市長より地域コミュニティ振興に向
けた取組みについて講演をいただき、各委員
との意見交換を行った。
また、10 月には委員市を対象にアンケート
調査を行い、それをもとに3月、全国 815 市
区を対象にアンケート調査を行った。

3 今後の活動予定
2019 年度には、3回の研究会を予定してい
る。また、アンケート調査をとりまとめると
ともに、現地調査についても行う予定であ
る。2020 年3月末には、本研究会の調査研究
の成果を報告書に取りまとめて刊行する予定
である。
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都市自治体におけるガバナンスの調査研究
（人材確保と連携）

日本都市センター主任研究員 峰岸 貴子

全国の都市自治体では、それぞれガバナンスにおいて課題を抱えながら行政運営に取組んでいる。超

高齢、人口減少社会を迎えるにあたり、行政の仕事を担う専門人材の不足が問題視されつつある。土木・

建築の技術系専門職が担当するまちづくりやファシリティマネジメント（公共施設の維持管理を含む）

に焦点を当て、人材の確保、育成、定着、連携について調査研究を行う。

1 調査研究の趣旨
都市自治体のガバナンスにおいて、重要な
課題の一つが専門人材の確保である。
この研究会では、土木・建築の技術系専門
職が担当する公共施設の維持管理やまちづく
り分野に焦点を当て、人材の確保（リクルー
ト）、育成（リカレント）、及び人材の定着（リ
テンション）、業務の担い方としての連携に
ついて調査研究を行う。また、分野横断的に
見た場合、情報分野の人材育成の方法も土
木・建築の技術系専門職に応用できる可能性
もあり、時代とともに変化する都市自治体の
ガバナンスを展望する。

2 調査研究の現況
7名の学識者等からなる「人材確保と連携
研究会」（座長：工藤裕子 中央大学法学部教
授）を設置し、土木・建築の技術系専門職に
ついて①都市自治体における人材の現状、②
これから行政で担うべき仕事の見通し、③人
材の確保、④人材育成、⑤定着、⑥連携につ
いて議論を行っている。

2018 年9月 21 日に第1回目研究会を開催
し、都市自治体の土木・建築の技術系専門職
の現状把握に関する意見交換を行った。第2
回目研究会（2018 年 10 月 24 日開催）と第3
回目研究会（2019 年1月 10 日開催）では、都
市自治体の土木・建築の技術系専門職の現状
報告、人材の確保、育成、定着、連携の将来
像を描くためのアンケート調査に関する検討
を行った。なお、アンケート調査は、全国の
都市自治体の人事部局及び技術担当部局あて
に 2019 年3月に実施した。

3 今後の活動予定
2019 年3月 28 日に第4回目研究会を開催
し、土木・建築の技術系専門職を送り出す立
場の大学側からみた人材の確保、育成、定着
や、土木・建築分野とは異なるが、情報分野
の人材育成の知見の応用について検討する。
2019 年度は実施したアンケートの分析、先
行事例の現地調査を行うとともに、分野横断
的な視点も加えて調査研究を行う。
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住居の荒廃をめぐる政策法務と
地域福祉からの対応策に関する調査研究

日本都市センター研究員 釼持 麻衣

いわゆる「ごみ屋敷」や樹木の繁茂といった住居の荒廃及びその住人をめぐる現状と課題を明らかに

するとともに、政策法務及び地域福祉等の面からの対処策やその課題について検討を行い、総合的な対

応策及び予防策のあり方を模索することを目的として、2か年にわたり、調査研究を進めてきた。2018

年度後期は、2回の研究会を開催し、2019 年 3 月に報告書を取りまとめた。

1 調査研究の趣旨
都市自治体における、いわゆる「ごみ屋敷」
や樹木の繁茂といった「住居荒廃」問題及び
その住人をめぐる現状と課題を明らかにす
る。そして、政策法務及び地域福祉等の面か
らの対処策やその課題について、国内外の先
進的な法制度や創意工夫の取組みなどを踏ま
えつつ検討を行い、総合的な対応策及び予防
策のあり方を模索する。
7名の学識者及び都市自治体職員からなる

「住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応
策に関する研究会」（座長：北村喜宣 上智大
学法学部教授）を設置した。研究会では主
に、①荒廃住居とその住人をめぐる現状と問
題、②荒廃住居への対処策と課題、③セルフ・
ネグレクトや事理弁識能力を欠く住人への対
処策と課題、④荒廃住居とその住人への総合
的な対応策（政策法務・地域福祉）の可能性
について調査及び検討を進めてきた。

2 調査研究の現況
2017 年7月から約2年間にわたって、8回

の研究会を開催するとともに、全国 814 市区
を対象とするアンケート調査、及び9か所で
の現地調査を実施した。
2018 年度後期は、2回の研究会（第7回：
11 月 19 日開催、第8回：12 月 17 日開催）を
開催し、7月から8月にかけて実施した3か
所の現地調査結果を報告したほか、報告書の
内容及び全体構成などについて議論を重ねて
きた。

3 成果の公表
2019 年3月には、本調査研究の成果として
報告書『自治体による「ごみ屋敷」対策－福
祉と法務からのアプローチ－』を刊行した。
報告書には、学識者委員の論考や自治体委員
による足立区及び京都市の取組みの紹介に加
えて、アンケート調査・現地調査の結果、関
係法令や「住居荒廃」問題に関する条例等の
参考資料などが盛り込まれている。なお、報
告書の本文は、研究会の概要とともに、当セ
ンターのホームページにおいても公表してい
る。
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住民主体のまちづくりに関する調査研究
（戸田市との共同研究）

日本都市センター研究員 瀧澤里佳子

当センターでは、近郊都市である埼玉県戸田市をフィールドとして、住民が中心となってまちの魅力

を向上・創出するための調査研究を戸田市と共同で行い、全国の都市自治体へまちづくりの課題解決に

向けた手がかりを提供する。

2018 年後期は、2回の研究会を開催し、戸田市の将来を見据えたまちづくりについて議論を行った。

1 調査研究の趣旨
近郊都市では、これまで住宅などハードを
中心としたまちづくりが行われてきた結果、
景観・空間が画一的で、没個性化したまちが
生まれた例も少なくない。しかし、このよう
なまちにも、歴史文化や自然環境などの魅力
的な地域資源が多く潜在している。また、近
年各地では、住民主導のイベント、若い経営
者による空き店舗を活用した起業など、住民
のまちづくりへの自発的な参加が胎動・発芽
しつつある。ハードとソフトの両面で豊かな
ライフスタイルを享受できることが、住民の
当事者意識や生活向上につながり、ひいては
住民のまちへの愛着や誇りの醸成、定住・交
流人口の確保へ結実することが考えられる。
そこで、当センターでは、住民主体のまち
づくりについての調査研究を戸田市と共同で
行い、全国の都市自治体へまちづくりの課題
解決に向けた手がかりを提供する。

2 調査研究の現況
7名の学識者等からなる「住民がつくるお
しゃれなまち研究会」（座長：卯月盛夫 早稲
田大学社会科学総合学術院教授）を設置し、

①魅力ある都市空間の創出、②シビックプラ
イドの醸成、③まちづくりにおける住民参
加、④住民主体のまちづくりにおける行政の
役割などについて議論を行った。
2018 年度後期は、2回の研究会を開催した。
第8回研究会（10 月 24 日開催）では、各委
員が作成した報告書の骨子を基に、内容の確
認及び章立てについて議論を行った。また、
これまでの研究会での議論を踏まえ、戸田市
での具体的な選択と可能性について検討した。
第9回研究会（1月 18 日開催）では、報告

書の執筆内容の最終確認を行った。

3 研究成果
2019 年3月に、本研究会の成果として報告
書『住民がつくる「おしゃれなまち」－近郊
都市におけるシビックプライドの醸成－』を
刊行する。報告書の本文は、当センターの
ホームページでも公表している。
また、3月 26 日には、研究成果をもとに、
学識者等による講演、事例紹介、参加者との
質疑応答、意見交換を行う研究交流会を開催
する。

都市とガバナンス Vol.31

住民主体のまちづくりに関する調査研究（戸田市との共同研究）

209

19-01-365　208 7-5_住居の荒廃をめぐる政策法務と地域福祉....  Page 2 19/04/15 21:07  v5.51

住居の荒廃をめぐる政策法務と
地域福祉からの対応策に関する調査研究

日本都市センター研究員 釼持 麻衣

いわゆる「ごみ屋敷」や樹木の繁茂といった住居の荒廃及びその住人をめぐる現状と課題を明らかに

するとともに、政策法務及び地域福祉等の面からの対処策やその課題について検討を行い、総合的な対

応策及び予防策のあり方を模索することを目的として、2か年にわたり、調査研究を進めてきた。2018

年度後期は、2回の研究会を開催し、2019 年 3 月に報告書を取りまとめた。

1 調査研究の趣旨
都市自治体における、いわゆる「ごみ屋敷」
や樹木の繁茂といった「住居荒廃」問題及び
その住人をめぐる現状と課題を明らかにす
る。そして、政策法務及び地域福祉等の面か
らの対処策やその課題について、国内外の先
進的な法制度や創意工夫の取組みなどを踏ま
えつつ検討を行い、総合的な対応策及び予防
策のあり方を模索する。
7名の学識者及び都市自治体職員からなる

「住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応
策に関する研究会」（座長：北村喜宣 上智大
学法学部教授）を設置した。研究会では主
に、①荒廃住居とその住人をめぐる現状と問
題、②荒廃住居への対処策と課題、③セルフ・
ネグレクトや事理弁識能力を欠く住人への対
処策と課題、④荒廃住居とその住人への総合
的な対応策（政策法務・地域福祉）の可能性
について調査及び検討を進めてきた。

2 調査研究の現況
2017 年7月から約2年間にわたって、8回

の研究会を開催するとともに、全国 814 市区
を対象とするアンケート調査、及び9か所で
の現地調査を実施した。
2018 年度後期は、2回の研究会（第7回：
11 月 19 日開催、第8回：12 月 17 日開催）を
開催し、7月から8月にかけて実施した3か
所の現地調査結果を報告したほか、報告書の
内容及び全体構成などについて議論を重ねて
きた。

3 成果の公表
2019 年3月には、本調査研究の成果として
報告書『自治体による「ごみ屋敷」対策－福
祉と法務からのアプローチ－』を刊行した。
報告書には、学識者委員の論考や自治体委員
による足立区及び京都市の取組みの紹介に加
えて、アンケート調査・現地調査の結果、関
係法令や「住居荒廃」問題に関する条例等の
参考資料などが盛り込まれている。なお、報
告書の本文は、研究会の概要とともに、当セ
ンターのホームページにおいても公表してい
る。
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ネクストステージに向けた都市自治体の税財政のあ
り方に関する調査研究 国際比較ワーキンググループ

日本都市センター主任研究員 清水 浩和

人口減少・少子高齢化社会を迎え、都市自治体が様々な課題に対応しながら、地域の実情に沿った行

政サービスを持続的に提供していくためには、現在の都市自治体が抱える税財政上の課題を検証しつ

つ、それぞれが自立し、自由度の高い行財政運営が可能となる都市税財政のあり方を明らかにすること

が重要である。これまでの調査研究の成果を踏まえ、日本都市センターは国際比較の観点から都市税財

政に関する調査研究を行い、報告書を公表する。

1 趣旨・目的
超高齢・人口減少社会を迎え、人々の暮ら
しのあり方は急激に変わりつつある。都市自
治体がこのような未経験の社会的局面（ネク
ストステージ）に向き合うためには、それに
対応した都市税財政のあり方等について調査
研究を行う必要がある。
そこで、2017 年8月に全国市長会の政策推
進委員会の下に、市区長及び学識者により構
成される「ネクストステージに向けた都市自
治体の税財政のあり方に関する研究会」を設
置し、調査研究を進め、2018 年5月に提言と
報告書（『ネクストステージに向けた都市自
治体の税財政のあり方に関する研究会報告
書』）をとりまとめた。
しかしながら、ネクストステージの都市税
財政のあり方については、具体的には以下の
3つの重要な論点について時間的な制約から
十分な検討を行うことができなかった。1つ
には、超高齢・人口減少社会の現実を踏まえ
た都市財政（市町村財政）の現状と課題、と
りわけ歳出面の課題（＝福祉、教育、地域公

共交通など）である。2つには、地方税、財
政調整制度の最新の国際動向（＝フランスや
ドイツ、スウェーデンなど）を踏まえた、わ
が国の都市（市町村）税財政の課題の抽出で
ある。3つには、将来の財政需要の増大に対
応するための新しい地方税財源の可能性の検
討である。
以上の3つの論点について、都市税財政研
究会で残された課題を検討することで、報告
書の内容を補完することが本調査研究の目的
である。

2 WGの設置と報告書の公表
そこで、2018 年9月に学識経験者からなる

「ネクストステージに向けた都市自治体の税
財政のあり方に関する研究会 国際比較ワー
キンググループ」（座長 星野泉明治大学政治
経済学部教授）を設置し、都市税財政の今後
のあり方を国際比較の観点から調査研究を進
めてきた。その成果は、都市税財政報告書と
合わせ、2019 年3月に日本都市センターの報
告書として刊行する予定である。
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都市自治体における人工知能の
利活用についての調査研究

日本都市センター研究員 早坂 健一

現在の都市自治体の先進的な人工知能の利活用に事例を調査し、人工知能はどの程度行政の事務を担

えるかを明らかにするとともに、人工知能技術を導入するにあたっての課題について検討を行い、総合

的な人工知能活用のあり方を模索することを目的とし、1年にわたり調査研究を進めてきた。2018 年

度後期は4回の研究会を開催し、2019 年3月に報告書を取りまとめた。

1 調査研究の趣旨
近年、都市自治体は厳しい財政状況に直面
している。しかしながら、福祉、教育、環境
問題への対応など、行政へのニーズは増加・
多様化しているのが現状である。こうした状
況に対応するため、「行政サービスの向上」に
努めることが必要であり、これらを実現する
ためのツールとして、ICT技術、とりわけ AI

への期待が年々大きくなっている。
そこで、都市自治体における AIの可能性
やその課題について、先進的な取組みなどを
踏まえつつ検討を行い、総合的な対応のあり
方を模索することを目的として調査研究を進
めてきた。

2 調査研究の現況
2018 年6月より1年にわたって、6回の研
究会を開催するとともに、アンケート調査、
及び6ケ所での現地調査を実施した。
2018 年度後期は、4回の研究会（第3回：
9月 27 日開催、第4回：11 月 13 日開催、第
5回：12 月 19 日開催、第6回：2月 19 日開

催）を開催し、8月から 10 月にかけて実施し
た現地調査結果及び研究会で実施したアン
ケートの報告、委員及びゲストスピーカーに
より話題提供等を行うとともに、報告書の内
容及び全体構成などについて議論を重ねてき
た。

3 成果の公表
2019 年3月には、本調査研究の成果として
報告書『AI が変える都市自治体の未来
―AI-Readyな都市の実現に向けて―』を刊
行した。報告書には、最新の都市自治体にお
ける AI及び RPAの活用事例のほか、都市自
治体が AIを利活用するにあたっての法的論
点、業務の標準化の必要性、業務プロセス分
析を通じた AI導入による業務削減効果の算
出、EBPMの理念、ユースケースの検証を通
じた「現在の AIに出来る業務・出来ない業
務」等が盛り込まれている。なお、報告書の
本文は、研究会の概要とともに、当センター
のホームページにおいても公表している。
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ネクストステージに向けた都市自治体の税財政のあ
り方に関する調査研究 国際比較ワーキンググループ

日本都市センター主任研究員 清水 浩和

人口減少・少子高齢化社会を迎え、都市自治体が様々な課題に対応しながら、地域の実情に沿った行

政サービスを持続的に提供していくためには、現在の都市自治体が抱える税財政上の課題を検証しつ

つ、それぞれが自立し、自由度の高い行財政運営が可能となる都市税財政のあり方を明らかにすること

が重要である。これまでの調査研究の成果を踏まえ、日本都市センターは国際比較の観点から都市税財

政に関する調査研究を行い、報告書を公表する。

1 趣旨・目的
超高齢・人口減少社会を迎え、人々の暮ら
しのあり方は急激に変わりつつある。都市自
治体がこのような未経験の社会的局面（ネク
ストステージ）に向き合うためには、それに
対応した都市税財政のあり方等について調査
研究を行う必要がある。
そこで、2017 年8月に全国市長会の政策推
進委員会の下に、市区長及び学識者により構
成される「ネクストステージに向けた都市自
治体の税財政のあり方に関する研究会」を設
置し、調査研究を進め、2018 年5月に提言と
報告書（『ネクストステージに向けた都市自
治体の税財政のあり方に関する研究会報告
書』）をとりまとめた。
しかしながら、ネクストステージの都市税

財政のあり方については、具体的には以下の
3つの重要な論点について時間的な制約から
十分な検討を行うことができなかった。1つ
には、超高齢・人口減少社会の現実を踏まえ
た都市財政（市町村財政）の現状と課題、と
りわけ歳出面の課題（＝福祉、教育、地域公

共交通など）である。2つには、地方税、財
政調整制度の最新の国際動向（＝フランスや
ドイツ、スウェーデンなど）を踏まえた、わ
が国の都市（市町村）税財政の課題の抽出で
ある。3つには、将来の財政需要の増大に対
応するための新しい地方税財源の可能性の検
討である。
以上の3つの論点について、都市税財政研
究会で残された課題を検討することで、報告
書の内容を補完することが本調査研究の目的
である。

2 WGの設置と報告書の公表
そこで、2018 年9月に学識経験者からなる

「ネクストステージに向けた都市自治体の税
財政のあり方に関する研究会 国際比較ワー
キンググループ」（座長 星野泉明治大学政治
経済学部教授）を設置し、都市税財政の今後
のあり方を国際比較の観点から調査研究を進
めてきた。その成果は、都市税財政報告書と
合わせ、2019 年3月に日本都市センターの報
告書として刊行する予定である。
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ネクストステージの総合計画に関する調査研究
(医療・福祉とコミュニティ、拠点整備と土地利用等)

日本都市センター研究員 髙野 裕作

超高齢、人口減少社会を迎えるなか、各自治体ではハード・ソフト各種分野の政策を統合し、計画的

に施策を実行していく総合的な計画行政が求められる。本調査研究では「一元的・包括的な土地利用計

画・マネジメント」と「健康・医療・福祉政策とまちづくりの連携」の 2点に焦点を当てて検討を進め

ている。本稿では概要と実施状況について概説する。

1 背景と研究概要
超高齢・人口減少社会を迎えるなかで、持
続可能な地域社会・空間を形成し、健全な自
治体経営を実現するためには、ハード・ソフ
ト各種分野の政策を統合し、計画的に施策を
実行していく総合的な計画行政が求められ
る。しかしながら、都市自治体は個別の様々
な計画策定に追われる一方で、従来型の総合
計画では、総合的な機能を果たせなくなって
きている。
ハード面では、都市計画区域に留まらず、
農地や山林など自治体区域全体を一元的・包
括的に計画し、自治体が主体的にマネジメン
トする仕組みが求められる。ソフト面では、
住民の健康の増進を促す施策が注目されてい
る。これらの政策は連携して取り組むことが
重要であり、そのために「総合計画」あるい
は「総合戦略」といった自治体の計画に位置
づけ、関係部署が一体的に推進することが求
められる。「ネクストステージの総合計画」
は従来のスタイルの総合計画を踏襲するもの
ではなく、総合的な土地利用を念頭に置いた
政策コンセプトに基づいた「総合的な計画行
政のあり方」として位置づけるものである。

2 研究の実施状況・今後の予定
2018 年 10 月に「ネクストステージの総合
計画に関する研究会（座長：金井利之 東京
大学大学院法学政治学研究科教授）」を設置
した。
第1回研究会（2018 年 10 月 26 日）では、
調査研究の企画、「ネクストステージの総合
計画」の論点について討議した。第2回研究
会（2018 年 12 月 27 日）では、まちづくりと
福祉・健康政策との連携の事例として、伴内
委員より見附市の「スマートウェルネスシ
ティ」の取組み、山村委員より「医学を基礎
としたまちづくり」の実践と研究について、
話題提供をいただき、討議を行った。第3回
研究会（2019 年2月 14 日）では豊田委員よ
り公共施設の再編・適正化に関する研究、松
川委員より土地利用計画・行政に関する研究
について、話題提供をいただき、討議を行っ
た。
今後も研究会での議論を重ねるとともに、
現地ヒアリング調査および都市自治体に対す
るアンケート調査を実施し、2019 年度末に報
告書を取りまとめる予定である。
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都市の未来を語る市長の会
（2018年度後期）

日本都市センター主任研究員 峰岸 貴子

都市自治体が直面する政策課題について、市区長間で自由な議論、問題意識の共有及び情報交流を図

ることを目的に、市区長有志から構成される呼びかけ人による「都市の未来を語る市長の会」を開催し

ている。2018 年度後期は、「憲法改正論議と都市自治体」を議題として、学識者による基調講演、市長に

よる問題提起及び参加市長間の意見交換を行った。

はじめに
通算 26 回目となる「都市の未来を語る市
長の会（2018 年度後期）」は、2018 年 11 月5
日（月）に開催し、市区長4名の参加を得た。
倉田薫池田市長の進行のもと、各市区長間で
活発な意見交換が行われた。

プログラム

大津 浩明治大学法学部教授基調講演
松本 武洋和光市長問題提起

進 行 役 池田市長 倉田 薫
趣旨説明 坂出市長 綾 宏

1 趣旨説明
今回の議題である「憲法改正論議と都市自
治体」について、綾宏坂出市長による趣旨説
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あった。
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「憲法改正論議と都市自治体 ～立法権分

有型地方自治の視点から～」と題して、大津
浩明治大学法学部教授による基調講演が行わ
れた。
大津教授からは、日本国憲法をめぐって、
改正すべき、すべきではないなど様々な意見
があるが、地方自治については、憲法改正を
しなくても、立法権分有の観点から必要に応
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3 問題提起・意見交換
和光市長から、現在、憲法の改正論議があ
るが、国民全体が憲法に無関心なまま議論が
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ともに、都市自治体も提起されている憲法改
正に関して立場の明確化などの議論があって
しかるべきだとの問題提起があった。参加し
た市長より、自由で活発な意見交換が交わさ
れた。

おわりに
本会の詳細については、2019 年3月にブッ
クレットとして刊行する予定である。
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ネクストステージの総合計画に関する調査研究
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は従来のスタイルの総合計画を踏襲するもの
ではなく、総合的な土地利用を念頭に置いた
政策コンセプトに基づいた「総合的な計画行
政のあり方」として位置づけるものである。

2 研究の実施状況・今後の予定
2018 年 10 月に「ネクストステージの総合
計画に関する研究会（座長：金井利之 東京
大学大学院法学政治学研究科教授）」を設置
した。
第1回研究会（2018 年 10 月 26 日）では、
調査研究の企画、「ネクストステージの総合
計画」の論点について討議した。第2回研究
会（2018 年 12 月 27 日）では、まちづくりと
福祉・健康政策との連携の事例として、伴内
委員より見附市の「スマートウェルネスシ
ティ」の取組み、山村委員より「医学を基礎
としたまちづくり」の実践と研究について、
話題提供をいただき、討議を行った。第3回
研究会（2019 年2月 14 日）では豊田委員よ
り公共施設の再編・適正化に関する研究、松
川委員より土地利用計画・行政に関する研究
について、話題提供をいただき、討議を行っ
た。
今後も研究会での議論を重ねるとともに、
現地ヒアリング調査および都市自治体に対す
るアンケート調査を実施し、2019 年度末に報
告書を取りまとめる予定である。
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政策交流イベント

〇第 80 回全国都市問題会議

〇全国市長会創立 120 周年記念市長フォーラム（Ⅲ）（第 18 回市長フォーラム）

〇第5回都市調査研究交流会

日本都市センターでは、都市自治体が直面する政策課題に対する問題意識を共有するととも

に、解決のための諸方策を議論するため、全国の市区長、職員等の都市自治体関係者を対象と

して、「全国都市問題会議」（全国市長会、（公財）後藤・安田記念東京都市研究所、開催都市と

の共催）、「市長フォーラム」、「都市調査研究交流会」を開催している。

以下では、2018 年 10 月 11 日、12 日に開催した「第 80 回全国都市問題会議」、同年 11 月 14

日に開催した「第 18 回市長フォーラム」、2019 年2月7日に開催した「第 5回都市調査研究交

流会」の概要をそれぞれ報告する。
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第 80 回全国都市問題会議
日本都市センター主任研究員 加藤 祐介

2018 年 10 月 11 日、12 日の 2日間、長岡市のシティホールプラザアオーレ長岡において、第 80 回全

国都市問題会議を開催した。会議では、「市民協働による公共の拠点づくり」をテーマに、様々な取組み

等の紹介を交えながら、地域社会の活動の場としての「公共の拠点づくり」の多様なあり方が示された。

1 第 80 回会議の趣旨
全国都市問題会議は、全国の都市関係者が
一堂に会し、当面する課題やその対応策につ
いて討議するとともに、情報交換を図ること
を目的として、1927 年から開催している会議
である。第 80 回目となる今回は、当セン
ター、全国市長会、後藤・安田記念東京都市
研究所と開催市である長岡市の共催により、
「市民協働による公共の拠点づくり」をテー
マに、2018 年 10 月 11 日、12 日に開催し、約
2,200 名の都市自治体関係者の参加を得た。
今回の会場となったシティホールプラザア
オーレ長岡は、広場やアリーナ、市役所が一
体となった複合施設であり、「市民協働・交流
の拠点」として市民の自由な発想により多様
な活用がなされていることで知られている。

会議では、全国の都市での様々な取組み等の
紹介を交えながら、市民の創意工夫によって
育まれる地域社会の活動の場としての「公共
の拠点づくり」の多様なあり方が示された1。

2 会議プログラム
当日は、下表のとおり講演等が行われた。
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1「市政」2018 年 12 月号、pp.6-13 に会議の内容が収録されているので、あわせて参照されたい。

プログラム

一 般 報 告

長岡市の市民協働
長岡市長 磯田 達伸

主 報 告

地方分権へのまなざし
東京大学史料編纂所教授 本郷 和人

基 調 講 演
第 1日：10 月 11 日（木）

第 2日：10 月 12 日（金）

市民との対話と連携で進める
津市の公共施設マネジメント

津市長 前葉 泰幸
場所の時代

建築家・東京大学教授 隈 研吾
筑波大学客員教授 森 民夫
アートディレクター 森本 千絵

＜コーディネーター＞
明治大学政治経済学部地域行政学科長・教授 牛山久仁彦

＜パネリスト＞
シビックプライド醸成の
コミュニケーションポイントから考える「拠点」

東京理科大学理工学部建築学科教授 伊藤 香織
子育て支援から見た公共の拠点づくり

NPO法人子育てひろば全国連絡協議会理事長 奥山千鶴子
長岡の市民主体のまちづくり
長岡市国際交流センター「地球広場」センター長 羽賀 友信

地域包括ケアを支える新たな拠点づくり―NPOとの連携―
和光市長 松本 武洋

人・モノ・金の好循環を目指して
須崎市長 楠瀬 耕作

パネルディスカッション

（写真：全国市長会提供）
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全国市長会創立 120 周年記念市長フォーラム（Ⅲ）
（第 18 回市長フォーラム）

日本都市センター主任研究員 清水 浩和

「市長フォーラム」は、全国の市区長などを対象に、都市自治体が直面する課題に関する問題意識を共

有し、その深化を図ることを目的に毎年開催している。2018 年 11 月に開催した第 18 回市長フォーラ

ムでは、神野直彦 日本社会事業大学学長による基調講演、市長と学識者によるパネルディスカッショ

ン、および参加者との意見交換が行われた。

はじめに
本フォーラムは、都市自治体が直面する課
題に関する問題意識を共有し、その深化を図
るため、全国市長会と共同して、全国の市区
長などを対象に開催している。
本年は、2018 年 11 月 14 日（水）に第 18 回
市長フォーラムを全国都市会館2階大ホール
にて開催したところ、市区長約 200 名のほか
多数の都市関係者にご参加をいただいた。以
下、この概要について次のとおり紹介する。

1 開催趣旨
超高齢・人口減少社会に突入した我が国に
おいては、都市自治体に課せられた多様な役
割を確実に果たしていくためには、国・地方
を通じて、新たな財源を確保していく必要が
ある。このため、全国市長会では「ネクスト
ステージに向けた都市税財政のあり方に関す
る研究会」を設置し、2018 年5月には政策提
言と報告書を取りまとめた。
そこで、本フォーラムでは、今後の都市税
財政のあり方について学識者から基調講演を
いただくとともに、パネルディスカッション
により議論をさらに深めることで、超高齢・
人口減少社会を生き抜く都市税財政のあり方
を展望することした。
今回の市長フォーラムは「ネクストステー
ジの都市税財政へ～超高齢・人口減少社会に
立ち向かう～」をテーマとし、まず日本社会
事業大学学長の神野直彦氏より基調講演をい
ただいた。つづくパネルディスカッションで
は、関西学院大学教授の小西砂千夫氏にコー
ディネーターをお務めいただくとともに、神
野氏、東北大学准教授の青木栄一氏、飯田市
長の牧野光朗氏 島田市長の染谷絹代氏、堺
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プログラム

2 基調講演
日本社会事業大学学長
・東京大学名誉教授 神野直彦

1 開会挨拶
全国市長会会長 立谷秀清

4 意見交換

3 パネルディスカッション
コーディネーター：関西学院大学大学院経済学研究

科・人間福祉学部教授
小西砂千夫

パネリスト：日本社会事業大学学長
・東京大学名誉教授 神野直彦
東北大学大学院教育学研究科
・教育学部准教授 青木栄一
飯田市長 牧野光朗
島田市長 染谷絹代
堺市長 竹山修身
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第 80 回全国都市問題会議
日本都市センター主任研究員 加藤 祐介
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国都市問題会議を開催した。会議では、「市民協働による公共の拠点づくり」をテーマに、様々な取組み

等の紹介を交えながら、地域社会の活動の場としての「公共の拠点づくり」の多様なあり方が示された。

1 第 80 回会議の趣旨
全国都市問題会議は、全国の都市関係者が
一堂に会し、当面する課題やその対応策につ
いて討議するとともに、情報交換を図ること
を目的として、1927 年から開催している会議
である。第 80 回目となる今回は、当セン
ター、全国市長会、後藤・安田記念東京都市
研究所と開催市である長岡市の共催により、
「市民協働による公共の拠点づくり」をテー
マに、2018 年 10 月 11 日、12 日に開催し、約
2,200 名の都市自治体関係者の参加を得た。
今回の会場となったシティホールプラザア
オーレ長岡は、広場やアリーナ、市役所が一
体となった複合施設であり、「市民協働・交流
の拠点」として市民の自由な発想により多様
な活用がなされていることで知られている。

会議では、全国の都市での様々な取組み等の
紹介を交えながら、市民の創意工夫によって
育まれる地域社会の活動の場としての「公共
の拠点づくり」の多様なあり方が示された1。

2 会議プログラム
当日は、下表のとおり講演等が行われた。
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基 調 講 演
第 1日：10 月 11 日（木）

第 2日：10 月 12 日（金）

市民との対話と連携で進める
津市の公共施設マネジメント

津市長 前葉 泰幸
場所の時代

建築家・東京大学教授 隈 研吾
筑波大学客員教授 森 民夫

アートディレクター 森本 千絵

＜コーディネーター＞
明治大学政治経済学部地域行政学科長・教授 牛山久仁彦

＜パネリスト＞
シビックプライド醸成の
コミュニケーションポイントから考える「拠点」

東京理科大学理工学部建築学科教授 伊藤 香織
子育て支援から見た公共の拠点づくり

NPO法人子育てひろば全国連絡協議会理事長 奥山千鶴子
長岡の市民主体のまちづくり
長岡市国際交流センター「地球広場」センター長 羽賀 友信

地域包括ケアを支える新たな拠点づくり―NPOとの連携―
和光市長 松本 武洋

人・モノ・金の好循環を目指して
須崎市長 楠瀬 耕作

パネルディスカッション

（写真：全国市長会提供）
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市長の竹山修身氏にパネリストとして参加を
いただき、ネクストステージである超高齢・
人口減少社会に向けた都市税財政のあり方を
展望していただいた。

2 講演の概要1

(1）神野直彦氏講演（概要）
超高齢・人口減少がさらに進むネクストス
テージは、どのような時代ととらえられる
か。「絶望の時代」と考える人が多いであろ
うが、このような歴史の転換期は、希望と楽
観主義を携えて進んでいかなければいけない
と私は考えている。人口が減少するからと
いって、ネクストステージを絶望の時代とと
らえる必要はない。
私はネクストステージの目指すべき、ポス
ト工業社会にふさわしい都市像として、「丘
の上の光輝く都市」をイメージしている。私
たちが目指す「丘の上の光輝く都市」とは、
子どもを育てたい、子どもが育ちたいと感じ
る都市である。このような都市にこそポスト
工業社会を担う人材は育ち、集まってくると
ともに、新たな産業も生まれてくる。
フランスのアルザス・ロレーヌの中心都
市・ストラスブールは、ヨーロッパの目指す
サスティナブル・シティの優等生といわれ
る。
そうしたサスティナブル・シティを築いて
いくために都市税財源はどうあるべきか。フ
ランスの地方税を例に考えると、フランスで
は 1980 年代初めに、地方自治体は地方税の
主要4税（当時）に関し、税率の操作権を獲
得した。これにより上限はあるものの、税率
を自由に決定することができるようになっ
た。

また、フランスでは地方自治体が法定外税
を新設することはできないものの、地方税の
税目は、任意税も含めて一般法典に規定され
ている。地方自治体はここにリスト化された
税目を選んで、税金を課すことが可能であ
る。ちなみに、ストラスブールでは、企業の
支払賃金に税金を掛ける「交通機関税」を設
けており、これがサスティナブル・シティを
形成する前提条件となっている。
このフランスの例からも分かるように、今
後は都市の税財源を強化し、自己決定権限を
拡大していくことが欠かせない。端的にいえ
ば、使途が特定されない「一般財源」を増や
していくということである。なぜ一般財源を
増やす必要があるのかといえば、ネクストス
テージに向けて、地方財政の使命は急速に拡
大していくためである。
地方自治体は本来、所得再分配機能、経済
安定化機能を持っていなかったが、教育や医
療、福祉などの「準私的財」の供給により、
事実上の所得再分配の分担責任を担うように
なっている。実際、EUの設立により、国境
管理ができなくなったヨーロッパでは、国民
の生活を守る政策を地方自治体に移譲する動
きが顕著に見られる。
基礎自治体は、その役割が大きくなるにつ
れて、拡大する行政任務に対応するように、
課税権（立法権、収入権、徴税権）も配分さ
れるようになる。そうすると自治体間で財政
力格差が生じるため、財政調整が必要にな
る。
それと同時に、国と地方の税源配分の在り
方も問題になってくる。この税源配分には二
つの基準がある。一つは「税源移動性基準」
であり、移動性の高い「物」への課税は国税
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1 全国市長会『市政』2019 年2月号、6-13 頁にも講演概要が収録されているため、あわせて参照されたい。
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に、移動性の低い「人」への課税は地方税に
という基準である。移動性の高い「物」は、
国境を管理しない地方自治体の税金（地方
税）にはなじまないという考えがその背景に
ある。
もう一つの基準は「政府機能基準」で、国
税は経済能力などに応じて課税する「応能原
則」に、そして地方税は公共サービスの受益
に応じて負担する「応益原則」に基づくべき
との考えに準じた基準である。
いずれの基準をとるかは、その国によって
変わってくるが、基幹税である「所得税」と
「消費税」の配分を中心に見ると、例えば政
府機能基準を採用するアメリカは所得税を国
税に、消費税を地方税に配分しており、税源
移動性基準を採用するスウェーデンは所得税
を地方税に配分しているが、ドイツは所得税
と消費税を中央と地方でほぼ半分ずつに配分
している。
それでは、日本ではどのような配分が適切
なのか。私は地方自治体が提供する公共サー
ビスの受益と負担との関係、さらには昼夜間
人口の移動が激しいという特徴を考慮する
と、所得税と消費税を国と地方で半分ずつに
分けていく方式がふさわしいと考えている。
また、今後の地方税を考える際には、目的
税も無視できない。目的税には「作用目的
税」と「使途目的税」の2種類があり、環境
保全を目的に課される「環境税」のように「作
用」を目的にした税が「作用目的税」である
が、特定の「使途」に充てる目的で掛けられ

る税を「使途目的税」という。
今後、生活環境の向上を目的とした「生活
環境税制」や、実際の消費行為が行われてい
る現場で徴収する「消費行為税」などを中心
に、地方税における目的税をさらに具体的に
検討することが重要である。その際には、ス
トラスブールの「交通機関税」、EUで採用さ
れている、使い捨てのプラスチック包装のリ
サイクルを促す「使い捨て税」など、海外に
おける目的税も参考にすべきであろう。
それぞれの都市が、独自のアイデアの下
で、人間が生活する場としての都市の再生を
目指し、新たな船出を切っていただきたいと
思う。

(2）パネルディスカッション（概要）
基調講演を踏まえて、学識者と市長のパネ
リストからは多様な意見が出され、活発な討
論がなされた。例えば、ストラスブールの
LRTもハード整備を伴う大規模事業である
ことから市町村の共同事業として広域連携で
進める可能性があること、教育分野では一部
の単独事業（ALT、特別支援教育支援員等）
が全国的にも普及している実状等が指摘され
た。
最後に、ネクストステージに向けては、地
域コミュニティや社会的なネットワークの再
構築、住民同士の結びつきが重要になるとい
う認識が全てのパネリストに共通して示され
ていた。
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市長の竹山修身氏にパネリストとして参加を
いただき、ネクストステージである超高齢・
人口減少社会に向けた都市税財政のあり方を
展望していただいた。

2 講演の概要1

(1）神野直彦氏講演（概要）
超高齢・人口減少がさらに進むネクストス
テージは、どのような時代ととらえられる
か。「絶望の時代」と考える人が多いであろ
うが、このような歴史の転換期は、希望と楽
観主義を携えて進んでいかなければいけない
と私は考えている。人口が減少するからと
いって、ネクストステージを絶望の時代とと
らえる必要はない。
私はネクストステージの目指すべき、ポス
ト工業社会にふさわしい都市像として、「丘
の上の光輝く都市」をイメージしている。私
たちが目指す「丘の上の光輝く都市」とは、
子どもを育てたい、子どもが育ちたいと感じ
る都市である。このような都市にこそポスト
工業社会を担う人材は育ち、集まってくると
ともに、新たな産業も生まれてくる。
フランスのアルザス・ロレーヌの中心都
市・ストラスブールは、ヨーロッパの目指す
サスティナブル・シティの優等生といわれ
る。
そうしたサスティナブル・シティを築いて
いくために都市税財源はどうあるべきか。フ
ランスの地方税を例に考えると、フランスで
は 1980 年代初めに、地方自治体は地方税の
主要4税（当時）に関し、税率の操作権を獲
得した。これにより上限はあるものの、税率
を自由に決定することができるようになっ
た。

また、フランスでは地方自治体が法定外税
を新設することはできないものの、地方税の
税目は、任意税も含めて一般法典に規定され
ている。地方自治体はここにリスト化された
税目を選んで、税金を課すことが可能であ
る。ちなみに、ストラスブールでは、企業の
支払賃金に税金を掛ける「交通機関税」を設
けており、これがサスティナブル・シティを
形成する前提条件となっている。
このフランスの例からも分かるように、今
後は都市の税財源を強化し、自己決定権限を
拡大していくことが欠かせない。端的にいえ
ば、使途が特定されない「一般財源」を増や
していくということである。なぜ一般財源を
増やす必要があるのかといえば、ネクストス
テージに向けて、地方財政の使命は急速に拡
大していくためである。
地方自治体は本来、所得再分配機能、経済
安定化機能を持っていなかったが、教育や医
療、福祉などの「準私的財」の供給により、
事実上の所得再分配の分担責任を担うように
なっている。実際、EUの設立により、国境
管理ができなくなったヨーロッパでは、国民
の生活を守る政策を地方自治体に移譲する動
きが顕著に見られる。
基礎自治体は、その役割が大きくなるにつ
れて、拡大する行政任務に対応するように、
課税権（立法権、収入権、徴税権）も配分さ
れるようになる。そうすると自治体間で財政
力格差が生じるため、財政調整が必要にな
る。
それと同時に、国と地方の税源配分の在り
方も問題になってくる。この税源配分には二
つの基準がある。一つは「税源移動性基準」
であり、移動性の高い「物」への課税は国税
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1 全国市長会『市政』2019 年2月号、6-13 頁にも講演概要が収録されているため、あわせて参照されたい。
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第5回都市調査研究交流会

日本都市センター研究員 早坂 健一

「都市調査研究交流会」は、都市自治体シンクタンクや都市自治体企画部門における、調査研究に関わ

る職員を対象として、調査研究技法や課題に関する情報交換、交流の場として 2014 年度より開催して

いる。

2019 年2月7日に開催した第5回では、「オープンデータで創る地方の未来」をテーマに基調講演及

びワークショップを実施した。

1 開催概要・趣旨
近年、多くの都市自治体が複雑かつ多様化
する行政課題の解決のために独自の調査研究
を行っており、職員の調査研究能力の向上や
調査研究技法の蓄積が急務となっている。当
センターでは、都市自治体における調査研究
に関わる職員の意見交換等の場として、本交
流会を 2014 年度より開催している。
第5回を迎える今年度は、都市自治体が活
用すべき重要な社会資源であるオープンデー
タの取組が全国的に普及しているとは言い難
いことに鑑み「オープンデータで創る地方の
未来」をテーマに基調講演及びワークショッ
プを実施した。

2 交流会の概要
先だって、第1部として第9回都市調査研
究グランプリ表彰式を行った。（詳細につい
ては、「第9回都市調査研究グランプリ」の
ページを参照）。
引き続き、昨年度に最優秀賞を受賞した豊
島区都市整備部建築課の山崎氏より「住民の

自力更新が困難な無接道宅地の解消の向けた
調査研究～豊島区不燃化特区を事例として
～」について、今年度最優秀賞を受賞した横
須賀市の政策推進部政策研究所の鈴木氏より
「横須賀市のエビデンスに基づいた政策形成
に寄与する調査研究～経済波及効果分析ツー
ルと独自開発と庁内活用の推進～」について
それぞれご報告いただいた。
第 2 部では株式会社 jig.jp 会長である福
野泰介氏より「オープンデータで創る地方の
未来」をテーマとした基調講演及が行われ、
オープンデータの歴史、推進すべき理由、都
市自治体における活用事例に紹介いただいた
ほか、実際に IoT機器の操作方法についてご
説明頂き、参加者で操作を体験した。
後半の部ではオープンデータを用いたアプ
リ作成を行った。アプリ作成には世界標準
APIである SPARQLを使い、ハンズオン形
式で参加者自身がパソコンを操作しながら地
図アプリの読み込み、アイコンの設置・追加、
アプリへのアクセス、検索等を順次体験した。

都市とガバナンス Vol.31

政策交流イベント

220

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　221 9-0中扉（刊行物のご案内）.mcd  Page 1 19/04/11 09:21  v5.51

刊行物のご案内

日本都市センターでは、研究成果やセミナー・シンポジウムの記録を出版しており、ホーム

ページから直接ご購入いただけます。

また、2011 年度以降の刊行物につきましては、ホームページからPDFで全文ダウンロード

が可能ですのでご利用ください。

URL http://www.toshi.or.jp/?kwsearch=on

19-01-365　220 8-3_第5回都市調査研究交流会.mcd  Page 2 19/04/11 09:21  v5.51

第5回都市調査研究交流会

日本都市センター研究員 早坂 健一

「都市調査研究交流会」は、都市自治体シンクタンクや都市自治体企画部門における、調査研究に関わ

る職員を対象として、調査研究技法や課題に関する情報交換、交流の場として 2014 年度より開催して

いる。

2019 年2月7日に開催した第5回では、「オープンデータで創る地方の未来」をテーマに基調講演及

びワークショップを実施した。

1 開催概要・趣旨
近年、多くの都市自治体が複雑かつ多様化
する行政課題の解決のために独自の調査研究
を行っており、職員の調査研究能力の向上や
調査研究技法の蓄積が急務となっている。当
センターでは、都市自治体における調査研究
に関わる職員の意見交換等の場として、本交
流会を 2014 年度より開催している。
第5回を迎える今年度は、都市自治体が活
用すべき重要な社会資源であるオープンデー
タの取組が全国的に普及しているとは言い難
いことに鑑み「オープンデータで創る地方の
未来」をテーマに基調講演及びワークショッ
プを実施した。

2 交流会の概要
先だって、第1部として第9回都市調査研
究グランプリ表彰式を行った。（詳細につい
ては、「第9回都市調査研究グランプリ」の
ページを参照）。
引き続き、昨年度に最優秀賞を受賞した豊
島区都市整備部建築課の山崎氏より「住民の

自力更新が困難な無接道宅地の解消の向けた
調査研究～豊島区不燃化特区を事例として
～」について、今年度最優秀賞を受賞した横
須賀市の政策推進部政策研究所の鈴木氏より
「横須賀市のエビデンスに基づいた政策形成
に寄与する調査研究～経済波及効果分析ツー
ルと独自開発と庁内活用の推進～」について
それぞれご報告いただいた。
第 2 部では株式会社 jig.jp 会長である福
野泰介氏より「オープンデータで創る地方の
未来」をテーマとした基調講演及が行われ、
オープンデータの歴史、推進すべき理由、都
市自治体における活用事例に紹介いただいた
ほか、実際に IoT機器の操作方法についてご
説明頂き、参加者で操作を体験した。
後半の部ではオープンデータを用いたアプ
リ作成を行った。アプリ作成には世界標準
APIである SPARQLを使い、ハンズオン形
式で参加者自身がパソコンを操作しながら地
図アプリの読み込み、アイコンの設置・追加、
アプリへのアクセス、検索等を順次体験した。
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■機関誌「都市とガバナンス」（A4版 本体価格 1,000 円＋税）

図 書 名 発行

都市とガバナンス 第 30 号 2018 年9月

都市とガバナンス 第 29 号 2018 年3月

都市とガバナンス 第 28 号 2017 年9月

■報告書

図 書 名 発行 サイズ 価格（税別）

ネクストステージの都市税財政に向けて
－超高齢・人口減少時代の地域社会を担う都市自治体
の提言と国際的視点－

2019 年 A4 1,500 円

自治体による「ごみ屋敷」対策
－福祉と法務からのアプローチ－ 2019 年 A5 1,000 円

住民がつくる「おしゃれなまち」
－近郊都市におけるシビックプライドの醸成－ 2019 年 A5 1,000 円

AIが変える都市自治体の未来
－ AI-Readyな都市の実現に向けて－ 2019 年 A5 1,000 円

都市自治体の文化芸術ガバナンスと公民連携 2018 年 A5 1,000 円

ドイツの空き家問題と都市・住宅政策 2018 年 A5 1,000 円

都市自治体による持続可能なモビリティ政策
－地域公共交通・まちづくり・ICT－ 2018 年 A5 1,000 円

超高齢・人口減少時代の地域を担う自治体の土地利用
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－道路交通・まちづくり・コミュニティー 2017 年 A5 1,000 円
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自治体の遠隔型連携の課題と展望
－新たな広域連携の可能性－ 2017 年 A5 1,000 円

超高齢・人口減少社会に立ち向かう
－新たな公共私の連携と原動力としての自治体－ 2017 年 A5 1,000 円
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　（公財）日本都市センターは、2012 年 4 月
より、都市政策、行政経営及び地方自治制度等
の都市に関する調査研究活動を行うとともに、
情報の提供及び研修事業等を行うことに特化し
た公益財団法人へ移行いたしました。
　今後も都市自治体をはじめ研究者の方々に
様々なメディアを通じ適切かつ迅速な情報提供
に努め、都市の発展に貢献してまいります。
　詳しくは、当センターホームページ
（http://www.toshi.or.jp）をご覧ください。

研究室スタッフ紹介
■理事・研究室長
　石川　義憲
■副室長
　池田　泰久　　臼田　公子
■研究員
　清水　浩和　　加藤　祐介　　峰岸　貴子
　髙野　裕作　　釼持　麻衣　　黒石　啓太
　早坂　健一　　瀧澤里佳子　　原　　宏樹

編 集 後 記

　皆様のお手元に、『都市とガバナン
ス』第31号をお届けします。
　本誌は、地方自治をめぐる諸状況や
全国の都市自治体のニーズを踏まえ、
地方自治制度、都市政策、行政経営
等都市の政策に役立つ情報を提供す
るため、（公財）日本都市センターが年
2回発刊している機関誌です。

　シリーズ「まちづくりの新展開」で
は、公共施設の再編及び商業施設の
立地調整をめぐる広域連携について
本号は焦点を当てました。また、テー
マでは、「都市自治体とツーリズム政
策」を特集しました。これらの論文
が、皆様の一助となれば幸いです。

　ご多忙にもかかわらず、ご寄稿いた
だいた執筆者の皆様には改めて感謝
申し上げます。

（研究員　原　宏樹）

〔お断り〕本誌の論文等のうち、意見にわたる部分は筆者の個人的見解です。 

都市とガバナンス 第 31 号（年 2 回発行）

発　行　日　　2019年３月15日
定　　　価　　本体価格1,000円＋税
編集・発行　　（公財）日本都市センター
　　　　　　　〒102－0093　東京都千代田区平河町2‒4‒1
　　　　　　　　　　　　　日本都市センター会館８階
　　　　　　　ＴＥＬ　03-5216-8771
　　　　　　　ＦＡＸ　03-3263-4059
　　　　　　　E-mail　 labo@toshi.or.jp
　　　　　　　ＵＲＬ　http://www.toshi.or.jp
印　　　刷　　株式会社　丸井工文社
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講演録 都市政策をめぐる研究交流の最前線

テーマ 都市自治体とツーリズム政策
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